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さいたま市告示第６０号 

さいたま市本庁舎保守管理業務について、次のとおり一般競争入札を行うので、地方自治法施行令

（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基づき公告する。 
令和５年１月１６日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 
さいたま市本庁舎保守管理業務 

⑵ 履行場所 
さいたま市浦和区常盤６－４－４ 

⑶ 業務概要 
仕様書のとおり 

⑷ 履行期間 
令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 
本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本入札の告示日において、令和３・４年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）（

以下「名簿」という。）に業務「建物管理等」の等級区分がＡ級で受注希望業務「建物総合管理

」で登載され、本市内に本店を有し、かつ、引き続き同業務で令和５・６年度さいたま市競争入

札参加資格審査の申請をしている者であること。 
⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 
イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 
⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 入札日において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立てが

なされている者でないこと。ただし、更生手続開始の決定がなされている者はこの限りでない。 

⑸ 入札日において、民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続開始の申立てが

なされている者でないこと。ただし、再生手続開始の決定がなされている者はこの限りでない。 
⑹ 中小企業等協同組合法（昭和２４年法律第１８１号）に基づく事業協同組合及び企業組合並び

に中小企業団体の組織に関する法律（昭和３２年法律第１８５号）に基づく協業組合にあっては、

その組合員が同一入札に参加していない者であること。 

⑺ 令和３年度以降に本市又はその他官公庁で同規模（地上１１階地下２階建、延床面積約２８，

０００㎡）以上の契約を締結し履行実績（履行中を含む。）を有する者であること。 
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⑻ 設備管理に必要な次に掲げる全ての資格を有する者を配置できる者であること。 

ア 建築物における衛生的環境の確保に関する法律（昭和４５年法律第２０号）第７条第１項に

規定する建築物環境衛生管理技術者 

イ 電気事業法（昭和３９年法律１７０号）第４４条第１項に規定する第三種電気主任技術者 

ウ 消防法（昭和２３年法律第１８６号）第１３条に規定する危険物取扱者（乙種第４類） 

エ 電気工事士法（昭和３５年法律第１３９号）第３条第１項に規定する第一種電気工事士 

オ 水道法（昭和３２年法律第１７７号）第１９条に規定する水道技術管理者 

３ 入札説明書等の交付 
本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書及び仕様書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 
さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局財政部庁舎管理課 

担当 金杉 電話 ０４８（８２９）１１７３ 

⑵ 交付期間 
告示の日から令和５年２月６日（月）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さい

たま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後４時まで） 
⑶ 交付費用 

無償 
４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において

確認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 
⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 
イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 
３⑵に同じ 

⑶ 受付場所 
３⑴に同じ 

⑷ 提出方法 
持参 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 
確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 
３⑴に同じ 

⑵ 交付日時 
令和５年２月２０日（月）午前９時から午後４時まで 

⑶ その他 
郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に９４円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。 
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６ 入札手続等 
⑴ 入札方法 

総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の

１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切

り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る

課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当す

る金額を入札書に記載すること。 
⑵ 入札の日時及び場所 

ア 日時 
令和５年３月６日（月）午前９時３０分 

イ 場所 
さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市役所地下１階第１会議室 

⑶ 入札保証金 
見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３

年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。 
⑷ 開札の日時及び場所 

ア 日時 
令和５年３月６日（月）入札終了後、直ちに行う。 

イ 場所 
６⑵イに同じ 

⑸ 最低制限価格 
 設定する。なお、最低制限価格を下回る入札をした者は、再度入札に参加できない。 

 ⑹ 落札者の決定方法 
さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で、同条第４項及び第５項に基づいて作成された最低制限価格以上の価格をもって入札を行

った者のうち、最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 
 なお、初度入札において落札者がいないときは、初度入札の開札結果発表後、当該入札場所に

おいて直ちに再度入札を行う。再度入札に参加できる者は、初度入札に参加し、開札に立ち会っ

た者とする。ただし、初度入札において無効な入札を行った者は、再度入札に参加することがで

きない。再度入札は、１回とする。 
⑺ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

⑻ 入札事務を担当する課 
さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局財政部財政課 
電話 ０４８（８２９）１１５３ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９７４ 

⑼ 業務を担当する課 
さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局財政部庁舎管理課 
電話 ０４８（８２９）１１７３ ＦＡＸ ０４８（８２５）０６６５ 

７ 契約手続等 
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⑴ 契約保証金 
契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。 
⑵ 契約書作成の要否 

要 
⑶ 議決の要否 

否 
８ その他 

⑴ 提出された競争入札参加申込兼資格確認申請書等は、返却しない。 
⑵ 入札参加者は、入札後、本告示、仕様書、現場等についての不明を理由として、異議を申し立

てることはできない。 

⑶ 契約条項等は、さいたま市財政局財政部庁舎管理課及びホームページにおいて閲覧できる。 
https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 

⑷ 詳細は、入札説明書による。 
  

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html
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さいたま市告示第６１号 

さいたま市本庁舎駐車場警備業務について、次のとおり一般競争入札を行うので、地方自治法施行

令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基づき公告する。 
令和５年１月１６日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 
さいたま市本庁舎駐車場警備業務 

⑵ 履行場所 
さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市役所本庁舎駐車場 

⑶ 業務概要 
仕様書のとおり 

⑷ 履行期間 
令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 
本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本入札の告示日において、令和３・４年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）（

以下「名簿」という。）に業務「建物管理等」の等級区分がＡ級で受注希望業務「駐車場管理」

で登載され、本市内に本店を有し、かつ、引き続き同業務で令和５・６年度さいたま市競争入札

参加資格審査の申請をしている者であること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 
ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 
イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 
⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 入札日において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立てが

なされている者でないこと。ただし、更生手続開始の決定がなされている者はこの限りでない。 

⑸ 入札日において、民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続開始の申立てが

なされている者でないこと。ただし、再生手続開始の決定がなされている者はこの限りでない。 
⑹ 中小企業等協同組合法（昭和２４年法律第１８１号）に基づく事業協同組合及び企業組合並び

に中小企業団体の組織に関する法律（昭和３２年法律第１８５号）に基づく協業組合にあっては、 

その組合員が同一入札に参加していない者であること。 

⑺ 令和３年度以降に本市又はその他官公庁で同規模（駐車可能台数約３００台）以上の契約を締

結し履行実績（履行中を含む。）を有する者であること。 
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⑻ 警備業法（昭和４７年法律第１１７号）第２条第１項第２号及び第４条の規定に基づく埼玉県

公安委員会の認定を受け、かつ、同法第２２条の規定に基づく警備員指導教育責任者資格者証（

警備業務の区分・２号）の交付を受けている者を１名以上配置できる者であること。 

３ 入札説明書等の交付 
本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書及び仕様書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 
さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局財政部庁舎管理課 

担当 金杉 電話 ０４８（８２９）１１７３ 

⑵ 交付期間 
告示の日から令和５年２月６日（月）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さい

たま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後４時まで） 
⑶ 交付費用 

無償 
４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において

確認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 
⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 
イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 
３⑵に同じ 

⑶ 受付場所 
３⑴に同じ 

⑷ 提出方法 
持参 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 
確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 
３⑴に同じ 

⑵ 交付日時 

令和５年２月２０日（月）午前９時から午後４時まで 
⑶ その他 

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に９４円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。 
６ 入札手続等 

⑴ 入札方法 
総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の

１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切
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り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る

課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当す

る金額を入札書に記載すること。 
⑵ 入札の日時及び場所 

ア 日時 
令和５年３月６日（月）午前９時４５分 

イ 場所 
さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市役所地下１階第１会議室 

⑶ 入札保証金 
見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３

年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。 
⑷ 開札の日時及び場所 

ア 日時 
令和５年３月６日（月）入札終了後、直ちに行う。 

イ 場所 
６⑵イに同じ 

⑸ 最低制限価格 
設定する。なお、最低制限価格を下回る入札をした者は、再度入札に参加できない。 

 ⑹ 落札者の決定方法 
 さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で、同条第４項及び第５項に基づいて作成された最低制限価格以上の価格をもって入札を行

った者のうち、最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 
 なお、初度入札において落札者がいないときは、初度入札の開札結果発表後、当該入札場所に

おいて直ちに再度入札を行う。再度入札に参加できる者は、初度入札に参加し、開札に立ち会っ

た者とする。ただし、初度入札において無効な入札を行った者は、再度入札に参加することがで

きない。再度入札は、１回とする。 
⑺ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

⑻ 入札事務を担当する課 
さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局財政部財政課 
電話 ０４８（８２９）１１５３ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９７４ 

⑼ 業務を担当する課 
さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局財政部庁舎管理課 
電話 ０４８（８２９）１１７３ ＦＡＸ ０４８（８２５）０６６５ 

７ 契約手続等 
⑴ 契約保証金 

契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。 
⑵ 契約書作成の要否 
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要 
⑶ 議決の要否 

否 
８ その他 

⑴ 提出された競争入札参加申込兼資格確認申請書等は、返却しない。 
⑵ 入札参加者は、入札後、本告示、仕様書、現場等についての不明を理由として、異議を申し立

てることはできない。 

⑶ 契約条項等は、さいたま市財政局財政部庁舎管理課及びホームページにおいて閲覧できる。 
https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 

⑷ 詳細は、入札説明書による。 
  

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html
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さいたま市告示第６２号 

さいたま市本庁舎外電話設備保守業務について、次のとおり一般競争入札を行うので、地方自治法

施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基づき公告す

る。 
令和５年１月１６日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 
さいたま市本庁舎外電話設備保守業務 

⑵ 履行場所 
さいたま市浦和区常盤６－４－４外 

⑶ 業務概要 
仕様書のとおり 

⑷ 履行期間 
令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 
本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本入札の告示日において、令和３・４年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）（

以下「名簿」という。）に業務「保守点検」の受注希望業務「通信設備保守点検」で登載され、

本市内に本店又は支店を有し、かつ、引き続き同業務で令和５・６年度さいたま市競争入札参加

資格審査の申請をしている者であること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 
ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 
イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 
⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 入札日において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立てが

なされている者でないこと。ただし、更生手続開始の決定がなされている者はこの限りでない。 

⑸ 入札日において、民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続開始の申立てが

なされている者でないこと。ただし、再生手続開始の決定がなされている者はこの限りでない。 
⑹ 中小企業等協同組合法（昭和２４年法律第１８１号）に基づく事業協同組合及び企業組合並び

に中小企業団体の組織に関する法律（昭和３２年法律第１８５号）に基づく協業組合にあっては、 

その組合員が同一入札に参加していない者であること。 

⑺ 令和３年度以降に本市又はその他官公庁で同規模（ＰＲＩ回線（１２回線）、ＣＸ９０００Ｖ
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２（７立架））以上の契約を締結し履行実績（履行中を含む。）を有する者であること。 

３ 入札説明書等の交付 
本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書及び仕様書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 
さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局財政部庁舎管理課 

担当 金杉 電話 ０４８（８２９）１１７３ 

⑵ 交付期間 
告示の日から令和５年２月６日（月）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さい

たま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後４時まで） 
⑶ 交付費用 

無償 
４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において

確認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 
⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 
イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 
３⑵に同じ 

⑶ 受付場所 
３⑴に同じ 

⑷ 提出方法 
持参 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 
確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 
３⑴に同じ 

⑵ 交付日時 

令和５年２月２０日（月）午前９時から午後４時まで 
⑶ その他 

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に９４円切手を貼付し、申し出

た場合のみ受け付けるものとする。 
６ 入札手続等 

⑴ 入札方法 
総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の

１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切

り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る

課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当す
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る金額を入札書に記載すること。 
⑵ 入札の日時及び場所 

ア 日時 
令和５年３月６日（月）午前１０時００分 

イ 場所 
さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市役所地下１階第１会議室 

⑶ 入札保証金 
見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３

年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。 
⑷ 開札の日時及び場所 

ア 日時 
令和５年３月６日（月）入札終了後、直ちに行う。 

イ 場所 
６⑵イに同じ 

 ⑸ 落札者の決定方法 
さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 
 なお、初度入札において落札者がいないときは、初度入札の開札結果発表後、当該入札場所に

おいて直ちに再度入札を行う。再度入札に参加できる者は、初度入札に参加し、開札に立ち会っ

た者とする。ただし、初度入札において無効な入札を行った者は、再度入札に参加することがで

きない。再度入札は、１回とする。 
⑹ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

⑺ 入札事務を担当する課 
さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局財政部財政課 
電話 ０４８（８２９）１１５３ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９７４ 

⑻ 業務を担当する課 
さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局財政部庁舎管理課 
電話 ０４８（８２９）１１７３ ＦＡＸ ０４８（８２５）０６６５ 

７ 契約手続等 
⑴ 契約保証金 

契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。 
⑵ 契約書作成の要否 

要 
⑶ 議決の要否 

否 
８ その他 

⑴ 提出された競争入札参加申込兼資格確認申請書等は、返却しない。 
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⑵ 入札参加者は、入札後、本告示、仕様書、現場等についての不明を理由として、異議を申し立

てることはできない。 

⑶ 契約条項等は、さいたま市財政局財政部庁舎管理課及びホームページにおいて閲覧できる。 
https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 

⑷ 詳細は、入札説明書による。 
  

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html
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さいたま市告示第６３号 

さいたま市の発注する「岩槻駅西口土地区画整理事業 １１街区外杭撤去工事（Ｒ４）」ほか２件

の一般競争入札について、次のとおり公告する。 
令和５年１月１６日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 入札参加資格 

⑴ 入札に参加しようとする者は、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下「資格者名

簿」という。）に登載され、かつ、資格者名簿に登載されている事項が工事ごとに別に定める

参加資格の要件を満たす者であること。 

イ 参加申請日において、埼玉県電子入札共同システム（以下「システム」という。）で利用可

能な電子証明書を取得し、システムの利用者登録が完了していること。なお、入札に参加しよ

うとする工事ごとに参加申請が必要なため、工事ごとに別に定める参加申請受付期間に、競争

参加資格確認申請書をシステムにおいて提出すること。 

ウ 本公告日から開札日において、さいたま市建設工事等請負業者入札参加停止要綱（平成１３

年さいたま市制定）に基づく入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約からの暴力団

排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）に基づく入札参加除外の措置を受けてい

ないこと。 

エ 開札日において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立て

をしていない者若しくは更生手続開始の決定がされた者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てをしていない者若しくは再生手続開始の決定がされた

者であること。ただし、会社更生法の規定による更生手続開始の決定をされた者又は民事再生

法の規定による再生手続開始の決定をされた者については、開札日において、別に定める競争

入札参加資格の再審査を受け、当該再審査の結果、資格者名簿に登載されている者に限る。 

オ 工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種に係る技術者の資格を有する者を、建設 

業法（昭和２４年法律第１００号）第２６条の規定に基づき当該工事に配置できること。なお、

専任を要する主任技術者、専任の監理技術者、特例監理技術者及び監理技術者補佐については、

参加申請日以前に恒常的に３箇月以上の雇用関係にある者であること。 

カ 参加形態を単体企業又は特定共同企業体の混合とする入札の場合において、単体企業として

参加しようとする者は、同一工事に参加する特定共同企業体の構成員でないこと。 

キ 本公告日において、健康保険法（大正１１年法律第７０号）に基づく健康保険、厚生年金保

険法（昭和２９年法律第１１５号）に基づく厚生年金及び雇用保険法（昭和４９年法律第１１

６号）に基づく雇用保険（以下「社会保険等」という。）に、事業主として加入しているもの

であること。ただし、当該保険の全部又は一部について法令で適用が除外されている者はこの

限りでない。 

ク 本公告日から入札書提出期間の末日までの期間において、同一入札に参加しようとする者の

間に資本関係又は人的関係がないこと。 

ケ 本公告日から落札者決定までの期間において、国、都道府県及び埼玉県内市町村から工事成

績不良の事由による入札参加停止の措置を２回以上受けていない者であること。 
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コ 本公告日において、工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種について、有効な建

設業法第２７条の２３に規定する経営事項審査を受けていること。 

サ アからコまでに掲げるもののほか、本公告日において、工事ごとに別に定める参加資格をす

べて満たす者であること。 

⑵ 入札に参加しようとする者が特定共同企業体である場合には、⑴で定める事項を満たす者をそ

の構成員とし、かつ、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 自主的に結成された特定共同企業体であること。 

イ その構成員が同一工事における他の特定共同企業体の構成員でないこと。 

ウ その構成員が同一工事に単体企業として参加していないこと。 

エ 事業協同組合とその組合員が同一の特定共同企業体の構成員でないこと。 

オ 代表構成員の出資比率がその者以外の構成員の出資比率を上回っていること。 

カ ２者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ３０％以上であること。 

キ ３者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ２０％以上であること。 

ク 構成員は、それぞれ⑴オに定める技術者を当該工事に専任で配置できること。なお、監理技

術者の資格を要する工事においては、監理技術者は代表構成員が配置すること。 

２ 入札参加資格の確認 

⑴ 開札後、工事ごとに別に定める予定価格の１１０分の１００の価格（以下「入札書比較価格」

という。）の制限の範囲内で最低の価格をもって入札を行った者（最低制限価格（さいたま市建

設工事等最低制限価格取扱要綱（平成１９年さいたま市制定。以下「最低制限価格取扱要綱」と

いう。）第４条に規定する最低制限価格をいう。以下同じ。）を定めている場合は、入札書比較

価格の制限の範囲内で最低制限価格の１１０分の１００の価格（以下「最低制限比較価格」とい

う。）以上の価格をもって入札を行った者のうち最低の価格をもって入札を行った者）を落札候

補者として通知し、落札を保留する。 

⑵ ⑴において、落札候補者となるべき者が２人以上あるときは、電子くじにより落札候補者を決

定する。 

⑶ 落札候補者は、落札候補者決定の通知をした日の翌日（その日がさいたま市の休日を定める条

例（平成１３年さいたま市条例第２号）第１条に掲げる休日（以下「休日」という。）に当たる

場合は、その翌日）の午後３時までに次に掲げる資格確認書類を財政局契約管理部契約課（以下

「契約課」という。）に提出しなければならない。 

ア 一般競争入札参加資格等確認資料 

イ 工事に配置予定の技術者が、資格を有することを証する書類（技術検定等合格証明書等又は

監理技術者資格者証の表面、裏面及び監理技術者講習修了証）の写し又は実務経験を証明する

書類 

ウ 工事に配置予定の技術者の雇用関係を証する書類の写し（専任を要する主任技術者、専任の

監理技術者、特例監理技術者及び監理技術者補佐については、参加申請日以前に恒常的に３箇

月以上の雇用関係を証明できること。なお、イに掲げる監理技術者資格証の写しをもって確認

できる場合は、これを省略できる。） 

エ 工事ごとに別に定める参加資格に施工実績を求めている場合は、施工実績として規定する工

事の契約書の写し及び工事概要の記載された仕様書の写し又は財団法人日本建設情報総合セン



さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

ターが提供する「工事実績情報システム（ＣＯＲＩＮＳ）」の竣工時工事カルテ受領書（工事

概要の記載されているもの）の写し（共同企業体（乙型）としての実績の場合は、自社の施工

実績が分かる資料の写しも添付すること。） 

オ 本公告日において有効かつ最新の「経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書」（以下

「経審結果」という。）の写し 

カ 社会保険等に全て加入している場合は、社会保険等の加入に関する誓約書又は社会保険等の

全部若しくは一部について法令で適用が除外されている場合には、社会保険等の適用除外に関

する誓約書（経審結果に記載の社会保険等の加入状況について、本公告日時点で変更が生じて

いる場合は、社会保険等の加入状況を確認できる書類を併せて添付すること。） 

キ 資本関係又は人的関係確認書 

ク 入札参加停止措置に関する誓約書 

ケ アからクまでに掲げるもののほか、工事ごとに別に定める書類 

⑷ 落札候補者が特定共同企業体である場合には、⑶に掲げる資格確認書類と併せて次に掲げる書

類を契約課に提出しなければならない。なお、イ及びウについては、袋とじにして各構成員の割

印を押すものとする。 

ア 共同企業体入札参加資格審査申請書（さいたま市建設工事等共同企業体取扱要綱（平成１３

年さいたま市制定。以下「共同企業体取扱要綱」という。）様式第１号） 

イ 共同企業体協定書（共同企業体取扱要綱様式第２号。共同企業体協定書第８条に基づく協定

書（共同企業体取扱要綱様式第３号）を含む。） 

ウ 委任状（共同企業体取扱要綱様式第４号） 

３ 落札者の決定 

⑴ 落札者の決定は、落札候補者決定の通知をした日の翌日から起算して３日以内（休日を除く。

）に、２⑶及び⑷において提出された書類に基づく入札参加資格の確認を経て行う。落札候補者

が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合は、その者がした入札を無効とし、入札書

比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもって

入札を行った者（最低制限価格を定めている場合は、入札書比較価格の制限の範囲内で最低制限

比較価格以上の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもって入札を行っ

た者）を新たに落札候補者とする。 

⑵ ⑴において落札候補者の入札を無効とした場合、新たに落札候補者となるべき者が２人以上あ

るときは、電子くじによりこれを決定する。 

⑶ 市長は、⑴の場合において、入札が無効となった者に対しその理由を付してこれを通知する。 

⑷ 開札後、落札者を決定するまでの間に、当該入札に係る落札候補者がさいたま市建設工事等請 

負業者入札参加停止要綱に基づく入札参加停止の措置を受けた場合、さいたま市の締結する契約 

からの暴力団排除措置に関する要綱に基づく入札参加除外の措置を受けた場合又は会社更生法に 

基づき更生手続開始の申立て若しくは民事再生法に基づき再生手続開始の申立てを行った場合は、

その者を落札者とせず、入札書比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者以外 

の者のうち最低の価格をもって入札を行った者（最低制限価格を定めている場合は、入札書比較 

価格の制限の範囲内で最低制限比較価格以上の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち 

最低の価格をもって入札を行った者）を新たに落札候補者とする。 
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４ 調査基準価格を定めている場合の低入札価格調査 

⑴ 調査基準価格（さいたま市建設工事等低入札価格取扱要綱（平成１３年さいたま市制定。以下

「低入札価格取扱要綱」という。）第３条に規定する調査基準価格をいう。以下同じ。）を定め

ている場合において、開札の結果、入札書比較価格の制限の範囲内で入札を行った者の入札価格

が調査基準価格の１１０分の１００の価格を下回る価格であった場合は、落札を保留し、当該入

札を行った者（以下「低価格入札者」という。）について、低入札価格調査を行う。 

⑵ 失格基準（低入札価格取扱要綱第５条に規定する失格基準をいう。以下同じ。）を定めている 

場合において、低価格入札者について提出された入札金額見積内訳書の直接工事費、共通仮設費、

現場管理費及び一般管理費の総額である入札金額が、失格基準を下回った場合は、この者がした 

入札を失格とする。 

⑶ 低価格入札者（失格基準による低入札価格調査を行った場合は、これにより失格とならなかっ

た低価格入札者）は、落札保留の通知をした日の翌日（その日が休日に当たる場合は、その翌日

）の午後３時までに２⑶及び⑷に掲げる資格確認書類と併せて次に掲げる書類を契約課に提出し

なければならない。 

ア 低入札価格調査に係る書類の提出について（低入札価格取扱要綱様式第１号） 

イ 当該価格で入札した理由（低入札価格取扱要綱様式第２号） 

ウ 直接工事費に係る内訳書（低入札価格取扱要綱様式第３号） 

エ 共通仮設費に係る内訳書（低入札価格取扱要綱様式第４号） 

オ 下請予定業者等一覧表（低入札価格取扱要綱様式第５号） 

カ 配置予定技術者名簿（低入札価格取扱要綱様式第６号） 

キ 手持ち工事の状況（対象工事現場付近）（低入札価格取扱要綱様式第７号） 

ク 手持ち工事の状況（対象工事関連）（低入札価格取扱要綱様式第８号） 

ケ 契約対象工事箇所と入札者の事務所、倉庫等との関係（低入札価格取扱要綱様式第９号） 

コ 手持ち資材の状況（低入札価格取扱要綱様式第１０号） 

サ 資材購入予定先一覧（低入札価格取扱要綱様式第１１号） 

シ 手持ち機械の状況（低入札価格取扱要綱様式第１２号） 

ス 機械リース元一覧（低入札価格取扱要綱様式第１３号） 

セ 過去に施工した同種の公共工事名及び発注者（低入札価格取扱要綱様式第１４号） 

ソ 誓約書（低入札価格取扱要綱様式第１５号） 

タ 社会保険等への加入状況届（低入札価格取扱要綱様式第１６号） 

⑷ 失格基準を定めている場合における再度入札の低価格入札者は、落札保留の通知をした日の翌

日（その日が休日に当たる場合は、その翌日）の午後３時までに再度入札に係る入札金額見積内

訳書を契約課に提出しなければならない。この場合において、失格とならなかった低価格入札者

の前項に掲げる書類の提出は、再度入札に係る入札金額見積内訳書を提出した日の翌日（その日

が休日に当たる場合は、その翌日）の午後３時までとする。 

⑸ 落札者の決定は、落札保留の通知をした日の翌日から起算して２１日以内に、⑶において提出

された書類に基づく低入札価格調査及び入札参加資格の確認を経て行う。低入札価格調査におい

て、当該契約の内容に適合した履行がされないおそれがあると認められた場合は、その者がした

入札を失格とする。また、入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合は、その者がした
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入札を無効とする。 

５ 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布 

⑴ 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布（以下「設計図書等の閲覧等」という。）の方法は工事ご

とに別に定める。 

⑵ 設計図書等の閲覧等を工事担当課にて行う場合には、設計図書等の閲覧等を希望する者は、設

計図書等貸出申請書を工事担当課に提示すること。なお、入札に参加しようとする者が特定共同

企業体である場合には、代表構成員となり得る者に設計図書等の閲覧等を行う。 

⑶ 設計図書等の閲覧等を電子配布とする場合には、入札情報公開システムに掲載する「発注図書

公開 URL ファイル.pdf」より発注図書閲覧・ダウンロード URL を参照すること。 

⑷ 設計図書等に関する質問及び回答は、システムにおいて行う。ただし、回答の内容によっては

書面により行う場合がある。質問の受付期間及び回答日は工事ごとに別に定める。 

⑸ やむを得ない理由により、システムにおいて設計図書等に関する質問を行うことができない場

合は、書面による質疑応答書の提出を行うことができる。この場合、回答は契約課窓口において

書面により行い、併せて質問及び回答を入札情報公開システムに掲示する。 

６ 入札保証金及び契約保証金 

⑴ 入札保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。入札保証金を免除する場合は、さいた

ま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条第１項の規定による。 

⑵ 契約保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。契約保証金を求める場合の取扱いにつ

いては、さいたま市契約規則第２９条の規定による。 

７ 契約金の支払方法 

⑴ 前金払及び部分払の有無については工事ごとに別に定める。 

⑵ 前金払をする場合の前払金の額は、契約金額の１０分の４以内（継続費等の２年以上にわたる

契約にあっては、その年度の支払限度額の１０分の４以内）とする。この場合において１万円未

満の端数は切り捨てるものとする。 

債務負担に該当する契約に係る前払金の請求については、工事ごとに別に定める。 

⑶ 部分払をする場合には、３箇月ごとに出来形部分の１０分の９に相当する額を限度として行う

こととする。 

⑷ 契約金額が５００万円以上で、かつ、工期が２月を超える工事は、中間前金払をすることがで

きる。この場合において、部分払の適用のある工事については、中間前金払と部分払は選択制と

し、契約締結時に選択するものとする。ただし、継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、

中間前金払を選択した場合であっても、当該年度末の部分払を行うことができる。 

⑸ 中間前金払をする場合の中間前払金の額は、当該工事の材料費等に相当する額として契約金額

の１０分の２以内（継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、その年度の支払限度額の１０

分の２以内）とする。この場合において１万円未満の端数は切り捨てるものとする。 

８ 入札の無効 

さいたま市建設工事等に係る競争入札参加者心得（平成１８年さいたま市制定）第１６条第１項

各号のいずれかに該当する入札は無効とする。 

９ その他 

⑴ 本公告の写しは、市のホームページに掲載し、契約課にて閲覧に供する。 
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⑵ 本公告に係る入札に用いる書類は、市のホームページからダウンロードして使用すること。 

⑶ 入札に参加しようとする者は、システムに掲載する注意事項を熟知した上で参加すること。 

⑷ 開札は市民に公開する。傍聴の申込者が多数の場合は、会場の規模に応じ申込順により人数制

限を行う。 

⑸ 入札の参加者は開札に立会うことができる。立会いを希望する参加者は、開札日時までに届出

書（さいたま市電子入札運用基準（平成１８年さいたま市制定）様式第３号）を契約課に提出す

ること。また、代理人が立会う場合は併せて委任状（さいたま市電子入札運用基準様式第４号）

を提出すること。 

⑹ 再度入札は１回までとし、原則として初度入札の当日又は翌日（その日が休日に当たる場合は、

その翌日）に行うものとする。ただし、予定価格を事前公表している場合は、再度入札は行わな

い。再度入札を行う場合において、初度入札に参加しない者、初度入札において無効の入札を行 

った者及び失格となった者は、再度入札に参加することができない。 

⑺ 本市発注の建設工事を初めて請負うことになる落札候補者等（以下｢調査対象者｣という。）は、

必要に応じて行う事業所の所在地等の調査に協力すること。ただし、調査対象者が特定共同企業 

体である場合を除く。 

⑻ 落札者は、一般競争入札参加資格等確認資料に記載した配置予定技術者を当該工事に配置する

こと。 

⑼ 本公告に定めのない事項は、さいたま市建設工事等に係る競争入札参加者心得、さいたま市建 

設工事等事後審査型一般競争入札取扱要綱（平成１９年さいたま市制定）、低入札価格取扱要綱、

最低制限価格取扱要綱、さいたま市電子入札運用基準、さいたま市競争入札参加資格業者実態調 

査実施要領（平成２４年さいたま市制定）及び特例監理技術者等の配置に係る取扱要領（令和３ 

年さいたま市制定）の定めるところによる。 

契約整理番号 ０４－３２９２－１２ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
工事名 岩槻駅西口土地区画整理事業 １１街区外杭撤去工事（Ｒ４） 
工事場所 さいたま市岩槻区大字岩槻地内 
履行期間 契約確定の日から令和５年３月３１日まで 
概要 土工一式 構造物取壊し工 基礎杭撤去工 PHC 杭（φ300、L＝15.0）12 本 仮

設工一式 付帯工一式 

予定価格（税込） １５，３３４，０００円 
最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和５年１月２４日（火）午前９時から 

令和５年１月２６日（木）午後５時まで 
入札書提出期間 令和５年１月２７日（金）午前９時から 

令和５年１月３０日（月）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和５年１月３１日（火）午後１時３０分 
参
加
資
格 

名簿登載業種等 とび・土工工事業 Ｂ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 
施工実績等 本市発注のとび・土工工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「

工事完成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下
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回っていないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準

とする。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和５年１月１６日（月）から 

質問受付期間 令和５年１月１６日（月）午前９時から 
令和５年１月２３日（月）午後５時まで 

質問回答期日 令和５年１月２６日（木） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 無 

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日試行工事（受注者希望型）」の対象案件であ

る。 
・本工事は、現場代理人の常駐義務の緩和のうち、兼務を認める対象工事に該当

する。 
工事担当課 さいたま市岩槻区本町３丁目２番５号 

さいたま市都市局まちづくり推進部岩槻まちづくり事務所 

電話 ０４８－７９０－０２３４ 
契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 

契約整理番号 ０４－４３８７－４８ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
工事名 芝川第１０－３処理分区下水道工事（北建－Ｒ４－２０１０） 
工事場所 さいたま市大宮区大原６丁目地内 
履行期間 契約確定の日から令和５年５月３１日まで 
概要 延長 83.1m 管きょ工 開削 （φ400mm、硬質塩ビ管）76.0m （φ600mm、硬

質塩ビ管）7.1m マンホール工 組立楕円マンホール 1 箇所 組立１号マンホー

ル 2 箇所 取付管工 9 箇所 付帯工一式 

予定価格（税込） 事後公表 
最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和５年１月２４日（火）午前９時から 

令和５年１月２６日（木）午後５時まで 
入札書提出期間 令和５年１月２７日（金）午前９時から 

令和５年１月３０日（月）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和５年１月３１日（火）午後１時４０分 
参
加
資
格 

名簿登載業種等 土木工事業 Ｃ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市北部建設事務所の所管区域内（西区、北区、大宮区、見沼区及び岩槻

区）に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 
施工実績等 次の⑴及び⑵の要件を満たしていること。 

⑴ 本公告日において、平成２４年度以降、国、地方公共団体等が発注した、請

負代金額が５００万円以上の土木工事又は舗装工事を元請として完成させた

実績があること。 

⑵ 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工

事完成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を

下回っていないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日

を基準とする。 
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２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和５年１月１６日（月）から 

質問受付期間 令和５年１月１６日（月）午前９時から 
令和５年１月２３日（月）午後５時まで 

質問回答期日 令和５年１月２６日（木） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日試行工事（受注者希望型）」の対象案件であ

る。 
・本工事は、現場代理人の常駐義務の緩和のうち、兼務を認める対象工事に該当

する。 
・本工事は、「建設工事の遠隔臨場に関する試行対象工事（発注者指定型）」の

対象案件である。 
工事担当課 さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１ 

さいたま市建設局北部建設事務所下水道建設課 

電話 ０４８－６４６－３２６３ 
契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 

契約整理番号 ０４－２９５３－３ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
工事名 （仮称）新開共同集会所建設工事 
工事場所 さいたま市桜区新開２丁目１６８番２、１６９番２ 
履行期間 契約確定の日から令和５年１０月２７日まで 
概要 延べ面積 256.90 ㎡ Ｓ造（軽量鉄骨造） 地上 1 階建て 建築工事一式 電気

設備工事一式 機械設備工事一式 

予定価格（税込） １３７，０６０，０００円 
最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和５年１月３１日（火）午前９時から 

令和５年２月 ２日（木）午後５時まで 
入札書提出期間 令和５年２月３日（金）午前９時から 

令和５年２月６日（月）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和５年２月７日（火）午後１時３０分 
参
加
資
格 

名簿登載業種等 建築工事業 Ｓ級又はＡ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 
施工実績等 本市発注の建築工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和５年１月１６日（月）から 

質問受付期間 令和５年１月１６日（月）午前９時から 
令和５年１月３０日（月）午後５時まで 

質問回答期日 令和５年２月２日（木） 
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保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市営繕工事における週休２日モデル工事実施要領」にお

ける対象工事（受注者希望方式）である。 
・本工事は、「建設キャリアアップシステム活用モデル工事」である。 

工事担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 
さいたま市環境局施設部環境施設管理課 
電話 ０４８－８２９－１３４３ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 
さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 
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さいたま市告示第６４号 

 さいたま市チャレンジスクール業務について、公募型プロポーザル方式の手続きを実施します。つ

きましては、次のとおり、当該業務に関する企画提案書の提出を招請します。 
令和５年１月１６日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
１ 企画提案書の招請に付する事項 

⑴ 件名 
   さいたま市チャレンジスクール業務 

⑵ 履行場所 
さいたま市浦和区岸町４－１－２９外 

⑶ 業務概要 
仕様書のとおり 

⑷ 履行期間 
   令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで 

⑸ 予算の上限額 
   １４０，３４８，０００円（消費税及び地方消費税額を含む。） 

ただし、この金額は契約時の予定価格を示すものではなく、企画提案内容の規模を示すための

ものであることに留意すること。 
２ 企画提案書の提出者の資格に関する事項 
  企画提案書の提出を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴  本告示日において、令和４・５年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）（以下

「名簿」という。）に業務「その他」の受注希望業務「人材派遣」又は「その他」で登載され

ている者であること。 
⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 
イ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第２項の規定により、さいた

ま市の一般競争入札に参加させないこととされた者 
⑶ 中小企業等協同組合法（昭和２４年法律第１８１号）に基づく事業協同組合及び企業組合並び

に中小企業団体の組織に関する法律（昭和３２年法律第１８５号）に基づく協業組合にあっては、

その組合員が、本件に参加していない者であること。 

⑷ 本告示日から企画提案書提出期限までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加

停止要綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置（以下「入札参加停止」とい

う。）又はさいたま市の締結する契約からの暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま

市制定）による入札参加除外の措置（以下「入札参加除外」という。）を受けている期間がない

者であること。 

⑸ 平成２９年度以降、文部科学省又は地方公共団体の実施する事業において、学校教育に関する

事業、放課後子ども教室又は地域未来塾事業に係る業務を受託し、誠実に履行した実績を有する
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者であること。 
３ 企画提案に係る実施要項等の交付 

企画提案書の提出を希望する者に対し、企画提案実施要項等を交付するものとする。 
⑴  交付場所 

ア  さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市教育委員会事務局生涯学習部生涯学習振興課 
担当 家庭地域連携係 電話 ０４８（８２９）１７０３ 

イ さいたま市ホームページからダウンロード 
https://www.city.saitama.jp/005/001/017/012/p068676.html 

⑵ 交付期間 
本告示日から令和５年２月１日（水）まで（３⑴アにおいては、さいたま市の休日を定める条

例（平成１３年さいたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日（以下「休日」という。）

を除く午前９時から午後４時まで） 
 ⑶ 交付費用 
   無償 
４ 参加意思の表明手続 

企画提案書の提出を希望する者は、参加申込及び参加資格確認審査（以下「確認審査」という。

）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、確認審査を受けていない

者は、参加する資格を有しない。 
⑴ 提出書類 

ア 公募型プロポーザル参加意思表明書 １部 
イ ２⑸の実績を証する書類 １部 

⑵ 受付期間 
３⑵に同じ 

⑶ 受付場所 
３⑴アに同じ 

⑷ 提出方法 
持参又は郵送 

 ⑸ 郵送による場合の提出書類の受領期限及び送付先 
  ア 受領期限 
    令和５年２月１日（水）必着。書留郵便（簡易書留郵便を含む。）等の到達記録が確認でき

る方法により提出すること。 
  イ 送付先 
    〒３３０－９５８８ さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市教育委員会事務局生涯

学習部生涯学習振興課 
５  質問の受付及び回答 

企画提案書を提出しようとする者は、企画提案に関する事項について、電子メールにより次のと

おり質問することができる。なお、質問を電子メールで送信後、電話による到達確認を行うこと。 
⑴  受付期間 

３⑵に同じ 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/012/p068676.html
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⑵ 受付先 
ア 電子メールアドレス 
  shogai-gakushu-shinko@city.saitama.lg.jp 

イ 到達確認に関する問い合わせ先 
  ３⑴アに同じ 

⑶ 質問に対する回答 
令和５年２月６日（月）までに、３⑴イのホームページに掲載する。 

６ 公募型プロポーザル参加資格確認通知書の交付 
確認審査終了後、公募型プロポーザル参加資格確認通知書を交付するものとする。 

⑴ 交付方法 
郵送による。 

⑵ 交付日 
令和５年２月６日（月）を目途に発送する。 

７ 企画提案書等の提出 
⑴ 提出書類 

ア 企画提案書 正本１部、副本９部  
イ 企画提案実施要項に示す書類 

⑵  受付期間 
令和５年２月６日（月）から令和５年２月１０日（金）まで（休日を除く午前９時から午後４

時まで） 
⑶  受付場所 

３⑴アに同じ 
⑷  提出方法 

持参又は郵送 
⑸ 郵送による場合の提出書類の受領期限及び送付先 

  ア 受領期限 
    令和５年２月１０日（金）必着。書留郵便（簡易書留郵便を含む。）等の到達記録が確認で

きる方法により提出すること。 
  イ 送付先 

 ４⑸イに同じ 
８ プレゼンテーションの実施 

企画提案書を補完するため、プレゼンテーションを実施する。 
なお、実施日及び場所については、参加意思を表明した者の数が確定次第、通知する（令和４年

２月下旬実施予定）。また、やむを得ない状況により、プレゼンテーションは開催しない場合があ

る。 
９ 業者決定の方法  

業者の決定に当たっては、さいたま市チャレンジスクール業務委託選定委員会において審査を行

い決定する。なお、審査方法等詳細については、企画提案実施要項を参照すること。 
１０ 契約手続等 

mailto:shogai-gakushu-shinko@city.saitama.lg.jp
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 ⑴ 契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３年さ

いたま市規則第６６号）第３０条の規定に該当する場合は、免除とする。 
 ⑵ 契約書作成の要否 
   要 
 ⑶ 議決の要否 
   否 
１１  特記事項 

本業務に係る予算が本市議会で可決されない場合又はその他の理由により本業務が実施できな

くなった場合にあっては、どの提案者とも契約を締結しないことがある。 
１２ 本招請に関する事務を担当する課 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市教育委員会事務局生涯学習部生涯学習振興課 
電話 ０４８（８２９）１７０３ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９８９ 

１３ その他 
⑴ 企画提案書提出期限の翌日から契約締結日までの間に、入札参加停止又は入札参加除外を受け

ている期間がある者は、最優秀提案者の特定を取り消されることがある。 
⑵ 本調達において使用する言語及び通貨は日本語及び日本国通貨とする。 
⑶ この企画提案書の提出等に係る一切の経費は、提案者の負担とする。 
⑷ 提出された企画提案書等は返却しない。 
⑸ 契約条項等は、さいたま市教育委員会事務局生涯学習部生涯学習振興課及びホームページにお

いて閲覧できる。 
https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 

⑹ 詳細は、企画提案実施要項による。  

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html
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さいたま市告示第６５号 

次のとおり一般競争入札を行うので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令

」という。）第１６７条の６の規定に基づき公告する。 

令和５年１月１６日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 競争入札に付する事項 

⑴  件名（物品の購入）及び数量 

プログラミング教育実験セット １６８セット 

⑵ 納入場所 

さいたま市浦和区岸町４－１－２９ さいたま市立高砂小学校外９３校及びさいたま市教育委

員会事務局学校教育部指導 1 課 

⑶ 特質等 

入札説明書のとおり 

⑷ 納入期限 

 令和５年３月１３日 

２ 競争入札参加資格に関する事項 

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本入札の告示日において、令和３・４年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（物品納入等）

（以下「名簿」という。）に種目「事務用品・什器」内の営業種目「電算用品」又は種目「学

校・保育用品」内の営業種目「学校用品」で登載され、かつ、市内に本店を有している者である

こと。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 入札日において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立てが

なされている者でないこと。ただし、更生手続開始の決定がなされている者はこの限りでない。 

⑸ 入札日において、民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続開始の申立てが

なされている者でないこと。ただし、再生手続開始の決定がなされている者はこの限りでない。 

３ 入札説明書の交付 

本入札に参加を希望する者で、２の要件を満たす者に対し、入札説明書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局契約管理部調達課 
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担当 物品契約係 電話０４８（８２９）１１８１ 

⑵ 交付期間 

告示の日から令和５年１月２７日（金）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さ

いたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後５時まで） 

⑶ 交付費用 

無償 

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において

確認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 

⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 

イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 

３⑵に同じ 

⑶ 受付場所 

３⑴に同じ 

⑷ 提出方法 

持参 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

３⑴に同じ 

⑵ 交付日時 

令和５年２月２日（木）及び令和５年２月３日（金）午前９時から午後５時まで。なお、交付

日時までに競争入札参加資格確認結果通知書の交付を受けなかった者については、入札を辞退し

たものとみなす。 

６ 競争入札参加資格の喪失 

本入札の参加資格を有する者が、次のいずれかに該当するときは、本入札に参加することができ

ない。 

⑴ 本告示に定める資格要件を満たさなくなったとき。 

⑵ 競争入札参加申込兼資格確認申請書及び提出書類について、虚偽の記載をしたとき。 

７ 入札手続等 

⑴ 入札方法 

総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の

１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切

り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る

課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当す

る金額を入札書に記載すること。 
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⑵ 入札の日時及び場所 

ア 日時 

    令和５年２月１３日（月）午後２時００分 

イ 場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市役所西会議棟１階第１入札室 

⑶ 入札保証金 

見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３

年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。 

⑷ 開札の日時及び場所 

ア 日時 

令和５年２月１３日（月）入札終了後、直ちに行う。 

イ 場所 

７⑵イに同じ 

⑸ 落札者の決定方法 

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

⑹ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

⑺ 問合せ先 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局契約管理部調達課 

電話 ０４８（８２９）１１８１ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９８６ 

８ 契約手続等 

⑴ 契約保証金 

契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。 

⑵ 契約書作成の要否 

要 

９ その他 

⑴ 契約条項等は、さいたま市財政局契約管理部調達課及びホームページにおいて閲覧できる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 

⑵ 詳細は、入札説明書による。 

  

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html
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さいたま市告示第６６号 
無効となるさいたま市国民健康保険被保険者証等について、別紙のとおり（別紙省略）告示する。 

令和５年１月１６日 
さいたま市長 清 水 勇 人 
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さいたま市告示第６７号 
地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の２及びさいたま市市税条例（平成１３年さいた

ま市条例第６７号）第７条の規定により、次のとおり公示送達する。 
なお、当該書類はさいたま市長が保管し、いつでも送達を受けるべきものに交付する。 

令和５年１月１６日 
さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 送達をする書類 
   国民健康保険税納税（更正）通知書 
２ 送達を受ける者の氏名 
   別紙のとおり（別紙省略） 
３ その他 
   地方税法第２０条の２第３項の規定により、公示をした日から起算して７日を経過したときは、

書類の送達があったものとみなす。 
４ 連絡先 
  区役所保険年金課 国保係（市外局番は全て０４８） 

西区役所  〒３３１－８５８７ 西区西大宮３－４－２    ℡．６２０－２６７３ 
北区役所  〒３３１－８５８６ 北区宮原町１－８５２－１  ℡．６６９－６０７３ 
大宮区役所 〒３３０－８５０１ 大宮区吉敷町１－１２４－１ ℡．６４６－３０７３ 
見沼区役所 〒３３７－８５８６ 見沼区堀崎町１２－３６   ℡．６８１－６０７３ 
中央区役所 〒３３８－８６８６ 中央区下落合５－７－１０  ℡．８４０－６０７３ 
桜区役所  〒３３８－８５８６ 桜区道場４－３－１     ℡．８５６－６１８３ 
浦和区役所 〒３３０－９５８６ 浦和区常盤６－４－４    ℡．８２９－６１６２ 
南区役所  〒３３６－８５８６ 南区別所７－２０－１    ℡．８４４－７１８３ 
緑区役所  〒３３６－８５８７ 緑区大字中尾９７５－１   ℡．７１２－１１８３ 
岩槻区役所 〒３３９－８５８５ 岩槻区本町３－２－５    ℡．７９０－０１７４ 
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さいたま市告示第６８号 

さいたま市シニアユニバーシティ活動ステーション用端末等賃貸借について、次のとおり一般競争

入札を行うので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７

条の６の規定に基づき公告する。 

令和５年１月１６日 
さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 

さいたま市シニアユニバーシティ活動ステーション用端末等賃貸借 

⑵ 借入場所 

さいたま市大宮区桜木町１－１８５－２ のびのびプラザ大宮３階 

⑶ 数量・特質等 

仕様書のとおり 

⑷ 借入期間 

令和５年４月１日から令和１０年３月３１日まで 
２ 競争入札参加資格に関する事項 

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 令和３・４年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（物品購入等）に営業種目「OA 機器リー

ス等」で登載されており、かつ、令和５・６年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（物品購入

等）に営業種目「OA 機器リース等」で登録申請を行っている者であること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

３ 入札説明書等の交付 

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書及び仕様書等を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

   さいたま市ホームページからダウンロード 

   https://www.city.saitama.jp/005/001/017/006/005/p094604.html 

⑵ 交付期間 

告示の日から令和５年１月２４日（火）午後４時まで 

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/006/005/p094604.html
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いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において

確認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 

⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 

イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 

  ３⑵に同じ（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さいたま市条例第２号）第１条第１

項に規定する休日を除く午前９時から午後４時まで） 

⑶ 受付場所 

  〒３３０－００５５ さいたま市浦和区東高砂町１１－１ コムナーレ９階 

 さいたま市セカンドライフ支援センター 

⑷ 提出方法 

持参又は郵送（郵送による提出の場合、簡易書留郵便を含む書留郵便により提出すること。） 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

  ４⑶に同じ 

⑵ 交付日時 

令和５年１月２６日（木）午前９時から午後４時まで 

⑶ その他 

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に９４円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。 

６ 競争入札参加資格の喪失 

  本入札の参加資格を有する者が、次のいずれかに該当するときは、本入札に参加することができ

ない。 

 ⑴ 本告示に定める資格要件を満たさなくなったとき。 

 ⑵ 競争入札参加申込兼資格確認申請書及び提出書類について、虚偽の記載をしたとき。 

７ 入札手続等 

⑴ 入札方法 

  単価（月額）で行う。入札金額は、賃借料１月当たりの額を記入すること。なお、落札決定に

当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の１０に相当する額を加算した金額

（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする。）をもって

落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者で

あるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。 

 ⑵ 入札の日時及び場所 

ア 日時 

令和５年１月３１日（火）午前９時３０分 

イ 場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ 浦和区役所第１会議室 
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⑶ 入札保証金 

見積もった金額（月額）に月数を乗じた額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さい

たま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除と

する。 

⑷ 開札の日時及び場所 

ア 日時 

令和５年１月３１日（火）入札終了後、直ちに行う。 

イ 場所 

７⑵イに同じ 

⑸ 落札者の決定方法 

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

⑹ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

⑺ 入札事務を担当する課 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市保健福祉局長寿応援部高齢福祉課 

   電話 ０４８（８２９）１２５９ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９８１ 

８ 契約手続等 

⑴ 契約保証金 

契約金額（月額）に月数を乗じた額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま

市契約規則第３０条の規定に該当する場合は、免除とする。 

⑵ 契約書作成の要否 

要 

 ⑶ 議決の要否 

   否 

９ その他 

⑴ 提出された競争入札参加申込兼資格確認申請書等は、返却しない。 

⑵ 入札参加者は、入札後、本告示、仕様書、現場等についての不明を理由として、異議を申し立

てることはできない。 

⑶ 契約条項等は、さいたま市保健福祉局長寿応援部高齢福祉課及びホームページにおいて閲覧で

きる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 

⑷ 詳細は、入札説明書による。 

  

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html
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さいたま市告示第６９号 

さいたま市セカンドライフ支援センター用端末等賃貸借について、次のとおり一般競争入札を行う

ので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規

定に基づき公告する。 

令和５年１月１６日 
さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 

さいたま市セカンドライフ支援センター用端末等賃貸借 

⑵ 借入場所 

さいたま市浦和区東高砂町１１－１ コムナーレ９階 

⑶ 数量・特質等 

仕様書のとおり 

⑷ 借入期間 

令和５年４月１日から令和１０年３月３１日まで 
２ 競争入札参加資格に関する事項 

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 令和３・４年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（物品購入等）に営業種目「OA 機器リー

ス等」で登載されており、かつ、令和５・６年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（物品購入

等）に営業種目「OA 機器リース等」で登録申請を行っている者であること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

３ 入札説明書等の交付 

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書及び仕様書等を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

   さいたま市ホームページからダウンロード 

   https://www.city.saitama.jp/005/001/017/006/005/p094729.html 

⑵ 交付期間 

告示の日から令和５年１月２４日（火）午後４時まで 

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/006/005/p094729.html
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いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において

確認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 

⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 

イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 

  ３⑵に同じ（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さいたま市条例第２号）第１条第１

項に規定する休日を除く午前９時から午後４時まで） 

⑶ 受付場所 

  〒３３０－００５５ さいたま市浦和区東高砂町１１－１ コムナーレ９階 

 さいたま市セカンドライフ支援センター 

⑷ 提出方法 

持参又は郵送（郵送による提出の場合、簡易書留郵便を含む書留郵便により提出すること。） 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

  ４⑶に同じ 

⑵ 交付日時 

令和５年１月２６日（木）午前９時から午後４時まで 

⑶ その他 

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に９４円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。 

６ 競争入札参加資格の喪失 

  本入札の参加資格を有する者が、次のいずれかに該当するときは、本入札に参加することができ

ない。 

 ⑴ 本告示に定める資格要件を満たさなくなったとき。 

 ⑵ 競争入札参加申込兼資格確認申請書及び提出書類について、虚偽の記載をしたとき。 

７ 入札手続等 

⑴ 入札方法 

  単価（月額）で行う。入札金額は、賃借料１月当たりの額を記入すること。なお、落札決定に

当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の１０に相当する額を加算した金額

（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする。）をもって

落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者で

あるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。 

 ⑵ 入札の日時及び場所 

ア 日時 

令和５年１月３１日（火）午前１０時００分 

イ 場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ 浦和区役所第１会議室 
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⑶ 入札保証金 

見積もった金額（月額）に月数を乗じた額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さい

たま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除と

する。 

⑷ 開札の日時及び場所 

ア 日時 

令和５年１月３１日（火）入札終了後、直ちに行う。 

イ 場所 

７⑵イに同じ 

⑸ 落札者の決定方法 

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

⑹ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

⑺ 入札事務を担当する課 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市保健福祉局長寿応援部高齢福祉課 

   電話 ０４８（８２９）１２５９ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９８１ 

８ 契約手続等 

⑴ 契約保証金 

契約金額（月額）に月数を乗じた額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま

市契約規則第３０条の規定に該当する場合は、免除とする。 

⑵ 契約書作成の要否 

要 

 ⑶ 議決の要否 

   否 

９ その他 

⑴ 提出された競争入札参加申込兼資格確認申請書等は、返却しない。 

⑵ 入札参加者は、入札後、本告示、仕様書、現場等についての不明を理由として、異議を申し立

てることはできない。 

⑶ 契約条項等は、さいたま市保健福祉局長寿応援部高齢福祉課及びホームページにおいて閲覧で

きる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 

⑷ 詳細は、入札説明書による。 

  

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html
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さいたま市告示第７０号 
下水道法（昭和３３年法律第７９号）第４条第１項の規定により、荒川左岸南部流域関連さいたま

公共下水道事業計画を変更することについて、事業計画の変更案を作成したので、下水道法施行令（

昭和３４年政令第１４７号）第３条の規定に基づき、次のとおり告示し、当該案を縦覧に供する。 
 なお、当該事業計画の案について、縦覧期間満了の日までにさいたま市に意見書を提出することが

できる。 
令和５年１月１６日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
１ 計画の名称 
× 荒川左岸南部流域関連さいたま公共下水道事業計画 
２×縦覧期間及び縦覧場所 
×⑴×縦覧期間 令和５年１月１６日（月）から令和５年１月３０日（月） 
        （土・日曜日、祝日を除く。） 
        午前８時３０分から午後５時まで 
×⑵×縦覧場所 建設局下水道部下水道計画課 
３ 意見書の提出 

当該事業計画の案について意見書を提出しようとする方は、住所、氏名及び同案についての意見 
をできるだけ具体的に記載した文書を上記２⑴の縦覧期間満了の日までに、上記２⑵の場所に提出 
してください。 

４ 連絡先 
×⑴ 担当 さいたま市役所建設局下水道部下水道計画課計画第１係 
×⑵ 電話 ０４８（８２９）１５６６ 
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さいたま市告示第７１号 
地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の２及びさいたま市市税条例（平成１３年さいた

ま市条例第６７号）第７条の規定により、次のとおり公示送達をする。 
令和５年１月１７日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
１ 送達をする書類 

差押調書（謄本） 
２ 送達を受ける者の氏名・名称 
   （省略） 
３ その他 

⑴ 送達をする書類はさいたま市長が保管し、送達を受ける者が請求したときはいつでも交付す   
る。 

⑵ 公示をした日から起算して７日を経過したとき、書類の送達があったものとみなす。 
４ 連絡先 

⑴  担当 さいたま市役所 財政局 北部市税事務所 納税課 
⑵  電話 ０４８（６４６）３０４９ 
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さいたま市告示第７２号 
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、次の開発行為に関する工

事が完了したので公告する。 
令和５年１月１７日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
１ 開発区域に含まれる地域の名称 
 さいたま市西区大字指扇領辻字根岸２０９番１２ 
２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名 

（省略） 
３ 許可番号 
 令 和 ４ 年 ６ 月 １ ７ 日 
 第開‐Ｎ２０２２０２４号  
４ 検査済証番号 

令 和 ５ 年 １ 月 １ ６ 日 
 第完‐Ｎ２０２２０２４号  
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さいたま市告示第７３号 
建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４８条第１５項に基づく公開による意見の聴取を次の

とおり行うので、同条第１７項の規定により告示する。 
令和５年１月１７日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
１ 公開による意見の聴取を行う期日 
  令和５年１月２７日（金） 午後７時００分から 
２ 公開による意見の聴取を行う場所 
  東大宮自治会館 １階 集会室 
  さいたま市見沼区東大宮１－１３－１４ 
３ 公開による意見の聴取を行う理由 

建築基準法第４８条第１項ただし書に基づく許可にあたり、同条第１５項の規定により、許可に

利害関係を有する者の出頭を求めて公開による意見の聴取を行う必要があるため 
４ 許可申請概要 

⑴ 申請者 
株式会社 セブン-イレブン・ジャパン 代表取締役 永松 文彦 

⑵ 申請場所の地名地番 
さいたま市見沼区東大宮二丁目８番１、８番２、８番３、８番１４ 

⑶ 用途地域 
第一種低層住居専用地域 

⑷ 計画の概要 
日用品の販売を主たる目的とする店舗（コンビニエンスストア） 

５ 適用条文 
⑴ 建築基準法第４８条第１項ただし書 
⑵ 建築基準法第４８条第１５項（公開による意見の聴取） 
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さいたま市告示第７４号 

令和５年度さいたま新都心バスターミナル管理業務について、次のとおり一般競争入札を行うので、

地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基

づき公告する。 
令和５年１月１７日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 
令和５年度さいたま新都心バスターミナル管理業務 

⑵ 履行場所 
さいたま市大宮区北袋町１－６０３－１ 

⑶ 業務概要 
入札説明書及び仕様書のとおり 

⑷ 履行期間 
令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 
本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本入札の告示日において、令和４・５年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）（

以下「名簿」という。）に業務「建物管理等」の等級区分がＡ級で受注希望業務「駐車場管理」

で登載され、かつ、本市内に本店を有している者であること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 
ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 
イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 
⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 中小企業等協同組合法（昭和２４年法律第１８１号）に基づく事業協同組合及び企業組合並び

に中小企業団体の組織に関する法律（昭和３２年法律第１８５号）に基づく協業組合にあっては、

その組合員が同一入札に参加していない者であること。 

３ 入札説明書等の交付 
本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書等を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 
さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市都市局都市計画部交通政策課 

担当 企画調整係 電話 ０４８（８２９）１０５３ 

⑵ 交付期間 
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告示の日から令和５年１月３１日（火）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さ

いたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日（以下「休日」という。）を除く午前９時か

ら午後４時まで） 
⑶ 交付費用 

無償 
４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において

確認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 
⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 
イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 
３⑵に同じ 

⑶ 受付場所 
３⑴に同じ 

⑷ 提出方法 
持参 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 
確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 
３⑴に同じ 

⑵ 交付日時 
令和５年２月６日（月）午前９時から午後４時まで 

⑶ その他 
郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に８４円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。 
６ 業務委託仕様書等の貸出 

業務委託仕様書は、次により貸出するものとする。 

⑴ 貸出場所 

３⑴に同じ 

⑵ 受付期間 

３⑵に同じ 

７ 仕様に関する質問及び回答 

仕様に関する質問のある場合は、任意の様式により、電子メールで提出し、提出後速やかに、 

 その旨を電話で連絡すること。 

⑴ 受付先 

電子メールアドレス kotsu-seisaku@city.saitama.lg.jp 
電話 ０４８（８２９）１０５３ 

mailto:kotsu-seisaku@city.saitama.lg.jp
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⑵ 受付期間 

３⑵に同じ 

⑶ 質問に対する回答 

回答は、次のとおり閲覧に供するものとする。 

ア 閲覧場所 

３⑴に同じ 

イ 閲覧期間 

令和５年２月６日（月）から令和５年２月２０日（月）まで（休日を除く午前９時から午後

４時まで） 
８ 入札手続等 

⑴ 入札方法 
総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の

１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切

り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る

課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当す

る金額を入札書に記載すること。 
⑵ 入札の日時及び場所 

ア 日時 
令和５年２月２２日（水）午後２時００分 

イ 場所 
さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市役所西会議棟１階第２入札室 

 ⑶ 入札に関する注意事項 

ア 入札参加資格者の確認 

入札参加資格がある旨の競争入札参加資格確認結果通知書を持参すること。 

イ 提出書類 

代理人により入札する場合は、委任状を提出すること。その際、入札書には代理人の記名押

印をすること。 

ウ 入札の辞退 

入札参加資格がある旨の通知を受け取った後であっても、入札を辞退することができる。た

だし、辞退する場合には、入札日時までにその旨を必ず届け出ること。 

エ 独占禁止法関係法令の遵守 

入札に当たっては、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第５

４号）等に違反する行為を行ってはならない。 

 オ その他 

(ア) 入札の日時に遅刻した者は、入札に参加できない。 

(イ) 一度提出した入札書の書き換え、引き換え又は撤回することはできない。 

(ウ) 落札とすべき同額の入札をした者が２者以上いるときは、直ちに当該入札参加者にくじ

を引かせ、落札者を決定する。この場合、当該入札参加者は、くじを辞退することはでき

ない。 
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⑷ 入札保証金 
見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３

年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。 
⑸ 開札の日時及び場所 

ア 日時 
令和５年２月２２日（水）入札終了後、直ちに行う。 

イ 場所 
８⑵イに同じ 

⑹ 最低制限価格 
設定する。なお、最低制限価格に満たない入札をした者は、再度入札に参加できない。 

 ⑺ 落札者の決定方法 
さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低制限価格以上の最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 
なお、初度入札において落札者がいないときは、初度入札の開札結果発表後、当該入札場所に

おいて直ちに再度入札を行う。再度入札に参加できる者は、初度入札に参加し、開札に立ち会っ

た者とする。ただし、初度入札において無効な入札を行った者は、再度入札に参加することがで

きない。再度入札は、１回とする。 
⑻ 入札の無効 
  次のいずれかに該当する入札は無効とする。 

ア 施行令第１６７条の４に定める入札参加資格がない者がした入札及びさいたま市契約規則に

違反した入札 

イ 記載すべき事項の記載のない入札書又は記載した事項が明らかでない入札書による入札 

ウ 郵便、電報、電話及びファクシミリによる入札 

エ 虚偽の競争入札参加申込兼資格確認申請書を提出した者がした入札 

オ 最低制限価格に満たない入札 

⑼ 入札事務を担当する課 
さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市都市局都市計画部都市総務課 
電話 ０４８（８２９）１３９３ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９７９ 

⑽ 業務を担当する課 
さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市都市局都市計画部交通政策課 
電話 ０４８（８２９）１０５３ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９７９ 

９ 契約手続等 
⑴ 契約保証金 

契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。 
⑵ 支払条件 

暦月を単位として、請求に応じて支払うものとする。なお、詳細については落札者決定後、協

議を行う。 

⑶ 契約書作成の要否 
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要 
⑷ 議決の要否 

否 
１０ その他 

⑴ 契約条項等は、さいたま市都市局都市計画部交通政策課及びホームページにおいて閲覧できる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 

⑵ 提出された競争入札参加申込兼資格確認申請書等は、返却しない。 
⑶ 入札参加者は、入札後、本告示、仕様書、現場等についての不明を理由として、異議を申し立

てることはできない。 
⑷ 詳細は、入札説明書による。 

  

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html
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さいたま市告示第７５号 

さいたま市教員採用選考システム機器等賃貸借について、次のとおり一般競争入札を行うので、地

方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基づ

き公告する。 

令和５年１月１７日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 

さいたま市教員採用選考システム機器等賃貸借 

⑵ 履行場所 

さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 外 

⑶ 業務概要 

入札説明書のとおり 

⑷ 履行期間 

契約日から令和６年３月３１日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

 ⑴ 次のいずれにも該当しない者であること。 

  ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続き開始の決定を

受けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第

７７号）第３２条第１項各号に掲げる者のいずれかに該当する者 

  イ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第２項の規定により、さいた

ま市の一般競争入札に参加させないこととされた者 

 ⑵ さいたま市の競争入札の参加資格に関する審査を受け、令和３・４年度さいたま市競争入札参

加資格者名簿（物品納入等）（以下「名簿」という。）において営業種目「ＯＡ機器リース等」

で登載され、引き続き同営業種目で令和５・６年度さいたま市競争入札参加資格審査の申請をし

ている者であること。 

 ⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要 

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から 

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け 

ている期間がない者であること。 

 ⑷ 入札日において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立てが

なされている者でないこと。ただし、更生手続開始の決定がなされている者はこの限りでない。 

 ⑸ 入札日において、民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続開始の申立てが

なされている者でないこと。ただし、再生手続開始の決定がなされている者はこの限りでない。 

３ 入札説明書の交付 

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市教育委員会事務局学校教育部教職員人事課 
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担当 人事係 電話 ０４８（８２９）１６５３ 

⑵ 交付期間 

告示の日から令和５年１月３１日（火）まで 

（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さいたま市条例第２号）第１条第１項に規定する

休日（以下「休日」という。）を除く午前８時３０分から午後５時１５分まで） 

⑶ 交付費用 

無償 

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札日において確

認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 

⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 

イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 

告示の日から令和５年１月３１日（火）まで 

（休日を除く午前８時３０分から午後５時１５分まで） 

⑶ 受付場所 

３⑴に同じ 

⑷ 提出方法 

持参 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

３⑴に同じ 

⑵ 交付日時 

令和５年２月２日（木）午前８時３０分から午後５時１５分まで 

⑶ その他 

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に８４円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。 

６ 入札手続等 

⑴ 入札方法 

単価（月額）で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１

００分の１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数

金額を切り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費

税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００

に相当する金額を入札書に記載すること。 

⑵ 入札の日時及び場所 

ア 日時 
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令和５年２月７日（火）午後１時３０分 

イ 場所 

さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所第二別館１階第２会議室 

⑶ 入札保証金 

見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３

年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。 

⑷ 開札の日時及び場所 

ア 日時 

令和５年２月７日（火）入札終了後、直ちに行う。 

イ 場所 

６⑵イに同じ 

⑸ 落札者の決定方法 

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で、同条第４項及び第５項に基づいて作成した最低制限価格以上の価格をもって入札を行っ

た者のうち、最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

⑹ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

⑺ 入札事務を担当する課 

さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市教育委員会事務局学校教育部教職員人事課 

電話 ０４８（８２９）１６５３ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９９０ 

７ 契約手続等 

⑴ 契約保証金 

契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。 

⑵ 契約書作成の要否 

要 

⑶ 議決の要否 

否 

８ その他 

⑴ 提出された競争入札参加申込兼資格確認申請書等は、返却しない。 

⑵ 入札参加者は、入札後、本告示、仕様書等についての不明を理由として、異議を申し立てるこ

とはできない。 

⑶ この契約において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 

⑷ 契約条項等は、さいたま市教育委員会事務局学校教育部教職員人事課及びホームページにおい

て閲覧できる。https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 

⑸ 詳細は、入札説明書による。 

  

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html
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さいたま市告示第７６号 

公の施設の指定管理者を、さいたま市公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する条例第３条第

１項の規定により、次のとおり指定する。 
令和５年１月１７日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
１ 指定管理者に管理を行わせる施設 

⑴ 所在地 さいたま市桜区大字下大久保１５４２番地４ 
⑵ 名 称 さいたま市児童養護施設カルテット 

２ 指定管理者に指定する団体 
⑴ 所在地 さいたま市浦和区岸町４丁目２３番１４号 
⑵ 名 称 社会福祉法人スマイルの仲間たち 
⑶ 代表者 理事長 中村 美惠子 

３ 指定する期間 
 令和５年４月１日から令和１０年３月３１日まで 
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さいたま市告示第７７号 

さいたま市立鈴谷公民館パソコン講座システム機器等賃貸借について、次のとおり一般競争入札を

行うので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６

の規定に基づき公告する。 

令和５年１月１８日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 

さいたま市立鈴谷公民館パソコン講座システム機器等賃貸借 

⑵ 借入場所 

さいたま市中央区鈴谷７－５－１１ さいたま市立鈴谷公民館 

⑶ 数量・特質等 

仕様書による。 

⑷ 借入期間 

令和５年４月１日から令和１０年３月３１日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本入札の告示日において、令和３・４年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（物品納入等）

（以下「名簿」という。）に種目「レンタル・リース」内の営業種目「ＯＡ機器リース等」で登

載されており、かつ、引き続き同営業種目で令和５・６年度さいたま市競争入札参加資格審査の

申請をしている者であること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 賃貸借された納入機器等を設置、設定し、常時正常な状態又は十分に機能が働く状態に維持し、

万一問題が発生した場合には即時に対応ができる者であること。 

３ 入札説明書の交付 

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

さいたま市中央区鈴谷７－５－１１ さいたま市教育委員会生涯学習総合センター鈴谷公民館 

担当 岸 電話 ０４８（８５９）７３２２ 

⑵ 交付期間 
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告示の日から令和５年２月１日（水）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さい

たま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後４時まで） 

⑶ 交付費用 

無償 

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において

確認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 

⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 

イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 

３⑵に同じ 

⑶ 受付場所 

３⑴に同じ 

⑷ 提出方法 

持参 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

３⑴に同じ 

⑵ 交付日時 

令和５年２月３日（金）午前９時から午後４時まで 

⑶ その他 

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に８４円切手を貼付し、申し出

た場合のみ受け付けるものとする。 

６ 入札手続等 

⑴ 入札方法 

単価（月額）で行う。入札金額は、賃借料（設定費用等、当該業務に係る経費の全てを含む。

）１月当たりの額を記入すること。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当

該金額の１００分の１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、

その端数金額を切り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び

地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分

の１００に相当する金額を入札書に記載すること。 

⑵ 入札の日時及び場所 

ア 日時 

令和５年２月８日（水）午前１０時００分 

イ 場所 

さいたま市中央区鈴谷７－５－１１ さいたま市立鈴谷公民館１階コミュニティルーム 
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⑶ 入札保証金 

見積もった金額（月額）に月数を乗じた額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さ

いたま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免

除とする。 

⑷ 開札の日時及び場所 

ア 日時 

令和５年２月８日（水）入札終了後、直ちに行う。 

イ 場所 

６⑵イに同じ 

⑸ 落札者の決定方法 

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

⑹ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

⑺ 入札事務を担当する課 

さいたま市中央区鈴谷７－５－１１ さいたま市教育委員会生涯学習総合センター鈴谷公民館 

電話 ０４８（８５９）７３２２ ＦＡＸ ０４８（８５９）７３２３ 

７ 契約手続等 

⑴ 契約保証金 

契約金額（月額）に月数を乗じた額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま

市契約規則第３０条の規定に該当する場合は、免除とする。 

⑵ 契約書作成の要否 

要 

⑶ 議決の要否 

否 

８ その他 

⑴ この調達契約において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 

⑵ 契約条項等は、さいたま市教育委員会生涯学習総合センター鈴谷公民館及びホームページにお

いて閲覧できる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 

⑶ 詳細は、入札説明書による。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html
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さいたま市告示第７８号 

さいたま市立鈴谷公民館外４館デジタル印刷機賃貸借について、次のとおり一般競争入札を行うの

で、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定

に基づき公告する。 

令和５年１月１８日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 

さいたま市立鈴谷公民館外４館デジタル印刷機賃貸借 

⑵ 借入場所 

さいたま市中央区鈴谷７－５－１１ さいたま市立鈴谷公民館 外４館 

⑶ 数量・特質等 

仕様書による。 

⑷ 借入期間 

令和５年４月１日から令和１０年３月３１日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本入札の告示日において、令和３・４年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（物品納入等）

（以下「名簿」という。）に種目「レンタル・リース」内の営業種目「ＯＡ機器リース等」で登

載されており、かつ、引き続き同営業種目で令和５・６年度さいたま市競争入札参加資格審査の

申請をしている者であること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 賃貸借された納入機器等を設置、設定し、常時正常な状態又は十分に機能が働く状態に維持し、

万一問題が発生した場合には即時に対応ができる者であること。 

３ 入札説明書の交付 

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

さいたま市中央区鈴谷７－５－１１ さいたま市教育委員会生涯学習総合センター鈴谷公民館 

担当 岸 電話 ０４８（８５９）７３２２ 

⑵ 交付期間 
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告示の日から令和５年２月１日（水）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さい

たま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後４時まで） 

⑶ 交付費用 

無償 

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において

確認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 

⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 

イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 

３⑵に同じ 

⑶ 受付場所 

３⑴に同じ 

⑷ 提出方法 

持参 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

３⑴に同じ 

⑵ 交付日時 

令和５年２月３日（金）午前９時から午後４時まで 

⑶ その他 

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に８４円切手を貼付し、申し出

た場合のみ受け付けるものとする。 

６ 入札手続等 

⑴ 入札方法 

単価（月額）で行う。入札金額は、賃借料（設定費用等、当該業務に係る経費の全てを含む。

）１月当たりの額を記入すること。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当

該金額の１００分の１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、

その端数金額を切り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び

地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分

の１００に相当する金額を入札書に記載すること。 

⑵ 入札の日時及び場所 

ア 日時 

令和５年２月８日（水）午前１１時００分 

イ 場所 

さいたま市中央区鈴谷７－５－１１ さいたま市立鈴谷公民館１階コミュニティルーム 
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⑶ 入札保証金 

見積もった金額（月額）に月数を乗じた額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さ

いたま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免

除とする。 

⑷ 開札の日時及び場所 

ア 日時 

令和５年２月８日（水）入札終了後、直ちに行う。 

イ 場所 

６⑵イに同じ 

⑸ 落札者の決定方法 

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

⑹ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

⑺ 入札事務を担当する課 

さいたま市中央区鈴谷７－５－１１ さいたま市教育委員会生涯学習総合センター鈴谷公民館 

電話 ０４８（８５９）７３２２ ＦＡＸ ０４８（８５９）７３２３ 

７ 契約手続等 

⑴ 契約保証金 

契約金額（月額）に月数を乗じた額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま

市契約規則第３０条の規定に該当する場合は、免除とする。 

⑵ 契約書作成の要否 

要 

⑶ 議決の要否 

否 

８ その他 

⑴ この調達契約において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 

⑵ 契約条項等は、さいたま市教育委員会生涯学習総合センター鈴谷公民館及びホームページにお

いて閲覧できる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 

⑶ 詳細は、入札説明書による。 

  

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html
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さいたま市告示第７９号 

さいたま市旧中央区役所保健センター総合管理業務外５２件について、次のとおり一般競争入札を

行うので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６

の規定に基づき公告する。 

令和５年１月１７日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 競争入札参加資格に関する事項 

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 入札に参加できる者は、次のとおりとする。 

ア 本入札の告示日において、令和３・４年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）

（以下「名簿」という。）に登載され、かつ、本市内に本店を有している者であること。なお、

名簿登載業務・等級区分等については業務ごとに別に定める。 

イ 前項アにおいて、業務ごとに別に定めるとした名簿登載業務について、令和５・６年度さい

たま市競争入札参加資格審査の申請をしている者であること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 

⑶ 本入札の告示日から開札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 開札日において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立てが

なされている者でないこと。ただし、更生手続開始の決定がなされている者はこの限りでない。 

⑸ 開札日において、民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続開始の申立てが

なされている者でないこと。ただし、再生手続開始の決定がなされている者はこの限りでない。 

⑹ 中小企業等協同組合法（昭和２４年法律第１８１号）に基づく事業協同組合及び企業組合並び

に中小企業団体の組織に関する法律（昭和３２年法律第１８５号）に基づく協業組合（以下「組

合等」という。）にあっては、その組合員が同一入札に参加していない者であること。 

２ 入札説明書の交付 

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書を交付するものとする。 

⑴ 交付方法 

さいたま市ホームページからダウンロード 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/006/003/p039869.html 

⑵ 交付期間 

告示の日から令和５年３月６日（月）まで 

３ 入札参加資格の有無の確認 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/006/003/p039869.html
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入札に参加を希望する者は、次の書類を提出して入札参加資格の有無の確認を受けなければなら

ない。 

⑴ 提出書類 

ア 一般競争入札参加申込兼資格確認申請書 

イ 業務ごとに別に定める書類 

⑵ 一般競争入札参加申込兼資格確認申請書の交付 

ア 交付方法 

２⑴に同じ 

イ 交付期間 

告示の日から令和５年１月２７日（金）まで 

⑶ 一般競争入札参加申込兼資格確認申請書等の提出 

ア 提出先 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局契約管理部調達課 

イ 受付期間 

３⑵イに同じ（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さいたま市条例第２号）第１条

第１項に規定する休日を除く午前９時から正午まで及び午後１時から午後４時まで） 

ウ 提出部数 

参加希望案件ごとに１部 

エ 提出方法 

持参 

⑷ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

競争入札参加資格確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

ア 交付場所 

３⑶アに同じ 

イ 日時 

令和５年２月３日（金）午前９時から正午まで及び午後１時から午後４時まで 

ウ その他 

郵送希望者については、３⑶の書類提出時において返信用封筒に８４円切手を貼付し、申し

出た場合のみ受け付けるものとする。 

４ 入札参加資格の有無の再確認 

入札参加資格がない旨の競争入札参加資格確認結果通知書を受けた者は、令和５年２月６日（月

）までにさいたま市財政局契約管理部調達課に入札参加資格の有無の再確認を求めることができる。 

５ 入札手続き等 

⑴ 入札方法 

ア 郵送（一般書留又は簡易書留等）による提出とする。 

イ 総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分

の１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額

を切り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税

に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００



さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

に相当する金額を入札書に記載すること。 

⑵ 入札書の到達期限及び送付先 

ア 到達期限 

業務ごとに別に定める。 

イ 送付先 

〒３３０－９５８８ さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局契約管理部調達

課 

６ 入札に関する注意事項 

⑴ 入札の辞退 

入札参加資格がある旨の通知を受け取った後であっても、入札を辞退することができる。入札

参加者が入札を辞退しようとするときは、入札辞退届を提出しなければならない。ただし、入札

書等の到達後の入札辞退は認めないものとする。 

⑵ 独占禁止法関係法令の遵守 

入札に当たっては、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第５４

号）等に違反する行為を行ってはならない。 

⑶ その他 

ア 入札参加資格がある旨の通知を受けた者であっても、入札時点において参加資格がない者は、

入札に参加できない。 

イ 入札書を持参により提出することはできない。 

ウ 一度提出した入札書の書き換え、引き換え又は撤回することはできない。 

エ 落札とすべき同額の入札をした者が２者以上いるときは、新たに日時及び場所を定め、当該

入札参加者にくじを引かせ、落札者を決定する。この場合、当該入札参加者は、くじを辞退す

ることはできない。 

７ 入札保証金 

業務ごとに別に定める。入札保証金を免除する場合は、さいたま市契約規則（平成１３年さいた

ま市規則第６６号）第９条第１項の規定による。 

８ 最低制限価格 

業務ごとに別に定める。 

９ 落札者の決定方法等 

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範囲

内で、同条第４項及び第５項に基づいて作成された最低制限価格以上の価格をもって入札を行った

者のうち、最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

なお、初度入札において落札者がいないときは、初度入札の開札結果発表後、新たに日時及び場

所を定め、再度入札を行う。再度入札に参加できる者は、初度入札に参加した者とする。ただし、

初度入札において無効な入札を行った者は、再度入札に参加することができない。再度入札は、１

回とする。 

１０ 入札の無効 

次のいずれかに該当する入札は無効とする。 

⑴ 施行令第１６７条の４に定める入札参加資格がない者がした入札 
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⑵ 入札者の記名押印若しくは記載すべき事項の記載のない入札又は記入事項若しくは印影の判読

できない入札 

⑶ 記載事項（金額を除く。）の訂正、削除、挿入等をした場合において、その訂正印のない入札 

⑷ 同一入札について入札者又はその代理人が２以上の入札をしたときは、その全部の入札 

⑸ 同一入札について入札者及びその代理人がそれぞれ入札したときは、その双方の入札 

⑹ 明らかに連合によると認められる入札 

⑺ 金額を訂正した入札書による入札 

⑻ 電報、電話、ファクシミリ及び持参された入札書による入札 

⑼ 虚偽の一般競争入札参加申込兼資格確認申請書を提出した者がした入札 

⑽ 最低制限価格に満たない入札 

⑾ 到達期限までに到達しなかった入札書による入札 

⑿ ５⑴ア及び入札説明書に規定した方法によらずに送付された入札書による入札 

１１ 開札への立ち会いに関する事項 

   入札者又はその代理人は、事前に申請をした場合に限り、開札時に立ち会うことができる。 

１２ 入札事務を担当する課 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局契約管理部調達課 

電話 ０４８（８２９）１１７５ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９８６ 

１３ 契約保証金 

業務ごとに別に定める。契約保証金を免除する場合は、さいたま市契約規則第３０条の規定に

よる。 

１４ 契約書作成の要否 

要 

１５ 議決の要否 

否 

１６ 支払条件 

暦月を単位として、請求に応じて支払うものとする。なお、詳細については落札者決定後、協

議を行う。 

１７ その他 

⑴ この告示に係る入札に用いる書類は、さいたま市ホームページからダウンロードして使用する

こと。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/006/003/p039869.html 

⑵ 提出された一般競争入札参加申込兼資格確認申請書等は、返却しない。 

⑶ 入札参加者は、入札後、本告示、仕様書、現場等についての不明を理由として、異議を申し立

てることはできない。 

⑷ 契約条項等は、さいたま市財政局契約管理部調達課及びホームページにおいて閲覧できる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 

⑸ 詳細は、入札説明書による。 

整理番号 ５－０１００－１ 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/006/003/p039869.html
https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html
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件名 さいたま市旧中央区役所保健センター総合管理業務 

履行場所 さいたま市中央区本町東４－４－３ 

履行期間 令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで 

業務概要 入札説明書のとおり 

入札書の到達期限 令和５年２月９日（木） 

開札日時及び場所 
令和５年２月１３日（月）午前９時１０分 
さいたま市浦和区常盤６－４－２１ 
ときわ会館５階中ホール 

最低制限価格 設定する 

入札保証金 免除 

契約保証金 要（契約代金の１００分の１０以上の額を納付すること） 

入札書に記載する金額 総価を記載する 

入
札
参
加
資
格 

名簿登載業務 建物管理等 

等級区分 Ａ級 

所在地区分 市内本店 

１に掲げるもの以
外に関する事項 

⑴ 本入札の告示日において、建築物における衛生的環境の確保に

関 

する法律（昭和４５年法律第２０号）第１２条の２第１項第１号

の 

「建築物清掃業」又は同条同項第８号の「建築物環境衛生総合管

理 

業」の登録を受けていること。 

⑵ 本入札の告示日において、警備業法（昭和４７年法律第１１７

号） 

第４条の規定に基づく埼玉県公安委員会の認定を受けていること 

（組合等にあっては、当該組合等が自ら認定を受けていること。

）。 

⑶ 本入札の告示日において、同法第２２条の規定に基づく警備員

指 

導教育責任者資格者証（警備業務の区分・１号）の交付を受けて

い 

る者を１名以上配置できること。 



さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

３⑴イに関する書類 

⑴ 建築物における衛生的環境の確保に関する法律の登録証明書の

写し 

⑵ 埼玉県公安委員会の認定証の写し（組合等にあっては、当該組

合等が自ら認定を受けた認定証の写し） 

⑶ 警備員指導教育責任者資格者証（警備業務の区分・１号）の写

し 

（旧警備業法第１１条の規定により交付された同資格者証は不可

） 

業務を担当する課 
さいたま市浦和区常盤６－４－４ 
さいたま市保健福祉局保健部健康増進課 
電話 ０４８（８２９）１２９３ 

整理番号 ５－０１００－２ 

件名 
さいたま市総合療育センターひまわり学園障害児総合療育施設施
設維持管理業務 

履行場所 さいたま市西区三橋６－１５８７ 

履行期間 令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで 

業務概要 入札説明書のとおり 

入札書の到達期限 令和５年２月９日（木） 

開札日時及び場所 
令和５年２月１３日（月）午前９時３５分 
さいたま市浦和区常盤６－４－２１ 
ときわ会館５階中ホール 

最低制限価格 設定する 

入札保証金 免除 

契約保証金 要（契約代金の１００分の１０以上の額を納付すること） 

入札書に記載する金額 総価を記載する 

入
札
参
加
資
格 

名簿登載業務 建物管理等 

等級区分 Ａ級 

所在地区分 市内本店 

１に掲げるもの以
外に関する事項 

本入札の告示日において、建築物における衛生的環境の確保に関

する法律（昭和４５年法律第２０号）第１２条の２第１項第１号の

「建築物清掃業」又は同条同項第８号の「建築物環境衛生総合管理

業」の登録を受けていること。 



さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

３⑴イに関する書類 
建築物における衛生的環境の確保に関する法律の登録証明書の写 

し 

業務を担当する課 
さいたま市西区三橋６－１５８７ 
さいたま市子ども未来局総合療育センターひまわり学園総務課 
電話 ０４８（６２２）１２１１ 

整理番号 ５－０１００－３ 

件名 さいたま市療育センターさくら草施設維持管理業務 

履行場所 さいたま市桜区田島２－１６－２ 

履行期間 令和５年４月１日から令和７年３月３１日まで 

業務概要 入札説明書のとおり 

入札書の到達期限 令和５年２月９日（木） 

開札日時及び場所 
令和５年２月１３日（月）午前１０時００分 
さいたま市浦和区常盤６－４－２１ 
ときわ会館５階中ホール 

最低制限価格 設定する 

入札保証金 免除 

契約保証金 要（契約代金の１００分の１０以上の額を納付すること） 

入札書に記載する金額 総価を記載する 

入
札
参
加
資
格 

名簿登載業務 建物管理等 

等級区分 Ａ級 

所在地区分 市内本店 

１に掲げるもの以
外に関する事項 

本入札の告示日において、建築物における衛生的環境の確保に関

す 

る法律（昭和４５年法律第２０号）第１２条の２第１項第１号の「

建 

築物清掃業」又は同条同項第８号の「建築物環境衛生総合管理業」

の 

登録を受けていること。 



さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

３⑴イに関する書類 
建築物における衛生的環境の確保に関する法律の登録証明書の写 

し 

業務を担当する課 

さいたま市桜区田島２－１６－２ 
さいたま市子ども未来局総合療育センターひまわり学園 
療育センターさくら草 
電話 ０４８（７１０）５８１１ 

整理番号 ５－０１００－４ 

件名 さいたま市東部環境センター建物総合管理業務 

履行場所 さいたま市見沼区大字膝子６２６－１ 

履行期間 令和５年４月１日から令和７年３月３１日まで 

業務概要 入札説明書のとおり 

入札書の到達期限 令和５年２月９日（木） 

開札日時及び場所 
令和５年２月１３日（月）午前１０時３５分 
さいたま市浦和区常盤６－４－２１ 
ときわ会館５階中ホール 

最低制限価格 設定する 

入札保証金 免除 

契約保証金 要（契約代金の１００分の１０以上の額を納付すること） 

入札書に記載する金額 総価を記載する 

入
札
参
加
資
格 

名簿登載業務 建物管理等 

等級区分 Ａ級 

所在地区分 市内本店 

１に掲げるもの以
外に関する事項 

本入札の告示日において、建築物における衛生的環境の確保に関

す 

る法律（昭和４５年法律第２０号）第１２条の２第１項第１号の「

建築物清掃業」又は同条同項第８号の「建築物環境衛生総合管理業

」の登録を受けていること。 



さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

３⑴イに関する書類 
建築物における衛生的環境の確保に関する法律の登録証明書の写 

し 

業務を担当する課 
さいたま市見沼区大字膝子６２６－１ 
さいたま市環境局施設部東部環境センター 
電話 ０４８（６８４）３８０２ 

整理番号 ５－０１００－５ 

件名 さいたま市立教育研究所管理業務 

履行場所 さいたま市浦和区岸町６－１３－１５外 

履行期間 令和５年４月１日から令和７年３月３１日まで 

業務概要 入札説明書のとおり 

入札書の到達期限 令和５年２月９日（木） 

開札日時及び場所 
令和５年２月１３日（月）午前１１時００分 
さいたま市浦和区常盤６－４－２１ 
ときわ会館５階中ホール 

最低制限価格 設定する 

入札保証金 免除 

契約保証金 要（契約代金の１００分の１０以上の額を納付すること） 

入札書に記載する金額 総価を記載する 

入
札
参
加
資
格 

名簿登載業務 建物管理等 

等級区分 Ａ級 

所在地区分 市内本店 

１に掲げるもの以
外に関する事項 

本入札の告示日において、建築物における衛生的環境の確保に関

す 

る法律（昭和４５年法律第２０号）第１２条の２第１項第１号の「

建築物清掃業」又は同条同項第８号の「建築物環境衛生総合管理業

」の登録を受けていること。 



さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

３⑴イに関する書類 
建築物における衛生的環境の確保に関する法律の登録証明書の写 

し 

業務を担当する課 
さいたま市浦和区岸町６－１３－１５ 
さいたま市教育委員会教育研究所 
電話 ０４８（８３８）０７８１ 

整理番号 ５－０１００－６ 

件名 さいたま市立与野本町小学校複合施設建物総合管理業務 

履行場所 さいたま市中央区本町東３－５－２３ 

履行期間 令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで 

業務概要 入札説明書のとおり 

入札書の到達期限 令和５年２月９日（木） 

開札日時及び場所 
令和５年２月１３日（月）午前１１時２５分 
さいたま市浦和区常盤６－４－２１ 
ときわ会館５階中ホール 

最低制限価格 設定する 

入札保証金 免除 

契約保証金 要（契約代金の１００分の１０以上の額を納付すること） 

入札書に記載する金額 総価を記載する 

入
札
参
加
資
格 

名簿登載業務 建物管理等 

等級区分 Ａ級 

所在地区分 市内本店 

１に掲げるもの以
外に関する事項 

⑴ 本入札の告示日において、建築物における衛生的環境の確保に

関 

する法律（昭和４５年法律第２０号）第１２条の２第１項第１号

の 

「建築物清掃業」又は同条同項第８号の「建築物環境衛生総合管

理 

業」の登録を受けていること。 

⑵ 本入札の告示日において、警備業法（昭和４７年法律第１１７

号） 

第４条の規定に基づく埼玉県公安委員会の認定を受けていること 

（組合等にあっては、当該組合等が自ら認定を受けていること。



さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

）。 

⑶ 本入札の告示日において、同法第２２条の規定に基づく警備員

指 

導教育責任者資格者証（警備業務の区分・１号）の交付を受けて

い 

る者を１名以上配置できること。 

３⑴イに関する書類 

⑴ 建築物における衛生的環境の確保に関する法律の登録証明書の

写し 

⑵ 埼玉県公安委員会の認定証の写し（組合等にあっては、当該組

合等が自ら認定を受けた認定証の写し） 

⑶ 警備員指導教育責任者資格者証（警備業務の区分・１号）の写

し 

（旧警備業法第１１条の規定により交付された同資格者証は不可

） 

業務を担当する課 
さいたま市大宮区高鼻町２－１－２ 
さいたま市教育委員会博物館 
電話 ０４８（６４４）２３２２ 

整理番号 ５－０１００－７ 

件名 さいたま市立北浦和図書館総合管理業務 

履行場所 さいたま市浦和区北浦和１－４－２ 

履行期間 令和５年４月１日から令和７年３月３１日まで 

業務概要 入札説明書のとおり 

入札書の到達期限 令和５年２月１０日（金） 

開札日時及び場所 
令和５年２月１４日（火）午前９時１０分 
さいたま市浦和区常盤６－４－２１ 
ときわ会館５階中ホール 

最低制限価格 設定する 

入札保証金 免除 

契約保証金 要（契約代金の１００分の１０以上の額を納付すること） 

入札書に記載する金額 総価を記載する 

入
札
参
加
資
格 

名簿登載業務 建物管理等 

等級区分 Ａ級 

所在地区分 市内本店 



さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

１に掲げるもの以
外に関する事項 

 本入札の告示日において、建築物における衛生的環境の確保に関

する法律（昭和４５年法律第２０号）第１２条の２第１項第１号の

「建築物清掃業」又は同条同項第８号の「建築物環境衛生総合管理

業」の登録を受けていること。 

３⑴イに関する書類 
建築物における衛生的環境の確保に関する法律の登録証明書の写

し 

業務を担当する課 
さいたま市浦和区東高砂町１１－１ 
さいたま市教育委員会中央図書館管理課 
電話 ０４８（８７１）２１７２ 

整理番号 ５－０１００－８ 

件名 さいたま市立大宮西部図書館総合管理業務 

履行場所 さいたま市北区櫛引町２－４９９－１ 

履行期間 令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで 

業務概要 入札説明書のとおり 

入札書の到達期限 令和５年２月１０日（金） 

開札日時及び場所 
令和５年２月１４日（火）午前９時３５分 
さいたま市浦和区常盤６－４－２１ 
ときわ会館５階中ホール 

最低制限価格 設定する 

入札保証金 免除 

契約保証金 要（契約代金の１００分の１０以上の額を納付すること） 

入札書に記載する金額 総価を記載する 

入
札
参
加
資
格 

名簿登載業務 建物管理等 

等級区分 Ａ級 

所在地区分 市内本店 



さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

１に掲げるもの以
外に関する事項 

⑴ 本入札の告示日において、建築物における衛生的環境の確保に

関 

する法律（昭和４５年法律第２０号）第１２条の２第１項第１号

の 

「建築物清掃業」又は同条同項第８号の「建築物環境衛生総合管

理 

業」の登録を受けていること。 

⑵ 本入札の告示日において、警備業法（昭和４７年法律第１１７

号） 

第４条の規定に基づく埼玉県公安委員会の認定を受けていること 

（組合等にあっては、当該組合等が自ら認定を受けていること。

）。 

⑶ 本入札の告示日において、同法第２２条の規定に基づく警備員

指 

導教育責任者資格者証（警備業務の区分・１号）の交付を受けて

い 

る者を１名以上配置できること。 

３⑴イに関する書類 

⑴ 建築物における衛生的環境の確保に関する法律の登録証明書の

写し 

⑵ 埼玉県公安委員会の認定証の写し（組合等にあっては、当該組

合等が自ら認定を受けた認定証の写し） 

⑶ 警備員指導教育責任者資格者証（警備業務の区分・１号）の写

し 

（旧警備業法第１１条の規定により交付された同資格者証は不可

） 

業務を担当する課 
さいたま市浦和区東高砂町１１－１ 
さいたま市教育委員会中央図書館管理課 
電話 ０４８（８７１）２１７２ 

整理番号 ５－０１００－９ 

件名 さいたま市立春野図書館総合管理業務 

履行場所 さいたま市見沼区春野２－１２－１ 

履行期間 令和５年４月１日から令和７年３月３１日まで 

業務概要 入札説明書のとおり 

入札書の到達期限 令和５年２月１０日（金） 

開札日時及び場所 
令和５年２月１４日（火）午前１０時００分 
さいたま市浦和区常盤６－４－２１ 
ときわ会館５階中ホール 

最低制限価格 設定する 

入札保証金 免除 



さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

契約保証金 要（契約代金の１００分の１０以上の額を納付すること） 

入札書に記載する金額 総価を記載する 

入
札
参
加
資
格 

名簿登載業務 建物管理等 

等級区分 Ａ級 

所在地区分 市内本店 

１に掲げるもの以
外に関する事項 

⑴ 本入札の告示日において、建築物における衛生的環境の確保に

関 

する法律（昭和４５年法律第２０号）第１２条の２第１項第１号

の 

「建築物清掃業」又は同条同項第８号の「建築物環境衛生総合管

理 

業」の登録を受けていること。 

⑵ 本入札の告示日において、警備業法（昭和４７年法律第１１７

号） 

第４条の規定に基づく埼玉県公安委員会の認定を受けていること 

（組合等にあっては、当該組合等が自ら認定を受けていること。

）。 

⑶ 本入札の告示日において、同法第２２条の規定に基づく警備員

指 

導教育責任者資格者証（警備業務の区分・１号）の交付を受けて

い 

る者を１名以上配置できること。 

３⑴イに関する書類 

⑴ 建築物における衛生的環境の確保に関する法律の登録証明書の

写し 

⑵ 埼玉県公安委員会の認定証の写し（組合等にあっては、当該組

合等が自ら認定を受けた認定証の写し） 

⑶ 警備員指導教育責任者資格者証（警備業務の区分・１号）の写

し 

（旧警備業法第１１条の規定により交付された同資格者証は不可

） 

業務を担当する課 
さいたま市浦和区東高砂町１１－１ 
さいたま市教育委員会中央図書館管理課 
電話 ０４８（８７１）２１７２ 

整理番号 ５－０１００－１０ 

件名 さいたま市立与野図書館警備・設備等維持管理業務 

履行場所 さいたま市中央区下落合５－１１－１１ 

履行期間 令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで 

業務概要 入札説明書のとおり 



さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

入札書の到達期限 令和５年２月１０日（金） 

開札日時及び場所 
令和５年２月１４日（火）午前１０時３５分 
さいたま市浦和区常盤６－４－２１ 
ときわ会館５階中ホール 

最低制限価格 設定する 

入札保証金 免除 

契約保証金 要（契約代金の１００分の１０以上の額を納付すること） 

入札書に記載する金額 総価を記載する 

入
札
参
加
資
格 

名簿登載業務 建物管理等 

等級区分 Ａ級 

所在地区分 市内本店 

１に掲げるもの以
外に関する事項 

⑴ 本入札の告示日において、建築物における衛生的環境の確保に

関 

する法律（昭和４５年法律第２０号）第１２条の２第１項第１号

の 

「建築物清掃業」又は同条同項第８号の「建築物環境衛生総合管

理 

業」の登録を受けていること。 

⑵ 本入札の告示日において、警備業法（昭和４７年法律第１１７

号） 

第４条の規定に基づく埼玉県公安委員会の認定を受けていること 

（組合等にあっては、当該組合等が自ら認定を受けていること。

）。 

⑶ 本入札の告示日において、同法第２２条の規定に基づく警備員

指 

導教育責任者資格者証（警備業務の区分・１号）の交付を受けて

い 

る者を１名以上配置できること。 

３⑴イに関する書類 

⑴ 建築物における衛生的環境の確保に関する法律の登録証明書の

写し 

⑵ 埼玉県公安委員会の認定証の写し（組合等にあっては、当該組

合等が自ら認定を受けた認定証の写し） 

⑶ 警備員指導教育責任者資格者証（警備業務の区分・１号）の写

し 

（旧警備業法第１１条の規定により交付された同資格者証は不可

） 

業務を担当する課 
さいたま市浦和区東高砂町１１－１ 
さいたま市教育委員会中央図書館管理課 
電話 ０４８（８７１）２１７２ 

整理番号 ５－０１０１－１ 



さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

件名 さいたま市浦和区役所総合案内業務 

履行場所 さいたま市浦和区常盤６－４－４ 

履行期間 令和５年４月１日から令和８年３月３１日まで 

業務概要 入札説明書のとおり 

入札書の到達期限 令和５年２月１０日（金） 

開札日時及び場所 
令和５年２月１４日（火）午前１１時００分 
さいたま市浦和区常盤６－４－２１ 
ときわ会館５階中ホール 

最低制限価格 設定する 

入札保証金 免除 

契約保証金 要（契約代金の１００分の１０以上の額を納付すること） 

入札書に記載する金額 総価を記載する 

入
札
参
加
資
格 

名簿登載業務 建物管理等 

等級区分 Ａ級 

所在地区分 市内本店 

１に掲げるもの以
外に関する事項 

― 

３⑴イに関する書類 ― 

業務を担当する課 
さいたま市浦和区常盤６－４－４ 
さいたま市浦和区役所くらし応援室 
電話 ０４８（８２９）６０４９ 

整理番号 ５－０１０１－２ 



さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

件名 さいたま市浦和区役所宿日直業務 

履行場所 さいたま市浦和区常盤６－４－４ 

履行期間 令和５年４月１日から令和８年３月３１日まで 

業務概要 入札説明書のとおり 

入札書の到達期限 令和５年２月１０日（金） 

開札日時及び場所 
令和５年２月１４日（火）午前１１時２５分 
さいたま市浦和区常盤６－４－２１ 
ときわ会館５階中ホール 

最低制限価格 設定する 

入札保証金 免除 

契約保証金 要（契約代金の１００分の１０以上の額を納付すること） 

入札書に記載する金額 総価を記載する 

入
札
参
加
資
格 

名簿登載業務 建物管理等 

等級区分 Ａ級 

所在地区分 市内本店 

１に掲げるもの以
外に関する事項 

― 

３⑴イに関する書類 ― 

業務を担当する課 
さいたま市浦和区常盤６－４－４ 
さいたま市浦和区役所区民生活部総務課 
電話 ０４８（８２９）６０１５ 

整理番号 ５－０１０１－３ 



さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

件名 さいたま市南区役所総合案内業務 

履行場所 さいたま市南区別所７－２０－１ 

履行期間 令和５年４月１日から令和８年３月３１日まで 

業務概要 入札説明書のとおり 

入札書の到達期限 令和５年２月１４日（火） 

開札日時及び場所 
令和５年２月１６日（木）午前９時１０分 
さいたま市浦和区常盤６－４－２１ 
ときわ会館５階中ホール 

最低制限価格 設定する 

入札保証金 免除 

契約保証金 要（契約代金の１００分の１０以上の額を納付すること） 

入札書に記載する金額 総価を記載する 

入
札
参
加
資
格 

名簿登載業務 建物管理等 

等級区分 Ａ級 

所在地区分 市内本店 

１に掲げるもの以
外に関する事項 

― 

３⑴イに関する書類 ― 

業務を担当する課 
さいたま市南区別所７－２０－１ 
さいたま市南区役所くらし応援室 
電話 ０４８（８４４）７１３６ 

整理番号 ５－０１０１－４ 



さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

件名 さいたま市岩槻区役所総合案内業務 

履行場所 さいたま市岩槻区本町３－２－５ 

履行期間 令和５年４月１日から令和８年３月３１日まで 

業務概要 入札説明書のとおり 

入札書の到達期限 令和５年２月１４日（火） 

開札日時及び場所 
令和５年２月１６日（木）午前９時３５分 
さいたま市浦和区常盤６－４－２１ 
ときわ会館５階中ホール 

最低制限価格 設定する 

入札保証金 免除 

契約保証金 要（契約代金の１００分の１０以上の額を納付すること） 

入札書に記載する金額 総価を記載する 

入
札
参
加
資
格 

名簿登載業務 建物管理等 

等級区分 Ａ級 

所在地区分 市内本店 

１に掲げるもの以
外に関する事項 

― 

３⑴イに関する書類 ― 

業務を担当する課 
さいたま市岩槻区本町３－２－５ 
さいたま市岩槻区役所くらし応援室 
電話 ０４８（７９０）０１２８ 

整理番号 ５－０１０１－５ 



さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

件名 さいたま市うらわ美術館受付・監視業務 

履行場所 
さいたま市浦和区仲町２－５－１ 浦和センチュリーシティ３階
外 

履行期間 令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで 

業務概要 入札説明書のとおり 

入札書の到達期限 令和５年２月１４日（火） 

開札日時及び場所 
令和５年２月１６日（木）午前１０時００分 
さいたま市浦和区常盤６－４－２１ 
ときわ会館５階中ホール 

最低制限価格 設定する 

入札保証金 免除 

契約保証金 要（契約代金の１００分の１０以上の額を納付すること） 

入札書に記載する金額 総価を記載する 

入
札
参
加
資
格 

名簿登載業務 建物管理等 

等級区分 Ａ級 

所在地区分 市内本店 

１に掲げるもの以外
に関する事項 

― 

３⑴イに関する書類 ― 

業務を担当する課 
さいたま市浦和区仲町２－５－１ 浦和センチュリーシティ３階 
さいたま市教育委員会うらわ美術館 
電話 ０４８（８２７）３２１５ 

整理番号 ５－０１０１－６ 



さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

件名 さいたま市立田島公民館外４館管理業務 

履行場所 さいたま市桜区田島３－２７－６外 

履行期間 令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで 

業務概要 入札説明書のとおり 

入札書の到達期限 令和５年２月１４日（火） 

開札日時及び場所 
令和５年２月１６日（木）午前１０時３５分 
さいたま市浦和区常盤６－４－２１ 
ときわ会館５階中ホール 

最低制限価格 設定する 

入札保証金 免除 

契約保証金 要（契約代金の１００分の１０以上の額を納付すること） 

入札書に記載する金額 総価を記載する 

入
札
参
加
資
格 

名簿登載業務 建物管理等 

等級区分 Ａ級 

所在地区分 市内本店 

１に掲げるもの以外
に関する事項  ― 

３⑴イに関する書類  ― 

業務を担当する課 
さいたま市桜区田島３－２７－６  
さいたま市教育委員会生涯学習総合センター田島公民館 
電話 ０４８（８６３）０４００ 

整理番号 ５－０１０１－７ 



さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

件名 さいたま市立領家公民館外１０館管理業務 

履行場所 さいたま市浦和区領家４－２１－２１外 

履行期間 令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで 

業務概要 入札説明書のとおり 

入札書の到達期限 令和５年２月１４日（火） 

開札日時及び場所 
令和５年２月１６日（木）午前１１時００分 
さいたま市浦和区常盤６－４－２１ 
ときわ会館５階中ホール 

最低制限価格 設定する 

入札保証金 免除 

契約保証金 要（契約代金の１００分の１０以上の額を納付すること） 

入札書に記載する金額 総価を記載する 

入
札
参
加
資
格 

名簿登載業務 建物管理等 

等級区分 Ａ級 

所在地区分 市内本店 

１に掲げるもの以外
に関する事項  ― 

３⑴イに関する書類  ― 

業務を担当する課 
さいたま市浦和区岸町５－１－３ 
さいたま市教育委員会生涯学習総合センター岸町公民館 
電話 ０４８（８２４）０１６８ 

整理番号 ５－０１０１－８ 



さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

件名 さいたま市立文蔵公民館外７館管理業務 

履行場所 さいたま市南区文蔵４－１９－３外 

履行期間 令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで 

業務概要 入札説明書のとおり 

入札書の到達期限 令和５年２月１４日（火） 

開札日時及び場所 
令和５年２月１６日（木）午前１１時２５分 
さいたま市浦和区常盤６－４－２１ 
ときわ会館５階中ホール 

最低制限価格 設定する 

入札保証金 免除 

契約保証金 要（契約代金の１００分の１０以上の額を納付すること） 

入札書に記載する金額 総価を記載する 

入
札
参
加
資
格 

名簿登載業務 建物管理等 

等級区分 Ａ級 

所在地区分 市内本店 

１に掲げるもの以外
に関する事項  ― 

３⑴イに関する書類  ― 

業務を担当する課 
さいたま市南区文蔵４－１９－３ 
さいたま市教育委員会生涯学習総合センター文蔵公民館 
電話 ０４８（８４５）５１５１ 

整理番号 ５－０１０１－９ 



さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

件名 さいたま市立大古里公民館外４館管理業務 

履行場所 さいたま市緑区大字三室２６１４－２外 

履行期間 令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで 

業務概要 入札説明書のとおり 

入札書の到達期限 令和５年２月１６日（木） 

開札日時及び場所 
令和５年２月２０日（月）午前９時１０分 
さいたま市浦和区常盤６－４－２１ 
ときわ会館５階中ホール 

最低制限価格 設定する 

入札保証金 免除 

契約保証金 要（契約代金の１００分の１０以上の額を納付すること） 

入札書に記載する金額 総価を記載する 

入
札
参
加
資
格 

名簿登載業務 建物管理等 

等級区分 Ａ級 

所在地区分 市内本店 

１に掲げるもの以外
に関する事項  ― 

３⑴イに関する書類  ― 

業務を担当する課 
さいたま市緑区大字三室２６１４－２ 
さいたま市教育委員会生涯学習総合センター大古里公民館 
電話 ０４８（８１０）４１５５ 

整理番号 ５－０２００－１ 



さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

件名 さいたま市本庁舎警備業務 

履行場所 さいたま市浦和区常盤６－４－４ 

履行期間 令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで 

業務概要 入札説明書のとおり 

入札書の到達期限 令和５年２月１６日（木） 

開札日時及び場所 
令和５年２月２０日（月）午前９時３５分 
さいたま市浦和区常盤６－４－２１ 
ときわ会館５階中ホール 

最低制限価格 設定する 

入札保証金 免除 

契約保証金 要（契約代金の１００分の１０以上の額を納付すること） 

入札書に記載する金額 総価を記載する 

入
札
参
加
資
格 

名簿登載業務 建物管理等又は警備 

等級区分 Ａ級 

所在地区分 市内本店 

１に掲げるもの以外
に関する事項 

⑴ 本入札の告示日において、警備業法（昭和４７年法律第１１７

号）第４条の規定に基づく埼玉県公安委員会の認定を受けてい

ること（組合等にあっては、当該組合等が自ら認定を受けてい

ること。）。 

⑵ 本入札の告示日において、同法第２２条の規定に基づく警備員

指導教育責任者資格者証（警備業務の区分・１号）の交付を受

けている者を１名以上配置できること。 

３⑴イに関する書類 

⑴ 埼玉県公安委員会の認定証の写し（組合等にあっては、当該組

合等が自ら認定を受けた認定証の写し） 

⑵ 警備員指導教育責任者資格者証（警備業務の区分・１号）の写

し（旧警備業法第１１条の規定により交付された同資格者証は不

可） 

業務を担当する課 
さいたま市浦和区常盤６－４－４ 
さいたま市財政局財政部庁舎管理課 
電話 ０４８（８２９）１１７３ 

整理番号 ５－０２００－２ 



さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

件名 さいたま市思い出の里警備及び盆・彼岸交通整理業務 

履行場所 さいたま市見沼区大字大谷６００外 

履行期間 令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで 

業務概要 入札説明書のとおり 

入札書の到達期限 令和５年２月１６日（木） 

開札日時及び場所 
令和５年２月２０日（月）午前１０時００分 
さいたま市浦和区常盤６－４－２１ 
ときわ会館５階中ホール 

最低制限価格 設定する 

入札保証金 免除 

契約保証金 要（契約代金の１００分の１０以上の額を納付すること） 

入札書に記載する金額 総価を記載する 

入
札
参
加
資
格 

名簿登載業務 建物管理等又は警備 

等級区分 Ａ級 

所在地区分 市内本店 

１に掲げるもの以外
に関する事項 

⑴ 本入札の告示日において、警備業法（昭和４７年法律第１１７

号）第４条の規定に基づく埼玉県公安委員会の認定を受けてい

ること（組合等にあっては、当該組合等が自ら認定を受けてい

ること。）。 

⑵ 本入札の告示日において、同法第２２条の規定に基づく警備員

指導教育責任者資格者証（警備業務の区分・１号及び２号）の

交付を受けている者を１名以上配置できること。 

３⑴イに関する書類 

⑴ 埼玉県公安委員会の認定証の写し（組合等にあっては、当該組

合等が自ら認定を受けた認定証の写し） 

⑵ 警備員指導教育責任者資格者証（警備業務の区分・１号及び２

号）の写し（旧警備業法第１１条の規定により交付された同資格

者証は 不可） 

業務を担当する課 
さいたま市見沼区大字大谷６００ 
さいたま市保健福祉局保健部思い出の里市営霊園事務所 
電話 ０４８（６８６）３４９９ 

整理番号 ５－０２００－３ 



さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

件名 さいたま市岩槻区役所警備業務 

履行場所 さいたま市岩槻区本町３－２－５ 

履行期間 令和５年４月１日から令和８年３月３１日まで 

業務概要 入札説明書のとおり 

入札書の到達期限 令和５年２月１６日（木） 

開札日時及び場所 
令和５年２月２０日（月）午前１０時３５分 
さいたま市浦和区常盤６－４－２１ 
ときわ会館５階中ホール 

最低制限価格 設定する 

入札保証金 免除 

契約保証金 要（契約代金の１００分の１０以上の額を納付すること） 

入札書に記載する金額 総価を記載する 

入
札
参
加
資
格 

名簿登載業務 建物管理等又は警備 

等級区分 Ａ級 

所在地区分 市内本店 

１に掲げるもの以外
に関する事項 

⑴ 本入札の告示日において、警備業法（昭和４７年法律第１１７

号）第４条の規定に基づく埼玉県公安委員会の認定を受けてい

ること（組合等にあっては、当該組合等が自ら認定を受けてい

ること。）。 

⑵ 本入札の告示日において、同法第２２条の規定に基づく警備員

指導教育責任者資格者証（警備業務の区分・１号）の交付を受

けている者を１名以上配置できること。 

３⑴イに関する書類 

⑴ 埼玉県公安委員会の認定証の写し（組合等にあっては、当該組

合等が自ら認定を受けた認定証の写し） 

⑵ 警備員指導教育責任者資格者証（警備業務の区分・１号）の写

し（旧警備業法第１１条の規定により交付された同資格者証は不

可） 

業務を担当する課 
さいたま市岩槻区本町３－２－５ 
さいたま市岩槻区役所区民生活部総務課 
電話 ０４８（７９０）０１１５ 

整理番号 ５－０２００－４ 



さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

件名 さいたま市立小学校・特別支援学校（西区内）警備業務 

履行場所 さいたま市西区西大宮１－４９－６外 

履行期間 令和５年４月１日から令和８年３月３１日まで 

業務概要 入札説明書のとおり 

入札書の到達期限 令和５年２月１６日（木） 

開札日時及び場所 
令和５年２月２０日（月）午前１１時００分 
さいたま市浦和区常盤６－４－２１ 
ときわ会館５階中ホール 

最低制限価格 設定する 

入札保証金 免除 

契約保証金 要（契約代金の１００分の１０以上の額を納付すること） 

入札書に記載する金額 総価を記載する 

入
札
参
加
資
格 

名簿登載業務 建物管理等又は警備 

等級区分 Ａ級 

所在地区分 市内本店 

１に掲げるもの以外
に関する事項 

⑴ 本入札の告示日において、警備業法（昭和４７年法律第１１７

号）第４条の規定に基づく埼玉県公安委員会の認定を受けてい

ること（組合等にあっては、当該組合等が自ら認定を受けてい

ること。）。 

⑵ 本入札の告示日において、同法第２２条の規定に基づく警備員

指導教育責任者資格者証（警備業務の区分・１号）の交付を受

けている者を１名以上配置できること。 

３⑴イに関する書類 

⑴ 埼玉県公安委員会の認定証の写し（組合等にあっては、当該組

合等が自ら認定を受けた認定証の写し） 

⑵ 警備員指導教育責任者資格者証（警備業務の区分・１号）の写

し（旧警備業法第１１条の規定により交付された同資格者証は不

可） 

業務を担当する課 
さいたま市浦和区常盤６－４－４ 
さいたま市教育委員会事務局学校教育部健康教育課 
電話 ０４８（８２９）１６７９ 

整理番号 ５－０２００－５ 



さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

件名 さいたま市立小学校（北区内）警備業務 

履行場所 さいたま市北区東大成町２－１２外 

履行期間 令和５年４月１日から令和８年３月３１日まで 

業務概要 入札説明書のとおり 

入札書の到達期限 令和５年２月１６日（木） 

開札日時及び場所 
令和５年２月２０日（月）午前１１時２５分 
さいたま市浦和区常盤６－４－２１ 
ときわ会館５階中ホール 

最低制限価格 設定する 

入札保証金 免除 

契約保証金 要（契約代金の１００分の１０以上の額を納付すること） 

入札書に記載する金額 総価を記載する 

入
札
参
加
資
格 

名簿登載業務 建物管理等又は警備 

等級区分 Ａ級 

所在地区分 市内本店 

１に掲げるもの以外
に関する事項 

⑴ 本入札の告示日において、警備業法（昭和４７年法律第１１７

号）第４条の規定に基づく埼玉県公安委員会の認定を受けてい

ること（組合等にあっては、当該組合等が自ら認定を受けてい

ること。）。 

⑵ 本入札の告示日において、同法第２２条の規定に基づく警備員

指導教育責任者資格者証（警備業務の区分・１号）の交付を受

けている者を１名以上配置できること。 

３⑴イに関する書類 

⑴ 埼玉県公安委員会の認定証の写し（組合等にあっては、当該組

合等が自ら認定を受けた認定証の写し） 

⑵ 警備員指導教育責任者資格者証（警備業務の区分・１号）の写

し（旧警備業法第１１条の規定により交付された同資格者証は不

可） 

業務を担当する課 
さいたま市浦和区常盤６－４－４ 
さいたま市教育委員会事務局学校教育部健康教育課 
電話 ０４８（８２９）１６７９ 

整理番号 ５－０２００－６ 



さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

件名 さいたま市立小学校（大宮区内）警備業務 

履行場所 さいたま市大宮区大門町３－３外 

履行期間 令和５年４月１日から令和８年３月３１日まで 

業務概要 入札説明書のとおり 

入札書の到達期限 令和５年２月１７日（金） 

開札日時及び場所 
令和５年２月２１日（火）午前９時１０分 
さいたま市浦和区常盤６－４－２１ 
ときわ会館５階中ホール 

最低制限価格 設定する 

入札保証金 免除 

契約保証金 要（契約代金の１００分の１０以上の額を納付すること） 

入札書に記載する金額 総価を記載する 

入
札
参
加
資
格 

名簿登載業務 建物管理等又は警備 

等級区分 Ａ級 

所在地区分 市内本店 

１に掲げるもの以外
に関する事項 

⑴ 本入札の告示日において、警備業法（昭和４７年法律第１１７

号）第４条の規定に基づく埼玉県公安委員会の認定を受けてい

ること（組合等にあっては、当該組合等が自ら認定を受けてい

ること。）。 

⑵ 本入札の告示日において、同法第２２条の規定に基づく警備員

指導教育責任者資格者証（警備業務の区分・１号）の交付を受

けている者を１名以上配置できること。 

３⑴イに関する書類 

⑴ 埼玉県公安委員会の認定証の写し（組合等にあっては、当該組

合等が自ら認定を受けた認定証の写し） 

⑵ 警備員指導教育責任者資格者証（警備業務の区分・１号）の写

し（旧警備業法第１１条の規定により交付された同資格者証は不

可） 

業務を担当する課 
さいたま市浦和区常盤６－４－４ 
さいたま市教育委員会事務局学校教育部健康教育課 
電話 ０４８（８２９）１６７９ 

整理番号 ５－０２００－７ 



さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

件名 さいたま市立小学校（見沼区内）警備業務 

履行場所 さいたま市見沼区大和田町２－９９８外 

履行期間 令和５年４月１日から令和８年３月３１日まで 

業務概要 入札説明書のとおり 

入札書の到達期限 令和５年２月１７日（金） 

開札日時及び場所 
令和５年２月２１日（火）午前９時３５分 
さいたま市浦和区常盤６－４－２１ 
ときわ会館５階中ホール 

最低制限価格 設定する 

入札保証金 免除 

契約保証金 要（契約代金の１００分の１０以上の額を納付すること） 

入札書に記載する金額 総価を記載する 

入
札
参
加
資
格 

名簿登載業務 建物管理等又は警備 

等級区分 Ａ級 

所在地区分 市内本店 

１に掲げるもの以外
に関する事項 

⑴ 本入札の告示日において、警備業法（昭和４７年法律第１１７

号）第４条の規定に基づく埼玉県公安委員会の認定を受けてい

ること（組合等にあっては、当該組合等が自ら認定を受けてい

ること。）。 

⑵ 本入札の告示日において、同法第２２条の規定に基づく警備員

指導教育責任者資格者証（警備業務の区分・１号）の交付を受

けている者を１名以上配置できること。 

３⑴イに関する書類 

⑴ 埼玉県公安委員会の認定証の写し（組合等にあっては、当該組

合等が自ら認定を受けた認定証の写し） 

⑵ 警備員指導教育責任者資格者証（警備業務の区分・１号）の写

し（旧警備業法第１１条の規定により交付された同資格者証は不

可） 

業務を担当する課 
さいたま市浦和区常盤６－４－４ 
さいたま市教育委員会事務局学校教育部健康教育課 
電話 ０４８（８２９）１６７９ 

整理番号 ５－０２００－８ 



さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

件名 さいたま市立小学校（岩槻区内）警備業務 

履行場所 さいたま市岩槻区本町５－６－４５外 

履行期間 令和５年４月１日から令和８年３月３１日まで 

業務概要 入札説明書のとおり 

入札書の到達期限 令和５年２月１７日（金） 

開札日時及び場所 
令和５年２月２１日（火）午前１０時００分 
さいたま市浦和区常盤６－４－２１ 
ときわ会館５階中ホール 

最低制限価格 設定する 

入札保証金 免除 

契約保証金 要（契約代金の１００分の１０以上の額を納付すること） 

入札書に記載する金額 総価を記載する 

入
札
参
加
資
格 

名簿登載業務 建物管理等又は警備 

等級区分 Ａ級 

所在地区分 市内本店 

１に掲げるもの以外
に関する事項 

⑴ 本入札の告示日において、警備業法（昭和４７年法律第１１７

号）第４条の規定に基づく埼玉県公安委員会の認定を受けてい

ること（組合等にあっては、当該組合等が自ら認定を受けてい

ること。）。 

⑵ 本入札の告示日において、同法第２２条の規定に基づく警備員

指導教育責任者資格者証（警備業務の区分・１号）の交付を受

けている者を１名以上配置できること。 

３⑴イに関する書類 

⑴ 埼玉県公安委員会の認定証の写し（組合等にあっては、当該組

合等が自ら認定を受けた認定証の写し） 

⑵ 警備員指導教育責任者資格者証（警備業務の区分・１号）の写

し（旧警備業法第１１条の規定により交付された同資格者証は不

可） 

業務を担当する課 
さいたま市浦和区常盤６－４－４ 
さいたま市教育委員会事務局学校教育部健康教育課 
電話 ０４８（８２９）１６７９ 

整理番号 ５－０３００－１ 



さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

件名 さいたま市職員研修センター清掃業務 

履行場所 さいたま市見沼区堀崎町４８－１外 

履行期間 令和５年４月１日から令和７年３月３１日まで 

業務概要 入札説明書のとおり 

入札書の到達期限 令和５年２月１７日（金） 

開札日時及び場所 
令和５年２月２１日（火）午前１０時３５分 
さいたま市浦和区常盤６－４－２１ 
ときわ会館５階中ホール 

最低制限価格 設定する 

入札保証金 免除 

契約保証金 要（契約代金の１００分の１０以上の額を納付すること） 

入札書に記載する金額 総価を記載する 

入
札
参
加
資
格 

名簿登載業務 清掃 

等級区分 Ａ級 

所在地区分 市内本店 

１に掲げるもの以
外に関する事項 

本入札の告示日において、建築物における衛生的環境の確保に関

する法律（昭和４５年法律第２０号）第１２条の２第１項第１号の

「建築物清掃業」又は同条同項第８号の「建築物環境衛生総合管理

業」の登録を受けていること。 

３⑴イに関する書類 
建築物における衛生的環境の確保に関する法律の登録証明書の写

し 

業務を担当する課 

さいたま市見沼区堀崎町４８－１ 
さいたま市総務局人事部人材育成課 
電話 ０４８（６８８）１４３０ 

さいたま市浦和区東高砂町１１－１ 
さいたま市教育委員会中央図書館管理課 
電話 ０４８（８７１）２１７２ 

整理番号 ５－０３００－２ 



さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

件名 さいたま市コムナーレ清掃業務 

履行場所 さいたま市浦和区東高砂町１１－１ 

履行期間 令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで 

業務概要 入札説明書のとおり 

入札書の到達期限 令和５年２月１７日（金） 

開札日時及び場所 
令和５年２月２１日（火）午前１１時００分 
さいたま市浦和区常盤６－４－２１ 
ときわ会館５階中ホール 

最低制限価格 設定する 

入札保証金 免除 

契約保証金 要（契約代金の１００分の１０以上の額を納付すること） 

入札書に記載する金額 総価を記載する 

入
札
参
加
資
格 

名簿登載業務 清掃 

等級区分 Ａ級 

所在地区分 市内本店 

１に掲げるもの以
外に関する事項 

本入札の告示日において、建築物における衛生的環境の確保に関

する法律（昭和４５年法律第２０号）第１２条の２第１項第１号の

「建築物清掃業」又は同条同項第８号の「建築物環境衛生総合管理

業」の登録を受けていること。 

３⑴イに関する書類 
建築物における衛生的環境の確保に関する法律の登録証明書の写

し 

業務を担当する課 
さいたま市浦和区東高砂町１１－１ コムナーレ９階 
さいたま市市民局市民生活部市民協働推進課 
電話 ０４８（８１３）６４０３ 

整理番号 ５－０３００－３ 



さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

件名 さいたま市大宮盆栽美術館清掃業務 

履行場所 さいたま市北区土呂町２－２４－３外 

履行期間 令和５年４月１日から令和７年３月３１日まで 

業務概要 入札説明書のとおり 

入札書の到達期限 令和５年２月１７日（金） 

開札日時及び場所 
令和５年２月２１日（火）午前１１時２５分 
さいたま市浦和区常盤６－４－２１ 
ときわ会館５階中ホール 

最低制限価格 設定する 

入札保証金 免除 

契約保証金 要（契約代金の１００分の１０以上の額を納付すること） 

入札書に記載する金額 総価を記載する 

入
札
参
加
資
格 

名簿登載業務 清掃 

等級区分 Ａ級 

所在地区分 市内本店 

１に掲げるもの以
外に関する事項 

本入札の告示日において、建築物における衛生的環境の確保に関

する法律（昭和４５年法律第２０号）第１２条の２第１項第１号の

「建築物清掃業」又は同条同項第８号の「建築物環境衛生総合管理

業」の登録を受けていること。 

３⑴イに関する書類 
建築物における衛生的環境の確保に関する法律の登録証明書の写

し 

業務を担当する課 
さいたま市北区土呂町２－２４－３ 
さいたま市スポーツ文化局文化部大宮盆栽美術館 
電話 ０４８（７８０）２０９２ 

整理番号 ５－０３００－４ 



さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

件名 さいたま市指扇駅北口公衆トイレ外６施設清掃等業務 

履行場所 さいたま市西区大字宝来１７１６外 

履行期間 令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで 

業務概要 入札説明書のとおり 

入札書の到達期限 令和５年２月２２日（水） 

開札日時及び場所 
令和５年２月２７日（月）午前９時１０分 
さいたま市浦和区常盤６－４－２１ 
ときわ会館５階中ホール 

最低制限価格 設定する 

入札保証金 免除 

契約保証金 要（契約代金の１００分の１０以上の額を納付すること） 

入札書に記載する金額 総価を記載する 

入
札
参
加
資
格 

名簿登載業務 清掃 

等級区分 Ａ級 

所在地区分 市内本店 

１に掲げるもの以
外に関する事項 

本入札の告示日において、建築物における衛生的環境の確保に関

する法律（昭和４５年法律第２０号）第１２条の２第１項第１号の

「建築物清掃業」又は同条同項第８号の「建築物環境衛生総合管理

業」の登録を受けていること。 

３⑴イに関する書類 
建築物における衛生的環境の確保に関する法律の登録証明書の写

し 

業務を担当する課 
さいたま市浦和区常盤６－４－４ 
さいたま市保健福祉局保健部生活衛生課 
電話 ０４８（８２９）１２９９ 

整理番号 ５－０３００－５ 



さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

件名 さいたま市大宮駅西口公衆トイレ外２施設清掃等業務 

履行場所 さいたま市大宮区錦町４９８番２の一部 外 

履行期間 令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで 

業務概要 入札説明書のとおり 

入札書の到達期限 令和５年２月２２日（水） 

開札日時及び場所 
令和５年２月２７日（月）午前９時３５分 
さいたま市浦和区常盤６－４－２１ 
ときわ会館５階中ホール 

最低制限価格 設定する 

入札保証金 免除 

契約保証金 要（契約代金の１００分の１０以上の額を納付すること） 

入札書に記載する金額 総価を記載する 

入
札
参
加
資
格 

名簿登載業務 清掃 

等級区分 Ａ級 

所在地区分 市内本店 

１に掲げるもの以
外に関する事項 

本入札の告示日において、建築物における衛生的環境の確保に関

する法律（昭和４５年法律第２０号）第１２条の２第１項第１号の

「建築物清掃業」又は同条同項第８号の「建築物環境衛生総合管理

業」の登録を受けていること。 

３⑴イに関する書類 
建築物における衛生的環境の確保に関する法律の登録証明書の写

し 

業務を担当する課 
さいたま市浦和区常盤６－４－４ 
さいたま市保健福祉局保健部生活衛生課 
電話 ０４８（８２９）１２９９ 

整理番号 ５－０３００－６ 



さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

件名 さいたま市北浦和駅東口公衆トイレ外４施設清掃等業務 

履行場所 さいたま市浦和区北浦和３－３－１外 

履行期間 令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで 

業務概要 入札説明書のとおり 

入札書の到達期限 令和５年２月２２日（水） 

開札日時及び場所 
令和５年２月２７日（月）午前１０時００分 
さいたま市浦和区常盤６－４－２１ 
ときわ会館５階中ホール 

最低制限価格 設定する 

入札保証金 免除 

契約保証金 要（契約代金の１００分の１０以上の額を納付すること） 

入札書に記載する金額 総価を記載する 

入
札
参
加
資
格 

名簿登載業務 清掃 

等級区分 Ａ級 

所在地区分 市内本店 

１に掲げるもの以
外に関する事項 

本入札の告示日において、建築物における衛生的環境の確保に関

する法律（昭和４５年法律第２０号）第１２条の２第１項第１号の

「建築物清掃業」又は同条同項第８号の「建築物環境衛生総合管理

業」の登録を受けていること。 

３⑴イに関する書類 
建築物における衛生的環境の確保に関する法律の登録証明書の写

し 

業務を担当する課 
さいたま市浦和区常盤６－４－４ 
さいたま市保健福祉局保健部生活衛生課 
電話 ０４８（８２９）１２９９ 

整理番号 ５－０３００－７ 



さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

件名 さいたま市南浦和駅西口公衆トイレ外３施設清掃等業務 

履行場所 さいたま市南区南本町２－２６－１外 

履行期間 令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで 

業務概要 入札説明書のとおり 

入札書の到達期限 令和５年２月２２日（水） 

開札日時及び場所 
令和５年２月２７日（月）午前１０時３５分 
さいたま市浦和区常盤６－４－２１ 
ときわ会館５階中ホール 

最低制限価格 設定する 

入札保証金 免除 

契約保証金 要（契約代金の１００分の１０以上の額を納付すること） 

入札書に記載する金額 総価を記載する 

入
札
参
加
資
格 

名簿登載業務 清掃 

等級区分 Ａ級 

所在地区分 市内本店 

１に掲げるもの以
外に関する事項 

本入札の告示日において、建築物における衛生的環境の確保に関

する法律（昭和４５年法律第２０号）第１２条の２第１項第１号の

「建築物清掃業」又は同条同項第８号の「建築物環境衛生総合管理

業」の登録を受けていること。 

３⑴イに関する書類 
建築物における衛生的環境の確保に関する法律の登録証明書の写

し 

業務を担当する課 
さいたま市浦和区常盤６－４－４ 
さいたま市保健福祉局保健部生活衛生課 
電話 ０４８（８２９）１２９９ 

整理番号 ５－０３００－８ 



さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

件名 さいたま市岩槻駅東口公衆トイレ外６施設清掃等業務 

履行場所 さいたま市岩槻区本町１－１－１外 

履行期間 令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで 

業務概要 入札説明書のとおり 

入札書の到達期限 令和５年２月２２日（水） 

開札日時及び場所 
令和５年２月２７日（月）午前１１時００分 
さいたま市浦和区常盤６－４－２１ 
ときわ会館５階中ホール 

最低制限価格 設定する 

入札保証金 免除 

契約保証金 要（契約代金の１００分の１０以上の額を納付すること） 

入札書に記載する金額 総価を記載する 

入
札
参
加
資
格 

名簿登載業務 清掃 

等級区分 Ａ級 

所在地区分 市内本店 

１に掲げるもの以
外に関する事項 

本入札の告示日において、建築物における衛生的環境の確保に関

する法律（昭和４５年法律第２０号）第１２条の２第１項第１号の

「建築物清掃業」又は同条同項第８号の「建築物環境衛生総合管理

業」の登録を受けていること。 

３⑴イに関する書類 
建築物における衛生的環境の確保に関する法律の登録証明書の写

し 

業務を担当する課 
さいたま市浦和区常盤６－４－４ 
さいたま市保健福祉局保健部生活衛生課 
電話 ０４８（８２９）１２９９ 

整理番号 ５－０３００－９ 



さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

件名 さいたま市保健所・健康科学研究センター清掃業務 

履行場所 さいたま市中央区鈴谷７－５－１２ 

履行期間 令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで 

業務概要 入札説明書のとおり 

入札書の到達期限 令和５年２月２２日（水） 

開札日時及び場所 
令和５年２月２７日（月）午前１１時２５分 
さいたま市浦和区常盤６－４－２１ 
ときわ会館５階中ホール 

最低制限価格 設定する 

入札保証金 免除 

契約保証金 要（契約代金の１００分の１０以上の額を納付すること） 

入札書に記載する金額 総価を記載する 

入
札
参
加
資
格 

名簿登載業務 清掃 

等級区分 Ａ級 

所在地区分 市内本店 

１に掲げるもの以
外に関する事項 

本入札の告示日において、建築物における衛生的環境の確保に関

する法律（昭和４５年法律第２０号）第１２条の２第１項第１号の

「建築物清掃業」又は同条同項第８号の「建築物環境衛生総合管理

業」の登録を受けていること。 

３⑴イに関する書類 
建築物における衛生的環境の確保に関する法律の登録証明書の写

し 

業務を担当する課 
さいたま市中央区鈴谷７－５－１２ 
さいたま市保健福祉局保健所保健総務課 
電話 ０４８（８４０）２２０５ 

整理番号 ５－０３００－１０ 



さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

件名 さいたま市見沼区役所清掃業務 

履行場所 さいたま市見沼区堀崎町１２－３６ 

履行期間 令和５年４月１日から令和７年３月３１日まで 

業務概要 入札説明書のとおり 

入札書の到達期限 令和５年２月２４日（金） 

開札日時及び場所 
令和５年２月２８日（火）午前９時１０分 
さいたま市浦和区常盤６－４－２１ 
ときわ会館５階中ホール 

最低制限価格 設定する 

入札保証金 免除 

契約保証金 要（契約代金の１００分の１０以上の額を納付すること） 

入札書に記載する金額 総価を記載する 

入
札
参
加
資
格 

名簿登載業務 清掃 

等級区分 Ａ級 

所在地区分 市内本店 

１に掲げるもの以
外に関する事項 

本入札の告示日において、建築物における衛生的環境の確保に関

する法律（昭和４５年法律第２０号）第１２条の２第１項第１号の

「建築物清掃業」又は同条同項第８号の「建築物環境衛生総合管理

業」の登録を受けていること。 

３⑴イに関する書類 
建築物における衛生的環境の確保に関する法律の登録証明書の写

し 

業務を担当する課 
さいたま市見沼区堀崎町１２－３６ 
さいたま市見沼区役所区民生活部総務課 
電話 ０４８（６８１）６０１３ 

整理番号 ５－０３００－１１ 



さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

件名 さいたま市中央区役所清掃業務 

履行場所 さいたま市中央区下落合５－７－１０外 

履行期間 令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで 

業務概要 入札説明書のとおり 

入札書の到達期限 令和５年２月２４日（金） 

開札日時及び場所 
令和５年２月２８日（火）午前９時３５分 
さいたま市浦和区常盤６－４－２１ 
ときわ会館５階中ホール 

最低制限価格 設定する 

入札保証金 免除 

契約保証金 要（契約代金の１００分の１０以上の額を納付すること） 

入札書に記載する金額 総価を記載する 

入
札
参
加
資
格 

名簿登載業務 清掃 

等級区分 Ａ級 

所在地区分 市内本店 

１に掲げるもの以
外に関する事項 

本入札の告示日において、建築物における衛生的環境の確保に関

する法律（昭和４５年法律第２０号）第１２条の２第１項第１号の

「建築物清掃業」又は同条同項第８号の「建築物環境衛生総合管理

業」の登録を受けていること。 

３⑴イに関する書類 
建築物における衛生的環境の確保に関する法律の登録証明書の写

し 

業務を担当する課 
さいたま市中央区下落合５－７－１０ 
さいたま市中央区役所区民生活部総務課 
電話 ０４８（８４０）６０１３ 

整理番号 ５－０３００－１２ 



さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

件名 さいたま市緑区役所清掃業務 

履行場所 さいたま市緑区大字中尾９７５－１ 

履行期間 令和５年４月１日から令和７年３月３１日まで 

業務概要 入札説明書のとおり 

入札書の到達期限 令和５年２月２４日（金） 

開札日時及び場所 
令和５年２月２８日（火）午前１０時００分 
さいたま市浦和区常盤６－４－２１ 
ときわ会館５階中ホール 

最低制限価格 設定する 

入札保証金 免除 

契約保証金 要（契約代金の１００分の１０以上の額を納付すること） 

入札書に記載する金額 総価を記載する 

入
札
参
加
資
格 

名簿登載業務 清掃 

等級区分 Ａ級 

所在地区分 市内本店 

１に掲げるもの以
外に関する事項 

本入札の告示日において、建築物における衛生的環境の確保に関

する法律（昭和４５年法律第２０号）第１２条の２第１項第１号の

「建築物清掃業」又は同条同項第８号の「建築物環境衛生総合管理

業」の登録を受けていること。 

３⑴イに関する書類 
建築物における衛生的環境の確保に関する法律の登録証明書の写

し 

業務を担当する課 
さいたま市緑区大字中尾９７５－１ 
さいたま市緑区役所区民生活部総務課 
電話 ０４８（７１２）１１２３ 

整理番号 ５－０３００－１３ 



さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

件名 さいたま市岩槻区役所清掃業務 

履行場所 さいたま市岩槻区本町３－２－５外 

履行期間 令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで 

業務概要 入札説明書のとおり 

入札書の到達期限 令和５年２月２４日（金） 

開札日時及び場所 
令和５年２月２８日（火）午前１０時３５分 
さいたま市浦和区常盤６－４－２１ 
ときわ会館５階中ホール 

最低制限価格 設定する 

入札保証金 免除 

契約保証金 要（契約代金の１００分の１０以上の額を納付すること） 

入札書に記載する金額 総価を記載する 

入
札
参
加
資
格 

名簿登載業務 清掃 

等級区分 Ａ級 

所在地区分 市内本店 

１に掲げるもの以
外に関する事項 

本入札の告示日において、建築物における衛生的環境の確保に関

する法律（昭和４５年法律第２０号）第１２条の２第１項第１号の

「建築物清掃業」又は同条同項第８号の「建築物環境衛生総合管理

業」の登録を受けていること。 

３⑴イに関する書類 
建築物における衛生的環境の確保に関する法律の登録証明書の写

し 

業務を担当する課 
さいたま市岩槻区本町３－２－５ 
さいたま市岩槻区役所区民生活部総務課 
電話 ０４８（７９０）０１１５ 

整理番号 ５－０３００－１４ 



さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

件名 さいたま市消防局庁舎清掃業務 

履行場所 さいたま市浦和区常盤６－１－２８ 

履行期間 令和５年４月１日から令和７年３月３１日まで 

業務概要 入札説明書のとおり 

入札書の到達期限 令和５年２月２４日（金） 

開札日時及び場所 
令和５年２月２８日（火）午前１１時００分 
さいたま市浦和区常盤６－４－２１ 
ときわ会館５階中ホール 

最低制限価格 設定する 

入札保証金 免除 

契約保証金 要（契約代金の１００分の１０以上の額を納付すること） 

入札書に記載する金額 総価を記載する 

入
札
参
加
資
格 

名簿登載業務 清掃 

等級区分 Ａ級 

所在地区分 市内本店 

１に掲げるもの以
外に関する事項 

本入札の告示日において、建築物における衛生的環境の確保に関

する法律（昭和４５年法律第２０号）第１２条の２第１項第１号の

「建築物清掃業」又は同条同項第８号の「建築物環境衛生総合管理

業」の登録を受けていること。 

３⑴イに関する書類 
建築物における衛生的環境の確保に関する法律の登録証明書の写

し 

業務を担当する課 
さいたま市浦和区常盤６－１－２８ 
さいたま市消防局総務部消防施設課 
電話 ０４８（８３３）７９５４ 

整理番号 ５－０３００－１５ 



さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

件名 さいたま市防災センター庁舎清掃業務 

履行場所 さいたま市大宮区天沼町１－８９３ 

履行期間 令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで 

業務概要 入札説明書のとおり 

入札書の到達期限 令和５年２月２４日（金） 

開札日時及び場所 
令和５年２月２８日（火）午前１１時２５分 
さいたま市浦和区常盤６－４－２１ 
ときわ会館５階中ホール 

最低制限価格 設定する 

入札保証金 免除 

契約保証金 要（契約代金の１００分の１０以上の額を納付すること） 

入札書に記載する金額 総価を記載する 

入
札
参
加
資
格 

名簿登載業務 清掃 

等級区分 Ａ級 

所在地区分 市内本店 

１に掲げるもの以
外に関する事項 

本入札の告示日において、建築物における衛生的環境の確保に関

する法律（昭和４５年法律第２０号）第１２条の２第１項第１号の

「建築物清掃業」又は同条同項第８号の「建築物環境衛生総合管理

業」の登録を受けていること。 

３⑴イに関する書類 
建築物における衛生的環境の確保に関する法律の登録証明書の写

し 

業務を担当する課 
さいたま市浦和区常盤６－１－２８ 
さいたま市消防局総務部消防施設課 
電話 ０４８（８３３）７９５４ 

整理番号 ５－０３００－１６ 



さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

件名 さいたま市立大宮小学校外３６校便所清掃業務 

履行場所 さいたま市大宮区大門町３－３外 

履行期間 令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで 

業務概要 入札説明書のとおり 

入札書の到達期限 令和５年２月２８日（火） 

開札日時及び場所 
令和５年３月２日（木）午前９時１０分 
さいたま市浦和区常盤６－４－２１ 
ときわ会館５階中ホール 

最低制限価格 設定する 

入札保証金 免除 

契約保証金 要（契約代金の１００分の１０以上の額を納付すること） 

入札書に記載する金額 総価を記載する 

入
札
参
加
資
格 

名簿登載業務 清掃 

等級区分 Ａ級 

所在地区分 市内本店 

１に掲げるもの以
外に関する事項 

本入札の告示日において、建築物における衛生的環境の確保に関

する法律（昭和４５年法律第２０号）第１２条の２第１項第１号の

「建築物清掃業」又は同条同項第８号の「建築物環境衛生総合管理

業」の登録を受けていること。 

３⑴イに関する書類 
建築物における衛生的環境の確保に関する法律の登録証明書の写

し 

業務を担当する課 
さいたま市浦和区常盤６－４－４ 
さいたま市教育委員会事務局管理部教育財務課 
電話 ０４８（８２９）１６３５ 

整理番号 ５－０３００－１７ 



さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

件名 さいたま市立高砂小学校外４４校便所清掃業務 

履行場所 さいたま市浦和区岸町４－１－２９外 

履行期間 令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで 

業務概要 入札説明書のとおり 

入札書の到達期限 令和５年２月２８日（火） 

開札日時及び場所 
令和５年３月２日（木）午前９時３５分 
さいたま市浦和区常盤６－４－２１ 
ときわ会館５階中ホール 

最低制限価格 設定する 

入札保証金 免除 

契約保証金 要（契約代金の１００分の１０以上の額を納付すること） 

入札書に記載する金額 総価を記載する 

入
札
参
加
資
格 

名簿登載業務 清掃 

等級区分 Ａ級 

所在地区分 市内本店 

１に掲げるもの以
外に関する事項 

本入札の告示日において、建築物における衛生的環境の確保に関

する法律（昭和４５年法律第２０号）第１２条の２第１項第１号の

「建築物清掃業」又は同条同項第８号の「建築物環境衛生総合管理

業」の登録を受けていること。 

３⑴イに関する書類 
建築物における衛生的環境の確保に関する法律の登録証明書の写

し 

業務を担当する課 
さいたま市浦和区常盤６－４－４ 
さいたま市教育委員会事務局管理部教育財務課 
電話 ０４８（８２９）１６３５ 

整理番号 ５－０３００－１８ 



さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

件名 さいたま市立岩槻小学校外１３校便所清掃業務 

履行場所 さいたま市岩槻区本町５－６－４５外 

履行期間 令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで 

業務概要 入札説明書のとおり 

入札書の到達期限 令和５年２月２８日（火） 

開札日時及び場所 
令和５年３月２日（木）午前１０時００分 
さいたま市浦和区常盤６－４－２１ 
ときわ会館５階中ホール 

最低制限価格 設定する 

入札保証金 免除 

契約保証金 要（契約代金の１００分の１０以上の額を納付すること） 

入札書に記載する金額 総価を記載する 

入
札
参
加
資
格 

名簿登載業務 清掃 

等級区分 Ａ級 

所在地区分 市内本店 

１に掲げるもの以
外に関する事項 

本入札の告示日において、建築物における衛生的環境の確保に関

する法律（昭和４５年法律第２０号）第１２条の２第１項第１号の

「建築物清掃業」又は同条同項第８号の「建築物環境衛生総合管理

業」の登録を受けていること。 

３⑴イに関する書類 
建築物における衛生的環境の確保に関する法律の登録証明書の写

し 

業務を担当する課 
さいたま市浦和区常盤６－４－４ 
さいたま市教育委員会事務局管理部教育財務課 
電話 ０４８（８２９）１６３５ 

整理番号 ５－０３００－１９ 



さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

件名 さいたま市立さくら草特別支援学校建物清掃業務 

履行場所 さいたま市緑区三室６３６－８０ 

履行期間 令和５年４月１日から令和７年３月３１日まで 

業務概要 入札説明書のとおり 

入札書の到達期限 令和５年２月２８日（火） 

開札日時及び場所 
令和５年３月２日（木）午前１０時３５分 
さいたま市浦和区常盤６－４－２１ 
ときわ会館５階中ホール 

最低制限価格 設定する 

入札保証金 免除 

契約保証金 要（契約代金の１００分の１０以上の額を納付すること） 

入札書に記載する金額 総価を記載する 

入
札
参
加
資
格 

名簿登載業務 清掃 

等級区分 Ａ級 

所在地区分 市内本店 

１に掲げるもの以
外に関する事項 

本入札の告示日において、建築物における衛生的環境の確保に関

する法律（昭和４５年法律第２０号）第１２条の２第１項第１号の

「建築物清掃業」又は同条同項第８号の「建築物環境衛生総合管理

業」の登録を受けていること。 

３⑴イに関する書類 
建築物における衛生的環境の確保に関する法律の登録証明書の写

し 

業務を担当する課 
さいたま市浦和区常盤６－４－４ 
さいたま市教育委員会事務局管理部教育財務課 
電話 ０４８（８２９）１６３５ 

整理番号 ５－０３００－２０ 



さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

件名 さいたま市立ひまわり特別支援学校建物清掃業務 

履行場所 さいたま市西区三橋６－１５８７ 

履行期間 令和５年４月１日から令和７年３月３１日まで 

業務概要 入札説明書のとおり 

入札書の到達期限 令和５年２月２８日（火） 

開札日時及び場所 
令和５年３月２日（木）午前１１時００分 
さいたま市浦和区常盤６－４－２１ 
ときわ会館５階中ホール 

最低制限価格 設定する 

入札保証金 免除 

契約保証金 要（契約代金の１００分の１０以上の額を納付すること） 

入札書に記載する金額 総価を記載する 

入
札
参
加
資
格 

名簿登載業務 清掃 

等級区分 Ａ級 

所在地区分 市内本店 

１に掲げるもの以
外に関する事項 

本入札の告示日において、建築物における衛生的環境の確保に関

する法律（昭和４５年法律第２０号）第１２条の２第１項第１号の

「建築物清掃業」又は同条同項第８号の「建築物環境衛生総合管理

業」の登録を受けていること。 

３⑴イに関する書類 
建築物における衛生的環境の確保に関する法律の登録証明書の写

し 

業務を担当する課 
さいたま市浦和区常盤６－４－４ 
さいたま市教育委員会事務局管理部教育財務課 
電話 ０４８（８２９）１６３５ 

整理番号 ５－０３００－２１ 



さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

件名 さいたま市立鈴谷公民館外４館清掃業務 

履行場所 さいたま市中央区鈴谷７－５－１１外 

履行期間 令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで 

業務概要 入札説明書のとおり 

入札書の到達期限 令和５年２月２８日（火） 

開札日時及び場所 
令和５年３月２日（木）午前１１時２５分 
さいたま市浦和区常盤６－４－２１ 
ときわ会館５階中ホール 

最低制限価格 設定する 

入札保証金 免除 

契約保証金 要（契約代金の１００分の１０以上の額を納付すること） 

入札書に記載する金額 総価を記載する 

入
札
参
加
資
格 

名簿登載業務 清掃 

等級区分 Ａ級 

所在地区分 市内本店 

１に掲げるもの以
外に関する事項 

本入札の告示日において、建築物における衛生的環境の確保に関

する法律（昭和４５年法律第２０号）第１２条の２第１項第１号の

「建築物清掃業」又は同条同項第８号の「建築物環境衛生総合管理

業」の登録を受けていること。 

３⑴イに関する書類 
建築物における衛生的環境の確保に関する法律の登録証明書の写

し 

業務を担当する課 
さいたま市中央区鈴谷７－５－１１ 

さいたま市教育委員会生涯学習総合センター鈴谷公民館 
電話 ０４８（８５９）７３２２ 

整理番号 ５－０３００－２２ 



さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

件名 さいたま市立田島公民館外４館清掃業務 

履行場所 さいたま市桜区田島３－２７－６外 

履行期間 令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで 

業務概要 入札説明書のとおり 

入札書の到達期限 令和５年３月２日（木） 

開札日時及び場所 
令和５年３月６日（月）午前９時１０分 
さいたま市浦和区常盤６－４－２１ 
ときわ会館５階中ホール 

最低制限価格 設定する 

入札保証金 免除 

契約保証金 要（契約代金の１００分の１０以上の額を納付すること） 

入札書に記載する金額 総価を記載する 

入
札
参
加
資
格 

名簿登載業務 清掃 

等級区分 Ａ級 

所在地区分 市内本店 

１に掲げるもの以
外に関する事項 

本入札の告示日において、建築物における衛生的環境の確保に関

する法律（昭和４５年法律第２０号）第１２条の２第１項第１号の

「建築物清掃業」又は同条同項第８号の「建築物環境衛生総合管理

業」の登録を受けていること。 

３⑴イに関する書類 
建築物における衛生的環境の確保に関する法律の登録証明書の写

し 

業務を担当する課 
さいたま市桜区田島３－２７－６ 

さいたま市教育委員会生涯学習総合センター田島公民館 
電話 ０４８（８６３）０４００ 

整理番号 ５－０３００－２３ 



さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

件名 さいたま市立領家公民館外９館清掃業務 

履行場所 さいたま市浦和区領家４－２１－２１外 

履行期間 令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで 

業務概要 入札説明書のとおり 

入札書の到達期限 令和５年３月２日（木） 

開札日時及び場所 
令和５年３月６日（月）午前９時３５分 
さいたま市浦和区常盤６－４－２１ 
ときわ会館５階中ホール 

最低制限価格 設定する 

入札保証金 免除 

契約保証金 要（契約代金の１００分の１０以上の額を納付すること） 

入札書に記載する金額 総価を記載する 

入
札
参
加
資
格 

名簿登載業務 清掃 

等級区分 Ａ級 

所在地区分 市内本店 

１に掲げるもの以
外に関する事項 

本入札の告示日において、建築物における衛生的環境の確保に関

する法律（昭和４５年法律第２０号）第１２条の２第１項第１号の

「建築物清掃業」又は同条同項第８号の「建築物環境衛生総合管理

業」の登録を受けていること。 

３⑴イに関する書類 
建築物における衛生的環境の確保に関する法律の登録証明書の写

し 

業務を担当する課 
さいたま市浦和区岸町５－１－３ 

さいたま市教育委員会生涯学習総合センター岸町公民館 
電話 ０４８（８２４）０１６８ 

整理番号 ５－０３００－２４ 



さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

件名 さいたま市立文蔵公民館外６館清掃業務 

履行場所 さいたま市南区文蔵４－１９－３外 

履行期間 令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで 

業務概要 入札説明書のとおり 

入札書の到達期限 令和５年３月２日（木） 

開札日時及び場所 
令和５年３月６日（月）午前１０時００分 
さいたま市浦和区常盤６－４－２１ 
ときわ会館５階中ホール 

最低制限価格 設定する 

入札保証金 免除 

契約保証金 要（契約代金の１００分の１０以上の額を納付すること） 

入札書に記載する金額 総価を記載する 

入
札
参
加
資
格 

名簿登載業務 清掃 

等級区分 Ａ級 

所在地区分 市内本店 

１に掲げるもの以
外に関する事項 

本入札の告示日において、建築物における衛生的環境の確保に関

する法律（昭和４５年法律第２０号）第１２条の２第１項第１号の

「建築物清掃業」又は同条同項第８号の「建築物環境衛生総合管理

業」の登録を受けていること。 

３⑴イに関する書類 
建築物における衛生的環境の確保に関する法律の登録証明書の写

し 

業務を担当する課 
さいたま市南区文蔵４－１９－３ 

さいたま市教育委員会生涯学習総合センター文蔵公民館 
電話 ０４８（８４５）５１５１ 

整理番号 ５－０３００－２５ 



さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

件名 さいたま市立大古里公民館外３館清掃業務 

履行場所 さいたま市緑区大字三室２６１４－２外 

履行期間 令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで 

業務概要 入札説明書のとおり 

入札書の到達期限 令和５年３月２日（木） 

開札日時及び場所 
令和５年３月６日（月）午前１０時３５分 
さいたま市浦和区常盤６－４－２１ 
ときわ会館５階中ホール 

最低制限価格 設定する 

入札保証金 免除 

契約保証金 要（契約代金の１００分の１０以上の額を納付すること） 

入札書に記載する金額 総価を記載する 

入
札
参
加
資
格 

名簿登載業務 清掃 

等級区分 Ａ級 

所在地区分 市内本店 

１に掲げるもの以
外に関する事項 

本入札の告示日において、建築物における衛生的環境の確保に関

する法律（昭和４５年法律第２０号）第１２条の２第１項第１号の

「建築物清掃業」又は同条同項第８号の「建築物環境衛生総合管理

業」の登録を受けていること。 

３⑴イに関する書類 
建築物における衛生的環境の確保に関する法律の登録証明書の写

し 

業務を担当する課 
さいたま市緑区大字三室２６１４－２ 

さいたま市教育委員会生涯学習総合センター大古里公民館 
電話 ０４８（８１０）４１５５ 

整理番号 ５－０３００－２６ 



さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

件名 さいたま市立岩槻本丸公民館外４館清掃業務 

履行場所 さいたま市岩槻区本丸３－１７－１外 

履行期間 令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで 

業務概要 入札説明書のとおり 

入札書の到達期限 令和５年３月２日（木） 

開札日時及び場所 
令和５年３月６日（月）午前１１時００分 
さいたま市浦和区常盤６－４－２１ 
ときわ会館５階中ホール 

最低制限価格 設定する 

入札保証金 免除 

契約保証金 要（契約代金の１００分の１０以上の額を納付すること） 

入札書に記載する金額 総価を記載する 

入
札
参
加
資
格 

名簿登載業務 清掃 

等級区分 Ａ級 

所在地区分 市内本店 

１に掲げるもの以外
に関する事項 

本入札の告示日において、建築物における衛生的環境の確保に関

する法律（昭和４５年法律第２０号）第１２条の２第１項第１号の

「建築物清掃業」又は同条同項第８号の「建築物環境衛生総合管理

業」の登録を受けていること。 

３⑴イに関する書類 
建築物における衛生的環境の確保に関する法律の登録証明書の写

し 

業務を担当する課 
さいたま市岩槻区本丸３－１７－１ 

さいたま市教育委員会生涯学習総合センター岩槻本丸公民館 
電話 ０４８（７５８）３１００ 



さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

さいたま市告示第８０号 

さいたま市クリーンセンター大崎の余剰電力の売却について、次のとおり一般競争入札を行うので、

地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基

づき公告する。 
令和５年１月１８日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名及び数量 

 さいたま市クリーンセンター大崎の余剰電力の売却 ２０，４８６，０００キロワット時 

⑵ 供給場所 

 さいたま市緑区大字大崎３１７ さいたま市クリーンセンター大崎 

⑶ 業務概要 

 入札説明書及び仕様書のとおり 

⑷ 需給期間  

令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本入札の告示日において、令和３・４年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（物品納入等）

（以下「名簿」という。）に種目「その他」内の営業種目「電気」で登載され、かつ、引き続き

同営業種目で令和５・６年度さいたま市競争入札参加資格審査の申請をしている者であること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 入札日において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立てが

なされている者でないこと。ただし、更生手続開始の決定がなされている者はこの限りでない。 

⑸ 入札日において、民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続開始の申立てが

なされている者でないこと。ただし、再生手続開始の決定がなされている者はこの限りでない。 

⑹ 電気事業法等の一部を改正する法律（平成２６年法律第７２号）施行後の電気事業法（昭和３

９年法律第１７０号）第２条第１項第３号に規定する小売電気事業者の登録を受けた者又は電気

事業法附則第２条第１項により同法第２条の２の登録を受けたものとみなされる者であること。 

⑺ １⑵の供給場所からの発電量に対し、安定的に購入可能な者であること。 

３ 入札説明書の交付 



さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

本入札に参加を希望する者で、２の要件を満たす者に対し、入札説明書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

ア さいたま市緑区大字大崎３１７ さいたま市環境局施設部クリーンセンター大崎 

担当 施設係 電話 ０４８（８７８）０９８９ 

イ さいたま市ホームページからダウンロード 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/006/002/p057550.html 

⑵ 交付期間 

令和５年１月２０日（金）から令和５年２月１０日（金）まで（３⑴アにおいては、さいたま

市の休日を定める条例（平成１３年さいたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く

午前９時から午後４時まで） 

⑶ 交付費用 

無償 

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において

確認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 

⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 

イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 

３⑵に同じ 

⑶ 受付場所 

３⑴アに同じ 

⑷ 提出方法 

持参又は郵送 

⑸ 郵送による場合の提出書類の受領期限及び送付先 

ア 受領期限 

令和５年２月１０日（金）書留郵便（簡易書留郵便を含む。）により提出すること。 

イ 送付先 

〒３３６－０９７４ さいたま市緑区大字大崎３１７ さいたま市環境局施設部クリーンセ

ンター大崎 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

３⑴アに同じ 

⑵ 交付日時 

令和５年２月１７日（金）午前９時から午後４時まで。なお、交付日時までに競争入札参加資

格確認結果通知書の交付を受けなかった者については、入札を辞退したものとみなす。 

⑶ その他 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/006/002/p057550.html


さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に９４円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。 

６ 競争入札参加資格の喪失 
本入札の参加資格を有する者が次のいずれかに該当するときは、本入札に参加することができな

い。 
⑴ 本告示に定める資格要件を満たさなくなったとき。 
⑵ 競争入札参加申込兼資格確認申請書及び提出書類について、虚偽の記載をしたとき。 

７ 入札手続等 

⑴ 入札方法 

総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の

１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切

り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る

課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当す

る金額を入札書に記載すること。 

⑵ 郵送による場合の入札書の受領期限及び送付先 

ア 受領期限 

令和５年３月２日（木）必着。書留郵便（簡易書留郵便を含む。）により提出すること。 

イ 送付先 

４⑸イに同じ 

⑶ 入札の日時及び場所 

ア 日時 

 令和５年３月６日（月）午後２時００分 

イ 場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市役所地下１階第１会議室 

⑷ 入札保証金 

見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３

年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。 

⑸ 開札の日時及び場所 

ア 日時 

令和５年３月６日（月）入札終了後、直ちに行う。 

イ 場所 

７⑶イに同じ 

⑹ 落札者の決定方法 

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格を超え最高

の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

⑺ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 
⑻ 入札事務を担当する課 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市環境局施設部環境施設管理課 



さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

電話 ０４８（８２９）１３４２ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９９１ 

⑼ 業務を担当する課 

さいたま市緑区大字大崎３１７ さいたま市環境局施設部クリーンセンター大崎 

電話 ０４８（８７８）０９８９ ＦＡＸ ０４８（８７８）０９５９ 

８ 契約手続等 

⑴ 契約保証金 

落札価格の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。 

⑵ 契約書作成の要否 

要 

⑶ 議決の要否 

否 

９ その他 

⑴ 契約条項等は、さいたま市環境局施設部クリーンセンター大崎及びホームページにおいて閲覧

できる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 

⑵ 詳細は、入札説明書による。 

  

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html


さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

さいたま市告示第８１号 

さいたま市子ども急患電話相談業務について、次のとおり一般競争入札を行うので、地方自治法施

行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基づき公告する。 
令和５年１月１８日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 
さいたま市子ども急患電話相談業務 

⑵ 履行場所 
受託者が用意する相談場所 

⑶ 業務概要 
仕様書のとおり 

⑷ 履行期間 
令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 
本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本入札の告示日において、令和３・４年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）（

以下「名簿」という。）に業務「その他」の受注希望業務「保健・医療・診察」又は「その他」

で登載され、かつ、引き続き同業務で令和５・６年度さいたま市競争入札参加資格審査の申請を

している者であること。 
⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 
イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 
 ⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 平成２９年度以降に、国又は地方公共団体と専門性を有する医療等の電話相談業務の契約実績

があることを証明した者であること。 
３ 入札説明書の交付 

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書を交付するものとする。 
⑴ 交付場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市保健福祉局保健部地域医療課 

担当 吉田、西元 電話 ０４８（８２９）１２９２ 

⑵ 交付期間 
告示の日から令和５年２月１日（水）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さい



さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

たま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後５時まで） 
⑶ 交付費用 

無償 
４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において

確認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 
⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 
イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 
３⑵に同じ 

⑶ 受付場所 
３⑴に同じ 

⑷ 提出方法 
持参 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 
確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 
３⑴に同じ 

⑵ 交付日時 
令和５年２月２１日（火）午前９時から午後５時まで 

⑶ その他 
郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に８４円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。 
６ 入札手続等 

⑴ 入札方法 
総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の

１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切

り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る

課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当す

る金額を入札書に記載すること。 
⑵ 入札の日時及び場所 

ア 日時 
令和５年３月８日（水）午後１時３０分 

イ 場所 
さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市役所西会議棟１階第７会議室 

⑶ 入札保証金 
見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３



さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。 
⑷ 開札の日時及び場所 

ア 日時 
令和５年３月８日（水）入札終了後、直ちに行う。 

イ 場所 
６⑵イに同じ 

⑸ 最低制限価格 
設定する。なお、最低制限価格を下回る入札をした者は、再度入札に参加できない。 

⑹ 落札者の決定方法 
さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で、同条第４項及び第５項に基づいて作成された最低制限価格以上の価格をもって入札を行

った者のうち、最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 
⑺ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

⑻ 入札事務を担当する課 
さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市保健福祉局保健部健康増進課 

電話 ０４８（８２９）１２９３ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９６７ 
⑼ 業務を担当する課 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市保健福祉局保健部地域医療課 

電話 ０４８（８２９）１２９２ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９６７ 
７ 契約手続等 

⑴ 契約保証金 
契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。 
⑵ 契約書作成の要否 

要 
⑶ 議決の要否 

否 
８ その他 

⑴ 提出された競争入札参加申込兼資格確認申請書等は、返却しない。 

⑵ 入札参加者は、入札後、本告示、仕様書、現場等についての不明を理由として、異議を申し立

てることはできない。 

⑶ 契約条項等は、さいたま市保健福祉局保健部地域医療課及びホームページにおいて閲覧できる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 

⑷ 詳細は、入札説明書による。 

  

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html


さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

さいたま市告示第８２号 

さいたま市市長部局ＡＥＤ等賃貸借について、次のとおり一般競争入札を行うので、地方自治法施

行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基づき公告する。 
令和５年１月１８日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 
さいたま市市長部局ＡＥＤ等賃貸借 

⑵ 借入場所 
入札説明書による。 

⑶ 数量・特質等 
  ア 数量 １１３台 
  イ 特質等 仕様書による。 

⑷ 借入期間 
令和５年４月１日から令和１０年３月３１日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 
本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本入札の告示日において、令和３・４年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（物品納入等）

（以下「名簿」という。）に種目「レンタル・リース」内の営業種目「医療機器レンタル等」で

登載され、かつ、引き続き同営業種目で令和５・６年度さいたま市競争入札参加資格審査の申請

をしている者であること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 
ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 
イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 
⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律（昭和３５年法律第１４

５号）で定められた高度管理医療機器等の販売業・貸与業許可を有する者であること。 

⑸ 本入札の告示日において、過去５年以内に国（独立行政法人を含む。）又は地方公共団体と同

規模の契約実績があることを証明した者であること。 
３ 入札説明書の交付 

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書を交付するものとする。 
⑴ 交付場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市保健福祉局保健部地域医療課 



さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

担当 梶山、吉田 電話 ０４８（８２９）１２９２ 

⑵ 交付期間 
告示の日から令和５年２月１日（水）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さい

たま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後５時まで） 
⑶ 交付費用 

無償 
４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において

確認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 
⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 
イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 
３⑵に同じ 

⑶ 受付場所 
３⑴に同じ 

⑷ 提出方法 
持参 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 
確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 
３⑴に同じ 

⑵ 交付日時 
令和５年２月２１日（火）午前９時から午後５時まで 

⑶ その他 
郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に８４円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。 
６ 入札手続等 

⑴ 入札方法 
単価（月額）で行う。入札金額は、賃借料１月当たりの１台の額を記入すること。なお、落札

決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の１０に相当する額を加算し

た金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする。）を

もって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事

業者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当する金額を入札書に記載する

こと。 
⑵ 入札の日時及び場所 

ア 日時 
令和５年３月８日（水）午後１時４０分 



さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

イ 場所 
さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市役所西会議棟１階第７会議室 

⑶ 入札保証金 
見積もった金額（月額）に月数及び台数を乗じた額の１００分の５以上を納付すること。ただ

し、さいたま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、

免除とする。 
⑷ 開札の日時及び場所 

ア 日時 
令和５年３月８日（水）入札終了後、直ちに行う。 

イ 場所 
６⑵イに同じ 

⑸ 落札者の決定方法 
さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 
⑹ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

⑺ 入札事務を担当する課 
さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市保健福祉局保健部健康増進課 
電話 ０４８（８２９）１２９３ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９６７ 

⑻ 業務を担当する課 
さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市保健福祉局保健部地域医療課 
電話 ０４８（８２９）１２９２ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９６７ 

７ 契約手続等 
⑴ 契約保証金 

契約金額（月額）に月数及び台数を乗じた額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、

さいたま市契約規則第３０条の規定に該当する場合は、免除とする。 
⑵ 契約書作成の要否 

要 
⑶ 議決の要否 

否 
８ その他 

⑴ 提出された競争入札参加申込兼資格確認申請書等は、返却しない。 
⑵ 入札参加者は、入札後、本告示、仕様書等についての不明を理由として、異議を申し立てるこ

とはできない。 

⑶ 契約条項等は、さいたま市保健福祉局保健部地域医療課及びホームページにおいて閲覧できる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 

⑷ 詳細は、入札説明書による。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html


さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

さいたま市告示第８３号 
 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、次の開発行為に関する工

事が完了したので公告する。 
令和５年１月１８日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
１ 開発区域に含まれる地域の名称 

さいたま市桜区大字下大久保字本村６３６番３、６３６番１６、６３６番３４、６３６番３６、

６３６番３７、６３６番３８、６３６番３９、６３６番４０、６３６番４１ 
２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名 

東京都武蔵野市境二丁目２番２号 
株式会社飯田産業 代表取締役 築地 重彦 

３ 許可番号 
 令和４年１２月１４日 
 第 変‐Ｓ２０２２０５０ 号 

４ 検査済証番号 
 令和５年１月１７日 
 第 完‐Ｓ２０２２０５０ 号 

  



さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

さいたま市告示第８４号 

さいたま市西部環境センターの余剰電力の売却について、次のとおり一般競争入札を行うので、地

方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基づ

き公告する。 
令和５年１月１８日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名及び数量 
 さいたま市西部環境センターの余剰電力の売却 ７，９０１，４４０キロワット時 

⑵ 供給場所 
 さいたま市西区大字宝来５２－１ さいたま市西部環境センター 

⑶ 業務概要 
入札説明書及び仕様書のとおり 

⑷ 需給期間 
令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 
本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本入札の告示日において、令和３・４年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（物品納入等）

（以下「名簿」という。）に種目「その他」内の営業種目「電気」で登載され、かつ、引き続き

同営業種目で令和５・６年度さいたま市競争入札参加資格審査の申請をしている者であること。 
⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 
イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 
⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 
⑷ 入札日において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立てが

なされている者でないこと。ただし、更生手続開始の決定がなされている者はこの限りでない。 
⑸ 入札日において、民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続開始の申立てが

なされている者でないこと。ただし、再生手続開始の決定がなされている者はこの限りでない。 
⑹ 電気事業法等の一部を改正する法律（平成２６年法律第７２号）施行後の電気事業法（昭和３

９年法律第１７０号）第２条第１項第３号に規定する小売電気事業者の登録を受けた者又は電気

事業法附則第２条第１項により同法第２条の２の登録を受けたものとみなされる者であること。 
⑺ １⑵の供給場所からの発電量に対し、安定的に購入可能な者であること。 

３ 入札説明書の交付 
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本入札に参加を希望する者で、２の要件を満たす者に対し、入札説明書を交付するものとする。 
⑴ 交付場所 

ア さいたま市西区大字宝来５２－１ さいたま市環境局施設部西部環境センター 
担当 施設係 電話 ０４８（６２３）４１００ 

イ さいたま市ホームページからダウンロード 
https://www.city.saitama.jp/005/001/017/006/002/p057550.html 

⑵ 交付期間 
令和５年１月２０日（金）から令和５年２月１０日（金）まで（３⑴アにおいては、さいたま

市の休日を定める条例（平成１３年さいたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く

午前９時から午後４時まで） 
⑶ 交付費用 

無償 
４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において

確認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 
⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 
イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 
３⑵に同じ 

⑶ 受付場所 
３⑴アに同じ 

⑷ 提出方法 
持参又は郵送 

⑸ 郵送による場合の提出書類の受領期限及び送付先 
ア 受領期限 

令和５年２月１０日（金）書留郵便（簡易書留郵便を含む。）により提出すること。 
イ 送付先 

〒３３１－００７４ さいたま市西区大字宝来５２－１ さいたま市環境局施設部西部環境

センター 
５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 
⑴ 交付場所 

３⑴アに同じ 
⑵ 交付日時 

令和５年２月１７日（金）午前９時から午後４時まで。なお、交付日時までに競争入札参加資

格確認結果通知書の交付を受けなかった者については、入札を辞退したものとみなす。 
⑶ その他 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/006/002/p057550.html
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郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に９４円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。 
６ 競争入札参加資格の喪失 

本入札の参加資格を有する者が次のいずれかに該当するときは、本入札に参加することができな

い。 
⑴ 本告示に定める資格要件を満たさなくなったとき。 
⑵ 競争入札参加申込兼資格確認申請書及び提出書類について、虚偽の記載をしたとき。 

７ 入札手続等 
⑴ 入札方法 

総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の

１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切

り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る

課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当す

る金額を入札書に記載すること。 
⑵ 郵送による場合の入札書の受領期限及び送付先 

ア 受領期限 
令和５年３月２日（木）必着。書留郵便（簡易書留郵便を含む。）により提出すること。 

イ 送付先 
４⑸イに同じ 

⑶ 入札の日時及び場所 
ア 日時 

令和５年３月６日（月）午後１時３０分 
イ 場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市役所地下１階第１会議室 
⑷ 入札保証金 

見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３

年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。 
⑸ 開札の日時及び場所 

ア 日時 
令和５年３月６日（月）入札終了後、直ちに行う。 

イ 場所 
７⑶イに同じ 

⑹ 落札者の決定方法 
さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格を超え最高

の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 
⑺ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 
⑻ 入札事務を担当する課 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市環境局施設部環境施設管理課 
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電話 ０４８（８２９）１３４２ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９９１ 
⑼ 業務を担当する課 

さいたま市西区大字宝来５２－１ さいたま市環境局施設部西部環境センター 
電話 ０４８（６２３）４１００ ＦＡＸ ０４８（６２２）５３５３ 

８ 契約手続等 
⑴ 契約保証金 

落札価格の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。 

⑵ 契約書作成の要否 
要 

⑶ 議決の要否 
否 

９ その他 
⑴ 契約条項等は、さいたま市環境局施設部西部環境センター及びホームページにおいて閲覧でき

る。 
https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 

⑵ 詳細は、入札説明書による。 
  

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html
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さいたま市告示第８５号 

さいたま市データエントリ業務について、次のとおり一般競争入札を行うので、地方自治法施行令

（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基づき公告する。 
令和５年１月１８日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 
さいたま市データエントリ業務 

⑵ 履行場所 
さいたま市浦和区常盤６－４－４外 

⑶ 業務概要 
入札説明書のとおり 

⑷ 履行期間 
令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 
本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本入札の告示日において、令和３・４年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）（

以下「名簿」という。）に業務「電算」で登載され、かつ、引き続き同業務で令和５・６年度さ

いたま市競争入札参加資格審査の申請をしている者であること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 
ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 
⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 一般財団法人日本情報経済社会推進協会からのプライバシーマーク（ＪＩＳＱ１５００１）付

与認定又は情報セキュリティマネジメントシステム認定基準ＪＩＳＱ２７００１（ＩＳＯ／ＩＥ

Ｃ２７００１）の認定を受けている者であること。 

⑸ 令和２年度以降に、国（独立行政法人を含む。）又は地方公共団体において同種同規模の契約

を２件以上締結し、履行している者であること。 
３ 入札説明書の交付 

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書を交付するものとする。 
⑴  交付場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市都市戦略本部デジタル改革推進部 

担当 情報システム担当 電話 ０４８（８２９）１１０４ 
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⑵  交付期間 
告示の日から令和５年２月９日（木）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さい

たま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後５時まで） 

⑶ 交付方法 
ＣＤ－ＲＯＭ 

⑷ 交付費用 
無償 

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 
本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において

確認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 
⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 
イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 
３⑵に同じ 

⑶ 受付場所 
３⑴に同じ 

⑷ 提出方法 
持参 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 
確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 
３⑴に同じ 

⑵ 交付日時 
令和５年２月２０日（月）午前９時から午後５時まで。 

⑶ その他 
郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に８４円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。 
６ 入札手続等 

⑴ 入札方法 
総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の

１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切

り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る

課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当す

る金額を入札書に記載すること。 
⑵ 入札の日時及び場所 

ア 日時 
令和５年３月１０日（金）午後２時３０分 
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イ 場所 
さいたま市浦和区常盤６－４－２１ ときわ会館５階小ホール 

⑶ 入札保証金 
見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３

年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。 
⑷ 開札の日時及び場所 

ア 日時 
令和５年３月１０日（金）入札終了後、直ちに行う。 

イ 場所 
６⑵イに同じ 

⑸ 落札者の決定方法 
さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 
⑹ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

⑺ 入札事務を担当する課 
さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市都市戦略本部都市経営戦略部 

電話 ０４８（８２９）１０６４ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９９７ 

⑻ 業務を担当する課 
さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市都市戦略本部デジタル改革推進部 

電話 ０４８（８２９）１１０４ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９６９ 

７ 契約手続等 
⑴ 契約保証金 

契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。 
⑵ 契約書作成の要否 

要 
⑶ 議決の要否 

否 
８ その他 

⑴ 提出された競争入札参加申込兼資格確認申請書等は、返却しない。 
⑵ この契約において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 

⑶ 契約条項等は、さいたま市都市戦略本部デジタル改革推進部及びホームページにおいて閲覧で

きる。 
https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 

⑷ 詳細は、入札説明書による。 
  

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html
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さいたま市告示第８６号 

さいたま市ＷＥＢサイトトップページバナー広告枠の売却について、次のとおり一般競争入札を行

うので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の

規定に基づき公告する。 
令和５年１月１８日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 
さいたま市ＷＥＢサイトトップページバナー広告枠の売却 

⑵ 履行場所 
さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市役所外 

⑶ 業務概要 
仕様書のとおり 

⑷ 履行期間 
令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 
本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本入札の告示日において、令和３・４年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）（

以下「名簿」という。）に業務「製作等」又は「その他」で登載され、かつ、引き続き同業務で、

令和５・６年度さいたま市競争入札参加資格審査の申請をしている者であること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 
ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 
イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 
⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

３ 入札説明書の交付 
本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 
ア さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市市長公室秘書広報部広報課 

担当 伊藤、細谷、西田 電話 ０４８（８２９）１０３９ 
イ さいたま市ホームページからダウンロード 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/006/004/p032520.html 
⑵ 交付期間 

告示の日から令和５年２月１日（水）まで（３⑴アにおいては、さいたま市の休日を定める条

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/006/004/p032520.html


さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

例（平成１３年さいたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日（以下「休日」という。）

を除く午前８時３０分から午後５時１５分まで） 
⑶ 交付費用 

無償 
４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において

確認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 
⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 
イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 
３⑵に同じ（持参の場合は、休日を除く午前８時３０分から午後５時１５分まで） 

⑶ 受付場所 
３⑴アに同じ 

⑷ 提出方法 
持参又は電子メール（電子メールアドレス koho@city.saitama.lg.jp） 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 
確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 
３⑴アに同じ 

⑵ 交付日時 
令和５年２月３日（金）午前８時３０分から午後５時１５分まで 

⑶ その他 
郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に９４円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。 
６ 入札手続等 

⑴ 入札方法 
総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の

１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切

り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る

課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当す

る金額を入札書に記載すること。 
⑵ 入札の日時及び場所 

ア 日時 
令和５年２月９日（木）午前１０時００分 

イ 場所 
さいたま市浦和区常盤６－４－２１ ときわ会館３階第２会議室 

⑶ 入札保証金 

mailto:koho@city.saitama.lg.jp


さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３

年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。 
⑷ 開札の日時及び場所 

ア 日時 
令和５年２月９日（木）入札終了後、直ちに行う。 

イ 場所 
６⑵イに同じ 

⑸ 落札者の決定方法 
さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格以上で、最

高の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 
なお、落札とすべき同額の入札をした者が２者以上いるときは、直ちに、当該入札参加者にく

じを引かせ、落札者を決定する。この場合、当該入札参加者は、くじを辞退することはできない。 
⑹ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

⑺ 入札事務を担当する課 
さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市市長公室秘書広報部秘書課 
電話 ０４８（８２９）１０１４ ＦＡＸ ０４８（８２９）１０１８ 

⑻ 業務を担当する課 
さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市市長公室秘書広報部広報課 
電話 ０４８（８２９）１０３９ ＦＡＸ ０４８（８２９）１０１８ 

７ 契約手続等 
⑴ 契約保証金 

契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。 
⑵ 契約書作成の要否 

要 
⑶ 議決の要否 

否 
８ その他 

⑴ この契約において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 
⑵ 契約条項等は、さいたま市市長公室秘書広報部広報課及びホームページにおいて閲覧できる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 

⑶ 詳細は、入札説明書による。 
  

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html


さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

さいたま市告示第８７号 

市報さいたま（令和５年５月号～令和６年４月号）広告掲載業務について、次のとおり一般競争入

札を行うので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条

の６の規定に基づき公告する。 
令和５年１月１８日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 
市報さいたま（令和５年５月号～令和６年４月号）広告掲載業務 

⑵ 履行場所 
さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市役所外 

⑶ 業務概要 
仕様書のとおり 

⑷ 履行期間 
令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 
本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本入札の告示日において、令和３・４年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）（

以下「名簿」という。）に業務「製作等」又は「その他」で登載され、かつ、引き続き同業務で

令和５・６年度さいたま市競争入札参加資格審査の申請をしている者であること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 
ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 
イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 
⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

３ 入札説明書の交付 
本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 
ア さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市市長公室秘書広報部広報課 

担当 東、中田、近藤 電話 ０４８（８２９）１０３９ 

イ さいたま市ホームページからダウンロード 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/006/003/p039516.html 

⑵ 交付期間 
告示の日から令和５年２月１日（水）まで（３⑴アにおいては、さいたま市の休日を定める条

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/006/003/p039516.html


さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

例（平成１３年さいたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日（以下「休日」という。）

を除く午前８時３０分から午後５時１５分まで） 
⑶ 交付費用 

無償 
４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において

確認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 
⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 
イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 
３⑵に同じ（持参の場合は、休日を除く午前８時３０分から午後５時１５分まで） 

⑶ 受付場所 
３⑴アに同じ 

⑷ 提出方法 
持参又は電子メール（電子メールアドレス koho@city.saitama.lg.jp） 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 
確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 
３⑴アに同じ 

⑵ 交付日時 
令和５年２月３日（金）午前８時３０分から午後５時１５分まで 

⑶ その他 
郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に９４円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。 
６ 入札手続等 

⑴ 入札方法 
総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の

１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切

り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る

課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当す

る金額を入札書に記載すること。 
⑵ 入札の日時及び場所 

ア 日時 
令和５年２月９日（木）午前１０時１５分 

イ 場所 
さいたま市浦和区常盤６－４－２１ ときわ会館３階第２会議室 

⑶ 入札保証金 

mailto:koho@city.saitama.lg.jp


さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３

年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。 
⑷ 開札の日時及び場所 

ア 日時 
令和５年２月９日（木）入札終了後、直ちに行う。 

イ 場所 
６⑵イに同じ 

⑸ 落札者の決定方法 
さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格以上で、最

高の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 
なお、落札とすべき同額の入札をした者が２者以上いるときは、直ちに、当該入札参加者にく

じを引かせ、落札者を決定する。この場合、当該入札参加者は、くじを辞退することはできない。 
⑹ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

⑺ 入札事務を担当する課 
さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市市長公室秘書広報部秘書課 
電話 ０４８（８２９）１０１４ ＦＡＸ ０４８（８２９）１０１８ 

⑻ 業務を担当する課 
さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市市長公室秘書広報部広報課 
電話 ０４８（８２９）１０３９ ＦＡＸ ０４８（８２９）１０１８ 

７ 契約手続等 
⑴ 契約保証金 

契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。 
⑵ 契約書作成の要否 

要 
⑶ 議決の要否 

否 
８ その他 

⑴ この契約において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 
⑵ 契約条項等は、さいたま市市長公室秘書広報部広報課及びホームページにおいて閲覧できる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 

⑶ 詳細は、入札説明書による。 

  

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html


さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

さいたま市告示第８８号 

令和５年度さいたま市「市報さいたま」企画編集業務について、公募型プロポーザル方式の手続き

を実施します。つきましては、次のとおり当該業務に関する企画提案書の提出を招請します。 
令和５年１月１８日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
１ 企画提案書の招請に付する事項 

⑴ 件名 
令和５年度さいたま市「市報さいたま」企画編集業務 

⑵ 履行場所 
さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市役所外 

⑶ 業務概要 
仕様書のとおり 

⑷ 履行期間 
令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで 

２ 企画提案書の提出者の資格に関する事項 
企画提案書の提出を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本入札の告示日において、令和３・４年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）（

以下「名簿」という。）に業務「製作等」の受注希望業務「パンフレット等」又は「デザイン」

で登載され、かつ、引き続き同業務で令和５・６年度さいたま市競争入札参加資格審査の申請を

している者であること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 
ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 
イ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第２項の規定により、さいた

ま市の一般競争入札に参加させないこととされた者 
⑶ 本入札の告示日から企画提案書提出期限までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入

札参加停止要綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結

する契約からの暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外

の措置を受けている期間がない者であること。 

⑷ 令和２年４月１日以降、国（独立行政法人を含む。）又は地方公共団体の１回当たり８ページ

以上の広報紙を年４回以上定期的に企画編集する旨の契約を締結し、納入した実績を有する者で

あること。 
３ 企画提案に係る仕様書、公募要項等の交付 

企画提案書の提出を希望する者に対し、仕様書、令和５年度さいたま市「市報さいたま」企画編

集業務企画提案公募要項（以下「公募要項」という。）等を交付するものとする。 
⑴ 交付場所 

ア さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市市長公室秘書広報部広報課 

担当 東、中田、近藤 電話 ０４８（８２９）１０３９ 



さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

イ さいたま市ホームページからダウンロード 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/012/ p094699.html 
⑵ 交付期間 

告示の日から令和５年２月１日（水）まで（３⑴アにおいては、さいたま市の休日を定める条

例（平成１３年さいたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日（以下「休日」という。）

を除く午前８時３０分から午後５時１５分まで） 
⑶ 交付費用 

無償 
４ 質問の受付 

企画提案の公募に関する質問については、電子メールにより受け付けるものとする。 
⑴ 受付先 

さいたま市市長公室秘書広報部広報課 
電子メールアドレス koho@city.saitama.lg.jp 

⑵ 受付期間 
告示の日から令和５年２月１日（水）まで 

５ 参加申込手続 
企画提案書の提出を希望する者は、参加申込及び参加資格の確認審査（以下「確認審査」という。

）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、確認審査を受けていない

者は、参加する資格を有しない。 
⑴ 提出書類 

ア 参加申込兼資格確認申請書 
イ 公募要項に定める書類 

⑵ 参加申込兼資格確認申請書の交付 
参加申込兼資格確認申請書を希望した者に対し、電子メールにて交付するものとする。 

ア 受付先 
４⑴に同じ 

イ 受付期間 
４⑵に同じ 

⑶ 提出場所 
３⑴アに同じ 

⑷ 提出期間 
３⑵に同じ 

⑸ 提出方法 
持参又は郵送 

 ⑹ 郵送による場合の提出書類の受領期限及び送付先 

  ア 受領期限 

    令和５年２月１日（水）書留郵便（簡易書留郵便を含む。）により提出すること。 

  イ 送付先 

〒３３０－９５８８ さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市市長公室秘書広報部広

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/012/
mailto:koho@city.saitama.lg.jp
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報課 

６ 参加資格確認結果通知書の交付 
確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 
３⑴アに同じ 

⑵ 交付日時 
令和５年２月３日（金）午前８時３０分から午後５時１５分まで 

⑶ その他 
郵送希望者については、５の参加申込手続時において返信用封筒に９４円切手を貼付し、申し

出た場合のみ受け付けるものとする。 
７ 企画提案書等の提出 

⑴ 提出書類 
公募要項に定める書類 

⑵ 提出日時 
令和５年２月３日（金）から令和５年２月１７日（金）まで（休日を除く午前８時３０分から

午後５時１５分まで） 
⑶ 提出場所 

３⑴アに同じ 

⑷ 提出方法 
持参 

８ 業者決定の方法 
業者決定は、事業者選定委員会を実施し、選定する。 

９ 事業者選定委員会 

参加資格確認結果通知書により、参加資格を有すると認められた者は、事業者選定委員会におい

て、提案内容の説明をすることができる。詳細な時間、場所等については、後日通知する。 

⑴ 実施日 

令和５年３月２日（木） 

⑵ 実施場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市役所 

１０ 本招請に関する事務を担当する課 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市市長公室秘書広報部広報課 
電話 ０４８（８２９）１０３９ ＦＡＸ ０４８（８２９）１０１８ 

１１ その他 

⑴ この企画提案書等の手続きに係る一切の経費は、提案者の負担とする。 

⑵ 提出された企画提案書等は返却しない。 

⑶ 詳細は、公募要項による。 
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さいたま市告示第８９号 

令和５年度さいたま市テレビ広報番組等制作・放映（代理）業務について、公募型プロポーザル方

式の手続きを実施します。つきましては、次のとおり当該業務に関する企画提案書の提出を招請しま

す。 
令和５年１月１８日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
１ 企画提案書の招請に付する事項 

⑴ 件名 
令和５年度さいたま市テレビ広報番組等制作・放映（代理）業務 

⑵ 履行場所 
さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市役所外 

⑶ 業務概要 
仕様書のとおり 

⑷ 履行期間 
令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで 

２ 企画提案書の提出者の資格に関する事項 
企画提案書の提出を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本入札の告示日において、令和３・４年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）（

以下「名簿」という。）に業務「製作等」で登載され、かつ、引き続き同業務で令和５・６年度

さいたま市競争入札参加資格審査の申請をしている者であること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 
ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 
イ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第２項の規定により、さいた

ま市の一般競争入札に参加させないこととされた者 
⑶ 本入札の告示日から企画提案書提出期限までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入

札参加停止要綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結

する契約からの暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外

の措置を受けている期間がない者であること。 

３ 企画提案に係る仕様書、公募要項等の交付 
企画提案書の提出を希望する者に対し、仕様書、令和５年度さいたま市テレビ広報番組等制作・

放映（代理）業務企画提案公募要項（以下「公募要項」という。）等を交付するものとする。 
⑴ 交付場所 

ア さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市市長公室秘書広報部広報課 

担当 浦野、金子 電話 ０４８（８２９）１０３９ 

イ さいたま市ホームページからダウンロード 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/012/p086048.html 
⑵ 交付期間 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/012/p086048.html
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告示の日から令和５年２月１日（水）まで（３⑴アにおいては、さいたま市の休日を定める条

例（平成１３年さいたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日（以下「休日」という。）

を除く午前８時３０分から午後５時１５分まで） 

⑶ 交付費用 

無償 

４ 質問の受付 

企画提案の公募に関する質問については、電子メールにより受け付けるものとする。 

⑴ 受付先 

さいたま市市長公室秘書広報部広報課 

電子メールアドレス koho@city.saitama.lg.jp 

⑵ 受付期間 

告示の日から令和５年２月１日（水）まで 

５ 参加申込手続 
企画提案書の提出を希望する者は、参加申込及び参加資格の確認審査（以下「確認審査」という。

）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、確認審査を受けていない

者は、参加する資格を有しない。 
⑴ 提出書類 

ア 参加申込兼資格確認申請書 

イ 誓約書 

⑵ 参加申込兼資格確認申請書の交付 

参加申込兼資格確認申請書を希望した者に対し、電子メールにて交付するものとする。 

ア 受付先 

４⑴に同じ 

イ 受付期間 
４⑵に同じ 

⑶ 提出場所 
３⑴アに同じ 

⑷ 提出期間 
３⑵に同じ 

⑸ 提出方法 
持参又は郵送 

 ⑹ 郵送による場合の提出書類の受領期限及び送付先 

  ア 受領期限 

    令和５年２月１日（水）書留郵便（簡易書留郵便を含む。）により提出すること。 

  イ 送付先 

〒３３０－９５８８ さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市市長公室秘書広報部広

報課 

６ 参加資格確認結果通知書の交付 
確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

mailto:koho@city.saitama.lg.jp
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⑴ 交付場所 
３⑴アに同じ 

⑵ 交付日時 
令和５年２月３日（金）午前８時３０分から午後５時１５分まで 

⑶ その他 
郵送希望者については、５の参加申込手続時において返信用封筒に９４円切手を貼付し、申し

出た場合のみ受け付けるものとする。 
７ 企画提案書等の提出 

⑴ 提出書類 
公募要項に定める書類 

⑵ 提出日時 

令和５年２月３日（金）から令和５年２月１７日（金）まで（休日を除く午前８時３０分から

午後５時１５分まで） 
⑶ 提出場所 

３⑴アに同じ 

⑷ 提出方法 
持参 

８ 業者決定の方法 

業者決定は、事業者選定委員会を実施し、選定する。 

９ 事業者選定委員会 

参加資格確認結果通知書により、参加資格を有すると認められた者は、事業者選定委員会におい

て、提案内容の説明をすることができる。詳細な時間、場所等については、後日通知する。 

⑴  実施日 

令和５年３月１日（水） 

⑵ 実施場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市役所 

１０ 本招請に関する事務を担当する課 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市市長公室秘書広報部広報課 
電話 ０４８（８２９）１０３９ ＦＡＸ ０４８（８２９）１０１８ 

１１ その他 

⑴ この企画提案書等の手続きに係る一切の経費は、提案者の負担とする。 

⑵ 提出された企画提案書等は返却しない。 

⑶ 詳細は、公募要項による。 
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さいたま市告示第９０号 
熱分析装置賃貸借について、次のとおり一般競争入札を行うので、地方自治法施行令（昭和２２年

政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基づき告示する。 
令和５年１月１８日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 
   熱分析装置賃貸借 

⑵ 履行場所 
   さいたま市大宮区天沼町１丁目８９３番地 さいたま市防災センター ５階火災調査鑑定室 
 ⑶ 数量・特質等 
   仕様書のとおり 
 ⑷ 履行期間 
   令和５年４月１日から令和１０年３月３１日まで 
２ 競争入札参加資格に関する事項 
  本入札に参加を希望する者は、次のすべての要件を満たしていなければならない。 
 ⑴ 本入札の告示日において、令和３・４年度さいたま市競争入札参加資格者名簿に「物品納入等

」に登録されており、営業種目「レンタル・リース・その他」の資格を有すると認められた者で

あり、かつ、引き続き同業務で令和５・６年度競争入札参加資格の申請を行っていること。 
 ⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 
  ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 
  イ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第２項の規定により、さいた

ま市の一般競争入札に参加させないこととされた者 
⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受けて

いる期間がない者であること。 
３ 入札説明書の交付 
  本入札に参加を希望する者で、２の要件を満たす者に対して、入札説明書等を無償で交付するも

のとする。 
⑴  交付方法 

さいたま市のホームページからダウンロードとする。（さいたま市ホームページ→事業者向け 
情報→届出・手続き→入札・契約→一般競争入札告示→賃貸借→熱分析装置賃貸借に係る一般競 
争入札告示） 
 なお、仕様書については、電子メールで仕様書を添付し、返信しますので、下記の送信先へ会

社名、担当者名及び連絡先を記載の上、送信して下さい。 
 送信先 さいたま市消防局予防部予防課 E-mail shobo-yobo@city.saitama.lg.jp 

mailto:shobo-yobo@city.saitama.lg.jp
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 ⑵ 交付期間 
   告示の日から令和４年２月１日（水）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さい

たま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日（以下「休日」という。）を除く午前９時から

正午まで及び午後１時から午後４時まで） 
４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において

確認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 
 ⑴ 提出書類 

  ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 

  イ 入札説明書に定める書類 

⑵  受付期間 

   告示の日から令和５年２月６日（月）午前９時から正午まで及び午後１時から午後４時まで（

休日を除く。） 

⑶  受付場所 

さいたま市浦和区常盤６丁目１番２８号 

さいたま市消防局予防部予防課（さいたま市消防局６階） 

 ⑷ 提出方法 

   持参 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 
  確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

⑴  交付場所 
４⑶に同じ 

 ⑵ 交付日時 
   令和５年２月９日（木）午前９時から正午まで及び午後１時から午後４時まで。 
   なお、交付日時までに競争入札参加資格確認結果通知書の交付を受けなかった者については、

入札を辞退したものとみなす。 
 ⑶ その他 
   郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に８４円切手を添付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。 
６ 競争入札参加資格の喪失 

本入札の参加資格を有する者が、次のいずれかに該当するときは、本入札に参加することができ

ない。 
 ⑴ 本告示に定める資格要件を満たさなくなったとき。 

 ⑵ 競争入札参加申込兼資格確認申請書及び提出書類について、虚偽の記載をしたとき。 

７ 入札手続等 

 ⑴ 入札方法 

   単価（月額）で行う。入札金額は、賃借料１か月当たりの額を記入すること。 

   なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の１０に相当す
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る額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるもの

とする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者で

あるかを問わず、見積もった契約金額の１１０分の１００に相当する金額を入札書に記載するこ

と。 

 ⑵ 入札の日時及び場所 

  ア 日時 

    令和５年２月１４日（火）午後２時００分 

  イ 場所 

    さいたま市浦和区常盤６丁目１番２８号 さいたま市消防局４階調整室 

 ⑶ 入札保証金 

   見積もった金額（月額）に月数を乗じた１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま

市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。 

 ⑷ 開札の日時及び場所 

  ア 日時 

    令和５年２月１４日（火）入札終了後、直ちに行う。 

  イ 場所 

    ７⑵イに同じ 

 ⑸ 落札者の決定方法 

   さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

 ⑹ 入札の無効 

   さいたま市契約規則第１３条の規定に該当する入札は、これを無効とする。 

 ⑺ 入札事務を担当する課 

   さいたま市浦和区常盤６丁目１番２８号 

   さいたま市消防局予防部予防課（さいたま市消防局６階） 

   電話 ０４８（８３３）７５９３ 

８ 契約手続等 

 ⑴ 契約保証金 

   契約金額（月額）に月額を乗じた額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま

市契約規則第３０条の規定に該当する場合は、免除とする。 

 ⑵ 契約書作成の要否 

   要 

 ⑶ 議決の要否 

   否 

 ⑷ 本件契約締結については、令和５年度さいたま市一般会計予算が令和５年３月３１日までにさ

いたま市議会において可決されることを条件とする。 

９ その他 

 ⑴ 契約条項等は、さいたま市財政局契約管理部調達課及びホームページにおいて閲覧できる。 

http://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 

http://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html
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 ⑵ 詳細は、入札説明書による。 
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さいたま市告示第９１号 
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、次の開発行為に関する工

事が完了したので公告する。 
令和５年１月１８日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
１ 開発区域に含まれる地域の名称 
 さいたま市大宮区三橋三丁目２３番１、２３番３、２３番４、２３番５、２３番６、２３番７、 

２３番８、２３番９ 
２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名 

埼玉県さいたま市南区沼影一丁目１３－１ナリアテラス２階 
ポラスタウン開発株式会社 
代表取締役 中内 晃次郎 

３ 許可番号 
 令 和 ４ 年 ８ 月 １ ５ 日 
 第開‐Ｎ２０２２０４１号  
４ 検査済証番号 

令 和 ５ 年 １ 月 １ ７ 日 
 第完‐Ｎ２０２２０４１号  
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さいたま市告示第９２号 
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、次の開発行為に関する工

事が完了したので公告する。 
令和５年１月１８日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
１ 開発区域に含まれる地域の名称 
 さいたま市西区大字西新井字大山１１９番１、１１９番２、１１９番７、１１９番８ 
２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名 

埼玉県さいたま市桜区神田６０１－５ 
株式会社 石田経営計理 
代表取締役 河井 ゆかり 

３ 許可番号 
 令 和 ４ 年 ４ 月 ２ １ 日 
 第開‐Ｎ２０２１１９６号  
４ 検査済証番号 

令 和 ５ 年 １ 月 １ ７ 日 
 第完‐Ｎ２０２１１９６号  
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さいたま市告示第９３号 
 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、次の開発行為に関する工

事が完了したので公告する。 
令和５年１月１８日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
１ 開発区域に含まれる地域の名称 

さいたま市中央区本町東五丁目７８４番 
２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名 

（省略） 
３ 許可番号 

 令和４年１２月１２日 
 第 変‐Ｓ２０２１０７２ 号 

４ 検査済証番号 
 令和５年１月１７日 
 第 完‐Ｓ２０２１０７２ 号 
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さいたま市告示第９４号 
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、次の開発行為に関する工

事が完了したので公告する。 
令和５年１月１８日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
１ 開発区域に含まれる地域の名称 

さいたま市岩槻区大字飯塚字溜１１０４番２、１１０５番１ 
２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名 

 （省略） 
３ 許可番号 
 令 和 ３ 年 ８ 月 １ １ 日  
 第開‐Ｎ２０２１０３４号 
４ 検査済証番号 
 令 和 ５ 年 １ 月 １ ７ 日 
 第完‐Ｎ２０２１０３４号 
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さいたま市告示第９５号 
 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、次の開発行為に関する工

事が完了したので公告する。 
令和５年１月１８日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
１ 開発区域に含まれる地域の名称 

さいたま市南区大字大谷口字向２５００番３、２５０１番１ 
２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名 

（省略） 
３ 許可番号 

 令和４年３月３０日 
 第 開‐Ｓ２０２１０７５ 号 

４ 検査済証番号 
 令和５年１月１７日 
 第 完‐Ｓ２０２１０７５ 号 
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さいたま市告示第９６号 
舘岩少年自然の家建物管理業務について、次のとおり一般競争入札を行うので、地方自治法施行令

（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基づき公告する。 
令和５年１月１８日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 
舘岩少年自然の家建物管理業務 

⑵ 履行場所 
福島県南会津郡南会津町宮里字向山２８４７－１ 

⑶ 業務概要 
仕様書のとおり 

⑷ 履行期間 
令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 
本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本入札の告示日において、令和３・４年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）（

以下「名簿」という。）に業務「建物管理等」、「清掃」及び「保守点検」で登載され、かつ、

引き続き同業務で令和５・６年度さいたま市競争入札参加資格審査の申請をしている者であるこ

と。 
⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 
イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 
⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 
⑷ 中小企業等協同組合法（昭和２４年法律第１８１号）に基づく事業協同組合及び企業組合並び

に中小企業団体の組織に関する法律（昭和３２年法律第１８５号）に基づく協業組合にあっては、

その組合員が同一入札に参加していない者であること。 
⑸ 次に掲げる資格等を有する者を配置できる者であること。 

ア 電気工事士法（昭和３５年法律第１３９号）に基づく第二種電気工事士及び認定電気工事従

事者又は第一種電気工事士 
イ ボイラー及び圧力容器安全規則（昭和４７年労働省令第３３号）に基づくボイラー技士（２

級以上）又は労働安全衛生法（昭和４７年法律第５７号）に基づくボイラー取扱技能講習修了

証及び普通第一種圧力容器取扱作業主任者技能講習修了証（修了証の交付を受けた者は、同一
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の者であるかは問わない。） 
ウ 消防法（昭和２３年法律第１８６号）に基づく危険物保安監督者（取扱危険物：乙種第４類

） 
エ 水道法（昭和３２年法律第１７７号）に基づく水道技術管理者 
オ 建築物における衛生的環境の確保に関する法律（昭和４５年法律第２０号）に基づく建築物

環境衛生管理技術者 
３ 入札説明書等の交付 

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書等を交付するものとする。 
⑴ 交付方法 

入札説明書等の交付を希望する者は、入札説明書等交付申請書を提出すること。申請受付後、

受付場所において又は郵送により入札説明書等を交付する。 
ア 申請方法 

次のホームページから入札説明書等交付申請書をダウンロードし、必要事項を記載の上、３

⑴ウまで提出すること。 
https://www.city.saitama.jp/005/001/017/006/003/p057581.html 

イ 受付期間 

告示の日から令和５年１月３０日（月）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年

さいたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後４時まで） 

ウ 受付場所 
福島県南会津郡南会津町宮里字向山２８４７－１ さいたま市教育委員会舘岩少年自然の家 
担当 管理係 電話 ０２４１（７８）２３１１ ＦＡＸ ０２４１（７８）２３１３ 

エ 提出方法 
   持参又はＦＡＸ 
⑵ 交付費用 

無償 
４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において

確認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 
⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 
イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 
   ３⑴イに同じ 

⑶ 送付先 
〒９６７－０３４７ 福島県南会津郡南会津町宮里字向山２８４７－１ さいたま市教育委員

会舘岩少年自然の家 
⑷ 提出方法 

郵送（書留郵便（簡易書留郵便を含む。）とし、受付期間内必着とする。） 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/006/003/p057581.html
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５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 
確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

⑴ 交付方法 

  全て郵送とする。 
⑵ 交付日 

令和５年２月８日（水）までに交付するものとする。 
６ 入札手続等 

⑴ 入札方法 
総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の

１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切

り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る

課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当す

る金額を入札書に記載すること。 
⑵ 入札の日時及び場所 

ア 日時 
令和５年２月１７日（金）午後４時００分 

イ 場所 
さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市役所第二別館１階第１会議室 

⑶ 入札保証金 
見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３

年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。 
⑷ 開札の日時及び場所 

ア 日時 
令和５年２月１７日（金）入札終了後、直ちに行う。 

イ 場所 
６⑵イに同じ 

⑸ 最低制限価格 

   設定する。なお、初度入札において最低制限価格未満の入札をした者は、再度入札に参加でき

ない。 
⑹ 落札者の決定方法 

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で、同条第４項及び第５項に基づいて作成された最低制限価格以上の価格をもって入札を行

った者のうち、最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 
⑺ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 
⑻ 入札事務を担当する課 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市教育委員会事務局学校教育部学事課 
電話 ０４８（８２９）１６４６ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９９０ 

⑼ 業務を担当する課 
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福島県南会津郡南会津町宮里字向山２８４７－１ さいたま市教育委員会舘岩少年自然の家 
電話 ０２４１（７８）２３１１ ＦＡＸ ０２４１（７８）２３１３ 

７ 契約手続等 
⑴ 契約保証金 

契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。 
⑵ 契約書作成の要否 

   要 
⑶ 議決の要否 

   否 
８ 特記事項 

本契約は、令和５年度歳入歳出予算が令和５年３月３１日までにさいたま市議会で可決された場

合において令和５年４月１日に確定させる。 
９ その他 

⑴ 提出された競争入札参加申込兼資格確認申請書等は返却しない。 
⑵ 入札参加者は、入札後、本告示、仕様書等についての不明を理由として、異議を申し立てるこ

とはできない。 

 ⑶ この契約において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 

⑷ 契約条項等は、さいたま市教育委員会舘岩少年自然の家及びホームページにおいて閲覧できる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 

 ⑸ 詳細は、入札説明書による。 

  

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html
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さいたま市告示第９７号 
舘岩少年自然の家浄化槽維持管理業務について、次のとおり一般競争入札を行うので、地方自治法

施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基づき公告す

る。 
令和５年１月１８日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 
舘岩少年自然の家浄化槽維持管理業務 

⑵ 履行場所 
福島県南会津郡南会津町宮里字向山２８４７－１ 

⑶ 業務概要 
仕様書のとおり 

⑷ 履行期間 
令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 
本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本入札の告示日において、令和３・４年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）（

以下「名簿」という。）に業務「保守点検」の受注希望業務「浄化槽保守点検」で登載され、か

つ、引き続き同業務で令和５・６年度さいたま市競争入札参加資格審査の申請をしている者であ

ること。 
⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 
イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 
⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 
⑷ 本入札の告示日において、福島県浄化槽保守点検業者登録条例（昭和６０年福島県条例第３６

号）第２条第１項の福島県浄化槽保守点検業者の登録を受けている者で、次のいずれかの条件に

該当する者であること。 
 ア 南会津町が営業区域市町村に登録された者 

イ 南会津町が営業区域市町村に登録されていない者において、同条例に基づく浄化槽保守点検

業者登録事項変更届出書により営業区域市町村の追加手続きを行った者 
⑸ 本業務に対応する浄化槽法（昭和５８年法律第４３号）第１０条第２項の規定による技術管理

者を配置できる者であること。 
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３ 入札説明書等の交付 
本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書等を交付するものとする。 

⑴ 交付方法 
入札説明書等の交付を希望する者は、入札説明書等交付申請書を提出すること。申請受付後、

受付場所において又は郵送により入札説明書等を交付する。 
ア 申請方法 

次のホームページから入札説明書等交付申請書をダウンロードし、必要事項を記載の上、３

⑴ウまで提出すること。 
https://www.city.saitama.jp/005/001/017/006/003/p057582.html 

イ 受付期間 

告示の日から令和５年１月３０日（月）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年

さいたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後４時まで） 

ウ 受付場所 
福島県南会津郡南会津町宮里字向山２８４７－１ さいたま市教育委員会舘岩少年自然の家 
担当 管理係 電話 ０２４１（７８）２３１１ ＦＡＸ ０２４１（７８）２３１３ 

エ 提出方法 
   持参又はＦＡＸ 
⑵ 交付費用 

無償 
４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において

確認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 
⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 
イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 
   ３⑴イに同じ 

⑶ 送付先 
〒９６７－０３４７ 福島県南会津郡南会津町宮里字向山２８４７－１ さいたま市教育委員

会舘岩少年自然の家 
⑷ 提出方法 

郵送（書留郵便（簡易書留郵便を含む。）とし、受付期間内必着とする。） 
５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 
⑴ 交付方法 

  全て郵送とする。 
⑵ 交付日 

令和５年２月８日（水）までに交付するものとする。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/006/003/p057582.html
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６ 入札手続等 
⑴ 入札方法 

総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の

１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切

り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る

課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当す

る金額を入札書に記載すること。 
⑵ 入札の日時及び場所 

ア 日時 
令和５年２月１７日（金）午後４時１５分 

イ 場所 
さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市役所第二別館１階第１会議室 

⑶ 入札保証金 
見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３

年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。 
⑷ 開札の日時及び場所 

ア 日時 
令和５年２月１７日（金）入札終了後、直ちに行う。 

イ 場所 
６⑵イに同じ 

⑸ 最低制限価格 

   設定する。なお、初度入札において最低制限価格未満の入札をした者は、再度入札に参加でき

ない。 
⑹ 落札者の決定方法 

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で、同条第４項及び第５項に基づいて作成された最低制限価格以上の価格をもって入札を行

った者のうち、最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 
⑺ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 
⑻ 入札事務を担当する課 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市教育委員会事務局学校教育部学事課 
電話 ０４８（８２９）１６４６ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９９０ 

⑼ 業務を担当する課 
福島県南会津郡南会津町宮里字向山２８４７－１ さいたま市教育委員会舘岩少年自然の家 
電話 ０２４１（７８）２３１１ ＦＡＸ ０２４１（７８）２３１３ 

７ 契約手続等 
⑴ 契約保証金 

契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。 
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⑵ 契約書作成の要否 
   要 

⑶ 議決の要否 
   否 
８ 特記事項 

本契約は、令和５年度歳入歳出予算が令和５年３月３１日までにさいたま市議会で可決された場

合において令和５年４月１日に確定させる。 
９ その他 

⑴ 提出された競争入札参加申込兼資格確認申請書等は返却しない。 
⑵ 入札参加者は、入札後、本告示、仕様書等についての不明を理由として、異議を申し立てるこ

とはできない。 

 ⑶ この契約において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 

⑷ 契約条項等は、さいたま市教育委員会舘岩少年自然の家及びホームページにおいて閲覧できる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 

 ⑸ 詳細は、入札説明書による。 

  

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html
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さいたま市告示第９８号 
次のとおり所有者の判明しない動物を収容しておりますので、さいたま市動物の愛護及び管理に関する

条例第１１条第１項及び同条第４項の規定に基づき公示します。飼い主は、令和５年１月２４日までに返

還の手続きをしてください。返還の手続きがない場合には処分します。 
令和５年１月１８日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
・ 次の表のとおり 

収容日 種類 収容場所 品種 性別 毛色 年齢  

（推定） 
首輪の

有無 特  徴 

１月 
１７日 犬 緑区中尾 雑種 メス 灰 8～12 歳 有 赤革製 

連絡先 
⑴ 担当  さいたま市役所保健福祉局保健部動物愛護ふれあいセンター 
⑵ 電話  ０４８（８４０）４１５０ 
⑶ ＦＡＸ ０４８（８４０）４１５９ 
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さいたま市告示第９９号 

軽乗用ハイブリッド自動車賃貸借（令和５年度導入）（その２）について、次のとおり一般競争入

札を行うので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条

の６の規定に基づき公告する。 
令和５年１月１８日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 
軽乗用ハイブリッド自動車賃貸借（令和５年度導入）（その２） 

⑵ 借入場所 
入札説明書のとおり 

⑶ 数量・特質等 
ア 数量 ６台 
イ 特質 仕様書のとおり 

⑷ 借入期間 
令和５年７月３日から令和１０年７月３１日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 
本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

 ⑴ 本入札の告示日において、令和３・４年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（物品納入等）

（以下「名簿」という。）に種目「レンタル・リース」内の営業種目「自動車リース」で登載さ

れ、かつ、引き続き同営業種目で令和５・６年度さいたま市競争入札参加資格審査の申請をして

いる者であること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 
ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 
イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 
⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 入札日において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立てが

なされている者でないこと。ただし、更生手続開始の決定がなされている者はこの限りでない。 

 ⑸ 入札日において、民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続開始の申立てが

なされている者でないこと。ただし、再生手続開始の決定がなされている者はこの限りでない。 

⑹ 令和３年度以降に、履行期間が５年以上のメンテナンス付き自動車賃貸借契約で年間６台以上

の契約の履行を完了した実績を有する者であること。 
３ 入札説明書の交付 
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本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書及び仕様書を交付するものとする。 
⑴ 交付場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局財政部庁舎管理課 

担当 飯野 電話 ０４８（８２９）１１７４ 

⑵ 交付期間 
 告示の日から令和５年１月２７日（金）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年

さいたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後４時まで） 
⑶ 交付費用 

無償 
４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において

確認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 
⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 
イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 
３⑵に同じ 

⑶ 受付場所 
３⑴に同じ 

⑷ 提出方法 
持参又は郵送 

⑸ 郵送による場合の提出書類の受領期限及び送付先 
ア 受領期限 
  令和５年１月２７日（金）書留郵便（簡易書留郵便を含む。）により提出すること。 
イ 送付先 
  〒３３０－９５８８ さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局財政部庁舎管理

課 
５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 
⑴ 交付場所 

３⑴に同じ 
⑵ 交付日時 

令和５年２月３日（金）午前９時から午後４時まで 
⑶ その他 

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に９４円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。 
６ 入札手続等 
 ⑴ 入札方法 
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単価（月額）で行う。入札金額は、賃借料１月当たりの１台の額を記入すること。なお、落札

決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の１０に相当する額を加算し

た金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする）をも

って落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業

者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当する金額を入札書に記載するこ

と。 
⑵ 郵送による場合の入札書の受領期限及び送付先 

ア 受領期限 
令和５年２月１４日（火）書留郵便（簡易書留郵便を含む。）により提出すること。 

イ 送付先 
４⑸イに同じ 

⑶ 入札の日時及び場所 
ア 日時 

令和５年２月１６日（木）午後２時００分 
イ 場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市役所本庁舎６階会議室 
⑷ 入札保証金 

   見積もった金額（月額）に台数及び月数を乗じた額の１００分の５以上を納付すること。ただ

し、さいたま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、

免除とする。 
⑸ 開札の日時及び場所 

ア 日時 
令和５年２月１６日（木）入札終了後、直ちに行う。 

イ 場所 
６⑶イに同じ 

⑹ 落札者の決定方法 
さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 
⑺ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

⑻ 入札事務を担当する課 
さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局財政部庁舎管理課 
電話 ０４８（８２９）１１７４ ＦＡＸ ０４８（８２５）０６６５ 

７ 契約手続等 
⑴ 契約保証金 

契約金額（月額）に台数及び月数を乗じた額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、

さいたま市契約規則第３０条の規定に該当する場合は、免除とする。 
⑵ 契約書作成の要否 

要 
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⑶ 議決の要否 
否 

８ 特記事項 

  この契約を締結した会計年度の翌年度以降において、さいたま市の歳出予算における当該契約金

額に基づく予算措置がなされない場合は、本契約を変更又は解除する場合がある。 

  本契約は、令和５年度歳入歳出予算が令和５年３月３１日までにさいたま市議会で可決された場

合において令和５年４月１日に確定させる。 

９ その他 
⑴ 提出された競争入札参加申込兼資格確認申請書等は、返却しない。 
⑵ 入札参加者は、入札後、本告示、仕様書等についての不明を理由として、異議を申し立てるこ

とができない。 
⑶ 契約条項等は、さいたま市財政局財政部庁舎管理課及びホームページにおいて閲覧できる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 

⑷ 詳細は、入札説明書による。 

  

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html
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さいたま市告示第１００号 

小型乗用ハイブリッド自動車賃貸借（令和５年度導入）について、次のとおり一般競争入札を行う

ので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規

定に基づき公告する。 
令和５年１月１８日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 
小型乗用ハイブリッド自動車賃貸借（令和５年度導入） 

⑵ 借入場所 
入札説明書のとおり 

⑶ 数量・特質等 
ア 数量 ３台 
イ 特質 仕様書のとおり 

⑷ 借入期間 
令和５年１１月１日から令和１０年１０月３１日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 
本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

 ⑴ 本入札の告示日において、令和３・４年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（物品納入等）

（以下「名簿」という。）に種目「レンタル・リース」内の営業種目「自動車リース」で登載さ

れ、かつ、引き続き同営業種目で令和５・６年度さいたま市競争入札参加資格審査の申請をして

いる者であること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 
ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 
イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 
⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 入札日において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立てが

なされている者でないこと。ただし、更生手続開始の決定がなされている者はこの限りでない。 

 ⑸ 入札日において、民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続開始の申立てが

なされている者でないこと。ただし、再生手続開始の決定がなされている者はこの限りでない。 

⑹ 令和３年度以降に、履行期間が５年以上のメンテナンス付き自動車賃貸借契約で年間３台以上

の契約の履行を完了した実績を有する者であること。 
３ 入札説明書の交付 



さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書及び仕様書を交付するものとする。 
⑴ 交付場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局財政部庁舎管理課 

担当 飯野 電話 ０４８（８２９）１１７４ 

⑵ 交付期間 
 告示の日から令和５年１月２７日（金）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年

さいたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後４時まで） 
⑶ 交付費用 

無償 
４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において

確認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 
⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 
イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 
３⑵に同じ 

⑶ 受付場所 
３⑴に同じ 

⑷ 提出方法 
持参又は郵送 

⑸ 郵送による場合の提出書類の受領期限及び送付先 
ア 受領期限 
  令和５年１月２７日（金）書留郵便（簡易書留郵便を含む。）により提出すること。 
イ 送付先 
  〒３３０－９５８８ さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局財政部庁舎管理

課 
５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 
⑴ 交付場所 

３⑴に同じ 
⑵ 交付日時 

令和５年２月３日（金）午前９時から午後４時まで 
⑶ その他 

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に９４円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。 
６ 入札手続等 
 ⑴ 入札方法 



さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

単価（月額）で行う。入札金額は、賃借料１月当たりの１台の額を記入すること。なお、落札

決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の１０に相当する額を加算し

た金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする）をも

って落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業

者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当する金額を入札書に記載するこ

と。 
⑵ 郵送による場合の入札書の受領期限及び送付先 

ア 受領期限 
令和５年２月１４日（火）書留郵便（簡易書留郵便を含む。）により提出すること。 

イ 送付先 
４⑸イに同じ 

⑶ 入札の日時及び場所 
ア 日時 

令和５年２月１６日（木）午後２時２０分 
イ 場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市役所本庁舎６階会議室 
⑷ 入札保証金 

   見積もった金額（月額）に台数及び月数を乗じた額の１００分の５以上を納付すること。ただ

し、さいたま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、

免除とする。 
⑸ 開札の日時及び場所 

ア 日時 
令和５年２月１６日（木）入札終了後、直ちに行う。 

イ 場所 
６⑶イに同じ 

⑹ 落札者の決定方法 
さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 
⑺ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

⑻ 入札事務を担当する課 
さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局財政部庁舎管理課 
電話 ０４８（８２９）１１７４ ＦＡＸ ０４８（８２５）０６６５ 

７ 契約手続等 
⑴ 契約保証金 

契約金額（月額）に台数及び月数を乗じた額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、

さいたま市契約規則第３０条の規定に該当する場合は、免除とする。 
⑵ 契約書作成の要否 

要 



さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

⑶ 議決の要否 
否 

８ 特記事項 

  この契約を締結した会計年度の翌年度以降において、さいたま市の歳出予算における当該契約金

額に基づく予算措置がなされない場合は、本契約を変更又は解除する場合がある。 

  本契約は、令和５年度歳入歳出予算が令和５年３月３１日までにさいたま市議会で可決された場

合において令和５年４月１日に確定させる。 

９ その他 
⑴ 提出された競争入札参加申込兼資格確認申請書等は、返却しない。 
⑵ 入札参加者は、入札後、本告示、仕様書等についての不明を理由として、異議を申し立てるこ

とができない。 
⑶ 契約条項等は、さいたま市財政局財政部庁舎管理課及びホームページにおいて閲覧できる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 

⑷ 詳細は、入札説明書による。 

  

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html


さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

さいたま市告示第１０１号 

小型貨物ハイブリッド自動車賃貸借（令和５年度導入）について、次のとおり一般競争入札を行う

ので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規

定に基づき公告する。 
令和５年１月１８日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 
小型貨物ハイブリッド自動車賃貸借（令和５年度導入） 

⑵ 借入場所 
入札説明書のとおり 

⑶ 数量・特質等 
ア 数量 ９台 
イ 特質 仕様書のとおり 

⑷ 借入期間 
令和５年７月３日から令和１１年２月２８日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 
本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

 ⑴ 本入札の告示日において、令和３・４年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（物品納入等）

（以下「名簿」という。）に種目「レンタル・リース」内の営業種目「自動車リース」で登載さ

れ、かつ、引き続き同営業種目で令和５・６年度さいたま市競争入札参加資格審査の申請をして

いる者であること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 
ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 
イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 
⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 入札日において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立てが

なされている者でないこと。ただし、更生手続開始の決定がなされている者はこの限りでない。 

 ⑸ 入札日において、民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続開始の申立てが

なされている者でないこと。ただし、再生手続開始の決定がなされている者はこの限りでない。 

⑹ 令和３年度以降に、履行期間が５年以上のメンテナンス付き自動車賃貸借契約で年間９台以上

の契約の履行を完了した実績を有する者であること。 
３ 入札説明書の交付 



さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書及び仕様書を交付するものとする。 
⑴ 交付場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局財政部庁舎管理課 

担当 飯野 電話 ０４８（８２９）１１７４ 

⑵ 交付期間 
 告示の日から令和５年１月２７日（金）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年

さいたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後４時まで） 
⑶ 交付費用 

無償 
４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において

確認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 
⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 
イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 
３⑵に同じ 

⑶ 受付場所 
３⑴に同じ 

⑷ 提出方法 
持参又は郵送 

⑸ 郵送による場合の提出書類の受領期限及び送付先 
ア 受領期限 
  令和５年１月２７日（金）書留郵便（簡易書留郵便を含む。）により提出すること。 
イ 送付先 
  〒３３０－９５８８ さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局財政部庁舎管理

課 
５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 
⑴ 交付場所 

３⑴に同じ 
⑵ 交付日時 

令和５年２月３日（金）午前９時から午後４時まで 
⑶ その他 

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に９４円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。 
６ 入札手続等 
 ⑴ 入札方法 



さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

単価（月額）で行う。入札金額は、賃借料１月当たりの１台の額を記入すること。なお、落札

決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の１０に相当する額を加算し

た金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする）をも

って落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業

者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当する金額を入札書に記載するこ

と。 
⑵ 郵送による場合の入札書の受領期限及び送付先 

ア 受領期限 
令和５年２月１４日（火）書留郵便（簡易書留郵便を含む。）により提出すること。 

イ 送付先 
４⑸イに同じ 

⑶ 入札の日時及び場所 
ア 日時 

令和５年２月１６日（木）午後２時４０分 
イ 場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市役所本庁舎６階会議室 
⑷ 入札保証金 

   見積もった金額（月額）に台数及び月数を乗じた額の１００分の５以上を納付すること。ただ

し、さいたま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、

免除とする。 
⑸ 開札の日時及び場所 

ア 日時 
令和５年２月１６日（木）入札終了後、直ちに行う。 

イ 場所 
６⑶イに同じ 

⑹ 落札者の決定方法 
さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 
⑺ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

⑻ 入札事務を担当する課 
さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局財政部庁舎管理課 
電話 ０４８（８２９）１１７４ ＦＡＸ ０４８（８２５）０６６５ 

７ 契約手続等 
⑴ 契約保証金 

契約金額（月額）に台数及び月数を乗じた額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、

さいたま市契約規則第３０条の規定に該当する場合は、免除とする。 
⑵ 契約書作成の要否 

要 



さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

⑶ 議決の要否 
否 

８ 特記事項 

  この契約を締結した会計年度の翌年度以降において、さいたま市の歳出予算における当該契約金

額に基づく予算措置がなされない場合は、本契約を変更又は解除する場合がある。 

  本契約は、令和５年度歳入歳出予算が令和５年３月３１日までにさいたま市議会で可決された場

合において令和５年４月１日に確定させる。 

９ その他 
⑴ 提出された競争入札参加申込兼資格確認申請書等は、返却しない。 
⑵ 入札参加者は、入札後、本告示、仕様書等についての不明を理由として、異議を申し立てるこ

とができない。 
⑶ 契約条項等は、さいたま市財政局財政部庁舎管理課及びホームページにおいて閲覧できる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 

⑷ 詳細は、入札説明書による。 

  

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html


さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

さいたま市告示第１０２号 

小型貨物自動車賃貸借（令和５年度導入）について、次のとおり一般競争入札を行うので、地方自

治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基づき公

告する。 
令和５年１月１８日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 
小型貨物自動車賃貸借（令和５年度導入） 

⑵ 借入場所 
入札説明書のとおり 

⑶ 数量・特質等 
ア 数量 ５台 
イ 特質 仕様書のとおり 

⑷ 借入期間 
令和５年９月１日から令和１０年１０月９日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 
本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

 ⑴ 本入札の告示日において、令和３・４年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（物品納入等）

（以下「名簿」という。）に種目「レンタル・リース」内の営業種目「自動車リース」で登載さ

れ、かつ、引き続き同営業種目で令和５・６年度さいたま市競争入札参加資格審査の申請をして

いる者であること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 
ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 
イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 
⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 入札日において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立てが

なされている者でないこと。ただし、更生手続開始の決定がなされている者はこの限りでない。 

 ⑸ 入札日において、民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続開始の申立てが

なされている者でないこと。ただし、再生手続開始の決定がなされている者はこの限りでない。 

⑹ 令和３年度以降に、履行期間が５年以上のメンテナンス付き自動車賃貸借契約で年間５台以上

の契約の履行を完了した実績を有する者であること。 
３ 入札説明書の交付 



さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書及び仕様書を交付するものとする。 
⑴ 交付場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局財政部庁舎管理課 

担当 飯野 電話 ０４８（８２９）１１７４ 

⑵ 交付期間 
 告示の日から令和５年１月２７日（金）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さ

いたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後４時まで） 
⑶ 交付費用 

無償 
４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において

確認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 
⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 
イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 
３⑵に同じ 

⑶ 受付場所 
３⑴に同じ 

⑷ 提出方法 
持参又は郵送 

⑸ 郵送による場合の提出書類の受領期限及び送付先 
ア 受領期限 
  令和５年１月２７日（金）書留郵便（簡易書留郵便を含む。）により提出すること。 
イ 送付先 
  〒３３０－９５８８ さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局財政部庁舎管理

課 
５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 
⑴ 交付場所 

３⑴に同じ 
⑵ 交付日時 

令和５年２月３日（金）午前９時から午後４時まで 
⑶ その他 

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に９４円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。 
６ 入札手続等 
 ⑴ 入札方法 



さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

単価（月額）で行う。入札金額は、賃借料１月当たりの１台の額を記入すること。なお、落札

決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の１０に相当する額を加算し

た金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする）をも

って落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業

者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当する金額を入札書に記載するこ

と。 
⑵ 郵送による場合の入札書の受領期限及び送付先 

ア 受領期限 
令和５年２月１４日（火）書留郵便（簡易書留郵便を含む。）により提出すること。 

イ 送付先 
４⑸イに同じ 

⑶ 入札の日時及び場所 
ア 日時 

令和５年２月１６日（木）午後３時００分 
イ 場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市役所本庁舎６階会議室 
⑷ 入札保証金 

   見積もった金額（月額）に台数及び月数を乗じた額の１００分の５以上を納付すること。ただ

し、さいたま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、

免除とする。 
⑸ 開札の日時及び場所 

ア 日時 
令和５年２月１６日（木）入札終了後、直ちに行う。 

イ 場所 
６⑶イに同じ 

⑹ 落札者の決定方法 
さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 
⑺ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

⑻ 入札事務を担当する課 
さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局財政部庁舎管理課 
電話 ０４８（８２９）１１７４ ＦＡＸ ０４８（８２５）０６６５ 

７ 契約手続等 
⑴ 契約保証金 

契約金額（月額）に台数及び月数を乗じた額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、

さいたま市契約規則第３０条の規定に該当する場合は、免除とする。 
⑵ 契約書作成の要否 

要 



さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

⑶ 議決の要否 
否 

８ 特記事項 

  この契約を締結した会計年度の翌年度以降において、さいたま市の歳出予算における当該契約金

額に基づく予算措置がなされない場合は、本契約を変更又は解除する場合がある。 

  本契約は、令和５年度歳入歳出予算が令和５年３月３１日までにさいたま市議会で可決された場

合において令和５年４月１日に確定させる。 

９ その他 
⑴ 提出された競争入札参加申込兼資格確認申請書等は、返却しない。 
⑵ 入札参加者は、入札後、本告示、仕様書等についての不明を理由として、異議を申し立てるこ

とができない。 
⑶ 契約条項等は、さいたま市財政局財政部庁舎管理課及びホームページにおいて閲覧できる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 

⑷ 詳細は、入札説明書による。 

  

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html


さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

さいたま市告示第１０３号 

乗用ハイブリッド７人乗り自動車賃貸借（令和５年度導入）について、次のとおり一般競争入札を

行うので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６

の規定に基づき公告する。 
令和５年１月１８日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 
乗用ハイブリッド７人乗り自動車賃貸借（令和５年度導入） 

⑵ 借入場所 
入札説明書のとおり 

⑶ 数量・特質等 
ア 数量 １台 
イ 特質 仕様書のとおり 

⑷ 借入期間 
令和６年２月１日から令和１１年１月３１日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 
本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

 ⑴ 本入札の告示日において、令和３・４年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（物品納入等）

（以下「名簿」という。）に種目「レンタル・リース」内の営業種目「自動車リース」で登載さ

れ、かつ、引き続き同営業種目で令和５・６年度さいたま市競争入札参加資格審査の申請をして

いる者であること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 
ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 
イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 
⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 入札日において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立てが

なされている者でないこと。ただし、更生手続開始の決定がなされている者はこの限りでない。 

 ⑸ 入札日において、民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続開始の申立てが

なされている者でないこと。ただし、再生手続開始の決定がなされている者はこの限りでない。 

⑹ 令和３年度以降に、履行期間が５年以上のメンテナンス付き自動車賃貸借契約で年間１台以上

の契約の履行を完了した実績を有する者であること。 
３ 入札説明書の交付 



さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書及び仕様書を交付するものとする。 
⑴ 交付場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局財政部庁舎管理課 

担当 飯野 電話 ０４８（８２９）１１７４ 

⑵ 交付期間 
 告示の日から令和５年１月２７日（金）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年

さいたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後４時まで） 
⑶ 交付費用 

無償 
４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において

確認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 
⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 
イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 
３⑵に同じ 

⑶ 受付場所 
３⑴に同じ 

⑷ 提出方法 
持参又は郵送 

⑸ 郵送による場合の提出書類の受領期限及び送付先 
ア 受領期限 
  令和５年１月２７日（金）書留郵便（簡易書留郵便を含む。）により提出すること。 
イ 送付先 
  〒３３０－９５８８ さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局財政部庁舎管理

課 
５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 
⑴ 交付場所 

３⑴に同じ 
⑵ 交付日時 

令和５年２月３日（金）午前９時から午後４時まで 
⑶ その他 

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に９４円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。 
６ 入札手続等 
 ⑴ 入札方法 



さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

単価（月額）で行う。入札金額は、賃借料１月当たりの１台の額を記入すること。なお、落札

決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の１０に相当する額を加算し

た金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする）をも

って落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業

者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当する金額を入札書に記載するこ

と。 
⑵ 郵送による場合の入札書の受領期限及び送付先 

ア 受領期限 
令和５年２月１４日（火）書留郵便（簡易書留郵便を含む。）により提出すること。 

イ 送付先 
４⑸イに同じ 

⑶ 入札の日時及び場所 
ア 日時 

令和５年２月１６日（木）午後３時２０分 
イ 場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市役所本庁舎６階会議室 
⑷ 入札保証金 

   見積もった金額（月額）に台数及び月数を乗じた額の１００分の５以上を納付すること。ただ

し、さいたま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、

免除とする。 
⑸ 開札の日時及び場所 

ア 日時 
令和５年２月１６日（木）入札終了後、直ちに行う。 

イ 場所 
６⑶イに同じ 

⑹ 落札者の決定方法 
さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 
⑺ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

⑻ 入札事務を担当する課 
さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局財政部庁舎管理課 
電話 ０４８（８２９）１１７４ ＦＡＸ ０４８（８２５）０６６５ 

７ 契約手続等 
⑴ 契約保証金 

契約金額（月額）に台数及び月数を乗じた額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、

さいたま市契約規則第３０条の規定に該当する場合は、免除とする。 
⑵ 契約書作成の要否 

要 



さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

⑶ 議決の要否 
否 

８ 特記事項 

  この契約を締結した会計年度の翌年度以降において、さいたま市の歳出予算における当該契約金

額に基づく予算措置がなされない場合は、本契約を変更又は解除する場合がある。 

  本契約は、令和５年度歳入歳出予算が令和５年３月３１日までにさいたま市議会で可決された場

合において令和５年４月１日に確定させる。 

９ その他 
⑴ 提出された競争入札参加申込兼資格確認申請書等は、返却しない。 
⑵ 入札参加者は、入札後、本告示、仕様書等についての不明を理由として、異議を申し立てるこ

とができない。 
⑶ 契約条項等は、さいたま市財政局財政部庁舎管理課及びホームページにおいて閲覧できる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 

⑷ 詳細は、入札説明書による。 

  

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html


さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

さいたま市告示第１０４号 

普通乗用ハイブリッド自動車賃貸借（令和５年度導入）について、次のとおり一般競争入札を行う

ので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規

定に基づき公告する。 
令和５年１月１８日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 
普通乗用ハイブリッド自動車賃貸借（令和５年度導入） 

⑵ 借入場所 
入札説明書のとおり 

⑶ 数量・特質等 
ア 数量 １台 
イ 特質 仕様書のとおり 

⑷ 借入期間 
令和５年１２月１日から令和１０年１１月３０日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 
本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

 ⑴ 本入札の告示日において、令和３・４年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（物品納入等）

（以下「名簿」という。）に種目「レンタル・リース」内の営業種目「自動車リース」で登載さ

れ、かつ、引き続き同営業種目で令和５・６年度さいたま市競争入札参加資格審査の申請をして

いる者であること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 
ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 
イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 
⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 入札日において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立てが

なされている者でないこと。ただし、更生手続開始の決定がなされている者はこの限りでない。 

 ⑸ 入札日において、民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続開始の申立てが

なされている者でないこと。ただし、再生手続開始の決定がなされている者はこの限りでない。 

⑹ 令和３年度以降に、履行期間が５年以上のメンテナンス付き自動車賃貸借契約で年間１台以上

の契約の履行を完了した実績を有する者であること。 
３ 入札説明書の交付 
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本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書及び仕様書を交付するものとする。 
⑴ 交付場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局財政部庁舎管理課 

担当 飯野 電話 ０４８（８２９）１１７４ 

⑵ 交付期間 
 告示の日から令和５年１月２７日（金）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年

さいたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後４時まで） 
⑶ 交付費用 

無償 
４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において

確認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 
⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 
イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 
３⑵に同じ 

⑶ 受付場所 
３⑴に同じ 

⑷ 提出方法 
持参又は郵送 

⑸ 郵送による場合の提出書類の受領期限及び送付先 
ア 受領期限 
  令和５年１月２７日（金）書留郵便（簡易書留郵便を含む。）により提出すること。 
イ 送付先 
  〒３３０－９５８８ さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局財政部庁舎管理

課 
５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 
⑴ 交付場所 

３⑴に同じ 
⑵ 交付日時 

令和５年２月３日（金）午前９時から午後４時まで 
⑶ その他 

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に９４円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。 
６ 入札手続等 
 ⑴ 入札方法 
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単価（月額）で行う。入札金額は、賃借料１月当たりの１台の額を記入すること。なお、落札

決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の１０に相当する額を加算し

た金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする）をも

って落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業

者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当する金額を入札書に記載するこ

と。 
⑵ 郵送による場合の入札書の受領期限及び送付先 

ア 受領期限 
令和５年２月１４日（火）書留郵便（簡易書留郵便を含む。）により提出すること。 

イ 送付先 
４⑸イに同じ 

⑶ 入札の日時及び場所 
ア 日時 

令和５年２月１６日（木）午後３時４０分 
イ 場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市役所本庁舎６階会議室 
⑷ 入札保証金 

   見積もった金額（月額）に台数及び月数を乗じた額の１００分の５以上を納付すること。ただ

し、さいたま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、

免除とする。 
⑸ 開札の日時及び場所 

ア 日時 
令和５年２月１６日（木）入札終了後、直ちに行う。 

イ 場所 
６⑶イに同じ 

⑹ 落札者の決定方法 
さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 
⑺ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

⑻ 入札事務を担当する課 
さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市財政局財政部庁舎管理課 
電話 ０４８（８２９）１１７４ ＦＡＸ ０４８（８２５）０６６５ 

７ 契約手続等 
⑴ 契約保証金 

契約金額（月額）に台数及び月数を乗じた額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、

さいたま市契約規則第３０条の規定に該当する場合は、免除とする。 
⑵ 契約書作成の要否 

要 



さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

⑶ 議決の要否 
否 

８ 特記事項 

  この契約を締結した会計年度の翌年度以降において、さいたま市の歳出予算における当該契約金

額に基づく予算措置がなされない場合は、本契約を変更又は解除する場合がある。 

  本契約は、令和５年度歳入歳出予算が令和５年３月３１日までにさいたま市議会で可決された場

合において令和５年４月１日に確定させる。 

９ その他 
⑴ 提出された競争入札参加申込兼資格確認申請書等は、返却しない。 
⑵ 入札参加者は、入札後、本告示、仕様書等についての不明を理由として、異議を申し立てるこ

とができない。 
⑶ 契約条項等は、さいたま市財政局財政部庁舎管理課及びホームページにおいて閲覧できる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 

⑷ 詳細は、入札説明書による。 

  

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html
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さいたま市告示第１０５号 
公募型プロポーザル方式の手続きの開始  
さいたま市生活困窮者学習支援業務（小学生対象）について、次のとおり、当該業務に関する企画

提案書の提出を招請します。 
令和５年１月１９日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
１ 企画提案書の招請に付する事項 

⑴ 件名 
さいたま市生活困窮者学習支援業務（小学生対象） 

⑵ 履行場所 
さいたま市域内 

⑶ 業務概要 

生活困窮世帯の子どもに対して、貧困の連鎖の防止を目的とし、学習支援や居場所の提供等の

支援を行う。 

⑷ 履行期間 

契約締結日から令和６年３月３１日まで 

⑸ 予算の上限額 

本プロポーザルの予算上限額は９，６０８，７００円（消費税及び地方消費税を含む。）とす

る。 

２ 企画提案書の提出者の資格に関する事項 

企画提案書の提出を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本招請日において、令和３・４年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）に、業

務「その他」の受注希望業務「人材派遣」又は「その他」で登載され、引き続き同業務で令和

５・６年度さいたま市競争入札参加資格審査の申請をしている者であること。 
⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 
ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を

受けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律

第７７号）第３２条第１項各号に掲げる者 
イ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第２項の規定により、さい

たま市の一般競争入札に参加させないこととされた者 
ウ 中小企業等協同組合法（昭和２４年法律第１８１号）に基づく事業協同組合及び企業組合

並びに中小企業団体の組織に関する法律（昭和３２年法律第１８５号）に基づく協同組合に

あっては、その組合員が、共同企業体の構成員、単体企業の別を問わず、本件に参加してい

ないこと 
⑶ 本招請日から最優秀提案者特定の日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札

参加停止要綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置（以下、「入札参加停

止」という。）又はさいたま市の締結する契約からの暴力団排除措置に関する要綱（平成１３

年さいたま市制定）による入札参加除外の措置（以下、「入札参加除外」という。）を受けて

いる期間がない者であること。 
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⑷ 本市又は他の人口２０万人以上の地方公共団体において、生活困窮者自立相談支援事業等実施

要綱（令和元年厚生労働省社会・援護局長通知社援発０７０４第１号別紙）に基づく生活困窮世

帯の子どもに対する学習支援事業の実績を有し、かつ、誠実に履行している者であること。 

３ 企画提案に係る実施要領等の交付 
⑴ 交付方法 
 ア 窓口にて配布 

イ さいたま市ホームページからダウンロード 
https://www.city.saitama.jp/005/001/017/012/p078084.html 

⑵ 交付期間 
本招請日から令和５年２月１６日（木）午後４時まで 

４ 参加意思の表明手続き  
企画提案書の提出を希望する者は、次のとおり参加意思の表明手続きを行うこと。 

⑴ 提出書類 
参加意思表明書 １部 

⑵ 提出期間 
本招請日から令和５年２月２日（木）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さ

いたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日（以下「休日」という。）を除く午前９時

から正午まで及び午後１時から午後４時まで） 
⑶ 提出場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４（さいたま市役所２階） 

 さいたま市保健福祉局福祉部生活福祉課 

担当 自立支援係 電話 ０４８（８２９）１８４６ 
⑷ 提出方法 

持参 
５ 質問の受付及び回答 

企画提案書を提出しようとする者は、企画提案に関する事項について、次のとおり質問するこ

とができる。 
⑴ 受付期間 

本招請日から令和５年２月２日（木）午後４時まで 
⑵ 受付方法 

ア 電子メールで受け付ける。詳細は実施要領による。 
メールアドレス seikatsu-fukushi@city.saitama.lg.jp 

イ 電子メール送信後、速やかに電話にて到達確認を行うこと。  
ウ 提出先・到達確認に関する問い合わせ先 

４⑶に同じ 
⑶ 質問に対する回答公開期間 

令和５年２月８日（水）から令和５年２月１６日（木）まで。 
⑷ 回答方法 

さいたま市ホームページ上に、質問及び回答を公表する。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/012/p078084.html
mailto:seikatsu-fukushi@city.saitama.lg.jp
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https://www.city.saitama.jp/005/001/017/012/p078084.html 
６ 企画提案書等の提出 

⑴ 提出書類  

ア 企画提案書（１３部） 

イ 見積書 

⑵ 提出期間 
令和５年２月９日（木）から令和５年２月１６日（木）まで（休日を除く午前９時から正午ま

で及び午後１時から午後４時まで） 
⑶ 提出場所 

４⑶に同じ 
⑷ 提出方法 

持参 
⑸ 無効となる企画提案書 

次の企画提案書は、無効とする。  

ア ２に定める資格条件を満たさなくなった者が提出した企画提案書 

イ 虚偽の記載をした企画提案書 

ウ 審査の公平性を害する行為を行った者が提出した企画提案書 

エ １⑸に示す額を上回る額を見積書に記載した者が提出した企画提案書 

オ プレゼンテーションに参加しなかった者が提出した企画提案書 

７ 業者決定の方法  

業者の決定にあたっては、さいたま市生活困窮者学習支援業務委託（小学生対象）選定委員

会において書類審査を行い決定する。なお、審査方法等詳細については、実施要領を参照する

こと。 
８ その他  

⑴ 最優秀提案者特定の日の翌日から契約締結日までの間に、入札参加停止又は入札参加除外を受

けている期間がある者は、最優秀提案者の特定を取り消されることがある。 

⑵ 本調達において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨とすること。 

⑶ この企画提案書の提出等に係る一切の経費は、提案者の負担とする。 

⑷ 提出された企画提案書等は、返却しない。 

⑸ 企画提案の審査結果は、企画提案の具体的内容を除き、公表する。 

⑹ 詳細は、実施要領による。 

９ 連絡先  

さいたま市浦和区常盤６－４－４  

さいたま市保健福祉局福祉部生活福祉課自立支援係  

電話  ０４８（８２９）１８４６ 

ＦＡＸ ０４８（８２９）１９６１ 

  

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/012/p078084.html


さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

さいたま市告示第１０６号 
地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の２及びさいたま市市税条例（平成１３年さいた

ま市条例第６７号）第７条の規定により、次のとおり公示送達をする。 
令和５年１月１９日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
１ 送達をする書類 

交付要求通知書 
２ 送達を受ける者の氏名・名称 
  （省略） 
３ その他 

⑴ 送達をする書類はさいたま市長が保管し、送達を受ける者が請求したときはいつでも交付す   
る。 

⑵ 公示をした日から起算して７日を経過したとき、書類の送達があったものとみなす。 
４ 連絡先 

⑴ 担当 さいたま市役所 財政局 北部市税事務所 納税課 
⑵ 電話 ０４８（６４６）３０４５ 
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さいたま市告示第１０７号 
さいたま市自転車等放置防止条例（平成１３年さいたま市条例第２０５号）第１０条第１項により

自転車を撤去し、同条第４項の規定により保管したので、第１２条第１項の規定により、次のとおり

告示する。 
令和５年１月２０日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
１ 保管理由 

 さいたま市自転車等放置防止条例 
２ 保管開始年月日 

 令和５年１月１３日 
３ 保管場所及び放置箇所 

⑴ 新開自転車保管所 
  南浦和駅、東浦和駅、西浦和駅、武蔵浦和駅及び北戸田駅周辺の自転車等放置禁止区域 
⑵ 吉野原自転車保管所 
  大宮駅、土呂駅、東大宮駅、北大宮駅、大宮公園駅、大和田駅、七里駅、日進駅、西大宮駅、 

指扇駅、宮原駅、鉄道博物館駅、加茂宮駅、東宮原駅、今羽駅、吉野原駅及びさいたま新都心 
駅（東口）周辺の自転車等放置禁止区域及び原動機付自転車 

⑶ 大戸自転車保管所 
  浦和駅、北浦和駅、中浦和駅、与野駅、北与野駅、与野本町駅、南与野駅及びさいたま新都 
 心駅（西口）周辺の自転車等放置禁止区域 
⑷ 岩槻自転車保管所 
  岩槻駅、東岩槻駅及び浦和美園駅周辺の自転車等放置禁止区域 

４ 保管自転車 
   別紙のとおり 
５ 保管台数 
    計３７台 
６ 連絡先 

⑴ 担当 さいたま市都市局都市計画部自転車まちづくり推進課車両対策事務所 
⑵ 電話 ０４８（６５２）８８１２ 

  











さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

さいたま市告示第１０８号 

さいたま市環境影響評価条例（平成１５年さいたま市条例第３２号）第９条の規定により、さいた

ま市岩槻区において計画されている「（仮称）さいたま都市計画事業川通地区土地区画整理事業」に

係る環境影響評価調査計画書及び関係書類の提出があった旨及び縦覧の場所等を公告するものであ

る。 

令和５年１月２０日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 事業概要 

 ⑴都市計画決定権者の名称、所在地 

  名   称 さいたま市 さいたま市長 清水 勇人 

  所 在 地 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

 ⑵対象事業の名称、種類及び規模 

 名   称 （仮称）さいたま都市計画事業川通地区土地区画整理事業 

種   類 土地区画整理事業 

規   模 施行区域の面積 約４４ヘクタール 

 ⑶対象事業実施区域 さいたま市岩槻区大字長宮、増長、大野島及び大口の一部 

⑷関係地域の範囲  さいたま市緑岩槻区、春日部市及び越谷市のうち、対象事業実施区域の周囲

３キロメートル以内の地域 
２ 縦覧場所 

 ⑴ 市役所７階 環境局環境共生部環境対策課 

 ⑵ 各区役所情報公開コーナー 

 ⑶ 各市立図書館、岩槻本丸公民館、岩槻本町公民館、岩槻城址公民館 

３ 縦覧期間及び縦覧時間 

期間：令和５年１月２０日（金）から令和５年２月２０日（月）まで 

  時間：縦覧場所⑴、⑵は開庁日の午前９時から午後４時３０分まで。⑶は各施設の開館時間によ

る。 

４ 意見書 

環境影響評価調査計画書の内容について環境の保全の見地からの意見を有する者は、事業者に対

し、意見書の提出により意見を述べることができます。 

意見書提出期限 令和５年３月６日（月）必着（郵送の場合は当日消印有効） 

 【提出先・提出方法】郵送、ＦＡＸ又は電子メールのいずれかの方法による 

郵送の場合  

住所：〒330-9890 さいたま新都心郵便局郵便私書箱第４６号 

宛名：さいたま市経済局商工観光部産業展開推進課 

ＦＡＸの場合 ＦＡＸ番号：０４８－８２９－１９４４ 

電子メールの場合 電子メールアドレス：sangyo-tenkai-suishinka@city.saitama.lg.jp   

  

mailto:sangyo-tenkai-suishinka@city.saitama.lg.jp


さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

さいたま市告示第１０９号 
地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の２及びさいたま市市税条例（平成１３年さいた

ま市条例第６７号）第７条の規定により、次のとおり公示送達をする。 
令和５年１月２０日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
１ 送達をする書類 

・市県民税 督促状 
・軽自動車税 督促状 
・国民健康保険税 督促状 

２ 送達を受ける者の氏名・名称 
別紙のとおり（別紙省略） 

３ その他 
⑴ 送達をする書類はさいたま市長が保管し、送達を受ける者が請求したときはいつでも交付する。 
⑵ 公示をした日から起算して７日を経過したときは、書類の送達があったものとみなす。 

４ 連絡先 
⑴ 担当 さいたま市役所 財政局 南部市税事務所 納税課 
⑵ 電話 ０４８（８２９）１７３２～１７３４ 
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さいたま市告示第１１０号 
地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の２及びさいたま市市税条例（平成１３年さいた

ま市条例第６７号）第７条の規定により、次のとおり公示送達をする。 
令和５年１月２０日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
１ 送達をする書類 

・差押調書（謄本） 
２ 送達を受ける者の氏名・名称 
  （省略） 
３ その他 

⑴ 送達をする書類はさいたま市長が保管し、送達を受ける者が請求したときはいつでも交付する。 
⑵ 公示をした日から起算して７日を経過したときは、書類の送達があったものとみなす。 

４ 連絡先 
⑴ 担当 さいたま市役所 財政局 南部市税事務所 納税課 
⑵ 電話 ０４８（８２９）１７３２～１７３４ 
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さいたま市告示第１１１号 
地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の２及びさいたま市市税条例（平成１３年さいた

ま市条例第６７号）第７条の規定により、次のとおり公示送達をする。 

令和５年１月２０日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 送達をする書類 

⑴ 交付要求通知書 

⑵ 納期限変更告知書 

２ 送達を受ける者の氏名・名称 

  （省略） 
３ その他 

⑴ 送達をする書類はさいたま市長が保管し、送達を受ける者が請求したときはいつでも交付する。 

⑵ 公示をした日から起算して７日を経過したときは、書類の送達があったものとみなす。 

４ 連絡先 

⑴ 担当 さいたま市役所 財政局 南部市税事務所 納税課 

⑵ 電話 ０４８（８２９）１７３２～１７３５ 
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さいたま市告示第１１２号 
地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の２及びさいたま市市税条例（平成１３年さいた

ま市条例第６７号）第７条の規定により、次のとおり公示送達をする。 
令和５年１月２０日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
１ 送達をする書類 

・ 市県民税（普通徴収） 督促状 
・ 国民健康保険税（普徴） 督促状 
・ 軽自動車税（種別割） 督促状 
・ 市県民税（特別徴収） 督促状 
・ 固定資産税・都市計画税 督促状 

２ 送達を受ける者の氏名・名称 
  別紙のとおり（別紙省略） 
３ その他 

⑴ 送達をする書類はさいたま市長が保管し、送達を受ける者が請求したときはいつでも交付する。 
⑵ 公示をした日から起算して７日を経過したとき、書類の送達があったものとみなす。 

４ 連絡先 
⑴ 担当 さいたま市役所 財政局 北部市税事務所 納税課 
⑵ 電話 ０４８（６４６）３０８１  
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さいたま市告示第１１３号 
次のとおり所有者の判明しない動物を収容しておりますので、さいたま市動物の愛護及び管理に関する

条例第１１条第１項及び同条第４項の規定に基づき公示します。飼い主は、令和５年１月２４日までに返

還の手続きをしてください。返還の手続きがない場合には処分します。 
令和５年１月２０日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
・ 次の表のとおり 

収容日 種類 収容場所 品種 性別 毛色 年齢  

（推定） 
首輪の

有無 特  徴 

１月 
１９日 犬 見沼区中川 柴 オス 茶黒 ５～８ 有 革製青色の首輪 

連絡先 
⑴  担当  さいたま市役所保健福祉局保健部動物愛護ふれあいセンター 
⑵ 電話  ０４８（８４０）４１５０ 
⑶ ＦＡＸ ０４８（８４０）４１５９ 
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さいたま市告示第１１４号 
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４２条の２第１項本文及び第５４条の２第１項本文に規

定する指定を次のとおり指定したので、同法第７８条の１１第１項及び第１１５条の２０の規定によ

り告示する。 
令和５年１月２０日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
１ 指定した施設・事業所 

⑴ デイサービスセンター「けやきの家」 
ア 事業所住所 埼玉県入間郡三芳町大字北永井 256-4 
イ 事業種別  認知症対応型通所介護 
ウ 申請者   社会福祉法人三芳町社会福祉協議会 
エ 申請者住所 埼玉県入間郡三芳町大字藤久保 1100 番地 1  
オ 代表者   会長  篠原 拓平 
カ 指定番号  1172400812 
キ 指定年月日 令和 4 年 12 月 9 日 

⑵ デイサービスセンター「けやきの家」 
ア 事業所住所 埼玉県入間郡三芳町大字北永井 256-4 
イ 事業種別  介護予防認知症対応型通所介護 
ウ 申請者   社会福祉法人三芳町社会福祉協議会 
エ 申請者住所 埼玉県入間郡三芳町大字藤久保 1100 番地 1  
オ 代表者   会長  篠原 拓平 
カ 指定番号  1172400812 
キ 指定年月日 令和 4 年 12 月 9 日 

２ 連絡先 
⑴ 担当 さいたま市役所保健福祉局長寿応援部介護保険課事業者係 
⑵ 電話 ０４８（８２９）１２６５ 
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さいたま市告示第１１５号 

 さいたま市みどりの条例（平成１３年５月１日条例第２４８号）第６条の規定に基づき、指定緑地

として次のとおり指定したので告示する。 
令和５年１月２０日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
１ 名   称 保存緑地 
２ 指定年月日 令和５年２月１日 
３ 指 定 期 間 令和５年２月１日から令和１０年１月３１日まで 
４ 指定番号、所在地、指定面積、区域面積、図面  

別添のとおり 
  



指定番号 所在地 地目 指定地積（㎡） 区域地積（㎡）

見沼区大字大谷字弁天1416番1 山林 1764.00

見沼区大字大谷字弁天1417番9 山林 13.00

さいたま市保存緑地指定（更新）地区一覧（令和5年2月1日指定）

1777.001 805



指定番号　805
所在地 　 見沼区大谷１４１６番１他１筆 
区域面積　1777㎡



さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

さいたま市告示第１１６号 

さいたま市市議会だより印刷製本業務について、次のとおり一般競争入札を行うので、地方自治法

施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基づき公告す

る。 

令和５年１月２３日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 

さいたま市市議会だより印刷製本業務 

⑵ 履行場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４外 

⑶ 業務概要 

さいたま市議会が年度５回発行する広報紙「市議会だよりさいたま」の印刷製本に係る業務 

⑷ 履行期間 

令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本入札の告示日において、令和３・４年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）（

以下「名簿」という。）に業務「製作等」の受注希望業務「パンフレット等」又は「デザイン」

で登載され、かつ、引き続き同業務で令和５・６年度さいたま市競争入札参加資格審査の申請を

している者であること。 

 ⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

 ⑷ １回当たり発行部数１５万部以上の広報紙を年４回以上定期的に印刷し納入する旨の契約を締

結し、納入した実績を有する、又は、４回目以降の広報紙を告示日現在において納入中である者

であること。 

３ 入札説明書等の交付 

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書、仕様書等を交付するものとする。 

⑴ 交付方法 

さいたま市議会ホームページからダウンロード 

https://www.city.saitama.jp/gikai/005/keiyaku/index.html 

https://www.city.saitama.jp/gikai/005/keiyaku/index.html
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⑵ 交付期間 

本入札の告示日から令和５年２月６日（月）まで 

４ 一般競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において

確認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 

⑴ 提出書類 

ア 一般競争入札参加申込兼資格確認申請書 

イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 

本入札の告示日から令和５年２月７日（火）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３

年さいたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後４時まで） 

⑶ 受付場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市議会局総務部秘書総務課 

担当 広報係 電話 ０４８（８２９）１７４８ 

 ⑷ 提出方法 

   持参 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

４⑶に同じ 

⑵ 交付日時 

令和５年２月９日（木）午前９時から午後４時まで 

⑶ その他 

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に９４円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。 

６ 競争入札参加資格の有無の再確認 

入札参加資格がない旨の確認通知を受けた者は、令和５年２月１４日（火）午後４時までに、さ

いたま市議会局総務部秘書総務課に入札参加資格の有無の再確認を求めることができる。 

７ 入札手続等 

⑴ 入札方法 

単価で行う。入札金額は、印刷部数１部当たりに要する金額を入札書に記載することとし、当

該金額（単価）は、１円未満について、小数点以下第２位までとする。なお、落札決定に当たっ

ては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の１０に相当する額を加算した金額をもっ

て落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者

であるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。 

⑵ 入札の日時及び場所 

ア 日時 

令和５年２月２０日（月）午後２時００分 
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イ 場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市役所議会棟２階第４委員会室 

⑶ 入札保証金 

見積もった金額（単価）に予定数量を乗じた額の１００分の５以上を納付すること。ただし、

さいたま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免

除とする。 

⑷ 開札の日時及び場所 

ア 日時 

令和５年２月２０日（月）入札終了後、直ちに行う。 

イ 場所 

７⑵イに同じ 

⑸ 入札参加資格者の確認 

ア 入札参加資格がある旨の競争入札参加資格確認結果通知書を持参すること。 

イ 入札参加資格がある旨の通知を受けた者であっても、入札時点において参加資格がない者は、

入札に参加できない。 

⑹ 提出書類 

代理人により入札する場合は、委任状を提出すること。 

⑺ 入札回数等 

ア 再度入札は、１回までとする。 

イ 初度入札に参加しない者は、再度入札に参加することができない。 

⑻ 入札の辞退 

入札参加資格がある旨の通知を受け取った後であっても、入札を辞退することができる。 

⑼ 独占禁止法関係法令の遵守 

入札に当たっては、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第５４

号）等に違反する行為を行ってはならない。 

⑽ その他 

ア 本入札の日時に遅刻した者は、入札に参加できない。 

イ 一度提出した入札書の書き換え、引き換え又は撤回をすることはできない。 

８ 最低制限価格 

設定する。なお、初度入札において最低制限価格未満の入札をした者は、再度入札に参加できな

い。 

９ 落札者の決定方法 

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範囲

内で最低制限価格以上の最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

なお、落札とすべき同額の入札をした者が２者以上いるときは、直ちに、当該入札参加者にくじ

を引かせ、落札者を決定する。この場合、当該入札参加者は、くじを辞退することはできない。 

１０ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

１１ 入札事務を担当する課 



さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市議会局総務部秘書総務課 

電話 ０４８（８２９）１７４７ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９８４ 

１２ 契約手続等 

⑴ 契約保証金 

契約金額（単価）に予定数量を乗じた額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さい

たま市契約規則第３０条の規定に該当する場合は、免除とする。 

⑵ 契約書作成の要否 

要 

⑶ 議決の要否 

否 

１３ 支払条件 

支払いは、実績数量に応じて行う。 

１４ 特記事項 

本入札に係る契約の効果は、令和５年度予算の成立を要件とする。 

１５ その他 

⑴ 契約条項等は、さいたま市議会局総務部秘書総務課及びホームページにおいて閲覧できる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 

⑵ 詳細は、入札説明書による。 

  

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html


さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

さいたま市告示第１１７号 

さいたま市市議会だより企画編集業務について、次のとおり一般競争入札を行うので、地方自治法

施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基づき公告す

る。 

令和５年１月２３日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 

さいたま市市議会だより企画編集業務 

⑵ 履行場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４外 

⑶ 業務概要 

さいたま市議会が年度５回発行する広報紙「市議会だよりさいたま」の企画編集に係る業務 

⑷ 履行期間 

令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本入札の告示日において、令和３・４年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）（

以下「名簿」という。）に業務「製作等」の受注希望業務「パンフレット等」又は「デザイン」

で登載され、かつ、引き続き同業務で令和５・６年度さいたま市競争入札参加資格審査の申請を

している者であること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 国（独立行政法人を含む。）又は地方公共団体の広報紙を企画編集する旨の契約を締結し、納

入した実績を有する者（本入札の告示日現在において納入中である者を含む。）であること。 

３ 入札説明書等の交付 

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書、仕様書等を交付するものとする。 

⑴ 交付方法 

さいたま市議会ホームページからダウンロード 

https://www.city.saitama.jp/gikai/005/keiyaku/index.html 

⑵ 交付期間 

https://www.city.saitama.jp/gikai/005/keiyaku/index.html


さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

本入札の告示日から令和５年２月６日（月）まで 

４ 一般競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において

確認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 

⑴ 提出書類 

ア 一般競争入札参加申込兼資格確認申請書 

イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 

本入札の告示日から令和５年２月７日（火）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３

年さいたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後４時まで） 

⑶ 受付場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市議会局総務部秘書総務課 

担当 広報係 電話 ０４８（８２９）１７４８ 

⑷ 提出方法 

持参 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

４⑶に同じ 

⑵ 交付日時 

令和５年２月９日（木）午前９時から午後４時まで 

⑶ その他 

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に９４円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。 

６ 競争入札参加資格の有無の再確認 

入札参加資格がない旨の確認通知を受けた者は、令和５年２月１４日（火）午後４時までに、さ

いたま市議会局総務部秘書総務課に入札参加資格の有無の再確認を求めることができる。 

７ 入札手続等 

⑴ 入札方法 

総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の

１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切

り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る

課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当す

る金額を入札書に記載すること。 

⑵ 入札の日時及び場所 

ア 日時 

令和５年２月２０日（月）午後２時３０分 

イ 場所 
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さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市役所議会棟２階第４委員会室 

⑶ 入札保証金 

見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３

年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。 

⑷ 開札の日時及び場所 

ア 日時 

令和５年２月２０日（月）入札終了後、直ちに行う。 

イ 場所 

７⑵イに同じ 

⑸ 入札参加資格者の確認 

ア 入札参加資格がある旨の競争入札参加資格確認結果通知書を持参すること。 

イ 入札参加資格がある旨の通知を受けた者であっても、入札時点において参加資格がない者は、

入札に参加できない。 

⑹ 提出書類 

代理人により入札する場合は、委任状を提出すること。 

⑺ 入札回数等 

ア 再度入札は、１回までとする。 

イ 初度入札に参加しない者は、再度入札に参加することができない。 

⑻ 入札の辞退 

入札参加資格がある旨の通知を受け取った後であっても、入札を辞退することができる。 

⑼ 独占禁止法関係法令の遵守 

入札に当たっては、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第５４

号）等に違反する行為を行ってはならない。 

⑽ その他 

ア 本入札の日時に遅刻した者は、入札に参加できない。 

イ 一度提出した入札書の書き換え、引き換え又は撤回をすることはできない。 

８ 最低制限価格 

設定する。なお、初度入札において最低制限価格未満の入札をした者は、再度入札に参加できな

い。 

９ 落札者の決定方法 

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範囲

内で最低制限価格以上の最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

なお、落札とすべき同額の入札をした者が２者以上いるときは、直ちに、当該入札参加者にくじ

を引かせ、落札者を決定する。この場合、当該入札参加者は、くじを辞退することはできない。 

１０ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

１１ 入札事務を担当する課 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市議会局総務部秘書総務課 

電話 ０４８（８２９）１７４７ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９８４ 
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１２ 契約手続等 

⑴ 契約保証金 

契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。 

⑵ 契約書作成の要否 

要 

⑶ 議決の要否 

否 

１３ 特記事項 

本入札に係る契約の効果は、令和５年度予算の成立を要件とする。 

１４ その他 

⑴ 契約条項等は、さいたま市議会局総務部秘書総務課及びホームページにおいて閲覧できる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 

⑵ 詳細は、入札説明書による。 

  

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html
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さいたま市告示第１１８号 
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、次の開発行為に関する工

事が完了したので公告する。 
令和５年１月２３日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
１ 開発区域に含まれる地域の名称 

さいたま市西区西大宮二丁目１８番１５、１８番８６、１８番８７、１８番８８、 
１８番８９、１８番９０、１８番９１、１８番９２、１８番９３、１８番９４、 
１８番９５、１８番９６、１８番９７、１８番９８、１８番９９、 
１８番１００、１８番１０１、１８番１０２、１８番１０３、１８番１０４、 
１８番１０５、１８番１０６、１８番１０７、１８番１０８、１８番１０９ 

２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名 
 さいたま市中央区新都心１１番地１ ＪＲさいたま新都心ビル 
 大和ハウス工業 株式会社 
 埼玉支社 支社長 杉山 克博 
３ 許可番号 
 令和４年１１月２５日 

第変－Ｎ２０２２０８７号 
４ 検査済証番号 

令 和 ５ 年 １ 月 ２ ０ 日 
第完－Ｎ２０２２０８７号 
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さいたま市告示第１１９号 

 市有地売却について、次のとおり一般競争入札を行うので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第

１６号）第１６７条の６の規定に基づき公告する。 

令和５年１月２３日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 売払財産 

⑴ 所在地、面積及び予定価格（最低入札価格） 

  （売払財産の詳細は、市有地売却のしおりに記載するとおり。） 

⑵ 利用上の制限 

 ア 契約締結の日から５年を経過する日までの間、売払財産を風俗営業等の規制及び業務の適

正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２号）第２条第１項に定める風俗営業、同条第

５項に定める性風俗関連特殊営業その他これらに類する業の用に供してはならないこと。 

 イ 契約締結の日から５年を経過する日までの間、第三者をして売払財産を１⑵アに掲げる用

に供させてはならないこと。第三者に所有権を移転する場合にあっても、同様とすること。 

２ 入札参加資格 

次のいずれにも該当しない者であること。 

⑴ 本入札に係る契約を締結する能力を有しない者 

⑵ 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者 

⑶ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第３２条第１項各

号に掲げる者 

⑷ さいたま市暴力団排除条例（平成２４年さいたま市条例第８６号）第２条各号に掲げる者 

３ 売却のしおりの配布 

⑴  配布場所 

ア さいたま市浦和区常盤６丁目４－４ さいたま市財政局財政部資産経営課 

担当 資産マネジメント係 電話 ０４８（８２９）１１９０ 

イ さいたま市ホームページからダウンロード 

https://www.city.saitama.jp/001/007/001/p093262.html  

⑵ 配布期間 

令和５年１月２３日（月）から令和５年３月７日（火）まで（３⑴アにおいては、さいたま市

物件 

番号 
所在地 

面積（㎡） 予定価格 

（最低入札価格） 公簿 実測 

３ 西区大字宝来字堤林 2195 番 17 267 267.39 31,284,630 円 

４ 北区奈良町 126 番 10 561 561.65 45,549,815 円 

５ 北区今羽町 477 番 30 290 290.13 32,293,000 円 

６ 
浦和区本太 2 丁目 95 番 7 96.34 96.34 

28,558,950 円 
浦和区本太 2 丁目 95 番 14 0.47 0.47 

７ 
緑区大字三室字北宿 2494 番 1 35.48 35.48 

2,964,000 円 
緑区大字三室字北宿 2494 番 5 4.04 4.04 

https://www.city.saitama.jp/001/007/001/p093262.html
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の休日を定める条例（平成１３年さいたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日（以下「

休日」という。）を除く午前９時から午後５時まで） 
４ 入札参加申込 

⑴ 受付期間 

令和５年３月１日（水）から令和５年３月７日（火）まで（休日を除く午前９時から午後５時

まで） 
⑵ 受付場所 

３⑴アに同じ 

⑶ 提出方法 

持参 

⑷ 提出書類 

 ア 一般競争入札参加申込書兼誓約書 

 イ 住民票（申込者が個人の場合に限る。） 

 ウ 商業登記簿謄本（申込者が認可地縁団体以外の法人の場合に限る。） 

 エ 認可地縁団体であることを証明する書類（申込者が認可地縁団体の場合に限る。） 

 ※イからエまでに掲げる書類は、申込みの日前１月以内に発行されたものに限る。 

 ⑸ 入札保証金 

  ア 入札金額の１００分の５以上の額を納付すること。 

  イ 落札者が契約を締結しない場合は、入札保証金は返還しないものとする。 

５ 入札手続 

⑴ 入札方法 

郵便入札（入札書を郵送（一般書留又は簡易書留）により提出する方法）とする。 

⑵ 入札書の到達期限 

令和５年３月１４日（火） 

⑶ 入札書の送付先 

   〒３３０－９５８８ さいたま市浦和区常盤６丁目４－４ 

さいたま市財政局財政部資産経営課 

 ⑷ 入札の無効 

   さいたま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第１３条各号のいずれかに該当す

る入札は無効とする。 

６ 開札等 

⑴ 開札日時 

令和５年３月１５日（水）午前１０時 

⑵ 開札場所 

さいたま市浦和区常盤６丁目４－４ さいたま市役所西会議棟１階 第２入札室 

⑶ 開札への立会い 

  入札参加者又はその代理人は、事前に申請した場合に限り、開札に立ち会うことができる。 

⑷ 落札者の決定方法 

  １⑴に定める予定価格以上で最高の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 
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なお、落札者となるべき価格の入札者が２人以上であった場合は、くじ引きにより落札者を決

定する。この場合において、くじ引きを行う日時は、６⑴の開札日時とは別に設定する。 

⑸ 契約期限 

令和５年３月２２日（水）（ただし、くじ引きにより落札者を決定した場合にあっては、当該

くじ引きを行った日の翌日から起算して７日後とする。） 

７ その他 

詳細は、市有地売却のしおりによる。 
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さいたま市告示第１２０号 

さいたま市の発注する「道路修繕工事（北Ｒ５市道２１１２１号線）（ゼロ債）」ほか５件の一般

競争入札について、次のとおり公告する。 
令和５年１月２３日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 入札参加資格 

⑴ 入札に参加しようとする者は、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下「資格者名

簿」という。）に登載され、かつ、資格者名簿に登載されている事項が工事ごとに別に定める

参加資格の要件を満たす者であること。 

イ 参加申請日において、埼玉県電子入札共同システム（以下「システム」という。）で利用可

能な電子証明書を取得し、システムの利用者登録が完了していること。なお、入札に参加しよ

うとする工事ごとに参加申請が必要なため、工事ごとに別に定める参加申請受付期間に、競争

参加資格確認申請書をシステムにおいて提出すること。 

ウ 本公告日から開札日において、さいたま市建設工事等請負業者入札参加停止要綱（平成１３

年さいたま市制定）に基づく入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約からの暴力団

排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）に基づく入札参加除外の措置を受けてい

ないこと。 

エ 開札日において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立て

をしていない者若しくは更生手続開始の決定がされた者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てをしていない者若しくは再生手続開始の決定がされた

者であること。ただし、会社更生法の規定による更生手続開始の決定をされた者又は民事再生

法の規定による再生手続開始の決定をされた者については、開札日において、別に定める競争

入札参加資格の再審査を受け、当該再審査の結果、資格者名簿に登載されている者に限る。 

オ 工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種に係る技術者の資格を有する者を、建設 

業法（昭和２４年法律第１００号）第２６条の規定に基づき当該工事に配置できること。なお、

専任を要する主任技術者、専任の監理技術者、特例監理技術者及び監理技術者補佐については、

参加申請日以前に恒常的に３箇月以上の雇用関係にある者であること。 

カ 参加形態を単体企業又は特定共同企業体の混合とする入札の場合において、単体企業として

参加しようとする者は、同一工事に参加する特定共同企業体の構成員でないこと。 

キ 本公告日において、健康保険法（大正１１年法律第７０号）に基づく健康保険、厚生年金保

険法（昭和２９年法律第１１５号）に基づく厚生年金及び雇用保険法（昭和４９年法律第１１

６号）に基づく雇用保険（以下「社会保険等」という。）に、事業主として加入しているもの

であること。ただし、当該保険の全部又は一部について法令で適用が除外されている者はこの

限りでない。 

ク 本公告日から入札書提出期間の末日までの期間において、同一入札に参加しようとする者の

間に資本関係又は人的関係がないこと。 

ケ 本公告日から落札者決定までの期間において、国、都道府県及び埼玉県内市町村から工事成

績不良の事由による入札参加停止の措置を２回以上受けていない者であること。 
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コ 本公告日において、工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種について、有効な建

設業法第２７条の２３に規定する経営事項審査を受けていること。 

サ アからコまでに掲げるもののほか、本公告日において、工事ごとに別に定める参加資格をす

べて満たす者であること。 

⑵ 入札に参加しようとする者が特定共同企業体である場合には、⑴で定める事項を満たす者をそ

の構成員とし、かつ、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 自主的に結成された特定共同企業体であること。 

イ その構成員が同一工事における他の特定共同企業体の構成員でないこと。 

ウ その構成員が同一工事に単体企業として参加していないこと。 

エ 事業協同組合とその組合員が同一の特定共同企業体の構成員でないこと。 

オ 代表構成員の出資比率がその者以外の構成員の出資比率を上回っていること。 

カ ２者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ３０％以上であること。 

キ ３者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ２０％以上であること。 

ク 構成員は、それぞれ⑴オに定める技術者を当該工事に専任で配置できること。なお、監理技

術者の資格を要する工事においては、監理技術者は代表構成員が配置すること。 

２ 入札参加資格の確認 

⑴ 開札後、工事ごとに別に定める予定価格の１１０分の１００の価格（以下「入札書比較価格」

という。）の制限の範囲内で最低の価格をもって入札を行った者（最低制限価格（さいたま市建

設工事等最低制限価格取扱要綱（平成１９年さいたま市制定。以下「最低制限価格取扱要綱」と

いう。）第４条に規定する最低制限価格をいう。以下同じ。）を定めている場合は、入札書比較

価格の制限の範囲内で最低制限価格の１１０分の１００の価格（以下「最低制限比較価格」とい

う。）以上の価格をもって入札を行った者のうち最低の価格をもって入札を行った者）を落札候

補者として通知し、落札を保留する。 

⑵ ⑴において、落札候補者となるべき者が２人以上あるときは、電子くじにより落札候補者を決

定する。 

⑶ 落札候補者は、落札候補者決定の通知をした日の翌日（その日がさいたま市の休日を定める条

例（平成１３年さいたま市条例第２号）第１条に掲げる休日（以下「休日」という。）に当たる

場合は、その翌日）の午後３時までに次に掲げる資格確認書類を財政局契約管理部契約課（以下

「契約課」という。）に提出しなければならない。 

ア 一般競争入札参加資格等確認資料 

イ 工事に配置予定の技術者が、資格を有することを証する書類（技術検定等合格証明書等又は

監理技術者資格者証の表面、裏面及び監理技術者講習修了証）の写し又は実務経験を証明する

書類 

ウ 工事に配置予定の技術者の雇用関係を証する書類の写し（専任を要する主任技術者、専任の

監理技術者、特例監理技術者及び監理技術者補佐については、参加申請日以前に恒常的に３箇

月以上の雇用関係を証明できること。なお、イに掲げる監理技術者資格証の写しをもって確認

できる場合は、これを省略できる。） 

エ 工事ごとに別に定める参加資格に施工実績を求めている場合は、施工実績として規定する工

事の契約書の写し及び工事概要の記載された仕様書の写し又は財団法人日本建設情報総合セン
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ターが提供する「工事実績情報システム（ＣＯＲＩＮＳ）」の竣工時工事カルテ受領書（工事

概要の記載されているもの）の写し（共同企業体（乙型）としての実績の場合は、自社の施工

実績が分かる資料の写しも添付すること。） 

オ 本公告日において有効かつ最新の「経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書」（以下

「経審結果」という。）の写し 

カ 社会保険等に全て加入している場合は、社会保険等の加入に関する誓約書又は社会保険等の

全部若しくは一部について法令で適用が除外されている場合には、社会保険等の適用除外に関

する誓約書（経審結果に記載の社会保険等の加入状況について、本公告日時点で変更が生じて

いる場合は、社会保険等の加入状況を確認できる書類を併せて添付すること。） 

キ 資本関係又は人的関係確認書 

ク 入札参加停止措置に関する誓約書 

ケ アからクまでに掲げるもののほか、工事ごとに別に定める書類 

⑷ 落札候補者が特定共同企業体である場合には、⑶に掲げる資格確認書類と併せて次に掲げる書

類を契約課に提出しなければならない。なお、イ及びウについては、袋とじにして各構成員の割

印を押すものとする。 

ア 共同企業体入札参加資格審査申請書（さいたま市建設工事等共同企業体取扱要綱（平成１３

年さいたま市制定。以下「共同企業体取扱要綱」という。）様式第１号） 

イ 共同企業体協定書（共同企業体取扱要綱様式第２号。共同企業体協定書第８条に基づく協定

書（共同企業体取扱要綱様式第３号）を含む。） 

ウ 委任状（共同企業体取扱要綱様式第４号） 

３ 落札者の決定 

⑴ 落札者の決定は、落札候補者決定の通知をした日の翌日から起算して３日以内（休日を除く。

）に、２⑶及び⑷において提出された書類に基づく入札参加資格の確認を経て行う。落札候補者

が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合は、その者がした入札を無効とし、入札書

比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもって

入札を行った者（最低制限価格を定めている場合は、入札書比較価格の制限の範囲内で最低制限

比較価格以上の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもって入札を行っ

た者）を新たに落札候補者とする。 

⑵ ⑴において落札候補者の入札を無効とした場合、新たに落札候補者となるべき者が２人以上あ

るときは、電子くじによりこれを決定する。 

⑶ 市長は、⑴の場合において、入札が無効となった者に対しその理由を付してこれを通知する。 

⑷ 開札後、落札者を決定するまでの間に、当該入札に係る落札候補者がさいたま市建設工事等請 

負業者入札参加停止要綱に基づく入札参加停止の措置を受けた場合、さいたま市の締結する契約 

からの暴力団排除措置に関する要綱に基づく入札参加除外の措置を受けた場合又は会社更生法に 

基づき更生手続開始の申立て若しくは民事再生法に基づき再生手続開始の申立てを行った場合は、

その者を落札者とせず、入札書比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者以外 

の者のうち最低の価格をもって入札を行った者（最低制限価格を定めている場合は、入札書比較 

価格の制限の範囲内で最低制限比較価格以上の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち 

最低の価格をもって入札を行った者）を新たに落札候補者とする。 
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４ 調査基準価格を定めている場合の低入札価格調査 

⑴ 調査基準価格（さいたま市建設工事等低入札価格取扱要綱（平成１３年さいたま市制定。以下

「低入札価格取扱要綱」という。）第３条に規定する調査基準価格をいう。以下同じ。）を定め

ている場合において、開札の結果、入札書比較価格の制限の範囲内で入札を行った者の入札価格

が調査基準価格の１１０分の１００の価格を下回る価格であった場合は、落札を保留し、当該入

札を行った者（以下「低価格入札者」という。）について、低入札価格調査を行う。 

⑵ 失格基準（低入札価格取扱要綱第５条に規定する失格基準をいう。以下同じ。）を定めている 

場合において、低価格入札者について提出された入札金額見積内訳書の直接工事費、共通仮設費、

現場管理費及び一般管理費の総額である入札金額が、失格基準を下回った場合は、この者がした 

入札を失格とする。 

⑶ 低価格入札者（失格基準による低入札価格調査を行った場合は、これにより失格とならなかっ

た低価格入札者）は、落札保留の通知をした日の翌日（その日が休日に当たる場合は、その翌日

）の午後３時までに２⑶及び⑷に掲げる資格確認書類と併せて次に掲げる書類を契約課に提出し

なければならない。 

ア 低入札価格調査に係る書類の提出について（低入札価格取扱要綱様式第１号） 

イ 当該価格で入札した理由（低入札価格取扱要綱様式第２号） 

ウ 直接工事費に係る内訳書（低入札価格取扱要綱様式第３号） 

エ 共通仮設費に係る内訳書（低入札価格取扱要綱様式第４号） 

オ 下請予定業者等一覧表（低入札価格取扱要綱様式第５号） 

カ 配置予定技術者名簿（低入札価格取扱要綱様式第６号） 

キ 手持ち工事の状況（対象工事現場付近）（低入札価格取扱要綱様式第７号） 

ク 手持ち工事の状況（対象工事関連）（低入札価格取扱要綱様式第８号） 

ケ 契約対象工事箇所と入札者の事務所、倉庫等との関係（低入札価格取扱要綱様式第９号） 

コ 手持ち資材の状況（低入札価格取扱要綱様式第１０号） 

サ 資材購入予定先一覧（低入札価格取扱要綱様式第１１号） 

シ 手持ち機械の状況（低入札価格取扱要綱様式第１２号） 

ス 機械リース元一覧（低入札価格取扱要綱様式第１３号） 

セ 過去に施工した同種の公共工事名及び発注者（低入札価格取扱要綱様式第１４号） 

ソ 誓約書（低入札価格取扱要綱様式第１５号） 

タ 社会保険等への加入状況届（低入札価格取扱要綱様式第１６号） 

⑷ 失格基準を定めている場合における再度入札の低価格入札者は、落札保留の通知をした日の翌

日（その日が休日に当たる場合は、その翌日）の午後３時までに再度入札に係る入札金額見積内

訳書を契約課に提出しなければならない。この場合において、失格とならなかった低価格入札者

の前項に掲げる書類の提出は、再度入札に係る入札金額見積内訳書を提出した日の翌日（その日

が休日に当たる場合は、その翌日）の午後３時までとする。 

⑸ 落札者の決定は、落札保留の通知をした日の翌日から起算して２１日以内に、⑶において提出

された書類に基づく低入札価格調査及び入札参加資格の確認を経て行う。低入札価格調査におい

て、当該契約の内容に適合した履行がされないおそれがあると認められた場合は、その者がした

入札を失格とする。また、入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合は、その者がした
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入札を無効とする。 

５ 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布 

⑴ 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布（以下「設計図書等の閲覧等」という。）の方法は工事ご

とに別に定める。 

⑵ 設計図書等の閲覧等を工事担当課にて行う場合には、設計図書等の閲覧等を希望する者は、設

計図書等貸出申請書を工事担当課に提示すること。なお、入札に参加しようとする者が特定共同

企業体である場合には、代表構成員となり得る者に設計図書等の閲覧等を行う。 

⑶ 設計図書等の閲覧等を電子配布とする場合には、入札情報公開システムに掲載する「発注図書

公開 URL ファイル.pdf」より発注図書閲覧・ダウンロード URL を参照すること。 

⑷ 設計図書等に関する質問及び回答は、システムにおいて行う。ただし、回答の内容によっては

書面により行う場合がある。質問の受付期間及び回答日は工事ごとに別に定める。 

⑸ やむを得ない理由により、システムにおいて設計図書等に関する質問を行うことができない場

合は、書面による質疑応答書の提出を行うことができる。この場合、回答は契約課窓口において

書面により行い、併せて質問及び回答を入札情報公開システムに掲示する。  

６ 余裕期間を定めている場合の工事 

⑴ 余裕期間は、契約確定の日の翌日から工事の開始日の前日までとする。   

⑵ 任意着手方式の場合は、入札参加資格の確認時に２⑶に掲げる資格確認書類と併せて、工事開

始日通知書を提出すること。   

⑶ 余裕期間内は、測量、資材の搬入及び仮設物の設置等の準備工事を含め、工事に着手してはな

らない。 

⑷ 余裕期間内は、主任技術者、監理技術者又は監理技術者補佐を配置することを要しない。   

⑸ 入札参加資格の確認時において、他の工事の技術者として従事している者であっても、当該工

事が工事開始日までに完成することが明らかな工事の場合に限り、他の工事に従事していない者

として取扱うものとする。   

⑹ 前金払の請求については、工事開始日以降に請求できる。   

７ 入札保証金及び契約保証金 

⑴ 入札保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。入札保証金を免除する場合は、さいた

ま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条第１項の規定による。 

⑵ 契約保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。契約保証金を求める場合の取扱いにつ

いては、さいたま市契約規則第２９条の規定による。 

８ 契約金の支払方法 

⑴ 前金払及び部分払の有無については工事ごとに別に定める。 

⑵ 前金払をする場合の前払金の額は、契約金額の１０分の４以内（継続費等の２年以上にわたる

契約にあっては、その年度の支払限度額の１０分の４以内）とする。この場合において１万円未

満の端数は切り捨てるものとする。 

債務負担に該当する契約に係る前払金の請求については、工事ごとに別に定める。 

⑶ 部分払をする場合には、３箇月ごとに出来形部分の１０分の９に相当する額を限度として行う

こととする。 

⑷ 契約金額が５００万円以上で、かつ、工期が２月を超える工事は、中間前金払をすることがで
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きる。この場合において、部分払の適用のある工事については、中間前金払と部分払は選択制と

し、契約締結時に選択するものとする。ただし、継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、

中間前金払を選択した場合であっても、当該年度末の部分払を行うことができる。 

⑸ 中間前金払をする場合の中間前払金の額は、当該工事の材料費等に相当する額として契約金額

の１０分の２以内（継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、その年度の支払限度額の１０

分の２以内）とする。この場合において１万円未満の端数は切り捨てるものとする。 

９ 入札の無効 

さいたま市建設工事等に係る競争入札参加者心得（平成１８年さいたま市制定）第１６条第１項

各号のいずれかに該当する入札は無効とする。 

１０ その他 

⑴ 本公告の写しは、市のホームページに掲載し、契約課にて閲覧に供する。 

⑵ 本公告に係る入札に用いる書類は、市のホームページからダウンロードして使用すること。 

⑶ 入札に参加しようとする者は、システムに掲載する注意事項を熟知した上で参加すること。 

⑷ 開札は市民に公開する。傍聴の申込者が多数の場合は、会場の規模に応じ申込順により人数制

限を行う。 

⑸ 入札の参加者は開札に立会うことができる。立会いを希望する参加者は、開札日時までに届出

書（さいたま市電子入札運用基準（平成１８年さいたま市制定）様式第３号）を契約課に提出す

ること。また、代理人が立会う場合は併せて委任状（さいたま市電子入札運用基準様式第４号）

を提出すること。 

⑹ 再度入札は１回までとし、原則として初度入札の当日又は翌日（その日が休日に当たる場合は、

その翌日）に行うものとする。ただし、予定価格を事前公表している場合は、再度入札は行わな

い。再度入札を行う場合において、初度入札に参加しない者、初度入札において無効の入札を行 

った者及び失格となった者は、再度入札に参加することができない。 

⑺ 本市発注の建設工事を初めて請負うことになる落札候補者等（以下｢調査対象者｣という。）は、

必要に応じて行う事業所の所在地等の調査に協力すること。ただし、調査対象者が特定共同企業 

体である場合を除く。 

⑻ 落札者は、一般競争入札参加資格等確認資料に記載した配置予定技術者を当該工事に配置する

こと。 

⑼ 本公告に定めのない事項は、さいたま市建設工事等に係る競争入札参加者心得、さいたま市建 

設工事等事後審査型一般競争入札取扱要綱（平成１９年さいたま市制定）、低入札価格取扱要綱、

最低制限価格取扱要綱、さいたま市電子入札運用基準、さいたま市競争入札参加資格業者実態調 

査実施要領（平成２４年さいたま市制定）、さいたま市余裕期間設定工事試行要領（令和２年さ 

いたま市制定）及び特例監理技術者等の配置に係る取扱要領（令和３年さいたま市制定）の定め 

るところによる。 

契約整理番号 ０４－４３６５－１４３ 

入札方法 一般競争入札（電子） 

参加形態 単体企業 

工事名 道路修繕工事（北Ｒ５市道２１１２１号線）（ゼロ債） 

工事場所 さいたま市見沼区大字御蔵地内 

履行期間 契約確定の日から令和５年５月３１日まで 

概要 概算数量発注方式による発注 延長 343.3m 幅員 4.4m～5.0m 舗装工 切削オ
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契約整理番号 ０４－４４５９－２１ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
工事名 産業道路原山２工区電線共同溝工事（Ｒ４）（補） 
工事場所 さいたま市緑区原山１丁目地内 
履行期間 契約確定の日から令和５年８月３１日まで 

ーバーレイ工（平均切削深 t＝5 ㎝、再生密粒度 As-20、t＝5 ㎝）1650 ㎡ 付帯

工一式 

予定価格（税込） 事後公表 

最低制限価格 設定する 

参加申請受付期間 令和５年１月３１日（火）午前９時から 

令和５年２月 ２日（木）午後５時まで 

入札書提出期間 令和５年２月３日（金）午前９時から 

令和５年２月６日（月）午後５時まで 

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和５年２月７日（火）午後２時４０分 

参
加
資
格 

名簿登載業種等 舗装工事業 Ｃ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市北部建設事務所の所管区域内（西区、北区、大宮区、見沼区及び岩槻

区）に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 

施工実績等 次の⑴及び⑵の要件を満たしていること。 

⑴ 本公告日において、平成２４年度以降、国、地方公共団体等が発注した、請

負代金額が５００万円以上の土木工事又は舗装工事を元請として完成させた

実績があること。 

⑵ 本市発注の舗装工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工

事完成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を

下回っていないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日

を基準とする。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 

電子配布 

令和５年１月２３日（月）から 

質問受付期間 令和５年１月２３日（月）午前９時から 

令和５年１月３０日（月）午後５時まで 

質問回答期日 令和５年２月２日（木） 

保証金及び支払方法 入 札 保

証金 

免除 契 約 保

証金 

要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、現場代理人の常駐義務の緩和のうち、兼務を認める対象工事に該当

する。 

・本工事は債務負担行為該当案件のため、前払金等の請求は令和５年４月３日以

降でないとできない。 

・本工事は、「建設工事の遠隔臨場に関する試行対象工事（発注者指定型）」の

対象案件である。 

工事担当課 さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１ 

さいたま市建設局北部建設事務所道路維持課 

電話 ０４８－６４６－３２２３ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市財政局契約管理部契約課 

電話 ０４８－８２９－１１８０ 
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概要 延長 103m 開削土工一式 管路工 （電力）579m （通信）199m 特殊部工 6

組 舗装工 138 ㎡ 仮設工一式 

予定価格（税込） 事後公表 

最低制限価格 設定する 

参加申請受付期間 令和５年１月３１日（火）午前９時から 

令和５年２月 ２日（木）午後５時まで 

入札書提出期間 令和５年２月３日（金）午前９時から 

令和５年２月６日（月）午後５時まで 

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和５年２月７日（火）午後２時５０分 

参
加
資
格 

名簿登載業種等 土木工事業 Ａ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市中央区、桜区、浦和区、南区、緑区、西区又は見沼区に、本店を有し

ていること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 
施工実績等 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 

令和５年１月２３日（月）から 

質問受付期間 令和５年１月２３日（月）午前９時から 

令和５年１月３０日（月）午後５時まで 

質問回答期日 令和５年２月２日（木） 

保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日試行工事（受注者希望型）」の対象案件であ

る。 
・本工事は、現場代理人の常駐義務の緩和のうち、兼務を認める対象工事に該当

する。 
・本工事は、「建設キャリアアップシステム活用モデル工事」である。 
・本工事は、「建設工事の遠隔臨場に関する試行対象工事（発注者指定型）」の

対象案件である。 
工事担当課 さいたま市中央区下落合５丁目７番１０号 

さいたま市建設局南部建設事務所道路建設課 

電話 ０４８－８４０－６２１２ 
契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 

契約整理番号 ０４－９９２３－２ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 ２者による特定共同企業体 
工事名 さいたま市立病院・さいたま市立高等看護学院外構工事 
工事場所 さいたま市緑区大字三室２４６０番地 
履行期間 契約確定の日から令和６年１月３１日まで 
概要 工事対象面積約 23000 ㎡ 延べ面積約 1380 ㎡（キャノピー及び駐輪場の合計） 

Ｓ造 地上１階建て バスロータリー用キャノピー 歩行者用キャノピー 車

椅子使用者用駐車場用キャノピー及び駐輪場 18 基 構内電気設備工事一式 給



さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

契約整理番号 ０４－５５５３－１５ 

入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
工事名 岩槻本町公民館・岩槻図書館エレベーター設置工事 
工事場所 さいたま市岩槻区本町４丁目２番２５号 
履行期間 契約確定の日から令和５年９月２９日まで 
概要 エレベーター設置工事 既存遡及工事 
予定価格（税込） ９７，０５３，０００円 
最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和５年２月７日（火）午前９時から 

令和５年２月９日（木）午後５時まで 

排水衛生設備工事一式 駐車場管制設備工事一式 高等看護学院インフラ本設

切替工事一式 

予定価格（税込） 事後公表 
調査基準価格 設定する（失格基準有） 
参加申請受付期間 令和５年２月７日（火）午前９時から 

令和５年２月９日（木）午後５時まで 
入札書提出期間 令和５年２月１０日（金）午前９時から 

令和５年２月１３日（月）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和５年２月１４日（火）午後１時３０分 
参
加
資
格 

名簿登載業種等 代表構成員 建築工事業 Ｓ級 
その他の構成員 建築工事業 Ｓ級又はＡ級 
特定共同企業体の各構成員は、本公告日において、令和３・４年度のさいたま

市競争入札参加資格者名簿（以下「資格者名簿」という。）に、上記に示す業

種及び等級で登載された者であること。 
所在地区分 代表構成員 さいたま市内に、本店を有していること。 

その他の構成員 さいたま市内に、本店を有していること。 
特定共同企業体の各構成員は、本公告日において、資格者名簿に登載された申

請事業所の所在地が上記に示す要件を満たすこと。 
施工実績等 代表構成員及びその他の構成員 

本市発注の建築工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事

完成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回

っていないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準

とする。 

２に掲げるもの以外

に提出を要する書類 
－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び開

始期日 
電子配布 
令和５年１月２３日（月）から 

質問受付期間 令和５年１月２３日（月）午前９時から 
令和５年２月 ６日（月）午後５時まで 

質問回答期日 令和５年２月９日（木） 
保証金及び支払方法 入 札

保 証

金 

免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市営繕工事における週休２日モデル工事実施要領」に

おける対象工事（受注者希望方式）である。 

・本工事は、建設業法第２６条第３項ただし書の規定の適用を受ける監理技術

者の配置を認めない。 

・本工事は、「建設キャリアアップシステム活用モデル工事」である。 

工事担当課 さいたま市緑区大字三室２４６０番地 
さいたま市保健福祉局市立病院病院経営部病院施設管理課 
電話 ０４８－８７３－４１７０ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 
さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 
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入札書提出期間 令和５年２月１０日（金）午前９時から 
令和５年２月１３日（月）午後５時まで 

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 
令和５年２月１４日（火）午後１時４０分 

参
加
資
格 

名簿登載業種等 建築工事業 Ｓ級又はＡ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以

下「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であ

ること。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す

要件を満たすこと。 
施工実績等 本市発注の建築工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事

完成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回

っていないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準

とする。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和５年１月２３日（月）から 

質問受付期間 令和５年１月２３日（月）午前９時から 
令和５年２月 ６日（月）午後５時まで 

質問回答期日 令和５年２月９日（木） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市営繕工事における週休２日モデル工事実施要領」に

おける対象工事（受注者希望方式）である。 
・本工事は、「建設キャリアアップシステム活用モデル工事」である。 

工事担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 
さいたま市建設局建築部営繕課 
電話 ０４８－８２９－１５２７ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 
さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 

契約整理番号 ０４－４４８７－３９ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
工事名 大谷口排水区下水道工事（南建－Ｒ４－２００７） 
工事場所 さいたま市南区大字大谷口地内 
履行期間及び工事開始期

限日 
工事開始日から２３４日間 
工事開始期限日は、令和５年４月１９日（水） 

概要 延長 120.8m 管きょ工 泥濃式推進（φ1350、鉄筋コンクリート管）120.8m 

マンホール工 矩形マンホール 2 基 

予定価格（税込） 事後公表 
最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和５年２月７日（火）午前９時から 

令和５年２月９日（木）午後５時まで 
入札書提出期間 令和５年２月１０日（金）午前９時から 

令和５年２月１３日（月）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和５年２月１４日（火）午後１時５０分 
参
加
資
格 

名簿登載業種等 土木工事業 Ｓ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以

下「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であ

ること。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 
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本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す

要件を満たすこと。 
施工実績等 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回っ

ていないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準と

する。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和５年１月２３日（月）から 

質問受付期間 令和５年１月２３日（月）午前９時から 
令和５年２月 ６日（月）午後５時まで 

質問回答期日 令和５年２月９日（木） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市余裕期間設定試行工事（任意着手方式）」の対象案

件である。 
・本工事は、「さいたま市週休２日試行工事（発注者指定型）」の対象案件で

ある。 
・本工事は、「建設キャリアアップシステム活用モデル工事」である。 
・本工事は、「建設工事の遠隔臨場に関する試行対象工事（発注者指定型）」

の対象案件である。 

工事担当課 さいたま市中央区下落合５丁目７番１０号 

さいたま市建設局南部建設事務所下水道建設課 

電話 ０４８－８４０－６２６３ 
契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 

契約整理番号 ０４－４３８４－２８ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
工事名 岩槻第４処理分区外下水道工事（北再－Ｒ５－３００６）（ゼロ債） 
工事場所 さいたま市岩槻区南平野２丁目地内外 
履行期間及び工事開始期

限日 
工事開始日から２１２日間 
工事開始期限日は、令和５年４月３日（月） 

概要 延長 448.5m 管きょ更生工 （既設管径 250mm）142.4m （既設管径 800mm）

11.5m （既設管径 1100mm）294.6m 付帯工一式 

予定価格（税込） 事後公表 
最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和５年２月７日（火）午前９時から 

令和５年２月９日（木）午後５時まで 
入札書提出期間 令和５年２月１０日（金）午前９時から 

令和５年２月１３日（月）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和５年２月１４日（火）午後２時００分 
参
加
資
格 

名簿登載業種等 土木工事業 Ｓ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以

下「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であ

ること。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す

要件を満たすこと。 
施工実績等 次の⑴又は⑵の要件を満たし、かつ、⑶の要件を満たしていること。 

⑴ 本公告日において、平成２４年度以降、下水管（函）渠更生工事を元請と
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して完成させた実績があること（共同企業体の構成員としての実績の場合

は、出資比率が２０％以上のものに限る。）。 

⑵ 本公告日において、公益財団法人日本下水道新技術機構の技術審査証明を

受けた形成工法、反転工法、鞘管工法又は製管工法の協会等に加入している

こと。 

⑶ 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において通知した「工

事完成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を

下回っていないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日

を基準とする。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

施工実績等に規定する⑵の場合については、協会等に加入していることを証明

する書類の写し、及び建設技術審査証明書の写し 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和５年１月２３日（月）から 

質問受付期間 令和５年１月２３日（月）午前９時から 
令和５年２月 ６日（月）午後５時まで 

質問回答期日 令和５年２月９日（木） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市余裕期間設定試行工事（任意着手方式）」の対象案

件である。 
・本工事は、「さいたま市週休２日試行工事（発注者指定型）」の対象案件で

ある。 
・本工事は債務負担行為該当案件のため、前払金等の請求は令和５年４月３日

以降でないとできない。 

・本工事は、「建設キャリアアップシステム活用モデル工事」である。 
・本工事は、「建設工事の遠隔臨場に関する試行対象工事（発注者指定型）」

の対象案件である。 

注：本件工事の公告は２ページありますのでご注意ください。（このページは、１ページ目です。） 
契約整理番号 ０４－４３８４－２８ 

工事担当課 さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１ 

さいたま市建設局北部建設事務所下水道再整備課 

電話 ０４８－６４６－３２５５ 
契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 

注：本件工事の公告は２ページありますのでご注意ください。（このページは、２ページ目です。） 
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さいたま市告示第１２１号 

さいたま市の発注する「暮らしの道路整備工事（市道３１３５２号線）（ゼロ債）」ほか２件の一

般競争入札について、次のとおり公告する。 
令和５年１月２３日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 入札参加資格 

⑴ 入札に参加しようとする者は、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下「資格者名

簿」という。）に登載され、かつ、資格者名簿に登載されている事項が工事ごとに別に定める

参加資格の要件を満たす者であること。 

イ 参加申請日において、埼玉県電子入札共同システム（以下「システム」という。）で利用可

能な電子証明書を取得し、システムの利用者登録が完了していること。なお、入札に参加しよ

うとする工事ごとに参加申請が必要なため、工事ごとに別に定める参加申請受付期間に、競争

参加資格確認申請書をシステムにおいて提出すること。 

ウ 本公告日から開札日において、さいたま市建設工事等請負業者入札参加停止要綱（平成１３

年さいたま市制定）に基づく入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約からの暴力団

排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）に基づく入札参加除外の措置を受けてい

ないこと。 

エ 開札日において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立て

をしていない者若しくは更生手続開始の決定がされた者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てをしていない者若しくは再生手続開始の決定がされた

者であること。ただし、会社更生法の規定による更生手続開始の決定をされた者又は民事再生

法の規定による再生手続開始の決定をされた者については、開札日において、別に定める競争

入札参加資格の再審査を受け、当該再審査の結果、資格者名簿に登載されている者に限る。 

オ 工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種に係る技術者の資格を有する者を、建設 

業法（昭和２４年法律第１００号）第２６条の規定に基づき当該工事に配置できること。なお、

専任を要する主任技術者、専任の監理技術者、特例監理技術者及び監理技術者補佐については、

参加申請日以前に恒常的に３箇月以上の雇用関係にある者であること。 

カ 参加形態を単体企業又は特定共同企業体の混合とする入札の場合において、単体企業として

参加しようとする者は、同一工事に参加する特定共同企業体の構成員でないこと。 

キ 本公告日において、健康保険法（大正１１年法律第７０号）に基づく健康保険、厚生年金保

険法（昭和２９年法律第１１５号）に基づく厚生年金及び雇用保険法（昭和４９年法律第１１

６号）に基づく雇用保険（以下「社会保険等」という。）に、事業主として加入しているもの

であること。ただし、当該保険の全部又は一部について法令で適用が除外されている者はこの

限りでない。 

ク 本公告日から入札書提出期間の末日までの期間において、同一入札に参加しようとする者の

間に資本関係又は人的関係がないこと。 

ケ 本公告日から落札者決定までの期間において、国、都道府県及び埼玉県内市町村から工事成

績不良の事由による入札参加停止の措置を２回以上受けていない者であること。 
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コ 本公告日において、工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種について、有効な建

設業法第２７条の２３に規定する経営事項審査を受けていること。 

サ アからコまでに掲げるもののほか、本公告日において、工事ごとに別に定める参加資格をす

べて満たす者であること。 

⑵ 入札に参加しようとする者が特定共同企業体である場合には、⑴で定める事項を満たす者をそ

の構成員とし、かつ、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 自主的に結成された特定共同企業体であること。 

イ その構成員が同一工事における他の特定共同企業体の構成員でないこと。 

ウ その構成員が同一工事に単体企業として参加していないこと。 

エ 事業協同組合とその組合員が同一の特定共同企業体の構成員でないこと。 

オ 代表構成員の出資比率がその者以外の構成員の出資比率を上回っていること。 

カ ２者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ３０％以上であること。 

キ ３者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ２０％以上であること。 

ク 構成員は、それぞれ⑴オに定める技術者を当該工事に専任で配置できること。なお、監理技

術者の資格を要する工事においては、監理技術者は代表構成員が配置すること。 

２ 入札参加資格の確認 

⑴ 開札後、工事ごとに別に定める予定価格の１１０分の１００の価格（以下「入札書比較価格」

という。）の制限の範囲内で最低の価格をもって入札を行った者（最低制限価格（さいたま市建

設工事等最低制限価格取扱要綱（平成１９年さいたま市制定。以下「最低制限価格取扱要綱」と

いう。）第４条に規定する最低制限価格をいう。以下同じ。）を定めている場合は、入札書比較

価格の制限の範囲内で最低制限価格の１１０分の１００の価格（以下「最低制限比較価格」とい

う。）以上の価格をもって入札を行った者のうち最低の価格をもって入札を行った者）を落札候

補者として通知し、落札を保留する。 

⑵ ⑴において、落札候補者となるべき者が２人以上あるときは、電子くじにより落札候補者を決

定する。 

⑶ 落札候補者は、落札候補者決定の通知をした日の翌日（その日がさいたま市の休日を定める条

例（平成１３年さいたま市条例第２号）第１条に掲げる休日（以下「休日」という。）に当たる

場合は、その翌日）の午後３時までに次に掲げる資格確認書類を財政局契約管理部契約課（以下

「契約課」という。）に提出しなければならない。 

ア 一般競争入札参加資格等確認資料 

イ 工事に配置予定の技術者が、資格を有することを証する書類（技術検定等合格証明書等又は

監理技術者資格者証の表面、裏面及び監理技術者講習修了証）の写し又は実務経験を証明する

書類 

ウ 工事に配置予定の技術者の雇用関係を証する書類の写し（専任を要する主任技術者、専任の

監理技術者、特例監理技術者及び監理技術者補佐については、参加申請日以前に恒常的に３箇

月以上の雇用関係を証明できること。なお、イに掲げる監理技術者資格証の写しをもって確認

できる場合は、これを省略できる。） 

エ 工事ごとに別に定める参加資格に施工実績を求めている場合は、施工実績として規定する工

事の契約書の写し及び工事概要の記載された仕様書の写し又は財団法人日本建設情報総合セン
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ターが提供する「工事実績情報システム（ＣＯＲＩＮＳ）」の竣工時工事カルテ受領書（工事

概要の記載されているもの）の写し（共同企業体（乙型）としての実績の場合は、自社の施工

実績が分かる資料の写しも添付すること。） 

オ 本公告日において有効かつ最新の「経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書」（以下

「経審結果」という。）の写し 

カ 社会保険等に全て加入している場合は、社会保険等の加入に関する誓約書又は社会保険等の

全部若しくは一部について法令で適用が除外されている場合には、社会保険等の適用除外に関

する誓約書（経審結果に記載の社会保険等の加入状況について、本公告日時点で変更が生じて

いる場合は、社会保険等の加入状況を確認できる書類を併せて添付すること。） 

キ 資本関係又は人的関係確認書 

ク 入札参加停止措置に関する誓約書 

ケ アからクまでに掲げるもののほか、工事ごとに別に定める書類 

⑷ 落札候補者が特定共同企業体である場合には、⑶に掲げる資格確認書類と併せて次に掲げる書

類を契約課に提出しなければならない。なお、イ及びウについては、袋とじにして各構成員の割

印を押すものとする。 

ア 共同企業体入札参加資格審査申請書（さいたま市建設工事等共同企業体取扱要綱（平成１３

年さいたま市制定。以下「共同企業体取扱要綱」という。）様式第１号） 

イ 共同企業体協定書（共同企業体取扱要綱様式第２号。共同企業体協定書第８条に基づく協定

書（共同企業体取扱要綱様式第３号）含む。） 

ウ 委任状（共同企業体取扱要綱様式第４号） 

３ 落札者の決定 

⑴ 落札者の決定は、落札候補者決定の通知をした日の翌日から起算して３日以内（休日を除く。

）に、２⑶及び⑷において提出された書類に基づく入札参加資格の確認を経て行う。落札候補者

が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合は、その者がした入札を無効とし、入札書

比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもって

入札を行った者（最低制限価格を定めている場合は、入札書比較価格の制限の範囲内で最低制限

比較価格以上の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもって入札を行っ

た者）を新たに落札候補者とする。 

⑵ ⑴において落札候補者の入札を無効とした場合、新たに落札候補者となるべき者が２人以上あ

るときは、電子くじによりこれを決定する。 

⑶ 市長は、⑴の場合において、入札が無効となった者に対しその理由を付してこれを通知する。 

⑷ 開札後、落札者を決定するまでの間に、当該入札に係る落札候補者がさいたま市建設工事等請 

負業者入札参加停止要綱に基づく入札参加停止の措置を受けた場合、さいたま市の締結する契約 

からの暴力団排除措置に関する要綱に基づく入札参加除外の措置を受けた場合又は会社更生法に 

基づき更生手続開始の申立て若しくは民事再生法に基づき再生手続開始の申立てを行った場合は、

その者を落札者とせず、入札書比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者以外 

の者のうち最低の価格をもって入札を行った者（最低制限価格を定めている場合は、入札書比較 

価格の制限の範囲内で最低制限比較価格以上の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち 

最低の価格をもって入札を行った者）を新たに落札候補者とする。 
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⑸ 本公告に係る入札は、一抜け方式により実施する。 

ア 一抜け方式の対象工事については別表により定める。 

イ 一つの対象工事の落札候補者（ただし、⑴後段又は⑷における新たな落札候補者を除く。）

がした当該対象工事の後に開札される他の対象工事の入札は無効とし、辞退したものとして取

扱う。 

ウ 一つの対象工事の落札候補者となった者は、⑴後段又は⑷における新たな落札候補者としな

い。 

４ 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布 

⑴ 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布（以下「設計図書等の閲覧等」という。）の方法は工事ご

とに別に定める。 

⑵ 設計図書等の閲覧等を工事担当課にて行う場合には、設計図書等の閲覧等を希望する者は、設

計図書等貸出申請書を工事担当課に提示すること。なお、入札に参加しようとする者が特定共同

企業体である場合には、代表構成員となり得る者に設計図書等の閲覧等を行う。 

⑶ 設計図書等の閲覧等を電子配布とする場合には、入札情報公開システムに掲載する「発注図書

公開 URL ファイル.pdf」より発注図書閲覧・ダウンロード URL を参照すること。 

⑷ 設計図書等に関する質問及び回答は、システムにおいて行う。ただし、回答の内容によっては

書面により行う場合がある。質問の受付期間及び回答日は工事ごとに別に定める。 

⑸ やむを得ない理由により、システムにおいて設計図書等に関する質問を行うことができない場

合は、書面による質疑応答書の提出を行うことができる。この場合、回答は契約課窓口において

書面により行い、併せて質問及び回答を入札情報公開システムに掲示する。 

５ 余裕期間を定めている場合の工事 

⑴ 余裕期間は、契約確定の日の翌日から工事の開始日の前日までとする。   

⑵ 任意着手方式の場合は、入札参加資格の確認時に２⑶に掲げる資格確認書類と併せて、工事開

始日通知書を提出すること。   

⑶ 余裕期間内は、測量、資材の搬入及び仮設物の設置等の準備工事を含め、工事に着手してはな

らない。 

⑷ 余裕期間内は、主任技術者、監理技術者又は監理技術者補佐を配置することを要しない。   

⑸ 入札参加資格の確認時において、他の工事の技術者として従事している者であっても、当該工

事が工事開始日までに完成することが明らかな工事の場合に限り、他の工事に従事していない者

として取扱うものとする。   

⑹ 前金払の請求については、工事開始日以降に請求できる。   

６ 入札保証金及び契約保証金 

⑴ 入札保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。入札保証金を免除する場合は、さいた

ま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条第１項の規定による。 

⑵ 契約保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。契約保証金を求める場合の取扱いにつ

いては、さいたま市契約規則第２９条の規定による。 

７ 契約金の支払方法 

⑴ 前金払及び部分払の有無については工事ごとに別に定める。 

⑵ 前金払をする場合の前払金の額は、契約金額の１０分の４以内（継続費等の２年以上にわたる
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契約にあっては、その年度の支払限度額の１０分の４以内）とする。この場合において１万円未

満の端数は切り捨てるものとする。 

債務負担に該当する契約に係る前払金の請求については、工事ごとに別に定める。 

⑶ 部分払をする場合には、３箇月ごとに出来形部分の１０分の９に相当する額を限度として行う

こととする。 

⑷ 契約金額が５００万円以上で、かつ、工期が２月を超える工事は、中間前金払をすることがで

きる。この場合において、部分払の適用のある工事については、中間前金払と部分払は選択制と

し、契約締結時に選択するものとする。ただし、継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、

中間前金払を選択した場合であっても、当該年度末の部分払を行うことができる。 

⑸ 中間前金払をする場合の中間前払金の額は、当該工事の材料費等に相当する額として契約金額

の１０分の２以内（継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、その年度の支払限度額の１０

分の２以内）とする。この場合において１万円未満の端数は切り捨てるものとする。 

８ 入札の無効 

さいたま市建設工事等に係る競争入札参加者心得（平成１８年さいたま市制定）第１６条第１項

各号のいずれかに該当する入札は無効とする。 

９ その他 

⑴ 本公告の写しは、市のホームページに掲載し、契約課にて閲覧に供する。 

⑵ 本公告に係る入札に用いる書類は、市のホームページからダウンロードして使用すること。 

⑶ 入札に参加しようとする者は、システムに掲載する注意事項を熟知した上で参加すること。 

⑷ 開札は市民に公開する。傍聴の申込者が多数の場合は、会場の規模に応じ申込順により人数制

限を行う。 

⑸ 入札の参加者は開札に立会うことができる。立会いを希望する参加者は、開札日時までに届出

書（さいたま市電子入札運用基準（平成１８年さいたま市制定）様式第３号）を契約課に提出す

ること。また、代理人が立会う場合は併せて委任状（さいたま市電子入札運用基準様式第４号）

を提出すること。 

⑹ 再度入札は１回までとし、原則として初度入札の当日又は翌日（その日が休日に当たる場合は、

その翌日）に行うものとする。ただし、予定価格を事前公表している場合は、再度入札は行わな

い。再度入札を行う場合において、初度入札に参加しない者、初度入札において無効の入札を行 

った者及び失格となった者は、再度入札に参加することができない。 

⑺ 本市発注の建設工事を初めて請負うことになる落札候補者等（以下｢調査対象者｣という。）は、

必要に応じて行う事業所の所在地等の調査に協力すること。ただし、調査対象者が特定共同企業 

体である場合を除く。 

⑻ 落札者は、一般競争入札参加資格等確認資料に記載した配置予定技術者を当該工事に配置する

こと。 

⑼ 本公告に定めのない事項は、さいたま市建設工事等に係る競争入札参加者心得、さいたま市建

設工事等事後審査型一般競争入札取扱要綱（平成１９年さいたま市制定）、最低制限価格取扱要

綱、さいたま市電子入札運用基準、さいたま市競争入札参加資格業者実態調査実施要領（平成２

４年さいたま市制定）、さいたま市余裕期間設定工事試行要領（令和２年さいたま市制定）及び

特例監理技術者等の配置に係る取扱要領（令和３年さいたま市制定）の定めるところによる。 
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別表 
対象工事 ア 暮らしの道路整備工事（市道３１３５２号線）（ゼロ債） 

イ 暮らしの道路整備工事（市道１１２５３号線）（ゼロ債） 

ウ 暮らしの道路整備工事（市道１００７号線）（ゼロ債） 

概要 ・対象工事アの落札候補者が行った対象工事イ及びウの入札は無効とする。 

・対象工事イの落札候補者が行った対象工事ウの入札は無効とする。 

契約整理番号 ０４－４３５６－１１５ 

入札方法 一般競争入札（電子） 

参加形態 単体企業 

工事名 暮らしの道路整備工事（市道３１３５２号線）（ゼロ債） 

工事場所 さいたま市西区大字高木地内 

履行期間及び工事開始期

限日 

工事開始日から１５３日間 

工事開始期限日は、令和５年４月３日（月） 

概要 延長 186m 幅員 4.0m 舗装工 下層路盤 527 ㎡ 上層路盤 527 ㎡ 表層 530 ㎡ 

排水構造物工 側溝工 355m 付帯工一式 

予定価格（税込） 事後公表 

最低制限価格 設定する 

参加申請受付期間 令和５年１月３１日（火）午前９時から 

令和５年２月 ２日（木）午後５時まで 

入札書提出期間 令和５年２月３日（金）午前９時から 

令和５年２月６日（月）午後５時まで 

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和５年２月７日（火）午後１時４０分 

参
加
資
格 

名簿登載業種等 土木工事業 Ｂ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市北部建設事務所の所管区域内（西区、北区、大宮区、見沼区及び岩槻

区）に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 

施工実績等 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 

電子配布 

令和５年１月２３日（月）から 

質問受付期間 令和５年１月２３日（月）午前９時から 

令和５年１月３０日（月）午後５時まで 

質問回答期日 令和５年２月２日（木） 

保証金及び支払方法 入 札 保

証金 

免除 契 約 保

証金 

要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市余裕期間設定試行工事（任意着手方式）」の対象案件

である。 

・本工事は、「さいたま市週休２日試行工事（受注者希望型）」の対象案件であ

る。 

・本工事は、現場代理人の常駐義務の緩和のうち、兼務を認める対象工事に該当

する。 

・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施する。 
・本工事は債務負担行為該当案件のため、前払金等の請求は令和５年４月３日以

降でないとできない。 
・本工事は、「建設キャリアアップシステム活用モデル工事」である。 
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・本工事は、「建設工事の遠隔臨場に関する試行対象工事（発注者指定型）」の

対象案件である。 
工事担当課 さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１ 

さいたま市建設局北部建設事務所道路安全対策課 

電話 ０４８－６４６－３２０６ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市財政局契約管理部契約課 

電話 ０４８－８２９－１１８０ 

契約整理番号 ０４－４３５６－１１６ 

入札方法 一般競争入札（電子） 

参加形態 単体企業 

工事名 暮らしの道路整備工事（市道１１２５３号線）（ゼロ債） 

工事場所 さいたま市見沼区大和田町２丁目地内 

履行期間及び工事開始期

限日 

工事開始日から１４８日間 

工事開始期限日は、令和５年３月３１日（金） 

概要 延長 110m 幅員 4.0m 舗装工 下層路盤 389 ㎡ 上層路盤 389 ㎡ 表層 391 ㎡ 

排水構造物工 長尺 U 型側溝 196m 長尺桝 4 箇所 区画線工一式 付帯工一式 

予定価格（税込） 事後公表 

最低制限価格 設定する 

参加申請受付期間 令和５年１月３１日（火）午前９時から 

令和５年２月 ２日（木）午後５時まで 

入札書提出期間 令和５年２月３日（金）午前９時から 

令和５年２月６日（月）午後５時まで 

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和５年２月７日（火）午後１時５０分 

参
加
資
格 

名簿登載業種等 土木工事業 Ｂ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市北部建設事務所の所管区域内（西区、北区、大宮区、見沼区及び岩槻

区）に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 

施工実績等 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 

電子配布 

令和５年１月２３日（月）から 

質問受付期間 令和５年１月２３日（月）午前９時から 

令和５年１月３０日（月）午後５時まで 

質問回答期日 令和５年２月２日（木） 

保証金及び支払方法 入 札 保

証金 

免除 契 約 保

証金 

要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市余裕期間設定試行工事（任意着手方式）」の対象案件

である。 

・本工事は、「さいたま市週休２日試行工事（受注者希望型）」の対象案件であ

る。 

・本工事は、現場代理人の常駐義務の緩和のうち、兼務を認める対象工事に該当

する。 

・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施するため、別表に掲げる対象工事

アの落札候補者が決まらないときは、本件入札に関する開札を延期又は中止する

場合がある。 
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・本工事は債務負担行為該当案件のため、前払金等の請求は令和５年４月３日以

降でないとできない。 

・本工事は、「建設キャリアアップシステム活用モデル工事」である。 
・本工事は、「建設工事の遠隔臨場に関する試行対象工事（発注者指定型）」の

対象案件である。 
注：本件工事の公告は２ページありますのでご注意ください。（このページは、１ページ目です。） 

注：本件工事の公告は２ページありますのでご注意ください。（このページは、２ページ目です。） 
 

契約整理番号 ０４－４３５６－１１７ 

入札方法 一般競争入札（電子） 

参加形態 単体企業 

工事名 暮らしの道路整備工事（市道１００７号線）（ゼロ債） 

工事場所 さいたま市岩槻区大字鹿室地内 

履行期間及び工事開始期

限日 

工事開始日から１３４日間 

工事開始期限日は、令和５年３月２９日（水） 

概要 延長 120m 幅員 3.5～5.0m 舗装工 下層路盤 412 ㎡ 上層路盤 412 ㎡ 表層

417 ㎡ 排水構造物工 長尺 U 字溝 150m 自由勾配側溝 24m 集水桝 6 箇所 付

帯工一式 

予定価格（税込） 事後公表 

最低制限価格 設定する 

参加申請受付期間 令和５年１月３１日（火）午前９時から 

令和５年２月 ２日（木）午後５時まで 

入札書提出期間 令和５年２月３日（金）午前９時から 

令和５年２月６日（月）午後５時まで 

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和５年２月７日（火）午後２時００分 

参
加
資
格 

名簿登載業種等 土木工事業 Ｂ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市北部建設事務所の所管区域内（西区、北区、大宮区、見沼区及び岩槻

区）に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 

施工実績等 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 

電子配布 

令和５年１月２３日（月）から 

質問受付期間 令和５年１月２３日（月）午前９時から 

令和５年１月３０日（月）午後５時まで 

質問回答期日 令和５年２月２日（木） 

保証金及び支払方法 入 札 保

証金 

免除 契 約 保

証金 

要 前金払 有 部分払 有 

契約整理番号 ０４－４３５６－１１６ 

工事担当課 さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１ 

さいたま市建設局北部建設事務所道路安全対策課 

電話 ０４８－６４６－３２０６ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市財政局契約管理部契約課 

電話 ０４８－８２９－１１８０ 
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その他 ・本工事は、「さいたま市余裕期間設定試行工事（任意着手方式）」の対象案件

である。 

・本工事は、「さいたま市週休２日試行工事（受注者希望型）」の対象案件であ

る。 

・本工事は、現場代理人の常駐義務の緩和のうち、兼務を認める対象工事に該当

する。 

・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施するため、別表に掲げる対象工事

ア又はイの落札候補者が決まらないときは、本件入札に関する開札を延期又は中

止する場合がある。 

・本工事は債務負担行為該当案件のため、前払金等の請求は令和５年４月３日以

降でないとできない。 

・本工事は、「建設キャリアアップシステム活用モデル工事」である。 
・本工事は、「建設工事の遠隔臨場に関する試行対象工事（発注者指定型）」の

対象案件である。 
注：本件工事の公告は２ページありますのでご注意ください。（このページは、１ページ目です。） 

注：本件工事の公告は２ページありますのでご注意ください。（このページは、２ページ目です。） 
  

契約整理番号 ０４－４３５６－１１７ 

工事担当課 さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１ 

さいたま市建設局北部建設事務所道路安全対策課 

電話 ０４８－６４６－３２０６ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市財政局契約管理部契約課 

電話 ０４８－８２９－１１８０ 
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さいたま市告示第１２２号 

さいたま市の発注する「芝川第９－１処理分区下水道工事（北建－Ｒ５－１０１５）（ゼロ債）」

ほか２件の一般競争入札について、次のとおり公告する。 
令和５年１月２３日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 入札参加資格 

⑴ 入札に参加しようとする者は、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下「資格者名

簿」という。）に登載され、かつ、資格者名簿に登載されている事項が工事ごとに別に定める

参加資格の要件を満たす者であること。 

イ 参加申請日において、埼玉県電子入札共同システム（以下「システム」という。）で利用可

能な電子証明書を取得し、システムの利用者登録が完了していること。なお、入札に参加しよ

うとする工事ごとに参加申請が必要なため、工事ごとに別に定める参加申請受付期間に、競争

参加資格確認申請書をシステムにおいて提出すること。 

ウ 本公告日から開札日において、さいたま市建設工事等請負業者入札参加停止要綱（平成１３

年さいたま市制定）に基づく入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約からの暴力団

排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）に基づく入札参加除外の措置を受けてい

ないこと。 

エ 開札日において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立て

をしていない者若しくは更生手続開始の決定がされた者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てをしていない者若しくは再生手続開始の決定がされた

者であること。ただし、会社更生法の規定による更生手続開始の決定をされた者又は民事再生

法の規定による再生手続開始の決定をされた者については、開札日において、別に定める競争

入札参加資格の再審査を受け、当該再審査の結果、資格者名簿に登載されている者に限る。 

オ 工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種に係る技術者の資格を有する者を、建設 

業法（昭和２４年法律第１００号）第２６条の規定に基づき当該工事に配置できること。なお、

専任を要する主任技術者、専任の監理技術者、特例監理技術者及び監理技術者補佐については、

参加申請日以前に恒常的に３箇月以上の雇用関係にある者であること。 

カ 参加形態を単体企業又は特定共同企業体の混合とする入札の場合において、単体企業として

参加しようとする者は、同一工事に参加する特定共同企業体の構成員でないこと。 

キ 本公告日において、健康保険法（大正１１年法律第７０号）に基づく健康保険、厚生年金保

険法（昭和２９年法律第１１５号）に基づく厚生年金及び雇用保険法（昭和４９年法律第１１

６号）に基づく雇用保険（以下「社会保険等」という。）に、事業主として加入しているもの

であること。ただし、当該保険の全部又は一部について法令で適用が除外されている者はこの

限りでない。 

ク 本公告日から入札書提出期間の末日までの期間において、同一入札に参加しようとする者の

間に資本関係又は人的関係がないこと。 

ケ 本公告日から落札者決定までの期間において、国、都道府県及び埼玉県内市町村から工事成

績不良の事由による入札参加停止の措置を２回以上受けていない者であること。 
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コ 本公告日において、工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種について、有効な建

設業法第２７条の２３に規定する経営事項審査を受けていること。 

サ アからコまでに掲げるもののほか、本公告日において、工事ごとに別に定める参加資格をす

べて満たす者であること。 

⑵ 入札に参加しようとする者が特定共同企業体である場合には、⑴で定める事項を満たす者をそ

の構成員とし、かつ、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 自主的に結成された特定共同企業体であること。 

イ その構成員が同一工事における他の特定共同企業体の構成員でないこと。 

ウ その構成員が同一工事に単体企業として参加していないこと。 

エ 事業協同組合とその組合員が同一の特定共同企業体の構成員でないこと。 

オ 代表構成員の出資比率がその者以外の構成員の出資比率を上回っていること。 

カ ２者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ３０％以上であること。 

キ ３者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ２０％以上であること。 

ク 構成員は、それぞれ⑴オに定める技術者を当該工事に専任で配置できること。なお、監理技

術者の資格を要する工事においては、監理技術者は代表構成員が配置すること。 

２ 入札参加資格の確認 

⑴ 開札後、工事ごとに別に定める予定価格の１１０分の１００の価格（以下「入札書比較価格」

という。）の制限の範囲内で最低の価格をもって入札を行った者（最低制限価格（さいたま市建

設工事等最低制限価格取扱要綱（平成１９年さいたま市制定。以下「最低制限価格取扱要綱」と

いう。）第４条に規定する最低制限価格をいう。以下同じ。）を定めている場合は、入札書比較

価格の制限の範囲内で最低制限価格の１１０分の１００の価格（以下「最低制限比較価格」とい

う。）以上の価格をもって入札を行った者のうち最低の価格をもって入札を行った者）を落札候

補者として通知し、落札を保留する。 

⑵ ⑴において、落札候補者となるべき者が２人以上あるときは、電子くじにより落札候補者を決

定する。 

⑶ 落札候補者は、落札候補者決定の通知をした日の翌日（その日がさいたま市の休日を定める条

例（平成１３年さいたま市条例第２号）第１条に掲げる休日（以下「休日」という。）に当たる

場合は、その翌日）の午後３時までに次に掲げる資格確認書類を財政局契約管理部契約課（以下

「契約課」という。）に提出しなければならない。 

ア 一般競争入札参加資格等確認資料 

イ 工事に配置予定の技術者が、資格を有することを証する書類（技術検定等合格証明書等又は

監理技術者資格者証の表面、裏面及び監理技術者講習修了証）の写し又は実務経験を証明する

書類 

ウ 工事に配置予定の技術者の雇用関係を証する書類の写し（専任を要する主任技術者、専任の

監理技術者、特例監理技術者及び監理技術者補佐については、参加申請日以前に恒常的に３箇

月以上の雇用関係を証明できること。なお、イに掲げる監理技術者資格証の写しをもって確認

できる場合は、これを省略できる。） 

エ 工事ごとに別に定める参加資格に施工実績を求めている場合は、施工実績として規定する工

事の契約書の写し及び工事概要の記載された仕様書の写し又は財団法人日本建設情報総合セン



さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

ターが提供する「工事実績情報システム（ＣＯＲＩＮＳ）」の竣工時工事カルテ受領書（工事

概要の記載されているもの）の写し（共同企業体（乙型）としての実績の場合は、自社の施工

実績が分かる資料の写しも添付すること。） 

オ 本公告日において有効かつ最新の「経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書」（以下

「経審結果」という。）の写し 

カ 社会保険等に全て加入している場合は、社会保険等の加入に関する誓約書又は社会保険等の

全部若しくは一部について法令で適用が除外されている場合には、社会保険等の適用除外に関

する誓約書（経審結果に記載の社会保険等の加入状況について、本公告日時点で変更が生じて

いる場合は、社会保険等の加入状況を確認できる書類を併せて添付すること。） 

キ 資本関係又は人的関係確認書 

ク 入札参加停止措置に関する誓約書 

ケ アからクまでに掲げるもののほか、工事ごとに別に定める書類 

⑷ 落札候補者が特定共同企業体である場合には、⑶に掲げる資格確認書類と併せて次に掲げる書

類を契約課に提出しなければならない。なお、イ及びウについては、袋とじにして各構成員の割

印を押すものとする。 

ア 共同企業体入札参加資格審査申請書（さいたま市建設工事等共同企業体取扱要綱（平成１３

年さいたま市制定。以下「共同企業体取扱要綱」という。）様式第１号） 

イ 共同企業体協定書（共同企業体取扱要綱様式第２号。共同企業体協定書第８条に基づく協定

書（共同企業体取扱要綱様式第３号）含む。） 

ウ 委任状（共同企業体取扱要綱様式第４号） 

３ 落札者の決定 

⑴ 落札者の決定は、落札候補者決定の通知をした日の翌日から起算して３日以内（休日を除く。

）に、２⑶及び⑷において提出された書類に基づく入札参加資格の確認を経て行う。落札候補者

が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合は、その者がした入札を無効とし、入札書

比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもって

入札を行った者（最低制限価格を定めている場合は、入札書比較価格の制限の範囲内で最低制限

比較価格以上の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもって入札を行っ

た者）を新たに落札候補者とする。 

⑵ ⑴において落札候補者の入札を無効とした場合、新たに落札候補者となるべき者が２人以上あ

るときは、電子くじによりこれを決定する。 

⑶ 市長は、⑴の場合において、入札が無効となった者に対しその理由を付してこれを通知する。 

⑷ 開札後、落札者を決定するまでの間に、当該入札に係る落札候補者がさいたま市建設工事等請 

負業者入札参加停止要綱に基づく入札参加停止の措置を受けた場合、さいたま市の締結する契約 

からの暴力団排除措置に関する要綱に基づく入札参加除外の措置を受けた場合又は会社更生法に 

基づき更生手続開始の申立て若しくは民事再生法に基づき再生手続開始の申立てを行った場合は、

その者を落札者とせず、入札書比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者以外 

の者のうち最低の価格をもって入札を行った者（最低制限価格を定めている場合は、入札書比較 

価格の制限の範囲内で最低制限比較価格以上の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち 

最低の価格をもって入札を行った者）を新たに落札候補者とする。 
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⑸ 本公告に係る入札は、一抜け方式により実施する。 

ア 一抜け方式の対象工事については別表により定める。 

イ 一つの対象工事の落札候補者（ただし、⑴後段又は⑷における新たな落札候補者を除く。）

がした当該対象工事の後に開札される他の対象工事の入札は無効とし、辞退したものとして取

扱う。 

ウ 一つの対象工事の落札候補者となった者は、⑴後段又は⑷における新たな落札候補者としな

い。 

４ 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布 

⑴ 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布（以下「設計図書等の閲覧等」という。）の方法は工事ご

とに別に定める。 

⑵ 設計図書等の閲覧等を工事担当課にて行う場合には、設計図書等の閲覧等を希望する者は、設

計図書等貸出申請書を工事担当課に提示すること。なお、入札に参加しようとする者が特定共同

企業体である場合には、代表構成員となり得る者に設計図書等の閲覧等を行う。 

⑶ 設計図書等の閲覧等を電子配布とする場合には、入札情報公開システムに掲載する「発注図書

公開 URL ファイル.pdf」より発注図書閲覧・ダウンロード URL を参照すること。 

⑷ 設計図書等に関する質問及び回答は、システムにおいて行う。ただし、回答の内容によっては

書面により行う場合がある。質問の受付期間及び回答日は工事ごとに別に定める。 

⑸ やむを得ない理由により、システムにおいて設計図書等に関する質問を行うことができない場

合は、書面による質疑応答書の提出を行うことができる。この場合、回答は契約課窓口において

書面により行い、併せて質問及び回答を入札情報公開システムに掲示する。 

５ 余裕期間を定めている場合の工事 

⑴ 余裕期間は、契約確定の日の翌日から工事の開始日の前日までとする。   

⑵ 任意着手方式の場合は、入札参加資格の確認時に２⑶に掲げる資格確認書類と併せて、工事開

始日通知書を提出すること。   

⑶ 余裕期間内は、測量、資材の搬入及び仮設物の設置等の準備工事を含め、工事に着手してはな

らない。 

⑷ 余裕期間内は、主任技術者、監理技術者又は監理技術者補佐を配置することを要しない。   

⑸ 入札参加資格の確認時において、他の工事の技術者として従事している者であっても、当該工

事が工事開始日までに完成することが明らかな工事の場合に限り、他の工事に従事していない者

として取扱うものとする。   

⑹ 前金払の請求については、工事開始日以降に請求できる。   

６ 入札保証金及び契約保証金 

⑴ 入札保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。入札保証金を免除する場合は、さいた

ま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条第１項の規定による。 

⑵ 契約保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。契約保証金を求める場合の取扱いにつ

いては、さいたま市契約規則第２９条の規定による。 

７ 契約金の支払方法 

⑴ 前金払及び部分払の有無については工事ごとに別に定める。 

⑵ 前金払をする場合の前払金の額は、契約金額の１０分の４以内（継続費等の２年以上にわたる
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契約にあっては、その年度の支払限度額の１０分の４以内）とする。この場合において１万円未

満の端数は切り捨てるものとする。 

債務負担に該当する契約に係る前払金の請求については、工事ごとに別に定める。 

⑶ 部分払をする場合には、３箇月ごとに出来形部分の１０分の９に相当する額を限度として行う

こととする。 

⑷ 契約金額が５００万円以上で、かつ、工期が２月を超える工事は、中間前金払をすることがで

きる。この場合において、部分払の適用のある工事については、中間前金払と部分払は選択制と

し、契約締結時に選択するものとする。ただし、継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、

中間前金払を選択した場合であっても、当該年度末の部分払を行うことができる。 

⑸ 中間前金払をする場合の中間前払金の額は、当該工事の材料費等に相当する額として契約金額

の１０分の２以内（継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、その年度の支払限度額の１０

分の２以内）とする。この場合において１万円未満の端数は切り捨てるものとする。 

８ 入札の無効 

さいたま市建設工事等に係る競争入札参加者心得（平成１８年さいたま市制定）第１６条第１項

各号のいずれかに該当する入札は無効とする。 

９ その他 

⑴ 本公告の写しは、市のホームページに掲載し、契約課にて閲覧に供する。 

⑵ 本公告に係る入札に用いる書類は、市のホームページからダウンロードして使用すること。 

⑶ 入札に参加しようとする者は、システムに掲載する注意事項を熟知した上で参加すること。 

⑷ 開札は市民に公開する。傍聴の申込者が多数の場合は、会場の規模に応じ申込順により人数制

限を行う。 

⑸ 入札の参加者は開札に立会うことができる。立会いを希望する参加者は、開札日時までに届出

書（さいたま市電子入札運用基準（平成１８年さいたま市制定）様式第３号）を契約課に提出す

ること。また、代理人が立会う場合は併せて委任状（さいたま市電子入札運用基準様式第４号）

を提出すること。 

⑹ 再度入札は１回までとし、原則として初度入札の当日又は翌日（その日が休日に当たる場合は、

その翌日）に行うものとする。ただし、予定価格を事前公表している場合は、再度入札は行わな

い。再度入札を行う場合において、初度入札に参加しない者、初度入札において無効の入札を行 

った者及び失格となった者は、再度入札に参加することができない。 

⑺ 本市発注の建設工事を初めて請負うことになる落札候補者等（以下｢調査対象者｣という。）は、

必要に応じて行う事業所の所在地等の調査に協力すること。ただし、調査対象者が特定共同企業 

体である場合を除く。 

⑻ 落札者は、一般競争入札参加資格等確認資料に記載した配置予定技術者を当該工事に配置する

こと。 

⑼ 本公告に定めのない事項は、さいたま市建設工事等に係る競争入札参加者心得、さいたま市建

設工事等事後審査型一般競争入札取扱要綱（平成１９年さいたま市制定）、最低制限価格取扱要

綱、さいたま市電子入札運用基準、さいたま市競争入札参加資格業者実態調査実施要領（平成２

４年さいたま市制定）、さいたま市余裕期間設定工事試行要領（令和２年さいたま市制定）及び

特例監理技術者等の配置に係る取扱要領（令和３年さいたま市制定）の定めるところによる。 
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別表 
対象工事 ア 芝川第９－１処理分区下水道工事（北建－Ｒ５－１０１５）（ゼロ債） 

イ 芝川第１０－３処理分区下水道工事（北建－Ｒ５－１００７）（ゼロ債） 

ウ 暮らしの道路整備工事（市道３１８８２号線）（ゼロ債） 

概要 ・対象工事アの落札候補者が行った対象工事イ及びウの入札は無効とする。 

・対象工事イの落札候補者が行った対象工事ウの入札は無効とする。 

契約整理番号 ０４－４３８７－５３ 

入札方法 一般競争入札（電子） 

参加形態 単体企業 

工事名 芝川第９－１処理分区下水道工事（北建－Ｒ５－１０１５）（ゼロ債） 

工事場所 さいたま市見沼区大字南中野地内 

履行期間 契約確定の日から令和５年７月３１日まで 

概要 延長 117.0m 管きょ工 開削（φ200、硬質塩ビ管）117.0m マンホール工 組

立楕円マンホール 8 箇所 取付管工 取付管 18 箇所 付帯工一式 

予定価格（税込） 事後公表 

最低制限価格 設定する 

参加申請受付期間 令和５年１月３１日（火）午前９時から 

令和５年２月 ２日（木）午後５時まで 

入札書提出期間 令和５年２月３日（金）午前９時から 

令和５年２月６日（月）午後５時まで 

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和５年２月７日（火）午後２時１０分 

参
加
資
格 

名簿登載業種等 土木工事業 Ｃ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市北部建設事務所の所管区域内（西区、北区、大宮区、見沼区及び岩槻

区）に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 

施工実績等 次の⑴及び⑵の要件を満たしていること。 

⑴ 本公告日において、平成２４年度以降、国、地方公共団体等が発注した、請

負代金額が５００万円以上の土木工事又は舗装工事を元請として完成させた

実績があること。 

⑵ 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工

事完成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を

下回っていないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日

を基準とする。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 

電子配布 

令和５年１月２３日（月）から 

質問受付期間 令和５年１月２３日（月）午前９時から 

令和５年１月３０日（月）午後５時まで 

質問回答期日 令和５年２月２日（木） 

保証金及び支払方法 入 札 保

証金 

免除 契 約 保

証金 

要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日試行工事（受注者希望型）」の対象案件であ

る。 
・本工事は、現場代理人の常駐義務の緩和のうち、兼務を認める対象工事に該当

する。 

・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施する。 
・本工事は債務負担行為該当案件のため、前払金等の請求は令和５年４月３日以
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降でないとできない。 
・本工事は、「建設工事の遠隔臨場に関する試行対象工事（発注者指定型）」の

対象案件である。 

工事担当課 さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１ 

さいたま市建設局北部建設事務所下水道建設課 
電話 ０４８－６４６－３２６３ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市財政局契約管理部契約課 

電話 ０４８－８２９－１１８０ 
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契約整理番号 ０４－４３８７－５４ 

入札方法 一般競争入札（電子） 

参加形態 単体企業 

工事名 芝川第１０－３処理分区下水道工事（北建－Ｒ５－１００７）（ゼロ債） 

工事場所 さいたま市大宮区北袋町２丁目地内外 

履行期間 契約確定の日から令和５年７月３１日まで 

概要 延長 67.8m 管きょ工 開削（φ350、硬質塩ビ管）67.8m マンホール工 組立

１号マンホール 3 箇所 取付管工 3 箇所 付帯工一式 

予定価格（税込） 事後公表 

最低制限価格 設定する 

参加申請受付期間 令和５年１月３１日（火）午前９時から 

令和５年２月 ２日（木）午後５時まで 

入札書提出期間 令和５年２月３日（金）午前９時から 

令和５年２月６日（月）午後５時まで 

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和５年２月７日（火）午後２時２０分 

参
加
資
格 

名簿登載業種等 土木工事業 Ｃ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市北部建設事務所の所管区域内（西区、北区、大宮区、見沼区及び岩槻

区）に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 

施工実績等 次の⑴及び⑵の要件を満たしていること。 

⑴ 本公告日において、平成２４年度以降、国、地方公共団体等が発注した、請

負代金額が５００万円以上の土木工事又は舗装工事を元請として完成させた

実績があること。 

⑵ 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工

事完成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を

下回っていないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日

を基準とする。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 

電子配布 

令和５年１月２３日（月）から 

質問受付期間 令和５年１月２３日（月）午前９時から 

令和５年１月３０日（月）午後５時まで 

質問回答期日 令和５年２月２日（木） 

保証金及び支払方法 入 札 保

証金 

免除 契 約 保

証金 

要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市週休２日試行工事（受注者希望型）」の対象案件であ

る。 
・本工事は、現場代理人の常駐義務の緩和のうち、兼務を認める対象工事に該当

する。 

・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施するため、別表に掲げる対象工事

アの落札候補者が決まらないときは、本件入札に関する開札を延期又は中止する

場合がある。 

・本工事は債務負担行為該当案件のため、前払金等の請求は令和５年４月３日以

降でないとできない。 

・本工事は、「建設工事の遠隔臨場に関する試行対象工事（発注者指定型）」の

対象案件である。 

工事担当課 さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１ 

さいたま市建設局北部建設事務所下水道建設課 
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電話 ０４８－６４６－３２６３ 
契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市財政局契約管理部契約課 

電話 ０４８－８２９－１１８０ 

契約整理番号 ０４－４３５６－１１８ 

入札方法 一般競争入札（電子） 

参加形態 単体企業 

工事名 暮らしの道路整備工事（市道３１８８２号線）（ゼロ債） 

工事場所 さいたま市西区大字指扇地内 

履行期間及び工事開始期

限日 

工事開始日から１６２日間 

工事開始期限日は、令和５年４月３日（月） 

概要 延長 93m 幅員 4.00m 舗装工 下層路盤 276 ㎡ 上層路盤 276 ㎡ 表層 279 ㎡ 

排水構造物 長尺 U 型側溝 132m 集水桝 6 箇所 区画線工一式 付帯工一式 

予定価格（税込） 事後公表 

最低制限価格 設定する 

参加申請受付期間 令和５年１月３１日（火）午前９時から 

令和５年２月 ２日（木）午後５時まで 

入札書提出期間 令和５年２月３日（金）午前９時から 

令和５年２月６日（月）午後５時まで 

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和５年２月７日（火）午後２時３０分 

参
加
資
格 

名簿登載業種等 土木工事業 Ｃ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市北部建設事務所の所管区域内（西区、北区、大宮区、見沼区及び岩槻

区）に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 

施工実績等 次の⑴及び⑵の要件を満たしていること。 

⑴ 本公告日において、平成２４年度以降、国、地方公共団体等が発注した、請

負代金額が５００万円以上の土木工事又は舗装工事を元請として完成させた

実績があること。 

⑵ 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工

事完成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を

下回っていないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日

を基準とする。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 

電子配布 

令和５年１月２３日（月）から 

質問受付期間 令和５年１月２３日（月）午前９時から 

令和５年１月３０日（月）午後５時まで 

質問回答期日 令和５年２月２日（木） 

保証金及び支払方法 入 札 保

証金 

免除 契 約 保

証金 

要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市余裕期間設定試行工事（任意着手方式）」の対象案件

である。 

・本工事は、「さいたま市週休２日試行工事（受注者希望型）」の対象案件であ

る。 

・本工事は、現場代理人の常駐義務の緩和のうち、兼務を認める対象工事に該当

する。 
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注：本件工事の公告は２ページありますのでご注意ください。（このページは、１ページ目です。） 

注：本件工事の公告は２ページありますのでご注意ください。（このページは、２ページ目です。） 
  

・本工事に係る入札は、一抜け方式により実施するため、別表に掲げる対象工事

ア又はイの落札候補者が決まらないときは、本件入札に関する開札を延期又は中

止する場合がある。 

・本工事は債務負担行為該当案件のため、前払金等の請求は令和５年４月３日以

降でないとできない。 

・本工事は、「建設キャリアアップシステム活用モデル工事」である。 

・本工事は、「建設工事の遠隔臨場に関する試行対象工事（発注者指定型）」の

対象案件である。 

契約整理番号 ０４－４３５６－１１８ 

工事担当課 さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１ 

さいたま市建設局北部建設事務所道路安全対策課 

電話 ０４８－６４６－３２０６ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市財政局契約管理部契約課 

電話 ０４８－８２９－１１８０ 
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さいたま市告示第１２３号 

さいたま市の発注する「岩２１０外１０橋補修設計業務（ゼロ債）」ほか２件の一般競争入札につ

いて、次のとおり公告する。 
令和５年１月２３日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 入札参加資格 

⑴ 入札に参加しようとする者は、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下「資格者名

簿」という。）に登載され、かつ、資格者名簿に登載されている事項が業務ごとに別に定める

参加資格の要件を満たす者であること。 

イ 業務ごとに別に定める参加資格に建設コンサルタント登録規程（昭和５２年４月１５日建設

省告示第７１７号。以下「登録規程」という。）の登録部門を定めている場合は、本公告日に

おいて、当該登録部門について登録規程に基づく登録があること。 

ウ 参加申請日において、埼玉県電子入札共同システム（以下「システム」という。）で利用可

能な電子証明書を取得し、システムの利用者登録が完了していること。なお、入札に参加しよ

うとする業務ごとに参加申請が必要なため、業務ごとに別に定める参加申請受付期間に、競争

参加資格確認申請書をシステムにおいて提出すること。 

エ 本公告日から開札日において、さいたま市建設工事等請負業者入札参加停止要綱（平成１３

年さいたま市制定）に基づく入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約からの暴力団

排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）に基づく入札参加除外の措置を受けてい

ないこと。 

オ 開札日において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立て

をしていない者若しくは更生手続開始の決定がされた者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てをしていない者若しくは再生手続開始の決定がされた

者であること。ただし、会社更生法の規定による更生手続開始の決定をされた者又は民事再生

法の規定による再生手続開始の決定をされた者については、開札日において、別に定める競争

入札参加資格の再審査を受け、当該再審査の結果、資格者名簿に登載されている者に限る。 

カ 管理技術者及び照査技術者（照査技術者にあっては、設計図書等に定めのある場合に限る。

）を当該業務に配置できること。なお、配置する技術者は、直接的かつ恒常的な雇用関係にあ

る者とし、管理技術者と照査技術者の兼任はできないものとする。 

キ 参加形態を単体企業又は特定共同企業体の混合とする入札の場合において、単体企業として

参加しようとする者は、同一業務に参加する特定共同企業体の構成員でないこと。 

ク アからキまでに掲げるもののほか、本公告日において、業務ごとに別に定める参加資格をす

べて満たす者であること。 

⑵ 入札に参加しようとする者が特定共同企業体である場合には、⑴で定める事項を満たす者をそ

の構成員とし、かつ、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 自主的に結成された特定共同企業体であること。 

イ その構成員が同一業務における他の特定共同企業体の構成員でないこと。 

ウ その構成員が同一業務に単体企業として参加していないこと。 
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エ 事業協同組合とその組合員が同一の特定共同企業体の構成員でないこと。 

オ 代表構成員の出資比率がその者以外の構成員の出資比率を上回っていること。 

カ ２者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ３０％以上であること。 

キ ３者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ２０％以上であること。 

２ 入札参加資格の確認 

⑴ 開札後、業務ごとに別に定める予定価格の１１０分の１００の価格（以下「入札書比較価格」

という。）の制限の範囲内で最低の価格をもって入札を行った者（最低制限価格（さいたま市建

設工事等最低制限価格取扱要綱（平成１９年さいたま市制定。以下「最低制限価格取扱要綱」と

いう。）第５条に規定する最低制限価格をいう。以下同じ。）を定めている場合は、入札書比較

価格の制限の範囲内で最低制限価格の１１０分の１００の価格（以下「最低制限比較価格」とい

う。）以上の価格をもって入札を行った者のうち最低の価格をもって入札を行った者）を落札候

補者として通知し、落札を保留する。 

⑵ ⑴において、落札候補者となるべき者が２人以上あるときは、電子くじにより落札候補者を決

定する。 

⑶ 落札候補者は、落札候補者決定の通知をした日の翌日（その日がさいたま市の休日を定める条

例（平成１３年さいたま市条例第２号）第１条に掲げる休日（以下「休日」という。）に当たる

場合は、その翌日）の午後３時までに次に掲げる資格確認書類を財政局契約管理部契約課（以下

「契約課」という。）に提出しなければならない。 

ア 一般競争入札参加資格等確認資料 

イ 業務ごとに別に定める参加資格に登録部門を定めている場合は、当該登録部門について登録

規程に基づき登録されていることを証する書類の写し 

ウ 業務に配置予定の技術者の雇用関係を証する書類の写し 

エ 業務ごとに別に定める参加資格に業務実績を求めている場合は、業務実績として規定する業

務の契約書の写し及び業務概要の記載された仕様書の写し又は財団法人日本建設情報総合セン

ターが提供する「測量調査設計業務実績情報システム（ＴＥＣＲＩＳ）」の業務カルテ（業務

概要の記載されているもの）の写し 

オ アからエまでに掲げるもののほか、業務ごとに別に定める書類 

⑷ 落札候補者が特定共同企業体である場合には、⑶に掲げる資格確認書類と併せて次に掲げる書

類を契約課に提出しなければならない。なお、イ及びウについては、袋とじにして各構成員の割

印を押すものとする。 

ア 共同企業体入札参加資格審査申請書（さいたま市建設工事等共同企業体取扱要綱（平成１３

年さいたま市制定。以下「共同企業体取扱要綱」という。）様式第１号） 

イ 共同企業体協定書（共同企業体取扱要綱様式第２号。共同企業体協定書第８条に基づく協定

書（共同企業体取扱要綱様式第３号）を含む。） 

ウ 委任状（共同企業体取扱要綱様式第４号） 

３ 落札者の決定 

⑴ 落札者の決定は、落札候補者決定の通知をした日の翌日から起算して３日以内（休日を除く。

）に、２⑶及び⑷において提出された書類に基づく入札参加資格の確認を経て行う。落札候補者

が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合は、その者がした入札を無効とし、入札書
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比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもって

入札を行った者（最低制限価格を定めている場合は、入札書比較価格の制限の範囲内で最低制限

比較価格以上の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもって入札を行っ

た者）を新たに落札候補者とする。 

⑵ ⑴において落札候補者の入札を無効とした場合、新たに落札候補者となるべき者が２人以上あ

るときは、電子くじによりこれを決定する。 

⑶ 市長は、⑴の場合において、入札が無効となった者に対しその理由を付してこれを通知する。 

⑷ 開札後、落札者を決定するまでの間に、当該入札に係る落札候補者がさいたま市建設工事等請 

負業者入札参加停止要綱に基づく入札参加停止の措置を受けた場合、さいたま市の締結する契約 

からの暴力団排除措置に関する要綱に基づく入札参加除外の措置を受けた場合又は会社更生法に 

基づき更生手続開始の申立て若しくは民事再生法に基づき再生手続開始の申立てを行った場合は、

その者を落札者とせず、入札書比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者以外 

の者のうち最低の価格をもって入札を行った者を新たに落札候補者とする。 

４ 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布 

⑴ 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布（以下「設計図書等の閲覧等」という。）の方法は業務ご

とに別に定める。 

⑵ 設計図書等の閲覧等を業務担当課にて行う場合には、設計図書等の閲覧等を希望する者は、設

計図書等貸出申請書を業務担当課に提示すること。なお、入札に参加しようとする者が特定共同

企業体である場合には、代表構成員となり得る者に設計図書等の閲覧等を行う。 

⑶ 設計図書等の閲覧等を電子配布とする場合には、入札情報公開システムに掲載する「発注図書

公開 URL ファイル.pdf」より発注図書閲覧・ダウンロード URL を参照すること。 

⑷ 設計図書等に関する質問及び回答は、システムにおいて行う。ただし、回答の内容によっては

書面により行う場合がある。質問の受付期間及び回答日は業務ごとに別に定める。 

⑸ やむを得ない理由により、システムにおいて設計図書等に関する質問を行うことができない場

合は、書面による質疑応答書の提出を行うことができる。この場合、回答は契約課窓口において

書面により行い、併せて質問及び回答を入札情報公開システムに掲示する。 

５ 入札保証金及び契約保証金 

⑴ 入札保証金の取扱いについては業務ごとに別に定める。入札保証金を免除する場合は、さいた

ま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条第１項の規定による。 

⑵ 契約保証金の取扱いについては業務ごとに別に定める。契約保証金を求める場合の取扱いにつ

いては、さいたま市契約規則第２９条の規定による。 

６ 契約金の支払方法 

⑴ 前金払の有無については業務ごとに別に定める。 

⑵ 前金払をする場合の前払金の額は、契約金額の１０分の３以内とする。この場合において１万

円未満の端数は切り捨てるものとする。 

債務負担に該当する契約に係る前払金の請求については、業務ごとに別に定める。 

７ 入札の無効 

さいたま市建設工事等に係る競争入札参加者心得（平成１８年さいたま市制定）第１６条第１項

各号のいずれかに該当する入札は無効とする。 



さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

８ その他 

⑴ 本公告の写しは、市のホームページに掲載し、契約課にて閲覧に供する。 

⑵ 本公告に係る入札に用いる書類は、市のホームページからダウンロードして使用すること。 

⑶ 入札に参加しようとする者は、システムに掲載する注意事項を熟知した上で参加すること。 

⑷ 開札は市民に公開する。傍聴の申込者が多数の場合は、会場の規模に応じ申込順により人数制

限を行う。 

⑸ 入札の参加者は開札に立会うことができる。立会いを希望する参加者は、開札日時までに届出

書（さいたま市電子入札運用基準（平成１８年さいたま市制定）様式第３号）を契約課に提出す

ること。また、代理人が立会う場合は併せて委任状（さいたま市電子入札運用基準様式第４号）

を提出すること。 

⑹ 再度入札は１回までとし、原則として初度入札の当日又は翌日（その日が休日に当たる場合は、

その翌日）に行うものとする。ただし、予定価格を事前公表している場合は、再度入札は行わな

い。再度入札を行う場合において、初度入札に参加しない者、初度入札において無効の入札を行 

った者及び失格となった者は、再度入札に参加することができない。 

⑺ 落札者は、一般競争入札参加資格等確認資料に記載した配置予定技術者を当該業務に配置する

こと。 

⑻ 本公告に定めのない事項は、さいたま市建設工事等に係る競争入札参加者心得、さいたま市建

設工事等事後審査型一般競争入札取扱要綱（平成１９年さいたま市制定）、最低制限価格取扱要

綱及びさいたま市電子入札運用基準の定めるところによる。 

契約整理番号 ０４－４３５６－１１９ 

入札方法 一般競争入札（電子） 

参加形態 単体企業 

業務名 岩２１０外１０橋補修設計業務（ゼロ債） 

業務場所 さいたま市岩槻区大字南下新井地内外 

履行期間 契約確定の日から令和５年９月２９日まで 

概要 設計計画一式 損傷箇所の現地調査・一般図作成一式 補修設計一式 照査一式 

報告書作成一式 関係機関協議一式 打合せ協議一式 

予定価格（税込） 事後公表 

最低制限価格 設定する 

参加申請受付期間 令和５年１月３１日（火）午前９時から 

令和５年２月 ２日（木）午後５時まで 

入札書提出期間 令和５年２月３日（金）午前９時から 

令和５年２月６日（月）午後５時まで 

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和５年２月７日（火）午後３時００分 

参
加
資
格 

名簿登載業務 建設コンサルタント／維持、補修、その他 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業務で登載された者であること。 

所在地区分 さいたま市内に、本店、支店又は営業所を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記の要件を

満たすこと。 

登録部門 本公告日において、建設コンサルタント登録規程に基づく「鋼構造及びコンクリ

ート部門」の登録があること。 

業務実績等 本公告日において、平成２４年度以降、橋梁の新設工事、拡幅工事、耐震補強工

事又は補修工事の設計業務を元請として完成させた実績があること（共同企業体

としての実績の場合は、出資比率が２０％以上のものに限る。）。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

－ 
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書類 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 

電子配布 

令和５年１月２３日（月）から 

質問受付期間 令和５年１月２３日（月）午前９時から 

令和５年１月３０日（月）午後５時まで 

質問回答期日 令和５年２月２日（木） 

保証金及び支払方法 入 札 保

証金 

免除 契 約 保

証金 

免除 前金払 有  

その他 ・設計図書等により、配置予定の技術者の資格を定めている場合については、当

該資格を有していることを確認できる書類の写しを資格審査書類提出時に併せて

提出すること。 

・本業務は債務負担行為該当案件のため、前払金等の請求は令和５年４月３日以

降でないとできない。 

業務担当課 さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１ 

さいたま市建設局北部建設事務所道路安全対策課 

電話 ０４８－６４６－３２０５ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市財政局契約管理部契約課 

電話 ０４８－８２９－１１８０ 

契約整理番号 ０４－４３５６－１２０ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
業務名 暮らしの道路測量設計業務（市道４２２０号線外１路線）（ゼロ債） 
業務場所 さいたま市岩槻区城南５丁目地内外 
履行期間 契約確定の日から令和５年１２月１５日まで 
概要 測量延長 580m 用地測量 1.21ha 路線測量 0.58km 道路詳細設計 0.58km 

予定価格（税込） １６，２８０，０００円 
最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和５年１月３１日（火）午前９時から 

令和５年２月 ２日（木）午後５時まで 
入札書提出期間 令和５年２月３日（金）午前９時から 

令和５年２月６日（月）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和５年２月７日（火）午後３時１０分 
参
加
資
格 

名簿登載業務 「建設コンサルタント／道路」及び「測量／測量一般」 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業務で登載された者であること。 
所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記の要件を

満たすこと。 

登録部門 － 

業務実績等 － 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 

令和５年１月２３日（月）から 
質問受付期間 令和５年１月２３日（月）午前９時から 

令和５年１月３０日（月）午後５時まで 
質問回答期日 令和５年２月２日（木） 

保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
免除 前金払 有  

その他 ・設計図書等により、配置予定の技術者の資格を定めている場合については、当

該資格を有していることを確認できる書類の写しを資格審査書類提出時に併せて

提出すること。 

・本業務は債務負担行為該当案件のため、前払金等の請求は令和５年４月３日以
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降でないとできない。 

業務担当課 さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１ 

さいたま市建設局北部建設事務所道路安全対策課 

電話 ０４８－６４６－３２０６ 
契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 

契約整理番号 ０４－４３５６－１２１ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
業務名 暮らしの道路測量設計業務（市道３２１３９号線）（ゼロ債） 
業務場所 さいたま市西区大字中釘地内 
履行期間 契約確定の日から令和５年８月３１日まで 
概要 測量延長 380m 用地測量 1.33ha 路線測量 0.38km 道路詳細設計 0.38km 

予定価格（税込） １３，０６８，０００円 
最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和５年１月３１日（火）午前９時から 

令和５年２月 ２日（木）午後５時まで 
入札書提出期間 令和５年２月３日（金）午前９時から 

令和５年２月６日（月）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和５年２月７日（火）午後３時２０分 
参
加
資
格 

名簿登載業務 「建設コンサルタント／道路」及び「測量／測量一般」 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業務で登載された者であること。 
所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記の要件を

満たすこと。 

登録部門 － 

業務実績等 － 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 

令和５年１月２３日（月）から 
質問受付期間 令和５年１月２３日（月）午前９時から 

令和５年１月３０日（月）午後５時まで 
質問回答期日 令和５年２月２日（木） 

保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
免除 前金払 有  

その他 ・設計図書等により、配置予定の技術者の資格を定めている場合については、当

該資格を有していることを確認できる書類の写しを資格審査書類提出時に併せて

提出すること。 

・本業務は債務負担行為該当案件のため、前払金等の請求は令和５年４月３日以

降でないとできない。 

業務担当課 さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１ 

さいたま市建設局北部建設事務所道路安全対策課 

電話 ０４８－６４６－３２０６ 
契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 
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さいたま市告示第１２４号 

さいたま市長寿応援手帳・いきいきボランティア手帳封入封緘業務について、次のとおり一般競争 
入札を行うので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７

条の６の規定に基づき公告する。 

令和５年１月２３日 
さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 競争入札に付する事項 
⑴ 件名 

さいたま市長寿応援手帳・いきいきボランティア手帳封入封緘業務 
⑵ 履行場所 

受託者作業場所 外 
⑶ 業務概要 

仕様書のとおり 
⑷ 履行期間 

令和５年２月１７日から令和５年３月２０日まで 
２ 競争入札参加資格に関する事項 

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 令和３・４年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）（以下「名簿」という。）に

業務「文書管理」のうち、受注希望業務「封入・封緘」で登載されている者であること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 本入札の公告日から起算し、過去２年の間に国（独立行政法人を含む。）又は地方公共団体と

同様の契約を締結している者であり、かつ、誠実に履行した実績を有する者であること。 

３ 入札説明書の交付 
本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 
さいたま市浦和区東高砂町１１番１号 コムナーレ９階 

さいたま市保健福祉局長寿応援部高齢福祉課セカンドライフ支援センター 

担当 金子 電話 ０４８（８８１）８６２７ 

⑵ 交付期間 
告示の日から令和５年１月３１日（火）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さ
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いたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日（以下「休日」という。）を除く午前９時か

ら午後４時まで） 

⑶ 交付費用 

   無償 

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 
本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札日において確

認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 
⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 
イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 
３⑵に同じ 

⑶ 受付場所 
３⑴に同じ 

⑷ 提出方法 
持参 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 
確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 
３⑴に同じ 

⑵ 交付日時 
令和５年２月３日（金）午前９時から午後４時まで 

⑶ その他 
郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に９４円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。 
６ 入札手続等 

⑴ 入札方法 
総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の

１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切

り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る

課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当す

る金額を入札書に記載すること。 
⑵ 入札の日時及び場所 

ア 日時 
令和５年２月８日（水）午前９時００分 

イ 場所 
さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市役所地下第１会議室 

⑶ 入札保証金 
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見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３

年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。 
⑷ 開札の日時及び場所 

ア 日時 
令和５年２月８日（水）入札終了後、直ちに行う。 

イ 場所 
６⑵イに同じ 

 ⑸ 落札者の決定方法 
さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 
⑹ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

⑺ 入札事務を担当する課 
さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市保健福祉局長寿応援部高齢福祉課 
電話 ０４８（８８１）８６２７ ＦＡＸ ０４８（８８１）８６３７ 

７ 契約手続等 
⑴ 契約保証金 

契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。 
⑵ 契約書作成の要否 

要 
⑶ 議決の要否 

否 
８ その他 

⑴ 提出された競争入札参加申込兼資格確認申請書等は、返却しない。 
⑵ この契約において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 

⑶ 契約条項等は、さいたま市保健福祉局長寿応援部高齢福祉課及びホームページにおいて閲覧で

きる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 

⑷ 詳細は、入札説明書による。 
  

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html
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さいたま市告示第１２５号 

 さいたま市収納代理金融機関の一部を改正する告示を次のように定める。 
令和５年１月２３日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
   さいたま市収納代理金融機関の一部を改正する告示 
 さいたま市収納代理金融機関（平成１３年さいたま市告示第２号）の一部を次のように改正する。 
 次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、改正後の欄にあ

っては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 
 ⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当該改正後部分に

改める。 
 ⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 
 ⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 
  

収納代理

金融機関

の名称 

本店（本

所）の所

在地 

取扱店舗 
取扱事務

の範囲 

[略] 

みずほ信

託銀行株

式会社 

[略] 

 

 

 

 

 

 

 

[略] 
 

収納代理

金融機関

の名称 

本店（本

所）の所

在地 

取扱店舗 
取扱事務

の範囲 

[略] 

みずほ信

託銀行株

式会社 

[略] 

三井住友

信託銀行

株式会社 

東京都千

代田区丸

の内 1 丁

目 4 番 1

号 

日本国内で

業務を営む

全ての店舗

（代理店を

除く。） 

さいた

ま市の

公金の

収納事

務 

[略] 
 

  
附 則 

 この告示は、令和５年４月１日から施行する。 
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さいたま市告示第１２６号 
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号）第６条第１項の規定により、次のとおり大規模

小売店舗の変更の届出があったので、その概要等を同法第６条第３項の規定において準用する同法第

５条第３項の規定に基づき公告します。 
令和５年１月２３日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
１ 届出の概要 

⑴ 大規模小売店舗の名称及び所在地 
名   称 コクーンシティ（コクーン１）  
所 在 地 さいたま市大宮区吉敷町四丁目２６７番２号 

⑵ 大規模小売店舗を設置する者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名 
名   称 片倉工業株式会社 

代 表 者 代表取締役社長 上甲 亮祐 

住   所 東京都中央区明石町６番４号 
⑶ 変更した事項 

大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者

の氏名 
（変更前）株式会社ヴィレッジヴァンガードコーポレーション含む 59 社 

別表「小売業者一覧表（変更前）」参照 
（変更後）株式会社ヴィレッジヴァンガードコーポレーション含む 57 社 

別表「小売業者一覧表（変更後）」参照 
※退店 10 社、新規出店 8 社、名称変更 6 社、代表者氏名変更 16 社、住所変更 6 社 

⑷ 変更の年月日 
別表「小売業者一覧表（変更前）」及び別表「小売業者一覧表（変更後）」参照 

⑸ 変更する理由 
小売業者の退店、新規出店、名称変更、代表者氏名変更、住所変更による。 

２ 届出年月日 

  令和５年１月１２日 

３ 届出及び添付書類の縦覧期間 
 令和５年１月２３日から令和５年５月２３日まで。ただし、土曜日、日曜日及び祝日を除く。 

４ 届出及び添付書類の縦覧場所 
⑴ さいたま市役所経済局商工観光部商業振興課 

住所 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

電話 ０４８（８２９）１３６４ 
FAX ０４８（８２９）１９４４ 

⑵ 大宮区役所区民生活部地域商工室 
住所 さいたま市大宮区吉敷町一丁目１２４番地１ 

電話 ０４８（６４６）３０９３ 
FAX ０４８（６４６）３１５１ 
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５ この公告に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべ

き事項について意見を有する者は、この公告の日から４箇月以内に、さいたま市長に対し、意見書

の提出によりこれを述べることができます。 
⑴ 意見書の提出期間 

令和５年１月２３日から令和５年５月２３日まで。 
⑵ 意見書の提出先 

さいたま市役所経済局商工観光部商業振興課 
郵便番号 ３３０－９５８８ 
住所 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

電話 ０４８（８２９）１３６４ 
FAX ０４８（８２９）１９４４
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さいたま市告示第１２７号 
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号）第６条第１項の規定により、次のとおり大規模

小売店舗の変更の届出があったので、その概要等を同法第６条第３項の規定において準用する同法第

５条第３項の規定に基づき公告します。 
令和５年１月２３日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
１ 届出の概要 

⑴ 大規模小売店舗の名称及び所在地 
名   称 コクーンシティ（コクーン２、コクーン３、パークサイドビル）  
所 在 地 さいたま市大宮区吉敷町四丁目２６３番１号 

⑵ 大規模小売店舗を設置する者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名 
名   称 片倉工業株式会社 

代 表 者 代表取締役社長 上甲 亮祐 

住   所 東京都中央区明石町６番４号 
⑶ 変更した事項 

大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者

の氏名 
（変更前）片倉工業株式会社を含む 99 社 別表「小売業者一覧表（変更前）」参照 
（変更後）片倉工業株式会社を含む 109 社 別表「小売業者一覧表（変更後）」参照 

※退店 21 社、新規出店 31 社、名称変更 6 社、代表者氏名変更 26 社、住所変更 14 社 
⑷ 変更の年月日 

別表「小売業者一覧表（変更前）」及び別表「小売業者一覧表（変更後）」参照 

⑸ 変更する理由 
小売業者の退店、新規出店、名称変更、代表者氏名変更、住所変更による。 

２ 届出年月日 

  令和５年１月１２日 

３ 届出及び添付書類の縦覧期間 
 令和５年１月２３日から令和５年５月２３日まで。ただし、土曜日、日曜日及び祝日を除く。 

４ 届出及び添付書類の縦覧場所 
⑴ さいたま市役所経済局商工観光部商業振興課 

住所 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

電話 ０４８（８２９）１３６４ 
FAX ０４８（８２９）１９４４ 

⑵ 大宮区役所区民生活部地域商工室 
住所 さいたま市大宮区吉敷町一丁目１２４番地１ 

電話 ０４８（６４６）３０９３ 
FAX ０４８（６４６）３１５１ 

５ この公告に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべ

き事項について意見を有する者は、この公告の日から４箇月以内に、さいたま市長に対し、意見書
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の提出によりこれを述べることができます。 
⑴ 意見書の提出期間 

令和５年１月２３日から令和５年５月２３日まで。 
⑵ 意見書の提出先 

さいたま市役所経済局商工観光部商業振興課 
郵便番号 ３３０－９５８８ 
住所 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

電話 ０４８（８２９）１３６４ 
FAX ０４８（８２９）１９４４
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さいたま市告示第１２８号 

さいたま市岩槻人形博物館受付・監視等業務について、次のとおり一般競争入札を行うので、地方

自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」をいう。）第１６７条の６の規程に基づき

公告する。 
令和５年１月２４日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 
さいたま市岩槻人形博物館受付・監視等業務 

⑵ 履行場所 
さいたま市岩槻区本町６－１－１ 

⑶ 業務概要 
仕様書のとおり 

⑷ 履行期間 
令和５年４月１日から令和８年３月３１日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 
本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本入札の公告日において、令和３・４年度さいたま市競争入札参加資格者等名簿（業務委託）

に業務「建物管理等」の等級区分がＡ級で受注希望業務「受付案内」で登載され、かつ、引き続

き同業務で令和５・６年度さいたま市競争入札参加資格審査の申請をしている者であること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 
ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 
イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 
⑶ 本入札の公告日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 入札日において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立てが

なされている者でないこと。ただし、更生手続開始の決定がなされている者はこの限りでない。 

⑸ 入札日において、民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続開始の申立てが

なされている者でないこと。ただし、再生手続開始の決定がなされている者はこの限りでない。 

⑹ 本入札の公告日から過去５年の間に国(独立行政法人を含む)又は地方公共団体と種類及び規模

をほぼ同じくする契約（展示エリア４００㎡以上の面積を有する博物館・美術館の受付・監視等

業務）を２回以上履行した実績のある者であること。 
３ 入札説明書の交付 

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書を交付するものとする。 
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⑴ 交付場所 
ア さいたま市岩槻区本町６－１－１ さいたま市スポーツ文化局文化部岩槻人形博物館 

担当 管理係 電話 ０４８（７４９）０２２３ ＦＡＸ ０４８（７４９）０２２５ 
イ さいたま市ホームページからダウンロード 
  https://www.city.saitama.jp/005/001/017/006/003/p078194.html 

⑵ 交付期間 
公告の日から令和５年１月３１日（火）午後４時まで（３⑴アにおいては、さいたま市の休日

を定める条例（平成１３年さいたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日（以下「休日」

という。）を除く午前９時から午後４時まで） 
⑶ 交付費用 

無償 
４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において

確認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 
⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 
イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 
公告の日から令和５年１月３１日（火）午後４時まで（休日を除く午前９時から午後４時まで

）。なお、郵送の場合は、同日必着とし、郵送後に電話連絡をすること。 
⑶ 受付場所 

３⑴アに同じ 
⑷ 提出方法 

持参又は書留郵便（簡易書留郵便を含む）による郵送により提出すること。 
５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 
⑴ 交付場所 

３⑴アに同じ 
⑵ 交付日時 

令和５年２月３日（金）午後１時から午後４時まで 
⑶ その他 

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に８４円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。 
６ 入札手続等   

⑴ 入札方法 
総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の

１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切

り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/006/003/p078194.html
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課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当す

る金額を入札書に記載すること。 
⑵ 入札の日時及び場所 

ア 日時 
令和５年２月８日（水）午前１１時１５分 

イ 場所 
さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市役所 地下１階第１会議室 

⑶ 入札保証金 
見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３

年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。 
⑷ 開札の日時及び場所 

ア 日時 
令和５年２月８日（水）入札終了後、直ちに行う。 

イ 場所 
６⑵イに同じ 

 ⑸ 最低制限価格 
   設定する。なお、初度入札において最低制限価格を下回る入札をした者は、再度入札に参加す

ることができない。 
⑹ 落札者の決定方法 

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で、同条第４項及び第５項に基づいて作成した最低制限価格以上の価格をもって入札を行っ

た者のうち、最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 
⑺ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

⑻ 入札事務を担当する課 
さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市スポーツ文化局文化部文化振興課 
電話 ０４８（８２９）１２２６ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９９６ 

⑼ 業務を担当する課 
さいたま市岩槻区本町６－１－１ さいたま市スポーツ文化局文化部岩槻人形博物館 
電話 ０４８（７４９）０２２３ ＦＡＸ ０４８（７４９）０２２５ 

７ 契約手続等 
⑴ 契約保証金 

契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。 
⑵ 契約書作成の要否 

要 
⑶ 議決の要否 

否 
８ その他 
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⑴ 提出された競争入札参加申込兼資格確認申請書等は、返却しない。 
⑵ この契約において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 

⑶ 契約条項等は、さいたま市スポーツ文化局文化部岩槻人形博物館及びホームページにおいて閲

覧できる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 

⑷ 詳細は、入札説明書による。 
  

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html


さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

さいたま市告示第１２９号 

令和５年度さいたま市指定情報公表センター業務について、次のとおり一般競争入札を行うので、

地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基

づき公告する。 

令和５年１月２４日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 

令和５年度さいたま市指定情報公表センター業務 

⑵ 履行場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市保健福祉局長寿応援部介護保険課 外 

⑶ 業務概要 

仕様書のとおり 

⑷ 履行期間 

令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 

本入札に参加を希望する者は、次のすべての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本入札の告示日において、次のすべてに該当する者であること。 
ア 令和３・４年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）に業務「福祉サービス」の

受注希望業務が「その他の福祉サービス」で登載され、かつ、引き続き同受注希望業務で令和

５・６年度さいたま市競争入札参加資格審査の申請をしている者であること。 
イ 施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項の規定により制限を受けていない

者、又、同条第２項の規定により現に資格停止の処分を受けていない者であること。 
ウ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更正手続開始の申立がなされている者、

又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続開始の申立がなされている者

でないこと。ただし、手続開始決定を受けている者を除く。 
エ 法人格を有すること。 
オ 当該法人が、法の規定により刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがな

くなった日から起算して２年を経過していない者がいないこと。 
 カ 当該法人の役員のうち、法の規定により刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受け

ることがなくなった日から起算して２年を経過していない者がいないこと。 
 キ 当該法人自らが介護サービスを提供していないこと。 

ク 当該法人の役員、構成員又は職員の構成について、介護サービスを現に提供する事業者の役

員、役員であった者及び職員並びに当該役員又は職員の配偶者及び３親等以内の親族が、当該

法人の役員、法人の種類に応じた構成員又は職員の総数の２分の１を超えて含まれていないこ

と。 
ケ 個人情報保護に関する規定が整備されていること。 

 コ 「介護サービス情報の公表」制度に係る調査及び事業者からの問い合わせ対応業務に複数年

度従事した経験を有する職員がいること。 
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⑵ 本入札の告示日から入札日までの間に、「さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停

止要綱（平成１９年さいたま市制定）」による入札参加停止の措置又は「さいたま市の締結する

契約からの暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）」による入札参加除外の

措置を受けている期間がない者であること。 
⑶ 令和４年４月１日現在で、過去３年間にさいたま市又は国、他の地方公共団体から、本件業務

又は本件業務と類似の業務を受託し、２回以上全て誠実に履行した実績のあるものであること。 
なお、類似の業務とは、案内サービス・コールセンター・ヘルプデスクなど住民と直接または

電話で応対し、公共サービスの提供等を行う業務をいう。 
３ 入札説明書の交付 

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書を無償で交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

ア さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市保健福祉局長寿応援部介護保険課 

担当 事業者係 電話番号 ０４８（８２９）１２６５ 

  イ さいたま市ホームページからダウンロード 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/006/003/p094997.html 

⑵ 交付期間 

告示の日から令和５年２月７日（火）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さい

たま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日（以下、「休日」という。）を除く午前８時３

０分から午後５時１５分まで） 

４ 入札参加資格の有無 

入札に参加を希望する者は、次の書類を提出して入札参加資格の有無の確認を受けなければなら

ない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において確認審査を受けていない者は、入札

に参加する資格を有しない。 

⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 

イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 

 告示の日から令和５年２月７日（火）まで（休日を除く午前８時３０分から午後５時１５分ま

で） 

⑶ 受付場所 

 ３⑴アに同じ 

⑷ 提出方法 

 持参 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

 確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

 ３⑴アに同じ 

⑵ 交付日時 

 令和５年２月１３日（月）午前８時３０分から午後５時１５分まで 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/006/003/p094997.html
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⑶ その他 

 郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に８４円切手を添付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。 

６ 入札手続等 

⑴ 入札方法 

 総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の

１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切

り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る

課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当す

る金額を入札書に記載すること。 

⑵ 入札の日時及び場所 

ア 日時 

 令和５年２月２８日（火）午前１０時００分 

イ 場所 

 さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市役所旧会見室 

⑶ 入札保証金 

 入札金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３年さい

たま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は免除とする。 

⑷ 開札の日時及び場所 

ア 日時 

 令和５年２月２８日（火）入札終了後、直ちに行う。 

イ 場所 

 ６⑵イに同じ 

⑸ 最低制限価格 

 設定しない。 

⑹ 落札者の決定方法 

 さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で、最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

 なお、初度入札において落札者がいないときは、初度入札の開札結果発表後、当該入札場所に

おいて直ちに再度入札を行う。再度入札に参加できる者は、初度入札に参加し、開札に立ち会っ

た者とする。ただし、初度入札において無効な入札を行った者は、再度入札に参加することがで

きない。再度入札は１回とする。 

⑺ 入札の無効 

 さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

⑻ 入札事務を担当する課 

 さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市保健福祉局長寿応援部高齢福祉課 

 電話 ０４８（８２９）１２５９ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９８１ 

⑼ 業務を担当する課 

 さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市保健福祉局長寿応援部介護保険課 
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 電話 ０４８（８２９）１２６５   ＦＡＸ ０４８（８２９）１９８１ 

７ 契約手続等 

⑴ 契約保証金 

 契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。 

⑵ 契約書作成の要否 

  要 

⑶ 議決の要否 

 否 

８ その他 

⑴ 契約条項等は、さいたま市保健福祉局長寿応援部介護保険課及びホームページにおいて閲覧で

きる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 

⑵ 詳細は、入札説明書による。 

 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html
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さいたま市告示第１３０号 
建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５号の規定による道路の位置を指定し

たので、建築基準法施行規則(昭和２５年建設省令第４０号)第１０条により、次のとおり告示する。 
令和５年１月２４日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
１ 位置指定道路の概要 

⑴ 道路の位置 さいたま市南区根岸三丁目１２８８番７ 
⑵ 指定の年月日 令和５年１月２４日 
⑶ 指定の番号 第南２２－０２８号 
⑷ 道路の幅員 ４．００ｍ 

 ⑸ 道路の延長 １７．０３ｍ 
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さいたま市告示第１３１号 
農業経営基盤強化促進法（昭和５５年法律第６５号）第１８条第１項の規定により、農用地利用集

積計画を定めたので、同法第１９条の規定により別紙のとおり（別紙省略）公告します。 
令和５年１月２４日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
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さいたま市告示第１３２号 

さいたま市総合療育センターひまわり学園医事業務について、次のとおり一般競争入札を行うので、

地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基 

づき公告する。 

令和５年１月２５日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 

さいたま市総合療育センターひまわり学園医事業務 

⑵ 履行場所 

さいたま市西区三橋６－１５８７ 総合療育センターひまわり学園 

さいたま市桜区田島２－１６－２ 療育センターさくら草 

⑶ 業務概要 

さいたま市総合療育センターひまわり学園及び療育センターさくら草における医事業務等  

を行う業務 

詳細については、入札説明書及び仕様書のとおり 

⑷ 履行期間 

令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本入札の告示日において、令和３・４年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）（

以下「名簿」という。）に業務「その他」で登載され、引き続き同業務で、令和５・６年度さい

たま市競争入札参加資格審査の申請をしていること。 
⑵  次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 

⑶ 本入札の公告日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 過去２年の間に、医療機関（医科及び歯科）において、医事業務一括を継続して１年以上に

わたり受託し、誠実に履行している実績を有すること。 

３ 入札説明書の交付 

本入札に参加を希望する者に対して、入札説明書を交付するとともに、仕様書を貸与する。 

⑴ 交付場所 

さいたま市西区三橋６－１５８７ さいたま市子ども未来局総合療育センターひまわり学園総
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務課 

担当 工藤 電話 ０４８（６２２）１２１１ 

⑵ 交付期間 

告示の日から令和５年２月８日（水）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さい

たま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日（以下「休日」という。）を除く午前９時から

正午まで及び午後１時から午後４時まで） 

⑶ 交付費用及び交付方法 

入札説明書等は、ＣＤ－ＲＯＭで無償にて交付する。 

４ 一般競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」

という。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日にお

いて確認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 

⑴ 提出書類 

ア 一般競争入札参加申込兼資格確認申請書 

イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 

３⑵に同じ 

⑶ 受付場所 

３⑴に同じ 

⑷ 提出方法 

持参 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

３⑴に同じ 

⑵ 交付日時 

令和５年２月１３日（月）午前９時から正午まで及び午後１時から午後４時まで 

⑶ その他 

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に８４円切手を貼付し、申し出

た場合のみ受け付けるものとする。 

６ 入札手続等 

⑴ 入札方法 

総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の

１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切

り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る

課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当す

る金額を入札書に記載すること。 

⑵ 入札の日時及び場所 

ア 日時 
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令和５年２月１７日（金）午前９時００分 

イ 場所 

さいたま市西区三橋６－１５８７ 総合療育センターひまわり学園２階会議室 

⑶ 入札保証金 

見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１

３年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。 

⑷ 開札の日時及び場所 

ア 日時 

令和５年２月１７日（金）入札終了後、直ちに行う。 

イ 場所 

６⑵イに同じ 

⑸ 落札者の決定方法 

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の

範囲内で、同条第４項及び第５項に基づいて作成された最低制限価格以上の価格をもって入札

を行った者のうち、最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

⑹ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条の規定に該当する入札は、これを無効とする。 

⑺ 入札事務を担当する課 

さいたま市西区三橋６－１５８７ さいたま市子ども未来局総合療育センターひまわり学園総

務課 

電話 ０４８（６２２）１２１１ 

⑻ 業務を担当する課 

さいたま市西区三橋６－１５８７ さいたま市子ども未来局総合療育センターひまわり学園医

務課 

電話 ０４８（６２２）１７３４ 

７ 契約手続等 

⑴ 契約保証金 

契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。 

⑵ 契約書作成の要否 

要 

⑶ 議決の要否 

否 

８ その他 

⑴ この契約において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 

⑵ 入札後、入札参加者は、本告示、仕様書等についての不明を理由として異議を申し立てること

はできない。 

⑶ 契約条項等は、さいたま市子ども未来局総合療育センターひまわり学園総務課及びホームペー

ジにおいて閲覧できる。 
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http://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 

⑷ 詳細は、入札説明書による。 

  

http://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html


さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

さいたま市告示第１３３号 

さいたま市総合療育センターひまわり学園補聴器フィッティングシステム賃貸借について、次のと

おり一般競争入札を行うので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。

）第１６７条の６の規定に基づき公告する。 

令和５年１月２５日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 

さいたま市総合療育センターひまわり学園補聴器フィッティングシステム賃貸借 

⑵ 借入場所 

さいたま市西区三橋６－１５８７ さいたま市総合療育センターひまわり学園 

⑶  数量・特質等 

仕様書による。 

⑷  借入期間 

令和５年４月１日から令和１２年３月３１日まで 

２ 一般競争入札参加資格に関する事項 

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴  本入札の告示日において、令和３・４年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（物品納入等

）（以下「名簿」という。）の種目「医療機器レンタル等」内の営業種目で登載され、引き続

き同種目で、令和５・６年度さいたま市競争入札参加資格審査の申請をしていること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

３ 入札説明書の交付 

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書等を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

さいたま市西区三橋６－１５８７ さいたま市子ども未来局総合療育センターひまわり学園 

総務課 管理係 担当 工藤 電話 ０４８（６２２）１２１１ 

⑵ 交付期間 

告示の日から令和５年２月８日（水）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さい

たま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から正午まで及び午後１時から

午後４時まで） 
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⑶ 交付費用 

無料 

４ 一般競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において

確認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 

⑴ 提出書類 

ア 一般競争入札参加申込兼資格確認申請書 

イ 入札説明書に定める書類 

ウ 返信用封筒（８４円切手を貼付） 

⑵ 受付場所 

３⑴に同じ 

⑶ 受付期間 

３⑵に同じ 

⑷ 提出方法 

持参 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

 ⑴ 交付方法 

   全て郵送とする。 

⑵ 交付日時 

令和５年２月１４日（火）までに交付するものとする。 

６ 競争入札参加資格の喪失 

本入札の参加資格を有する者が次のいずれかに該当するときは、本入札に参加することができな

い。 

⑴ 本告示に定める資格要件を満たさなくなったとき。 

⑵ 一般競争入札参加申込兼資格確認申請書及び提出書類について、虚偽の記載をしたとき。 

７ 入札手続等 

⑴ 入札方法 

単価（月額）で行う。入札金額は、賃借料１月あたりの額を記入すること。なお、落札決定に

当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の１０に相当する額を加算した金額

をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税

事業者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当する金額を入札書に記載す

ること。 

⑵ 入札の日時及び場所 

ア 日時 

令和４年２月１７日（金）午前１１時００分 

イ 場所 

さいたま市西区三橋６－１５８７ さいたま市総合療育センターひまわり学園２階会議室 
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⑶ 入札保証金 

見積もった金額（月額）に月数を乗じた額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さい

たま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除と

する。 

⑷ 開札の日時及び場所 

ア 日時 

令和５年２月１７日（金）入札終了後、直ちに行う。 

イ 場所 

７⑵イに同じ 

⑸ 落札者の決定方法 

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格を持って有効な入札を行ったものを落札者とする。 

⑹ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条の規定に該当する入札は無効とする。 

⑺ 入札事務を担当する課 

さいたま市西区三橋６－１５８７ さいたま市子ども未来局総合療育センターひまわり学園 

総務課 電話 ０４８（６２２）１２１１ 

８ 契約手続等 

⑴ 契約保証金 

契約金額（月額）に月数を乗じた額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま

市契約規則第３０条の規定に該当する場合は、免除とする。 

⑵ 契約書作成の要否 

要 

⑶ 議決の要否 

否 

９ その他 

⑴ この契約において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 

⑵ 入札後、入札参加者は、本告示、仕様書等についての不明を理由として異議を申し立てること

はできない。 

⑶ 契約条項は、さいたま市子ども未来局総合療育センターひまわり学園総務課及びホームページ

において閲覧できる。 

http://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 

⑷ 詳細は、入札説明書による。 

  

http://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html
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さいたま市告示第１３４号 

さいたま市総合療育センターひまわり学園軽乗用ハイブリッド自動車賃貸借について、次のとおり

一般競争入札を行うので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）

第１６７条の６の規定に基づき公告する。 

令和５年１月２５日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 

さいたま市総合療育センターひまわり学園軽乗用ハイブリッド自動車賃貸借 

⑵ 借入場所 

さいたま市西区三橋６－１５８７ さいたま市総合療育センターひまわり学園 

⑶ 数量・特質等 

仕様書による。 

⑷ 借入期間 

令和５年５月１日から令和１０年４月３０日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本入札の告示日において、令和３・４年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（物品納入等）

（以下「名簿」という。）の種目「自動車リース」内の営業種目で登載され、引き続き同種目で、

令和５・６年度さいたま市競争入札参加資格審査の申請をしていること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

３ 入札説明書の交付 

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書等を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

さいたま市西区三橋６－１５８７ さいたま市子ども未来局総合療育センターひまわり学園 

総務課 管理係 担当 伊藤 電話 ０４８（６２２）１２１１ 

⑵ 交付期間 

告示の日から令和５年２月８日（水）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さい

たま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から正午まで及び午後１時から

午後４時まで） 
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⑶ 交付費用 

無料 

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において

確認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 

⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 

イ 入札説明書に定める書類 

ウ 返信用封筒（８４円切手を貼付） 

⑵ 受付場所 

３⑴に同じ 

⑶ 受付期間 

３⑵に同じ 

⑷ 提出方法 

持参 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

 ⑴ 交付方法 

   全て郵送とする。 

⑵ 交付日時 

令和５年２月１４日（火）までに交付するものとする。 

６ 競争入札参加資格の喪失 

本入札の参加資格を有する者が次のいずれかに該当するときは、本入札に参加することができな

い。 

⑴ 本告示に定める資格要件を満たさなくなったとき。 

⑵ 競争入札参加申込兼資格確認申請書及び提出書類について、虚偽の記載をしたとき。 

７ 入札手続等 

⑴ 入札方法 

単価（月額）で行う。入札金額は、賃借料１月あたりの額を記入すること。なお、落札決定に

当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の１０に相当する額を加算した金額

をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税

事業者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当する金額を入札書に記載す

ること。 

⑵ 入札の日時及び場所 

ア 日時 

令和５年２月１７日（金）午前９時３０分 

イ 場所 

さいたま市西区三橋６－１５８７ さいたま市総合療育センターひまわり学園２階会議室 
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⑶ 入札保証金 

見積もった金額（月額）に月数を乗じた額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さい

たま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除と

する。 

⑷ 開札の日時及び場所 

ア 日時 

令和５年２月１７日（金）入札終了後、直ちに行う。 

イ 場所 

７⑵イに同じ 

⑸ 落札者の決定方法 

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格を持って有効な入札を行ったものを落札者とする。 

⑹ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条の規定に該当する入札は無効とする。 

⑺ 入札事務を担当する課 

さいたま市西区三橋６－１５８７ さいたま市子ども未来局総合療育センターひまわり学園 

総務課 電話 ０４８（６２２）１２１１ 

８ 契約手続等 

⑴ 契約保証金 

契約金額（月額）に月数を乗じた額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま

市契約規則第３０条の規定に該当する場合は、免除とする。 

⑵ 契約書作成の要否 

要 

⑶ 議決の要否 

否 

９ その他 

⑴ この契約において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 

⑵ 入札後、入札参加者は、本告示、仕様書等についての不明を理由として異議を申し立てること

はできない。 

⑶ 契約条項は、さいたま市子ども未来局総合療育センターひまわり学園総務課及びホームページ

において閲覧できる。 

http://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 

⑷ 詳細は、入札説明書による。 

  

http://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html
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さいたま市告示第１３５号 

公募型プロポーザル方式の手続きの開始  
さいたま市児童の安全確認等業務について、次のとおり、当該業務に関する企画提案書の提出を招

請します。 
令和５年１月２５日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
１ 企画提案書の招請に付する事項 

⑴ 件名 
さいたま市児童の安全確認等業務 

⑵ 履行場所 
さいたま市北部児童相談所及びさいたま市南部児童相談所管内（さいたま市全域） 

⑶ 業務概要 

通常児童虐待通告受付後４８時間以内に行う児童の安全確認について、児童相談所職員が行っ

ている訪問による確認の一部を民間に委託するもの。 

⑷ 履行期間 

令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで 

⑸ 予算の上限額 

本プロポーザルの予算上限額は１６，７９９，０００円（消費税及び地方消費税を含む。）と

する。 

２ 企画提案書の提出者の資格に関する事項 

企画提案書の提出を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本招請日において、令和３・４年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）に、業務

「福祉サービス」で登載され、引き続き同業務で令和５・６年度さいたま市競争入札参加資格の

申請をしている者であること。 
⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 
イ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第２項の規定により、さいた

ま市の一般競争入札に参加させないこととされた者 
ウ 中小企業等協同組合法（昭和２４年法律第１８１号）に基づく事業協同組合及び企業組合並

びに中小企業団体の組織に関する法律（昭和３２年法律第１８５号）に基づく協同組合にあっ

ては、その組合員が、共同企業体の構成員、単体企業の別を問わず、本招請に参加していない

こと。 
⑶ 本招請日から最優秀提案者特定の日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参

加停止要綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置（以下、「入札参加停止」

という。）又はさいたま市の締結する契約からの暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さい

たま市制定）による入札参加除外の措置（以下、「入札参加除外」という。）を受けている期間

がない者であること。 
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３ 企画提案に係る実施要領等の交付 
⑴ 交付方法 
ア 窓口にて交付 
イ さいたま市ホームページからダウンロード 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/012/p087692.html 

⑵ 交付期間 
本招請日から令和５年２月２０日（月）午後４時まで 

４ 参加意思の表明手続き  
企画提案書の提出を希望する者は、次のとおり参加意思の表明手続きを行うこと。 

⑴ 提出書類 
参加意思表明書 １部 

⑵ 提出期間 
令和５年１月２６日（木）から令和５年２月６日（月）まで（さいたま市の休日を定める条

例（平成１３年さいたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日（以下「休日」という。

）を除く午前９時から正午まで及び午後１時から午後４時まで） 
⑶ 提出場所 

さいたま市浦和区上木崎４－４－１０ さいたま市子ども未来局子ども家庭総合センター南部

児童相談所 

担当 企画調整係 電話 ０４８（７１１）２４８９ 
⑷ 提出方法 

持参 
５ 質問の受付及び回答 

企画提案書を提出しようとする者は、企画提案に関する事項について、書面により次のとおり

質問することができる。 
⑴ 受付期間 

令和５年１月２６日（木）から令和５年２月２０日（月）午後４時まで 
⑵ 受付方法 

ア 電子メールで受け付ける。詳細は実施要領による。 
メールアドレス nambu-jido-sodanjyo@city.saitama.lg.jp 

イ 電子メール送信後、速やかに電話にて到達確認を行うこと。  
ウ 提出先・到達確認に関する問い合わせ先 

４⑶に同じ 
⑶ 質問に対する回答予定日 

令和５年２月２２日（水）までに行う。 
⑷ 回答方法 

さいたま市ホームページ上に、質問及び回答を公表する。 
https://www.city.saitama.jp/005/001/017/012/p087692.html 

６ 企画提案書等の提出 
⑴ 提出書類  

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/012/p087692.html
mailto:nambu-jido-sodanjyo@city.saitama.lg.jp
https://www.city.saitama.jp/005/001/017/012/p087692.html


さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

ア 企画提案書（１０部） 

イ 見積書 

⑵ 提出期間 
令和５年２月１４日（火）から令和５年２月２７日（月）まで（休日を除く午前９時から正午

まで及び午後１時から午後４時まで） 
⑶ 提出場所 

４⑶に同じ 
⑷ 提出方法 

持参 
⑸ 無効となる企画提案書 

次の企画提案書は、無効とする。  

ア ２に定める資格条件を満たさなくなった者が提出した企画提案書 

イ 虚偽の記載をした企画提案書 

ウ 審査の公平性を害する行為を行った者が提出した企画提案書 

エ １⑸に示す額を上回る額を見積書に記載した者が提出した企画提案書 

オ プレゼンテーションに参加しなかった者が提出した企画提案書 

カ 各委員の平均得点が６０点以上を満たさなかった企画提案書 

キ 各委員の採点について、１点のものが１項目以上あった企画提案書 

７ 業者決定の方法  

業者の決定にあたっては、さいたま市児童の安全確認等業務事業者選定委員会において書類

審査を行い決定する。なお、審査方法等詳細については、実施要領を参照すること。 
８ その他  

⑴ 最優秀提案者特定の日の翌日から契約締結日までの間に、入札参加停止又は入札参加除外を受

けている期間がある者は、最優秀提案者の特定を取り消されることがある。 

⑵ 本調達において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨とすること。 

⑶ この企画提案書の提出等に係る一切の経費は、提案者の負担とする。 

⑷ 提出された企画提案書等は、返却しない。 

⑸ 企画提案の審査結果は、企画提案の具体的内容を除き、公表する。 

⑹ 詳細は、実施要領による。 

９ 連絡先  

さいたま市浦和区上木崎４－４－１０  

さいたま市子ども未来局子ども家庭総合センター南部児童相談所企画調整係  

電話  ０４８（７１１）２４８９ 

ＦＡＸ ０４８（７１１）８９０４ 

  



さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

さいたま市告示第１３６号 
さいたま市子ども家庭総合センター給食調理等業務について、次のとおり一般競争入札を行うので、

地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基

づき公告する。 
令和５年１月２５日 
 

さいたま市長 清 水 勇 人 
１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 
さいたま市子ども家庭総合センター給食調理等業務 

⑵ 履行場所 
さいたま市浦和区上木崎４－４－１０ 

⑶ 業務概要 
仕様書のとおり 

⑷ 履行期間 
令和５年４月１日から令和８年３月３１日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 
本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本入札の告示日において、令和３・４年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）（

以下「名簿」という。）に業務「給食」の受注希望業務「その他の給食」で登載され、かつ、引

き続き同業務で令和５・６年度さいたま市競争入札参加資格審査の申請をしている者であること。 
⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 
イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 
⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 
⑷ 令和元年度以降に、本業務と同規模の契約実績があることを証明した者であること。 

３ 入札説明書の交付 
本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 
さいたま市浦和区上木崎４－４－１０ さいたま市子ども未来局子ども家庭総合センター南部

児童相談所 
担当 松井 電話 ０４８（７１１）２４０９ 

⑵ 交付期間 



さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

告示の日から令和５年２月１５日（水）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さ

いたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後５時まで） 
⑶ 交付費用 

無償 
４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において

確認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 
⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 
イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 
３⑵に同じ 

⑶ 受付場所 
３⑴に同じ 

⑷ 提出方法 
持参 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 
確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 
３⑴に同じ 

⑵ 交付日時 
令和５年２月２１日（火）午前９時から午後５時まで 

⑶ その他 
郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に９４円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。 
６ 入札手続等 

⑴ 入札方法 
総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の

１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切

り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る

課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当す

る金額を入札書に記載すること。 
⑵ 入札の日時及び場所 

ア 日時 
令和５年３月７日（火）午後１時３０分 

イ 場所 
さいたま市浦和区上木崎４－４－１０ さいたま市子ども家庭総合センター４階会議室２ 

⑶ 入札保証金 



さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３

年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。 
⑷ 開札の日時及び場所 

ア 日時 
令和５年３月７日（火）入札終了後、直ちに行う。 

イ 場所 
６⑵イに同じ 

⑸ 最低制限価格 
設定する。なお、最低制限価格を下回る入札を行った者は、再度入札に参加できない。 

⑹ 落札者の決定方法 
さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で、同条第４項及び第５項に基づいて作成された最低制限価格以上の価格をもって入札を行

った者のうち、最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 
⑺ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 
⑻ 入札事務を担当する課 

さいたま市浦和区上木崎４－４－１０ さいたま市子ども未来局子ども家庭総合センター総務

課 
電話 ０４８（７１１）１９８６ ＦＡＸ ０４８（７１１）８９０４ 

⑼ 業務を担当する課 
さいたま市浦和区上木崎４－４－１０ さいたま市子ども未来局子ども家庭総合センター南部

児童相談所 
電話 ０４８（７１１）２４０９ ＦＡＸ ０４８（７１１）８９０４ 

７ 契約手続等 
⑴ 契約保証金 

契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。 
⑵ 契約書作成の要否 

要 
⑶ 議決の要否 

否 
８ その他 

⑴ 契約条項等は、さいたま市子ども未来局子ども家庭総合センター南部児童相談所及びホームペ

ージにおいて閲覧できる。 
https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 

⑵ 詳細は、入札説明書による。 
  

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html


さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

さいたま市告示第１３７号 

令和５年度さいたま市臨時グラウンド清掃及び除草業務について、次のとおり一般競争入札を行う

ので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規

定に基づき公告する。 
令和５年１月２５日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 
令和５年度さいたま市臨時グラウンド清掃及び除草業務 

⑵ 履行場所 
田島臨時グラウンド外７か所 

⑶ 業務概要 
入札説明書のとおり 

⑷ 履行期間 
令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 
本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本入札の告示日において、令和３・４年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（土木施設維持

管理）（以下「名簿」という。）に業務分類「苑地維持管理」で登載され、本市内に本店を有し、

かつ、引き続き同業務で令和５・６年度さいたま市競争入札参加資格審査の申請をしている者で

あること。 
⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 
イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 
⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号）第７条第１項に規定するさ

いたま市長からの許可を有している者であること。 
３ 入札説明書の交付 

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書を交付するものとする。 
⑴ 交付方法 

さいたま市ホームページからダウンロード 
https://www.city.saitama.jp/005/001/017/006/003/p094676.html 

⑵ 交付期間 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/006/003/p094676.html


さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

告示の日から令和５年２月８日（水）まで 
⑶ 交付費用 

無償 
４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において

確認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 
⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 
イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 
告示の日から令和５年２月８日（水）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さい

たま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後５時まで） 
⑶ 受付場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市スポーツ文化局スポーツ部スポーツ振興課 

担当 スポーツ施設係 電話 ０４８（８２９）１７２９ 

⑷ 提出方法 
持参 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 
確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 
４⑶に同じ 

⑵ 交付日時 
令和５年２月２１日（火）午前９時から午後５時まで 

⑶ その他 
郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に９４円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。 
６ 入札手続等 

⑴ 入札方法 
総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の

１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切

り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る

課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当す

る金額を入札書に記載すること。 
⑵ 入札の日時及び場所 

ア 日時 
令和５年３月１５日（水）午後２時００分 

イ 場所 
さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市役所地下１階第１会議室 



さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

⑶ 入札保証金 
見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３

年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。 
⑷ 開札の日時及び場所 

ア 日時 
令和５年３月１５日（水）入札終了後、直ちに行う。 

イ 場所 
６⑵イに同じ 

⑸ 最低制限価格 
  設定する。なお、最低制限価格を下回る入札をした者は、再度入札に参加できない。 
⑹ 落札者の決定方法 

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低制限価格以上の最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 
⑺ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

⑻ 入札事務を担当する課 
さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市スポーツ文化局スポーツ部スポーツ振興課 
電話 ０４８（８２９）１０５８ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９９６ 

７ 契約手続等 
⑴ 契約保証金 

契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。 
⑵ 契約書作成の要否 

要 
⑶ 議決の要否 

否 
８ その他 

⑴ 提出された競争入札参加申込兼資格確認申請書等は返却しない。 
⑵ 入札参加者は、入札後、本告示、仕様書、現場等についての不明を理由として、異議を申し立

てることはできない。 

⑶ 契約条項等は、さいたま市スポーツ文化局スポーツ部スポーツ振興課及びホームページにおい

て閲覧できる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 

⑷ 詳細は、入札説明書による。 
  

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html


さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

さいたま市告示第１３８号 
さいたま市情報セキュリティ運用支援業務について、次のとおり一般競争入札を行うので、地方自

治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基づき公

告する。 
令和５年１月２５日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 
さいたま市情報セキュリティ運用支援業務 

⑵ 履行場所 
さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市都市戦略本部デジタル改革推進部外 

⑶ 業務概要 
入札説明書及び仕様書のとおり 

⑷ 履行期間 
令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 
本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本入札の告示日において、令和３・４年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）（

以下「名簿」という。）に業務「電算」の受注希望業務「その他の電算」で登載され、かつ、引

き続き同業務で令和５・６年度さいたま市競争入札参加資格審査の申請をしている者であること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 
ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 
イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 
⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 一般財団法人日本情報経済社会推進協会が認定するプライバシーマーク（ＪＩＳＱ１５００１

）が付与されている者であること。 
⑸ 情報セキュリティマネジメントシステム認証基準ＪＩＳＱ２７００１（ＩＳＯ／ＩＥＣ２７０

０１）の認定を受けている者であること。 
⑹ 令和２年度以降に、国（独立行政法人を含む。）又は地方公共団体を相手方とした情報セキュ

リティ監査又は情報セキュリティに関するコンサルティングの契約実績を２件以上有する者であ

ること。 
⑺ 本業務における業務責任者は、次のアに掲げるいずれかの業務について 3 年以上の実績（実務

経験）を有し、かつ、イに掲げるいずれかの資格を有すること。業務責任者以外の本業務に従事
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する者として、イに掲げるいずれかの資格を有する者を含むこと。 
ア 必要な業務実績 

(ｱ) 情報セキュリティ監査 
(ｲ) 情報セキュリティに関するコンサルティング 
(ｳ) 情報セキュリティポリシーの作成又は改定に関するコンサルティング 

イ 必要な資格 
(ｱ) 情報処理安全確保支援士 
(ｲ) 情報セキュリティマネジメント試験 
(ｳ) システム監査技術者 
(ｴ) 公認情報セキュリティ主任監査人 
(ｵ) 公認情報セキュリティ監査人 
(ｶ) 公認情報システム監査人（CISA） 
(ｷ) 公認システム監査人（CSA） 
(ｸ) 公認情報システムセキュリティプロフェッショナル(CISSP) 
(ｹ) ISMS 主任審査員 
(ｺ) ISMS 審査員 

３ 入札説明書の交付 
本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 
ア さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市都市戦略本部デジタル改革推進部 

担当 デジタル改革担当 電話 ０４８（８２９）１０４７ 

イ さいたま市ホームページからダウンロード 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/006/003/p058115.html 

⑵ 交付期間 
告示の日から令和５年２月８日（水）まで（３⑴アにおいては、さいたま市の休日を定める条

例（平成１３年さいたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日（以下「休日」という。）

を除く午前９時から午後４時まで。ただし、交付最終日は午前９時から正午までとする。） 
⑶ 交付費用 

無償 
４ 一般競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において

確認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 
⑴ 提出書類 

ア 一般競争入札参加申込兼資格確認申請書 
イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 
告示の日から令和５年２月８日（水）まで（持参の場合、休日を除く午前９時から午後４時ま

で） 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/006/003/p058115.html
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⑶ 受付場所 
〒３３０－９５８８ さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市都市戦略本部デジタル改

革推進部デジタル改革担当 
⑷ 提出方法 

持参又は郵送。なお、郵送の場合は書留郵便（簡易書留郵便を含む。）により受付期間内必着

とする。 
５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 
⑴ 交付場所 

３⑴アに同じ 
⑵ 交付日時 

令和５年２月１３日（月）午前９時から午後４時まで 
⑶ その他 

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に８４円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。 
６ 競争入札参加資格の喪失 

本入札の参加資格を有する者が、次のいずれかに該当するときは、入札に参加できないものとす

る。 
⑴ 本告示に定める資格要件を満たさなくなったとき。 
⑵ 一般競争入札参加申込兼資格確認申請書及び提出書類について、虚偽の記載をしたとき。 

７ 入札手続等 
⑴ 入札方法 

総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の

１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切

り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る

課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当す

る金額を入札書に記載すること。 
⑵ 郵送による場合の入札書の受領期限及び送付先 

ア 受領期限 
令和５年２月１６日（木）必着。書留郵便（簡易書留郵便を含む。）により提出すること。 

イ 送付先 
〒３３０－９５８８ さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市都市戦略本部都市経

営戦略部分権・広域行政担当 
⑶ 入札の日時及び場所 

ア 日時 
令和５年２月１７日（金）午前１０時３０分 

イ 場所 
さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市役所地下第１会議室 

⑷ 入札保証金 
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見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３

年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。 
⑸ 開札の日時及び場所 

ア 日時 
令和５年２月１７日（金）入札終了後、直ちに行う。 

イ 場所 
７⑶イに同じ 

⑹ 落札者の決定方法 
さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。なお、入札価格が同値の場合

は、当該者のくじ引きによって落札者を定める。この場合において、当該入札参加者は、くじを

引くことを辞退することができない。 
⑺ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

⑻ 入札事務を担当する課 
さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市都市戦略本部都市経営戦略部 
電話 ０４８（８２９）１０６４ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９９７ 

⑼ 業務を担当する課 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市都市戦略本部デジタル改革推進部 

電話 ０４８（８２９）１０４７ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９８５ 

８ 契約手続等 
⑴ 契約保証金 

契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。 
⑵ 契約書作成の要否 

要 
⑶ 議決の要否 

否 
９ 特記事項 

本契約は、令和５年度歳入歳出予算が令和５年３月３１日までにさいたま市議会で可決された場

合において令和５年４月１日に確定させる。 
１０ その他 

⑴ この契約において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 
⑵ 契約条項等は、さいたま市都市戦略本部情報政策部及びホームページにおいて閲覧できる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 

⑶ 詳細は、入札説明書による。 

  

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html
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さいたま市告示第１３９号 
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、次の開発行為に関する工

事が完了したので公告する。 
令和５年１月２５日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
１ 開発区域に含まれる地域の名称 

さいたま市西区宮前町６２５番３、６２５番４、６２５番５、６２５番６、６２５番７、 
６２５番８、６２５番９、６２５番１０、６２５番１１ 

２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名 
 さいたま市浦和区常盤十丁目１５番１６号 
 ポラスマイホームプラザ株式会社 代表取締役 中内 啓夫 
３ 許可番号 
 令 和 ４ 年 １ １ 月 ７ 日 
 第開‐Ｎ２０２２１０５号  
４ 検査済証番号 

令 和 ５ 年 １ 月 ２ ４ 日 
第完‐Ｎ２０２２１０５号  
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さいたま市告示第１４０号 
さいたま市統計調査条例（平成１３年さいたま市条例第１６号）第２条の適用を受ける統計調査を

次のとおり行うこととしたので、第３条の規定により告示する。 
令和５年１月２５日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
１ 調査の名称 
  総合振興計画の進行管理等に係るアンケート調査 
２ 目的 
  さいたま市総合振興計画の着実な推進を図るため、各施策の達成度を測るものとして設定した「

成果指標」の現状値等を把握するため。 
３ 事項 
  日常生活において取り組んでいる活動・行動（自然環境の保全、スポーツ、文化芸術など）や生

活実感などについて調査する。 
４ 範囲 
  さいたま市全域の満１８歳から７９歳までの住民 
５ 期間 
  令和５年２月１４日から３月３日まで 
６ 方法 
  調査票を直接対象者に郵送・配布し、自計申告されたものを回収する郵送自計方式とする。 
７ 連絡先 

⑴ 担当 さいたま市役所都市戦略本部都市経営戦略部 
⑵ 電話 ０４８（８２９）１０３５ 
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さいたま市告示第１４１号 
公募型プロポーザルにおける提案書の提出の招請 
ワークステーションさいたま運営事業について、次のとおり、当該業務に関する企画提案書の提出

を招請する。 
令和５年１月２５日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
１ 企画提案書の招請に付する事項 

⑴ 件名 
ワークステーションさいたま運営事業 

⑵ 履行場所 
さいたま市浦和区北浦和３－３－１外 

⑶ 業務概要 

要求水準書のとおり 

⑷ 履行期間 

令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで 

⑸ 予算の上限額 

本プロポーザルの予算上限額は５１，１４３，０００円（消費税及び地方消費税を含む。）と

する。 

２ 企画提案書の提出者の資格に関する事項 

企画提案書の提出を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本事業企画提案書の招請日において、「令和３・４年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（

業務委託）」に登載されていること。 
⑵ 本事業企画提案書の招請日において、「令和５・６年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（

業務委託）」の申請を行っている者であること。 
⑶ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 
イ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第２項の規定により、さいた

ま市の一般競争入札に参加させないこととされた者 
ウ 中小企業等協同組合法（昭和２４年法律第１８１号）に基づく事業協同組合及び企業組合並

びに中小企業団体の組織に関する法律（昭和３２年法律第１８５号）に基づく共同組合にあっ

ては、その組合員が、共同企業体の構成員、単体企業の別を問わず、本件に参加していないこ

と。 
⑷ 本事業企画提案書の招請日から最優秀提案者特定の日までの間、さいたま市物品納入等及び委

託業務業者入札参加停止要綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置（以下「

入札参加停止」という。）を受けている期間がない者であること。 
⑸ 本事業企画提案書の招請日から最優秀提案者特定の日までの間、さいたま市の締結する契約か

らの暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置（以
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下「入札参加除外」という。）を受けている期間がない者であること。 
⑹ 市内に本社、支店、営業所等の活動拠点を有すること。活動拠点を有しない場合は、拠点活動

区域又は優先活動区域を、市内又は埼玉県内とする専任担当者を配置できること。 
⑺ 職業安定法（昭和２２年法律第１４１号）第３０条に規定する有料職業紹介事業の許可を受け

ていること。 
３ 企画提案に係る実施要綱等の交付 

⑴ 交付方法 
 さいたま市ホームページからダウンロード 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/012/p085818.html 
⑵ 交付期間 

本招請日から令和５年２月２２日（水）まで。 

４ 参加意思の表明手続き 
本件への参加（企画提案書の提出）を希望する者は、次により参加意思表明書を提出すること。 

⑴ 提出書類 

実施要綱のとおり 

⑵ 提出方法及び提出期限 

ア 持参 

本招請日から令和５年２月７日（火）午後４時まで。（提出期限内必着） 

イ 郵送 

      令和５年２月７日（火）までに必着。（簡易書留や特定記録等を利用し、配達されたことが

証明（確認）できる方法によること） 

⑶ 提出先 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市役所５階 

さいたま市経済局商工観光部労働政策課労政係 

電話 ０４８（８２９）１３７０ 

⑷ 到達確認 
参加意思表明書の提出を郵送にて行った提出者については、４⑶に記載の電話番号に、到達確

認の電話を行うこと。 
⑸ 参加資格の確認 

参加意思表明書を提出した者に対しては、本件への参加資格の有無にかかる通知を、令和５年

２月１０日（金）までに発送する。 

５ 質問の受付及び回答 
企画提案書を提出しようとする者は、企画提案に関する事項について、書面により次のとおり

質問することができる。 
⑴ 受付期間 

本招請日から令和５年２月７日（火）午後４時まで。 
⑵ 受付方法 

ア 電子メールで受け付ける。詳細は実施要綱による。 
メールアドレス rodo-seisaku@city.saitama.lg.jp 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/012/p085818.html
mailto:rodo-seisaku@city.saitama.lg.jp
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イ 電子メール送信後、４⑶に記載の電話番号に、速やかに電話にて到達確認を行うこと。  
⑶ 質問に対する回答予定日 

令和５年２月１０日（金）までに行う。 

⑷ 回答方法 
さいたま市ホームページ上に、質問及び回答を公表する。 
https://www.city.saitama.jp/005/001/017/012/p085818.html 

６ 企画提案書等の提出 
⑴ 提出書類  

  実施要綱のとおり 
⑵ 提出方法及び提出期限 

ア 持参 

令和５年２月１３日（月）から令和５年２月２２日（水）午後４時まで。（提出期限内必

着） 

イ 郵送 

       令和５年２月２２日（水）までに必着。（簡易書留や特定記録等を利用し、配達されたこ

とが証明（確認）できる方法によること） 

⑶ 提出場所 
４⑶に同じ 

⑷ 到達確認 
    企画提案書等の提出を郵送にて行った提出者については、４⑶に記載の電話番号に、到達確認

の電話を行うこと。 
⑸ 無効となる企画提案書 

次の企画提案書は、無効とする。  

ア ２に定める資格条件を満たさなくなった者が提出した企画提案書 

イ 虚偽の記載をした企画提案書 

ウ 審査の公平性を害する行為を行った者が提出した企画提案書 

エ １⑸に示す額を上回る額を見積書に記載した者が提出した企画提案書 

オ プレゼンテーションに参加しなかった者が提出した企画提案書 

７ 審査・選定  

優先交渉権者の決定にあたっては、ワークステーションさいたま運営事業受託事業者選定委員会

において、企画提案書及び関係書類、事業者によるプレゼンテーションをもとに審査を行い決定す

る。 

なお、審査方法等詳細については、実施要綱を参照すること。 
８ その他  

⑴ 最優秀提案者特定の日の翌日から契約締結日までの間に、入札参加停止又は入札参加除外を受

けている期間がある者は、最優秀提案者の特定を取り消されることがある。 

⑵ 本調達において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨とすること。 

⑶ この企画提案書の提出等に係る一切の経費は、提案者の負担とする。 

⑷ 提出された企画提案書等は、返却しない。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/012/p085818.html
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⑸ 詳細は、実施要綱による。 

９ 連絡先  

 さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市役所５階 
   さいたま市経済局商工観光部労働政策課労政係 

  電 話 ０４８（８２９）１３７０ 

   ＦＡＸ ０４８（８２９）１９４４ 
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さいたま市告示第１４２号 

東部清掃事務所施設清掃業務について、次のとおり一般競争入札を行うので、地方自治法施行令（

昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基づき公告する。 
令和５年１月２５日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 
東部清掃事務所施設清掃業務 

⑵ 履行場所 
さいたま市緑区大字大崎３１７ さいたま市東部清掃事務所 

⑶ 業務概要 
入札説明書のとおり 

⑷ 履行期間 
令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 
本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本入札の告示日において、令和３・４年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）（

以下「名簿」という。）に業務「清掃」の等級区分「Ａ級」で登載され、本市内に本店を有し、

かつ、引き続き同業務で令和５・６年度さいたま市競争入札参加資格審査の申請をしている者で

あること。 
⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 
イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 
⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 入札日において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立てが

なされている者でないこと。ただし、更生手続開始の決定がなされている者はこの限りでない。 

 ⑸ 入札日において、民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続開始の申立てが

なされている者でないこと。ただし、再生手続開始の決定がなされている者はこの限りでない。 

⑹ 建築物における衛生的環境の確保に関する法律（昭和４５年法律第２０号）第１２条の２第１

項第１号の「建築物清掃業」又は同条同項第８号の「建築物環境衛生総合管理業」の登録を受け

ている者であること。 

３ 入札説明書の交付 
本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書を交付するものとする。 
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⑴ 交付方法 
さいたま市ホームページからダウンロード 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/006/003/p094680.html 
⑵ 交付期間 

告示の日から令和５年２月１３日（月）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さ

いたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後５時まで） 
⑶ 交付費用 

無償 
４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において

確認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 
⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 
イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 
３⑵に同じ 

⑶ 受付場所 
さいたま市緑区大字大崎３１７ さいたま市環境局資源循環推進部東部清掃事務所 

⑷ 提出方法 
持参 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 
確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 
４⑶に同じ 

⑵ 交付日時 
令和５年２月２０日（月）午前９時から午後４時まで 

⑶ その他 
郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に９４円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。 
６ 入札手続等 

⑴ 入札方法 
総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の

１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切

り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る

課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当す

る金額を入札書に記載すること。 
⑵ 入札の日時及び場所 

ア 日時 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/006/003/p094680
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令和５年３月６日（月）午前１０時００分 
イ 場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市浦和区役所１階第１会議室 
⑶ 入札保証金 

免除。 
⑷ 開札の日時及び場所 

ア 日時 
令和５年３月６日（月）入札終了後、直ちに行う。 

イ 場所 
６⑵イに同じ 

⑸ 最低制限価格 
   設定する。なお、最低制限価格を下回る入札をした者は、再度入札に参加できない。 

⑹ 落札者の決定方法 
さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低制限価格以上の最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 
⑺ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

⑻ 入札事務を担当する課 
さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市環境局資源循環推進部資源循環政策課 
電話 ０４８（８２９）１３３７ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９９１ 

⑼ 業務を担当する課 
さいたま市緑区大字大崎３１７ さいたま市環境局資源循環推進部東部清掃事務所 
電話 ０４８（８７８）０９５６ ＦＡＸ ０４８（８７８）０９６０ 

７ 契約手続等 
⑴ 契約保証金 

契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。 
⑵ 契約書作成の要否 

要 
⑶ 議決の要否 

否 
８ その他 

⑴ 提出された競争入札参加申込兼資格確認申請書等は返却しない。 
⑵ 入札参加者は、入札後、本告示後、仕様書、現場等についての不明を不服として、異議を申し

立てることはできない。 
⑶ 契約条項等は、さいたま市環境局資源循環推進部東部清掃事務所及びホームページにおいて閲

覧できる。 
https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 

⑷ 詳細は、入札説明書による。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html
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さいたま市告示第１４３号 
建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５号の規定による道路の位置を指定し

たので、建築基準法施行規則(昭和２５年建設省令第４０号)第１０条により、次のとおり告示する。 
令和５年１月２５日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
１ 位置指定道路の概要 

⑴ 道路の位置 さいたま市岩槻区西町二丁目４６６４番９ 
⑵ 指定の年月日 令和 ５年 １月２５日 
⑶ 指定の番号 第 北２２－０２４ 号 
⑷ 道路の幅員 ４．００ｍ 
⑸ 道路の延長 ３４．９９ｍ 
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さいたま市告示第１４４号 
 令和５年さいたま市議会２月定例会を次のとおり招集する。 

令和５年１月２５日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 招集する期日 令和５年２月１日 

２ 招集する場所 さいたま市議会議事堂 
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さいたま市告示第１４５号 

教育用校内ネットワーク（第１区）保守業務外３件について、次のとおり一般競争入札を行うので、

地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基

づき公告する。 

令和５年１月２６日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 

ア 教育用校内ネットワーク（第１区）保守業務 

イ 教育用校内ネットワーク（第２区）保守業務 

ウ 教育用校内ネットワーク（第３区）保守業務 

エ 教育用校内ネットワーク（第４区）保守業務 

⑵ 履行場所 

ア １⑴アの業務 さいたま市浦和区岸町４－１－２９ さいたま市立高砂小学校外 

 イ １⑴イの業務 さいたま市緑区大字三室１９９４ さいたま市立三室小学校外 

 ウ １⑴ウの業務 さいたま市北区東大成町２－１２ さいたま市立東大成小学校外 

 エ １⑴エの業務 さいたま市桜区西堀７－２１－１ さいたま市立土合小学校外 

⑶ 業務概要 

仕様書のとおり 

⑷ 履行期間 

令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本入札の告示日において、令和３・４年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）（

以下「名簿」という。）に業務「保守点検」の受注希望業務「ＯＡ機器保守点検」及び業務「電

算」の受注希望業務「システム保守」で登載され、かつ、引き続き同業務で令和５・６年度さい

たま市競争入札参加資格審査の申請をしている者であること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 情報セキュリティマネジメントシステム認定基準ＪＩＳＱ２７００１（ＩＳＯ／ＩＥＣ２７０

０１）の認定を受けている者であること。 
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⑸ 令和３年度以降に、国（独立行政法人を含む。）又は地方公共団体において同種同規模の契約

を１件以上締結し、履行した実績（履行中を含む。）を有している者であること。 

３ 入札説明書の交付 

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

さいたま市浦和区岸町６－１３－１５ さいたま市教育委員会教育研究所 

担当 管理係 電話 ０４８（８３８）０７８１ 

⑵ 交付期間 

告示の日から令和５年２月９日（木）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さい

たま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後４時まで） 

⑶ 交付方法 

ＣＤ－ＲＯＭ 

⑷ 交付費用 

無償 

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、競争入札に付する件名ごとに入札参加申込及び入札参加資格の確

認審査（以下「確認審査」という。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者で

あっても、入札期日において確認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 

⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 

イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 

３⑵に同じ 

⑶ 受付場所 

３⑴に同じ 

⑷ 提出方法 

持参 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札に付する件名ごとに競争入札参加資格確認結果通知書を交付するもの

とする。 

⑴ 交付場所 

３⑴に同じ 

⑵ 交付日時 

令和５年２月２２日（水）午前９時から午後４時まで 

⑶ その他 

郵送希望者については、４の書類提出時において、競争入札に付する件名ごとの返信用封筒に

９４円切手を貼付し、申し出た場合のみ受け付けるものとする。 

６ 入札手続等 

⑴ 入札方法 
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競争入札に付する件名ごとに総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された

金額に当該金額の１００分の１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があ

るときは、その端数金額を切り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、

消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額

の１１０分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。 
⑵ 入札の日時及び場所 

ア 日時 

（ア） １⑴アの業務 令和５年３月８日（水）午後１時４５分 

（イ） １⑴イの業務 令和５年３月８日（水）午後２時００分 
（ウ） １⑴ウの業務 令和５年３月８日（水）午後２時１５分 
（エ） １⑴エの業務 令和５年３月８日（水）午後２時３０分 

イ 場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市役所第二別館１階第１会議室 

⑶ 入札保証金 

競争入札に付する件名ごとに見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さ

いたま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除

とする。 

⑷ 開札の日時及び場所 

ア 日時 

令和５年３月８日（水）入札終了後、直ちに行う。 

イ 場所 

６⑵イに同じ 

⑸ 最低制限価格 

設定する。なお、最低制限価格を下回る入札をした者は、再度入札に参加できない。 

⑹ 落札者の決定方法 

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で、同条第４項及び第５項に基づいて作成された最低制限価格以上の価格をもって入札を行

った者のうち、最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

⑺ 入札の無効 
さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

⑻ 入札事務を担当する課 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市教育委員会事務局学校教育部学事課 

電話 ０４８（８２９）１６４６ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９９０ 

⑼ 業務を担当する課 

さいたま市浦和区岸町６－１３－１５ さいたま市教育委員会教育研究所 

電話 ０４８（８３８）０７８１ ＦＡＸ ０４８（８３８）０８８８ 

７ 契約手続等 

⑴ 契約保証金 

落札者となった件名ごとに契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま
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市契約規則第３０条の規定に該当する場合は、免除とする。 

⑵ 契約書作成の要否  

要 

⑶ 議決の要否 

否 

８ その他 

⑴ この契約において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 

⑵ 契約条項等は、さいたま市教育委員会教育研究所及びホームページにおいて閲覧できる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 
⑶ 詳細は、入札説明書による。 

  

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html
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さいたま市告示第１４６号 

さいたま市中学校ＩＣＴ支援員委託業務について、次のとおり一般競争入札を行うので、地方自治

法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基づき公告

する。 

令和５年１月２６日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 

さいたま市中学校ＩＣＴ支援員委託業務 

⑵ 履行場所 

さいたま市南区南本町２－２５－２７ さいたま市立岸中学校外 

⑶ 業務概要 

仕様書のとおり 

⑷ 履行期間 

令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本入札の告示日において、令和３・４年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）（

以下「名簿」という。）に業務「その他」で登載され、かつ、引き続き同業務で令和５・６年度

さいたま市競争入札参加資格審査の申請をしている者であること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 告示日より過去２年以内において、ＩＣＴ支援業務を行う契約を国（独立行政法人を含む。）

又は地方公共団体と２回以上締結し、履行した実績を有する者であること。 

⑸ 情報セキュリティマネジメントシステム認定基準ＪＩＳＱ２７００１（ＩＳＯ／ＩＥＣ２７０

０１）の認定を受けている者であること。 

３ 入札説明書等の交付 

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書等を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

さいたま市浦和区岸町６－１３－１５ さいたま市教育委員会教育研究所 

担当 管理係 電話 ０４８（８３８）０７８１ 
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⑵ 交付期間 

告示の日から令和５年２月９日（木）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さい

たま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後４時まで） 

⑶ 交付方法 

ＣＤ－ＲＯＭ 

⑷ 交付費用 

無償 

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において

確認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 

⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 

イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 

３⑵に同じ 

⑶ 受付場所 

３⑴に同じ 

⑷ 提出方法 

持参 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

３⑴に同じ 

⑵ 交付日時 

令和５年２月２２日（水）午前９時から午後４時まで 

⑶ その他 

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に９４円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。 

６ 入札手続等 

⑴ 入札方法 

総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の

１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切

り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る

課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当す

る金額を入札書に記載すること。 
⑵ 入札の日時及び場所 

ア 日時 

令和５年３月８日（水）午後３時００分 
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イ 場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市役所第二別館１階第１会議室 

⑶ 入札保証金 

見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３

年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。 

⑷ 開札の日時及び場所 

ア 日時 

令和５年３月８日（水）入札終了後、直ちに行う。 

イ 場所 

６⑵イに同じ 

⑸ 最低制限価格 

設定する。なお、最低制限価格を下回る入札をした者は、再度入札に参加できない。 

⑹ 落札者の決定方法 

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で、同条第４項及び第５項に基づいて作成された最低制限価格以上の価格をもって入札を行

った者のうち、最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

⑺ 入札の無効 
さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

⑻ 入札事務を担当する課 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市教育委員会事務局学校教育部学事課 

電話 ０４８（８２９）１６４６ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９９０ 

⑼ 業務を担当する課 

さいたま市浦和区岸町６－１３－１５ さいたま市教育委員会教育研究所 

電話 ０４８（８３８）０７８１ ＦＡＸ ０４８（８３８）０８８８ 

７ 契約手続等 

⑴ 契約保証金 

契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。 

⑵ 契約書作成の要否  

要 

⑶ 議決の要否 

否 

８ その他 

⑴ この契約において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 

⑵ 契約条項等は、さいたま市教育委員会教育研究所及びホームページにおいて閲覧できる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 
⑶ 詳細は、入札説明書による。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html
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さいたま市告示第１４７号 

さいたま市北部建設事務所下水道管理課カラー複写機賃貸借について、次の通り一般競争入札を行

うので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の

規定に基づき告示する。 

令和５年１月２６日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 

さいたま市北部建設事務所下水道管理課カラー複写機賃貸借 

⑵ 借入場所 

入札説明書及び仕様書による。 

⑶ 数量・特質等 

ア 数量 １台 

イ 特質等 仕様書による。 

⑷ 借入期間 

令和５年４月１日から令和１０年３月３１日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 

  本入札に参加を希望する者は、次のすべての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本入札の告示日において、令和３・４年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（物品納入等） 
（以下「名簿」という。）に営業種目「ОＡ機器リース等」で登載され、引き続き同業務で令和

５・６年度さいたま市競争入札参加資格審査の申請をしている者であること。 
 ⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 
  ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 
  イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 
⑶ 本入札の公告日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 
３ 入札説明書等の交付 

 本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書及び仕様書等を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

   さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１ 

さいたま市建設局北部建設事務所下水道管理課 

   担当 料金係 小松崎  電話 ０４８（６４６）３２４８ 

⑵ 交付期間 

告示の日から令和５年２月８日（水）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さい
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たま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から正午まで及び午後１時から

午後４時まで） 

 ⑶ 交付費用 

無償にて交付する。 

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」

という。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日にお

いて確認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 

⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 

イ 入札説明書に定める書類 

ウ 返信用封筒（８４円切手を貼付） 

⑵ 受付場所 

   ３⑴に同じ 

⑶ 受付期間 

３⑵に同じ 

 ⑷ 提出方法 

持参 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

 ⑴ 交付方法 

全て郵送とする。 

⑵ 交付日時 

令和５年２月１４日（火）までに交付するものとする。 

６ 競争入札参加資格の喪失 

本入札の参加資格を有する者が次のいずれかに該当するときは、本入札に参加することができな

い。 

⑴ 本告示に定める資格要件を満たさなくなったとき。 

⑵ 競争入札参加申込兼資格確認申請書及び提出書類について、虚偽の記載をしたとき。 

７ 入札手続等 

 ⑴ 入札方法 

単価（月額）で行う。入札金額は、賃借料１月あたりの額（税抜）及び使用料１カウントあ

たりの単価（税抜）を記入すること。なお、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか

免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当する金額を入札書に

記載すること。 

⑵ 入札の日時及び場所 

   ア 日時 

     令和５年２月１６日（木）１０時００分 

   イ 場所 
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     さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１  大宮区役所 ５階 入札室 

⑶ 入札保証金 

入札金額（月額）に台数及び月数を乗じた額の１００分の５以上を納付すること。ただし、

さいたま市契約規則（平成１３年さいたま市契約規則第６６号）第９条の規定に該当する場合

は、免除とする。 

⑷ 開札の日時及び場所 

ア 日時 

     令和５年２月１６日（木）入札終了後、直ちに行う。 

   イ 場所 

     ７⑵イに同じ 

⑸ 落札者の決定方法 

賃借料（月額、モノクロコピー10,000 プリント分含）及び使用料（単価）がともにさいたま

市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範囲内で、

賃借料（月額）に推定月額使用料（単価に１ヶ月の予定使用量であるモノクロ 10,001 プリント

から 15,000 プリント、カラー500 プリントを乗じた金額）を加えた総額が、最低の金額で入札

したものを落札者とする。 

⑹ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条の規定に該当する入札は無効とする。 

⑺ 入札事務を担当する課 

さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１ 

さいたま市建設局北部建設事務所土木管理課 

電話 ０４８（６４６）３１９９ 

⑻ 業務を担当する課 

さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１ 

さいたま市建設局北部建設事務所下水道管理課 

電話 ０４８（６４６）３２４８ 

８ 契約手続等 

⑴ 契約保証金 

契約金額（月額）に台数及び月数を乗じた額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、

さいたま市契約規則第３０条の規定に該当する場合は、免除とする。 

⑵ 契約書作成の要否 

  要 

⑶ 議決の要否 

  否 

９ その他 

⑴ この契約において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 

⑵ 提出された競争入札参加申込兼資格確認申請書等は返却しない。 

⑶ 入札後、入札参加者は、本告示、仕様書等についての不明を理由として異議を申し立てること

はできない。 
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⑷ 令和５年度以降の予算について、本契約に係る予算措置がされない場合は、変更契約の締結ま

たは契約の解除を行う場合がある。 

⑸ 契約条項は、さいたま市建設局北部建設事務所下水道管理課及びホームページにおいて閲覧で

きる。 

http://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 

⑹ 詳細は、入札説明書による。 

  

http://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html
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さいたま市告示第１４８号 

さいたま市と畜場汚泥処分業務について、次のとおり一般競争入札を行うので、地方自治法施行令

（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基づき公告する。 
令和５年１月２６日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 
さいたま市と畜場汚泥処分業務 

⑵ 履行場所 
さいたま市大宮区吉敷町２－２３ さいたま市経済局農業政策部食肉中央卸売市場 

⑶ 業務概要 
仕様書のとおり（汚泥処分の予定数量は２２０ｔ） 

⑷ 履行期間 
令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 
本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本入札の告示日において、令和３・４年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託)(以

下「名簿」という。）に業務「廃棄物処理」の受注希望業務「産業廃棄物処分」で登載され、か

つ、引き続き同業務で令和５・６年度さいたま市競争入札参加資格審査の申請をしている者であ

ること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 
ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 
イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 
⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 入札日において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立てが

なされている者でないこと。ただし、更生手続開始の決定がなされている者はこの限りでない。 

⑸ 入札日において、民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続開始の申立てが

なされている者でないこと。ただし、再生手続開始の決定がなされている者はこの限りでない。 

⑹ 平成３０年度以降に、国又は地方公共団体において、同種・同規模業務の契約を締結し、履行

した実績を有する者であること。 

 ⑺ 埼玉県内に焼却施設を有し、産業廃棄物「汚泥」の処分業の許可を受けている者であること。 

３ 入札説明書の交付 
本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書を交付するものとする。 



さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

⑴ 交付場所 
さいたま市大宮区吉敷町２－２３ さいたま市経済局農業政策部食肉中央卸売市場 

担当 施設係 電話 ０４８（６４４）２９２９ 

⑵ 交付期間 
告示の日から令和５年２月１３日（月）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さ

いたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後４時まで） 
⑶ 交付費用 

無償 
４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において

確認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 
⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 
イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 
３⑵に同じ 

⑶ 受付場所 
３⑴に同じ 

⑷ 提出方法 
持参 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 
確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 
３⑴に同じ 

⑵ 交付日時 
令和５年２月１７日（金）午前９時から午後４時まで 

⑶ その他 
郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に９４円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。 
６ 入札手続等 

⑴ 入札方法 
単価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の

１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切

り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る

課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当す

る金額を入札書に記載すること。 
⑵ 入札の日時及び場所 

ア 日時 
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令和５年３月１日（水）午前１０時００分 
イ 場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市役所西会議棟１階第７会議室 
⑶ 入札保証金 

見積もった金額（単価）に予定数量を乗じた額の１００分の５以上を納付すること。ただし、

さいたま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免

除とする。 
⑷ 開札の日時及び場所 

ア 日時 
令和５年３月１日（水）入札終了後、直ちに行う。 

イ 場所 
６⑵イに同じ 

 ⑸ 落札者の決定方法 

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 
⑹ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

⑺ 入札事務を担当する課 
さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市経済局農業政策部農業政策課 
電話 ０４８（８２９）１３７６ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９４４ 

⑻ 業務を担当する課 
さいたま市大宮区吉敷町２－２３ さいたま市経済局農業政策部食肉中央卸売市場 
電話 ０４８（６４４）２９２９ ＦＡＸ ０４８（６４４）２９２７ 

７ 契約手続等 
⑴ 契約保証金 

契約金額（単価）に予定数量を乗じた額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さい

たま市契約規則第３０条の規定に該当する場合は、免除とする。 
⑵ 契約書作成の要否 

要 
⑶ 議決の要否 

否 
８ 特記事項  
  本契約は、令和５年度歳入歳出予算が令和５年３月３１日までにさいたま市議会で可決された場

合において令和５年４月１日に確定させる。 
９ その他 

⑴ 提出された競争入札参加申込兼資格確認申請書等は、返却しない。 
⑵ 入札参加者は、入札後、本告示、仕様書、現場等についての不明を理由として、異議を申し立

てることはできない。 
⑶ 契約条項等は、さいたま市経済局農業政策部食肉中央卸売市場及びホームページにおいて閲覧
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できる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 

⑷ 詳細は、入札説明書による。 
  

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html
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さいたま市告示第１４９号 

さいたま市立中央図書館外３館窓口等業務外３件について、次のとおり一般競争入札を行うので、

地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基

づき公告する。 
令和５年１月２６日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 
ア さいたま市立中央図書館外３館窓口等業務 

イ さいたま市立武蔵浦和図書館外６館窓口等業務 

ウ さいたま市立大宮西部図書館外５館窓口等業務 

エ さいたま市立春野図書館外６館窓口等業務 
⑵ 履行場所 

ア １⑴アの業務 さいたま市浦和区東高砂町１１－１外 

イ １⑴イの業務 さいたま市南区別所７－２０－１外 

ウ １⑴ウの業務 さいたま市北区櫛引町２－４９９－１外 

エ １⑴エの業務 さいたま市見沼区春野２－１２－１外 
⑶ 業務概要 

仕様書のとおり 
⑷ 履行期間 

令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで 
２ 競争入札参加資格に関する事項 

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 
⑴  本入札の告示日において、令和３・４年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）

（以下「名簿」という。）に業務「その他」の受注希望業務「その他」で登載され、かつ、引

き続き同業務で令和５・６年度さいたま市競争入札参加資格審査の申請をしている者であるこ

と。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 
ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 
イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 
⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 平成３０年４月１日以降に、国（独立行政法人を含む。）又は地方公共団体と同種の契約実績

を１件以上有している者であること。 
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３ 入札説明書の交付 
本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 
さいたま市浦和区東高砂町１１－１ さいたま市教育委員会中央図書館管理課 

担当 栗原 電話 ０４８（８７１）２１７２ 
⑵ 交付期間 

告示の日から令和５年２月９日（木）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さい

たま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前８時３０分から午後５時１５分まで

） 
⑶ 交付費用 

無償 
４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において

確認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 
⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 
イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 
３⑵に同じ 

⑶ 受付場所 
３⑴に同じ 

⑷ 提出方法 
持参 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 
確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 
３⑴に同じ 

⑵  交付日時 
令和５年２月１４日（火）午前８時３０分から午後５時１５分まで 

⑶  その他 
郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に９４円切手を貼付して申し出た

場合のみ受け付けるものとする。複数の業務において４の書類を提出する場合は、２件の場合は

９４円切手、３件以上の場合は１４０円切手を貼付して申し出た場合は、複数の業務を併せて郵

送するものとする。 
６ 入札手続等 

⑴ 入札方法 
総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の

１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切
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り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る

課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当す

る金額を入札書に記載すること。 
⑵ 入札の日時及び場所 

ア 日時 
（ア） １⑴アの業務 令和５年２月２０日（月）午前９時００分 
（イ） １⑴イの業務 令和５年２月２０日（月）午前９時１５分 
（ウ） １⑴ウの業務 令和５年２月２０日（月）午前９時３０分 
（エ） １⑴エの業務 令和５年２月２０日（月）午前９時４５分 

イ 場所 
さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市役所第二別館１階第２会議室 

⑶ 入札保証金 
見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３

年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。 
⑷ 開札の日時及び場所 

ア 日時 
令和５年２月２０日（月）入札終了後、直ちに行う。 

イ 場所 
６⑵イに同じ 

⑸ 落札者の決定方法 
さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 
⑹ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

⑺ 入札事務を担当する課 
さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市教育委員会事務局生涯学習部生涯学習振興課 
電話 ０４８（８２９）１７０５ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９８９ 

⑻ 業務を担当する課 
さいたま市浦和区東高砂町１１－１ さいたま市教育委員会中央図書館管理課 
電話 ０４８（８７１）２１７２ ＦＡＸ ０４８（８８４）５５００ 

７ 契約手続等 
⑴ 契約保証金 

契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。 
⑵ 契約書作成の要否 

要 
⑶ 議決の要否 

否 
８ その他 
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⑴ この契約において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 
⑵ 契約条項等は、さいたま市教育委員会中央図書館管理課及びホームページにおいて閲覧できる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 
⑶ 詳細は、入札説明書による。 

  

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html


さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

さいたま市告示第１５０号 

さいたま市ＣＩＯ支援業務について、公募型プロポーザル方式の手続きを実施します。つきまして

は、次のとおり当該業務に関する企画提案書の提出を招請します。 

令和５年１月２６日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 企画提案書の招請に付する事項 

⑴ 件名 

さいたま市ＣＩＯ支援業務 

⑵ 履行場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市都市戦略本部デジタル改革推進部外 

⑶ 業務概要 

情報システム最適化事業の推進（最適化に係るガイドラインの整備、情報システムに係る見積

精査等）に係る支援 

⑷ 履行期間 

契約締結の日から令和６年３月２９日まで 

２ 企画提案書の提出者の資格に関する事項 

企画提案書の提出を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本告示日において、令和３・４年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）（以下「

名簿」という。）に業務「計画策定」又は「電算」で登載され、かつ、引き続き同業務で令和

５・６年度さいたま市競争入札参加資格審査の申請をしている者であること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 

イ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第２項の規定により、さいた

ま市の一般競争入札に参加させないこととされた者 

⑶ 本告示日から企画提案書提出期限までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加

停止要綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置（以下「入札参加停止」とい

う。）又はさいたま市の締結する契約からの暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま

市制定）による入札参加除外の措置（以下「入札参加除外」という。）を受けている期間がない

者であること。 

⑷ 中小企業等協同組合法（昭和２４年法律第１８１号）に基づく事業協同組合及び企業組合並

びに中小企業団体の組織に関する法律（昭和３２年法律第１８５号）に基づく協業組合にあっ

ては、その組合員が、本招請に参加していない者であること。 
⑸ 平成３０年度以降に、国（独立行政法人を含む。）、都道府県又は人口２０万人以上の市若し

くは特別区において、次のいずれかの実績を有し、その者を本業務の業務責任者に配置できる者

であること。 

ア ＣＩＯ（Ｃｈｉｅｆ Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ Ｏｆｆｉｃｅｒ）又はＣＩＯ補佐の経験 

イ 情報システムに係る調達支援、工程管理支援等の業務契約実績及び責任者としての経験 
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３ 企画提案実施要領等の貸与 

企画提案書の提出を希望する者に対し、企画提案実施要領（以下「実施要領」という。）等を貸

与するものとする。 

⑴ 貸与場所 

さいたま市浦和区常盤６－４―４ さいたま市都市戦略本部デジタル改革推進部 
担当 デジタル改革担当 電話 ０４８（８２９）１０４７ 

⑵ 貸与受付期間 

本告示日から令和５年２月２８日（火）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さ

いたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後４時まで） 

⑶ 貸与費用 

無償 

⑷ 貸与方法 

ＣＤ－Ｒ 

⑸ 実施要領等の返却 

貸与した実施要領等は、企画提案書提案会時に返却すること。また、見積辞退及び参加意思表

明書を提出しないことが決まった場合は、速やかに返却すること。 

⑹ 実施要領等の取り扱い 

貸与した実施要領等は、企画提案及び見積りに係る検討以外の目的で使用してはならない。ま

た、様式以外の資料は複製をしてはならない。 

４ 参加意思表明書の提出 

企画提案書の提出を希望する者で、２の要件を満たしている者は、参加意思の表明を行い参加資

格確認審査（以下「確認審査」という。）を受けなければならない。名簿に登載されている者であ

っても、企画提案書提出日において確認審査を受けていない者は、企画提案書提案会に参加できな

い。 
なお、提出書類について説明を求められたときは、これに応じなければならない。 

⑴ 提出書類 

ア 参加意思表明書 

イ ２⑸の実績を証する書類 １部 

⑵ 受付期間 

３⑵に同じ 

⑶ 受付場所 

３⑴に同じ 

⑷ 提出方法 

持参 

５ 参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

３⑴に同じ 

⑵ 交付日時 
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令和５年３月３日（金）午前９時から午後４時まで 

⑶ その他 

郵送希望者については、４の書類提出時において、返信用封筒に８４円切手を貼付し、申し

出た場合のみ受け付けるものとする。 

６ 企画提案書提案会参加資格の喪失 

企画提案書提案会の参加資格を有する者が、次のいずれかに該当するときは、本企画提案書提案

会に参加できない。 

⑴ 企画提案書提案会の実施日において２に定める参加資格の要件を満たさなくなったとき。 

⑵ 提出書類に虚偽の記載をしたとき。 

７ 企画提案書の提出 

参加資格確認結果通知書により参加資格有と認められた者のみ、次の書類を提出することができ

る。 

⑴ 提出書類 

企画提案書（９部） 

⑵ 受付期間 

令和５年３月６日（月）から令和５年３月９日（木）まで（午前９時から午後４時まで） 

⑶ 受付場所 

３⑴に同じ 

⑷ 提出方法 

持参 

８ 企画提案書提案会 

企画提案書の提出者は、令和５年３月１６日（木）又は３月１７日（金）に実施を予定している

企画提案書提案会において、提案内容の説明をすること。なお、詳細な時間及び場所については、

参加者数の確定後に通知する。 

９ 優先交渉権者の決定に関する事項 

優先交渉権者の決定にあたっては、さいたま市ＣＩＯ支援業務選定委員会において審査を行い決

定する。なお、審査方法等詳細については、実施要領等を参照すること。 

１０ 契約手続等 

⑴ 契約保証金 

契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３年さ

いたま市規則第６６号）第３０条の規定に該当する場合は、免除とする。 
⑵ 契約書作成の要否 

要 
⑶ 議決の要否 

否 
１１ 特記事項 

⑴ 本業務に係る予算が本市議会で可決されない場合又はその他の理由により本業務が実施できな

くなった場合にあっては、どの提案者とも契約を締結しないことがある。 

⑵ 本業務の契約時点での業務責任者を、本業務とは別に、さいたま市ＣＩＯ補佐監設置要綱（平
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成１８年さいたま市制定）により、本市の特別職非常勤職員「ＣＩＯ補佐監」として委嘱するこ

とがある。（月５日程度の勤務） 

１２ 本招請に関する事務を担当する課 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市都市戦略本部デジタル改革推進部 

電話 ０４８（８２９）１０４７ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９８５ 

１３ その他 

 ⑴ 企画提案書提出期限の翌日から契約締結日までの間に、入札参加停止又は入札参加除外を受け

ている期間がある者は、最優秀提案者の特定を取り消されることがある。 

⑵ 本調達において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 

⑶ この企画提案書の招請手続きに係る一切の経費は、提案者の負担とする。 

⑷ 受託者は、本市の情報システムに関する事業における調達の公平性及び透明性を確保する必要

があることから、本業務の契約履行期間及び契約完了後２年間において、本市のシステム設計・

開発、システム運用及びシステム監査等の委託業務の入札に参加することはできないものとする。 
⑸ 契約条項等は、さいたま市都市戦略本部デジタル改革推進部及びホームページにおいて閲覧で

きる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 

⑹ 詳細は、実施要領等による。 

  

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html
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さいたま市告示第１５１号 
さいたま市立ひまわり特別支援学校知的障害教育部門高等部オフィス作業用端末賃貸借について、次の

とおり一般競争入札を行うので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」とい

う。）第１６７条の６の規定に基づき公告する。 
令和５年１月２６日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 
  さいたま市立ひまわり特別支援学校知的障害教育部門高等部オフィス作業用端末賃貸借 
⑵ 借入場所 

さいたま市西区三橋６－１５８７ 
⑶ 数量・特質等 

仕様書のとおり 
⑷ 借入期間 

令和５年４月１日から令和１０年３月３１日まで 
２ 競争入札参加資格に関する事項 

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 
⑴ 本入札の告示日において、令和３・４年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（物品納入等）

（以下「名簿」という。）に種目「レンタル・リース」内の営業種目「ＯＡ機器リース等」で登

載され、かつ、引き続き同営業種目で令和５・６年度さいたま市競争入札参加資格審査の申請を

している者であること。 
⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、及び破産手続開始の決定

を受けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律

第７７号）第３２条第１項各号に掲げる者 

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 

 ⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 
３ 入札説明書の交付 

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書を交付するものとする。 
⑴ 交付場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市教育委員会事務局学校教育部特別支援教育室 
担当 伊関 電話 ０４８（８２９）１６６７ 

⑵ 交付期間 
告示の日から令和５年２月８日（水）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さい

たま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後４時まで） 
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⑶ 交付費用 
無償 

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 
本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において

確認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 
⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 
イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 
３⑵に同じ 

⑶ 受付場所 
３⑴に同じ 

⑷ 提出方法 
持参 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 
確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 
３⑴に同じ 

⑵ 交付日時 
令和５年２月１３日（月）午前９時から午後４時まで 

⑶ その他 
郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に８４円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。 
６ 入札手続等 

⑴ 入札方法 
単価（月額）で行う。入札金額は、賃借料（設定費用等、当該業務に係る経費の全てを含む。

）１月当たりの額を記入すること。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当

該金額の１００分の１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、

その端数金額を切り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び

地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分

の１００に相当する金額を入札書に記載すること。 
⑵ 郵送による場合の入札書の受領期限及び送付先 

ア 受領期限 
令和５年２月１７日（金）書留郵便（簡易書留郵便を含む。）により提出すること。 

イ 送付先 
〒３３０－９５８８ さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市教育委員会事務局学校

教育部特別支援教育室 

⑶ 入札の日時及び場所 
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ア 日時 
令和５年２月２０日（月）午後１時４５分 

イ 場所 
さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市役所第二別館１階第２会議室 

⑷ 入札保証金 
見積もった金額（月額）に月数を乗じた額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さい

たま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除と

する。 
⑸ 開札の日時及び場所 

ア 日時 
令和５年２月２０日（月）入札終了後、直ちに行う。 

イ 場所 
６⑶イに同じ 

⑹ 落札者の決定方法 
さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 
⑺ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

⑻ 入札事務を担当する課 
さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市教育委員会事務局学校教育部特別支援教育室 
電話 ０４８（８２９）１６６７ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９９０ 

７ 契約手続等 
⑴ 契約保証金 

契約金額（月額）に月数を乗じた額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま

市契約規則第３０条の規定に該当する場合は、免除とする。 
⑵ 契約書作成の要否 

要 
⑶ 議決の要否 

否 
８ 特記事項 
  本入札に係る契約の効果は、令和５年度予算の成立を要件とする。 
９ その他 

⑴ この契約において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 
⑵ 契約条項等は、さいたま市教育委員会事務局学校教育部特別支援教育室及びホームページにお

いて閲覧できる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 

⑶ 詳細は、入札説明書による。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html
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さいたま市告示第１５２号 

さいたま市小学校用務業務（桜区・浦和区）について、次のとおり一般競争入札を行うので、地方

自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基づき

公告する。 
令和５年１月２６日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
１ 一般競争入札に付する事項 

⑴ 件名 
さいたま市小学校用務業務（桜区・浦和区） 

⑵ 履行場所 
さいたま市桜区五関 21 外 

⑶ 業務概要 
仕様書のとおり 

⑷ 履行期間 
令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで 

２ 一般競争入札参加資格に関する事項 
本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

 ⑴ 本入札の告示日において、令和３・４年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）（

以下「名簿」という。）に業務「建物管理等」、受注希望業種「建物総合管理」及び等級区分「

Ａ級」で登載され、かつ、本市内に本社を有している者であること。また、引き続き同業務で令

和５・６年度さいたま市競争入札参加資格者名簿への登録を申請していること。 
 ⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 
イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 
⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 入札日において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立てが

なされている者でないこと。ただし、更生手続開始の決定がなされている者はこの限りでない。 

 ⑸ 入札日において、民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続開始の申立てが

なされている者でないこと。ただし、再生手続開始の決定がなされている者はこの限りでない。 
⑹ 過去５年間に、国（独立行政法人を含む。）又は地方公共団体と、当該業務と種類及び規模を

同じくする契約を２回以上締結し、かつ、誠実に履行した実績を有する者であること。 
３ 入札説明書等の交付 

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書とともに仕様書等を交付する。 
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⑴ 交付場所 
さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市教育委員会事務局管理部教育総務課人事係 

電話 ０４８（８２９）１６２４ 
⑵ 交付期間 

告示の日から令和５年２月３日（金）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さい

たま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日（以下「休日」という。）を除く午前９時００

分から午後４時００分まで） 
⑶ 交付費用 

無償 
４ 一般競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において

確認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 
⑴ 提出書類 

ア 一般競争入札参加申込兼資格確認申請書 
イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 
告示の日から令和５年２月３日（金）まで（休日を除く午前９時００分から午後４時００分ま

で）。なお、郵送の場合は、同日必着とし、郵送後に電話連絡をすること。 
⑶ 受付場所 

３⑴に同じ 
⑷ 提出方法 

持参又は書留郵便（簡易書留を含む。）による郵送により提出すること。 
５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 
⑴ 交付場所 

３⑴に同じ 
⑵ 交付日時 

令和５年２月８日（水）午前９時００分から午後４時００分まで 
⑶ その他 

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に８４円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。 
６ 入札手続等 

⑴ 入札方法 
総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の

１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切

り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る

課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当す

る金額を入札書に記載すること。 
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⑵ 入札の日時及び場所 
ア 日時 

令和５年２月１５日（水）午前９時２０分 
イ 場所 

   さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市役所 第二別館１階第１会議室 
⑶ 入札保証金 

見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３

年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。 
⑷ 開札の日時及び場所 

ア 日時 
令和５年２月１５日（水）入札終了後、直ちに行う。 

イ 場所 
６⑵イに同じ 

⑸ 最低制限価格 
  設定する。なお、初度入札において最低制限価格を下回る入札を行った者は、再度入札に参加

することはできない。 
⑹ 落札者の決定方法 

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で、同条第４項及び第５項に基づいて作成した最低制限価格以上の価格をもって入札を行っ

た者のうち、最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 
⑺ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条の規定に該当する入札は、これを無効とする。 

⑻ 入札事務を担当する課 
さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市教育委員会事務局管理部教育総務課秘書・総務

係 電話 ０４８（８２９）１６２３ 

 ⑼ 業務を担当する課 
   さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市教育委員会事務局管理部教育総務課人事係 

電話 ０４８（８２９）１６２４ 
７ 契約手続等 

⑴ 契約保証金 
契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。 
⑵ 契約書作成の要否 

要 
⑶ 議決の要否 

      否 
８ その他 

⑴ 提出された確認申請書類は、返却しない。 
⑵ 入札参加者は、入札後、本告示、仕様書等についての不明を理由として、異議申し立てするこ
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とはできない。 
⑶ この契約において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 

⑷ 契約条項等は、さいたま市教育委員会事務局管理部教育総務課及びホームページにおいて閲覧

できる。 
http://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 

⑸ 詳細は、入札説明書等による。 
  

http://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html
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さいたま市告示第１５３号 

さいたま市小学校用務業務（南区・緑区）について、次のとおり一般競争入札を行うので、地方自

治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基づき公

告する。 
令和５年１月２６日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
１ 一般競争入札に付する事項 

⑴ 件名 
さいたま市小学校用務業務（南区・緑区） 

⑵ 履行場所 
さいたま市南区太田窪５ー１０－６ 外 

⑶ 業務概要 
仕様書のとおり 

⑷ 履行期間 
令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで 

２ 一般競争入札参加資格に関する事項 
本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

 ⑴ 本入札の告示日において、令和３・４年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）（

以下「名簿」という。）に業務「建物管理等」、受注希望業種「建物総合管理」及び等級区分「

Ａ級」で登載され、かつ、本市内に本社を有している者であること。また、引き続き同業務で令

和５・６年度さいたま市競争入札参加資格者名簿への登録を申請していること。 
 ⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 
イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 
⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 入札日において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立てが

なされている者でないこと。ただし、更生手続開始の決定がなされている者はこの限りでない。 

 ⑸ 入札日において、民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続開始の申立てが

なされている者でないこと。ただし、再生手続開始の決定がなされている者はこの限りでない。 
⑹ 過去５年間に、国（独立行政法人を含む。）又は地方公共団体と、当該業務と種類及び規模を

同じくする契約を２回以上締結し、かつ、誠実に履行した実績を有する者であること。 
３ 入札説明書等の交付 

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書とともに仕様書等を交付する。 
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⑴ 交付場所 
さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市教育委員会事務局管理部教育総務課人事係 

電話 ０４８（８２９）１６２４ 
⑵ 交付期間 

告示の日から令和５年２月３日（金）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さい

たま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日（以下「休日」という。）を除く午前９時００

分から午後４時００分まで） 
⑶ 交付費用 

無償 
４ 一般競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において

確認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 
⑴ 提出書類 

ア 一般競争入札参加申込兼資格確認申請書 
イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 
告示の日から令和５年２月３日（金）まで（休日を除く午前９時００分から午後４時００分ま

で）。なお、郵送の場合は、同日必着とし、郵送後に電話連絡をすること。 
⑶ 受付場所 

３⑴に同じ 
⑷ 提出方法 

持参又は書留郵便（簡易書留を含む。）による郵送により提出すること。 
５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 
⑴ 交付場所 

３⑴に同じ 
⑵ 交付日時 

令和５年２月８日（水）午前９時００分から午後４時００分まで 
⑶ その他 

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に８４円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。 
６ 入札手続等 

⑴ 入札方法 
総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の

１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切

り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る

課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当す

る金額を入札書に記載すること。 
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⑵ 入札の日時及び場所 
ア 日時 

令和５年２月１５日（水）午前９時４０分 
イ 場所 

   さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市役所 第二別館１階第１会議室 
⑶ 入札保証金 

見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３

年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。 
⑷ 開札の日時及び場所 

ア 日時 
令和５年２月１５日（水）入札終了後、直ちに行う。 

イ 場所 
６⑵イに同じ 

⑸ 最低制限価格 
  設定する。なお、初度入札において最低制限価格を下回る入札を行った者は、再度入札に参加

することはできない。 
⑹ 落札者の決定方法 

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で、同条第４項及び第５項に基づいて作成した最低制限価格以上の価格をもって入札を行っ

た者のうち、最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 
⑺ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条の規定に該当する入札は、これを無効とする。 

⑻ 入札事務を担当する課 
さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市教育委員会事務局管理部教育総務課秘書・総務

係 電話 ０４８（８２９）１６２３ 

 ⑼ 業務を担当する課 
   さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市教育委員会事務局管理部教育総務課人事係 

電話 ０４８（８２９）１６２４ 
７ 契約手続等 

⑴ 契約保証金 
契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。 
⑵ 契約書作成の要否 

要 
⑶ 議決の要否 

      否 
８ その他 

⑴ 提出された確認申請書類は、返却しない。 
⑵ 入札参加者は、入札後、本告示、仕様書等についての不明を理由として、異議申し立てするこ
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とはできない。 
⑶ この契約において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 

⑷ 契約条項等は、さいたま市教育委員会事務局管理部教育総務課及びホームページにおいて閲覧

できる。 
http://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 

⑸ 詳細は、入札説明書等による。 
  

http://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html
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さいたま市告示第１５４号 

さいたま市小学校用務業務（西区・北区・大宮区・見沼区・中央区・岩槻区）について、次のとお

り一般競争入札を行うので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。

）第１６７条の６の規定に基づき公告する。 
令和５年１月２６日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
１ 一般競争入札に付する事項 

⑴ 件名 
さいたま市小学校用務業務（西区・北区・大宮区・見沼区・中央区・岩槻区） 

⑵ 履行場所 
さいたま市北区日進町２－９１１ 外 

⑶ 業務概要 
仕様書のとおり 

⑷ 履行期間 
令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで 

２ 一般競争入札参加資格に関する事項 
本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

 ⑴ 本入札の告示日において、令和３・４年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）（

以下「名簿」という。）に業務「建物管理等」、受注希望業種「建物総合管理」及び等級区分「

Ａ級」で登載され、かつ、本市内に本社を有している者であること。また、引き続き同業務で令

和５・６年度さいたま市競争入札参加資格者名簿への登録を申請していること。 
 ⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 
イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 
⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 入札日において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立てが

なされている者でないこと。ただし、更生手続開始の決定がなされている者はこの限りでない。 

 ⑸ 入札日において、民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続開始の申立てが

なされている者でないこと。ただし、再生手続開始の決定がなされている者はこの限りでない。 
⑹ 過去５年間に、国（独立行政法人を含む。）又は地方公共団体と、当該業務と種類及び規模を

同じくする契約を２回以上締結し、かつ、誠実に履行した実績を有する者であること。 
３ 入札説明書等の交付 

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書とともに仕様書等を交付する。 
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⑴ 交付場所 
さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市教育委員会事務局管理部教育総務課人事係 

電話 ０４８（８２９）１６２４ 
⑵ 交付期間 

告示の日から令和５年２月３日（金）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さい

たま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日（以下「休日」という。）を除く午前９時００

分から午後４時００分まで） 
⑶ 交付費用 

無償 
４ 一般競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において

確認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 
⑴ 提出書類 

ア 一般競争入札参加申込兼資格確認申請書 
イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 
告示の日から令和５年２月３日（金）まで（休日を除く午前９時００分から午後４時００分ま

で）。なお、郵送の場合は、同日必着とし、郵送後に電話連絡をすること。 
⑶ 受付場所 

３⑴に同じ 
⑷ 提出方法 

持参又は書留郵便（簡易書留を含む。）による郵送により提出すること。 
５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 
⑴ 交付場所 

３⑴に同じ 
⑵ 交付日時 

令和５年２月８日（水）午前９時００分から午後４時００分まで 
⑶ その他 

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に８４円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。 
６ 入札手続等 

⑴ 入札方法 
総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の

１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切

り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る

課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当す

る金額を入札書に記載すること。 
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⑵ 入札の日時及び場所 
ア 日時 

令和５年２月１５日（水）午前１０時００分 
イ 場所 

   さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市役所 第二別館１階第１会議室 
⑶ 入札保証金 

見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３

年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。 
⑷ 開札の日時及び場所 

ア 日時 
令和５年２月１５日（水）入札終了後、直ちに行う。 

イ 場所 
６⑵イに同じ 

⑸ 最低制限価格 
  設定する。なお、初度入札において最低制限価格を下回る入札を行った者は、再度入札に参加

することはできない。 
⑹ 落札者の決定方法 

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で、同条第４項及び第５項に基づいて作成した最低制限価格以上の価格をもって入札を行っ

た者のうち、最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 
⑺ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条の規定に該当する入札は、これを無効とする。 

⑻ 入札事務を担当する課 
さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市教育委員会事務局管理部教育総務課秘書・総務

係 電話 ０４８（８２９）１６２３ 

 ⑼ 業務を担当する課 
   さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市教育委員会事務局管理部教育総務課人事係 

電話 ０４８（８２９）１６２４ 
７ 契約手続等 

⑴ 契約保証金 
契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。 
⑵ 契約書作成の要否 

要 
⑶ 議決の要否 

      否 
８ その他 

⑴ 提出された確認申請書類は、返却しない。 
⑵ 入札参加者は、入札後、本告示、仕様書等についての不明を理由として、異議申し立てするこ



さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

とはできない。 
⑶ この契約において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 

⑷ 契約条項等は、さいたま市教育委員会事務局管理部教育総務課及びホームページにおいて閲覧

できる。 
http://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 

⑸ 詳細は、入札説明書等による。 
  

http://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html
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さいたま市告示第１５５号 

さいたま市中学校用務業務（桜区・浦和区・南区・緑区）について、次のとおり一般競争入札を行

うので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の

規定に基づき公告する。 
令和５年１月２６日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
１ 一般競争入札に付する事項 

⑴ 件名 
さいたま市中学校用務業務（桜区・浦和区・南区・緑区） 

⑵ 履行場所 
さいたま市桜区町谷１－１９－１ 外 

⑶ 業務概要 
仕様書のとおり 

⑷ 履行期間 
令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで 

２ 一般競争入札参加資格に関する事項 
本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

 ⑴ 本入札の告示日において、令和３・４年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）（

以下「名簿」という。）に業務「建物管理等」、受注希望業種「建物総合管理」及び等級区分「

Ａ級」で登載され、かつ、本市内に本社を有している者であること。また、引き続き同業務で令

和５・６年度さいたま市競争入札参加資格者名簿への登録を申請していること。 
 ⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 
イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 
⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 入札日において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立てが

なされている者でないこと。ただし、更生手続開始の決定がなされている者はこの限りでない。 

 ⑸ 入札日において、民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続開始の申立てが

なされている者でないこと。ただし、再生手続開始の決定がなされている者はこの限りでない。 
⑹ 過去５年間に、国（独立行政法人を含む。）又は地方公共団体と、当該業務と種類及び規模を

同じくする契約を２回以上締結し、かつ、誠実に履行した実績を有する者であること。 
３ 入札説明書等の交付 

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書とともに仕様書等を交付する。 
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⑴ 交付場所 
さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市教育委員会事務局管理部教育総務課人事係 

電話 ０４８（８２９）１６２４ 
⑵ 交付期間 

告示の日から令和５年２月３日（金）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さい

たま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日（以下「休日」という。）を除く午前９時００

分から午後４時００分まで） 
⑶ 交付費用 

無償 
４ 一般競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において

確認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 
⑴ 提出書類 

ア 一般競争入札参加申込兼資格確認申請書 
イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 
告示の日から令和５年２月３日（金）まで（休日を除く午前９時００分から午後４時００分ま

で）。なお、郵送の場合は、同日必着とし、郵送後に電話連絡をすること。 
⑶ 受付場所 

３⑴に同じ 
⑷ 提出方法 

持参又は書留郵便（簡易書留を含む。）による郵送により提出すること。 
５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 
⑴ 交付場所 

３⑴に同じ 
⑵ 交付日時 

令和５年２月８日（水）午前９時００分から午後４時００分まで 
⑶ その他 

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に８４円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。 
６ 入札手続等 

⑴ 入札方法 
総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の

１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切

り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る

課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当す

る金額を入札書に記載すること。 
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⑵ 入札の日時及び場所 
ア 日時 

令和５年２月１５日（水）午前１０時４０分 
イ 場所 

   さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市役所 第二別館１階第１会議室 
⑶ 入札保証金 

見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３

年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。 
⑷ 開札の日時及び場所 

ア 日時 
令和５年２月１５日（水）入札終了後、直ちに行う。 

イ 場所 
６⑵イに同じ 

⑸ 最低制限価格 
  設定する。なお、初度入札において最低制限価格を下回る入札を行った者は、再度入札に参加

することはできない。 
⑹ 落札者の決定方法 

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で、同条第４項及び第５項に基づいて作成した最低制限価格以上の価格をもって入札を行っ

た者のうち、最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 
⑺ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条の規定に該当する入札は、これを無効とする。 

⑻ 入札事務を担当する課 
さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市教育委員会事務局管理部教育総務課秘書・総務

係 電話 ０４８（８２９）１６２３ 

 ⑼ 業務を担当する課 
   さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市教育委員会事務局管理部教育総務課人事係 

電話 ０４８（８２９）１６２４ 
７ 契約手続等 

⑴ 契約保証金 
契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。 
⑵ 契約書作成の要否 

要 
⑶ 議決の要否 

      否 
８ その他 

⑴ 提出された確認申請書類は、返却しない。 
⑵ 入札参加者は、入札後、本告示、仕様書等についての不明を理由として、異議申し立てするこ
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とはできない。 
⑶ この契約において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 

⑷ 契約条項等は、さいたま市教育委員会事務局管理部教育総務課及びホームページにおいて閲覧

できる。 
http://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 

⑸ 詳細は、入札説明書等による。 
  

http://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html
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さいたま市告示第１５６号 

さいたま市中学校用務業務（西区・北区・大宮区・見沼区・中央区・岩槻区）について、次のとお

り一般競争入札を行うので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。

）第１６７条の６の規定に基づき公告する。 
令和５年１月２６日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
１ 一般競争入札に付する事項 

⑴ 件名 
さいたま市中学校用務業務（西区・北区・大宮区・見沼区・中央区・岩槻区） 

⑵ 履行場所 
さいたま市北区櫛引町２－５０３－１ 外 

⑶ 業務概要 
仕様書のとおり 

⑷ 履行期間 
令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで 

２ 一般競争入札参加資格に関する事項 
本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

 ⑴ 本入札の告示日において、令和３・４年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）（

以下「名簿」という。）に業務「建物管理等」、受注希望業種「建物総合管理」及び等級区分「

Ａ級」で登載され、かつ、本市内に本社を有している者であること。また、引き続き同業務で令

和５・６年度さいたま市競争入札参加資格者名簿への登録を申請していること。 
 ⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 
イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 
⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 入札日において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立てが

なされている者でないこと。ただし、更生手続開始の決定がなされている者はこの限りでない。 

 ⑸ 入札日において、民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続開始の申立てが

なされている者でないこと。ただし、再生手続開始の決定がなされている者はこの限りでない。 
⑹ 過去５年間に、国（独立行政法人を含む。）又は地方公共団体と、当該業務と種類及び規模を

同じくする契約を２回以上締結し、かつ、誠実に履行した実績を有する者であること。 
３ 入札説明書等の交付 

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書とともに仕様書等を交付する。 
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⑴ 交付場所 
さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市教育委員会事務局管理部教育総務課人事係 

電話 ０４８（８２９）１６２４ 
⑵ 交付期間 

告示の日から令和５年２月３日（金）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さい

たま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日（以下「休日」という。）を除く午前９時００

分から午後４時００分まで） 
⑶ 交付費用 

無償 
４ 一般競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において

確認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 
⑴ 提出書類 

ア 一般競争入札参加申込兼資格確認申請書 
イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 
告示の日から令和５年２月３日（金）まで（休日を除く午前９時００分から午後４時００分ま

で）。なお、郵送の場合は、同日必着とし、郵送後に電話連絡をすること。 
⑶ 受付場所 

３⑴に同じ 
⑷ 提出方法 

持参又は書留郵便（簡易書留を含む。）による郵送により提出すること。 
５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 
⑴ 交付場所 

３⑴に同じ 
⑵ 交付日時 

令和５年２月８日（水）午前９時００分から午後４時００分まで 
⑶ その他 

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に８４円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。 
６ 入札手続等 

⑴ 入札方法 
総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の

１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切

り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る

課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当す

る金額を入札書に記載すること。 
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⑵ 入札の日時及び場所 
ア 日時 

令和５年２月１５日（水）午前１１時００分 
イ 場所 

   さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市役所 第二別館１階第１会議室 
⑶ 入札保証金 

見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３

年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。 
⑷ 開札の日時及び場所 

ア 日時 
令和５年２月１５日（水）入札終了後、直ちに行う。 

イ 場所 
６⑵イに同じ 

⑸ 最低制限価格 
  設定する。なお、初度入札において最低制限価格を下回る入札を行った者は、再度入札に参加

することはできない。 
⑹ 落札者の決定方法 

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で、同条第４項及び第５項に基づいて作成した最低制限価格以上の価格をもって入札を行っ

た者のうち、最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 
⑺ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条の規定に該当する入札は、これを無効とする。 

⑻ 入札事務を担当する課 
さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市教育委員会事務局管理部教育総務課秘書・総務

係 電話 ０４８（８２９）１６２３ 

 ⑼ 業務を担当する課 
   さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市教育委員会事務局管理部教育総務課人事係 

電話 ０４８（８２９）１６２４ 
７ 契約手続等 

⑴ 契約保証金 
契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。 
⑵ 契約書作成の要否 

要 
⑶ 議決の要否 

      否 
８ その他 

⑴ 提出された確認申請書類は、返却しない。 
⑵ 入札参加者は、入札後、本告示、仕様書等についての不明を理由として、異議申し立てするこ
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とはできない。 
⑶ この契約において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 

⑷ 契約条項等は、さいたま市教育委員会事務局管理部教育総務課及びホームページにおいて閲覧

できる。 
http://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 

⑸ 詳細は、入札説明書等による。 
  

http://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html
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さいたま市告示第１５７号 

さいたま市特別支援学校用務業務について、次のとおり一般競争入札を行うので、地方自治法施行

令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基づき公告する。 
令和５年１月２６日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
１ 一般競争入札に付する事項 

⑴ 件名 
さいたま市特別支援学校用務業務 

⑵ 履行場所 
さいたま市緑区三室６３６－８０ 

⑶ 業務概要 
仕様書のとおり 

⑷ 履行期間 
令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで 

２ 一般競争入札参加資格に関する事項 
本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

 ⑴ 本入札の告示日において、令和３・４年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）（

以下「名簿」という。）に業務「建物管理等」、受注希望業種「建物総合管理」及び等級区分「

Ａ級」で登載され、かつ、本市内に本社を有している者であること。また、引き続き同業務で令

和５・６年度さいたま市競争入札参加資格者名簿への登録を申請していること。 
 ⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 
イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 
⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 入札日において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立てが

なされている者でないこと。ただし、更生手続開始の決定がなされている者はこの限りでない。 

 ⑸ 入札日において、民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続開始の申立てが

なされている者でないこと。ただし、再生手続開始の決定がなされている者はこの限りでない。 
⑹ 過去５年間に、国（独立行政法人を含む。）又は地方公共団体と、当該業務と種類及び規模を

同じくする契約を２回以上締結し、かつ、誠実に履行した実績を有する者であること。 
３ 入札説明書等の交付 

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書とともに仕様書等を交付する。 
⑴ 交付場所 
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さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市教育委員会事務局管理部教育総務課人事係 

電話 ０４８（８２９）１６２４ 
⑵ 交付期間 

告示の日から令和５年２月３日（金）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さい

たま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日（以下「休日」という。）を除く午前９時００

分から午後４時００分まで） 
⑶ 交付費用 

無償 
４ 一般競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において

確認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 
⑴ 提出書類 

ア 一般競争入札参加申込兼資格確認申請書 
イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 
告示の日から令和５年２月３日（金）まで（休日を除く午前９時００分から午後４時００分ま

で）。なお、郵送の場合は、同日必着とし、郵送後に電話連絡をすること。 
⑶ 受付場所 

３⑴に同じ 
⑷ 提出方法 

持参又は書留郵便（簡易書留を含む。）による郵送により提出すること。 
５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 
⑴ 交付場所 

３⑴に同じ 
⑵ 交付日時 

令和５年２月８日（水）午前９時００分から午後４時００分まで 
⑶ その他 

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に８４円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。 
６ 入札手続等 

⑴ 入札方法 
総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の

１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切

り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る

課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当す

る金額を入札書に記載すること。 
⑵ 入札の日時及び場所 
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ア 日時 
令和５年２月１５日（水）午前１１時２０分 

イ 場所 
   さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市役所 第二別館１階第１会議室 
⑶ 入札保証金 

見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３

年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。 
⑷ 開札の日時及び場所 

ア 日時 
令和５年２月１５日（水）入札終了後、直ちに行う。 

イ 場所 
６⑵イに同じ 

⑸ 最低制限価格 
  設定する。なお、初度入札において最低制限価格を下回る入札を行った者は、再度入札に参加

することはできない。 
⑹ 落札者の決定方法 

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で、同条第４項及び第５項に基づいて作成した最低制限価格以上の価格をもって入札を行っ

た者のうち、最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 
⑺ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条の規定に該当する入札は、これを無効とする。 

⑻ 入札事務を担当する課 
さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市教育委員会事務局管理部教育総務課秘書・総務

係 電話 ０４８（８２９）１６２３ 

 ⑼ 業務を担当する課 
   さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市教育委員会事務局管理部教育総務課人事係 

電話 ０４８（８２９）１６２４ 
７ 契約手続等 

⑴ 契約保証金 
契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。 
⑵ 契約書作成の要否 

要 
⑶ 議決の要否 

      否 
８ その他 

⑴ 提出された確認申請書類は、返却しない。 
⑵ 入札参加者は、入札後、本告示、仕様書等についての不明を理由として、異議申し立てするこ

とはできない。 
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⑶ この契約において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 

⑷ 契約条項等は、さいたま市教育委員会事務局管理部教育総務課及びホームページにおいて閲覧

できる。 
http://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 

⑸ 詳細は、入札説明書等による。 
  

http://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html
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さいたま市告示第１５８号 

公の施設の指定管理者を、さいたま市公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する条例第３条第

１項の規定により、次のとおり指定する。 

令和５年１月２６日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 指定管理者に管理を行わせる施設 

 ⑴ 所在地 さいたま市浦和区上木崎４丁目４番１０号 

 ⑵ 名 称 さいたま市子ども家庭総合センター 

２ 指定管理者に指定する団体 

 ⑴ 所在地 さいたま市浦和区常盤５丁目２番１８号 

 ⑵ 名 称 アイル・オーエンスグループ 

 ⑶ アイル・コーポレーション株式会社 

代表取締役 町田 哲雄 

３ 指定する期間 

  令和５年４月１日から令和１０年３月３１日まで 
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さいたま市告示第１５９号 
地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の２及びさいたま市市税条例（平成１３年さいたま

市条例第６７号）第７条の規定により、次のとおり公示送達をする。 
令和５年１月２６日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
１ 送達をする書類 

差押調書（謄本） 
２ 送達を受ける者の氏名・名称 
  （省略）  
３ その他 

⑴ 送達をする書類はさいたま市長が保管し、送達を受ける者が請求したときはいつでも交付す   
る。 

⑵ 公示をした日から起算して７日を経過したとき、書類の送達があったものとみなす。 
４ 連絡先 

⑴ 担当 さいたま市役所 財政局 北部市税事務所 納税課 
⑵ 電話 ０４８（６４６）３０４９  
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さいたま市告示第１６０号 

令和５年度さいたま市保健事業と介護予防の一体的実施個別指導業務（重症化予防）について、次

のとおり一般競争入札を行うので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」と

いう。）第１６７条の６の規定に基づき公告する。 

令和５年１月２６日 
さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 競争入札に付する事項 
⑴ 件名 

令和５年度さいたま市保健事業と介護予防の一体的実施個別指導業務 

（重症化予防） 

⑵ 履行場所 
さいたま市浦和区常盤６－４－４外 

⑶ 業務概要 
仕様書のとおり 

⑷ 履行期間 
契約締結日から令和６年３月２９日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 
本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本入札の告示日において、令和３・４年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）に

業務「電算」または「その他」で登載され、引き続き同業務で令和５・６年度さいたま市競争入

札参加資格審査の申請をしていること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 
ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 
イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 
⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 一般財団法人日本情報経済社会推進協会からのプライバシーマーク（ＪＩＳＱ１５００１）付

与認定又は情報セキュリティマネジメントシステム認定基準ＪＩＳＱ２７００１（ＩＳＯ／ＩＥ

Ｃ２７００１）の認定を受けている者であること。 

⑸ 令和２年度以降に国（独立行政法人を含む。）、地方公共団体、または後期高齢者医療広域連

合において同種同規模の業務の契約を締結し、履行した実績があること。 

３ 入札説明書の交付 
本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書等を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 
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さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市保健福祉局福祉部年金医療課 

担当 高齢者医療係 電話 ０４８（８２９）１２７８ 

⑵ 交付期間 
告示の日から令和５年２月２日（木）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さい

たま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後４時まで） 
⑶ 交付費用 

無償 
４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において

確認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 
⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 
イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 
３⑵に同じ 

⑶ 受付場所 
３⑴に同じ 

⑷ 提出方法 
持参又は郵送 

 ⑸ 郵送による場合の提出書類の受領期限及び送付先 
ア 受領期限 

令和５年２月２日（木）書留郵便（簡易書留郵便を含む。）により提出すること。 

  イ 送付先 

３⑴に同じ 
５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 
⑴ 交付場所 

３⑴に同じ 
⑵ 交付日時 

令和５年２月６日（月）午前９時から午後４時まで 
⑶ その他 

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に８４円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。 
６ 入札手続等 

⑴ 入札方法 
総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分

の１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額

を切り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税
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に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００

に相当する金額を入札書に記載すること。 

 ⑵ 郵送による場合の提出書類の受領期限及び送付先 

  ア 受領期限  

    令和５年２月１０日（金）書留郵便（簡易書留郵便を含む。）により提出すること。 

  イ 送付先 

    ４⑸イに同じ 

⑶ 入札の日時及び場所 
ア 日時 

令和５年２月１３日（月）午前１０時００分 
イ 場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ 地下第１会議室  

⑷ 入札保証金 
見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３

年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。 
⑸ 開札の日時及び場所 

ア 日時 
令和５年２月１３日（月）入札終了後、直ちに行う。 

イ 場所 
６⑶イに同じ 

 ⑹ 最低制限価格 
   設定する。なお、最低制限価格を下回る入札をした者は、再度入札に参加できない。 

⑺ 落札者の決定方法 
さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の

範囲内で、同条第４項及び第５項に基づいて作成された最低制限価格以上の価格をもって入札

を行った者のうち、最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

⑻ 入札の無効 
さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

⑼ 入札事務を担当する課 
さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市保健福祉局福祉部福祉総務課 

電話 ０４８（８２９）１２５３ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９６１ 

⑽ 業務を担当する課 
さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市保健福祉局福祉部年金医療課 

電話 ０４８（８２９）１２７８ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９４７ 

７ 契約手続等 
⑴ 契約保証金 

契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。 
⑵ 契約書作成の要否 
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要 
⑶ 議決の要否 

否 
８ その他 

⑴ 契約条項等は、さいたま市保健福祉局福祉部年金医療課及びホームページにおいて閲覧できる。 

http://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 
⑵ 詳細は、入札説明書による。 

  

http://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html
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さいたま市告示第１６１号 

令和５年度さいたま市保健事業と介護予防の一体的実施個別指導業務（フレイル予防）について、

次のとおり一般競争入札を行うので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」

という。）第１６７条の６の規定に基づき公告する。 

令和５年１月２６日 
さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 競争入札に付する事項 
⑴ 件名 

令和５年度さいたま市保健事業と介護予防の一体的実施個別指導業務 

（フレイル予防） 

⑵ 履行場所 
さいたま市浦和区常盤６－４－４外 

⑶ 業務概要 
仕様書のとおり 

⑷ 履行期間 
契約締結日から令和６年３月２９日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 
本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本入札の告示日において、令和３・４年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）に

業務「電算」または「その他」で登載され、引き続き同業務で令和５・６年度さいたま市競争入

札参加資格審査の申請をしていること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 
ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 
イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 
⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 一般財団法人日本情報経済社会推進協会からのプライバシーマーク（ＪＩＳＱ１５００１）付

与認定又は情報セキュリティマネジメントシステム認定基準ＪＩＳＱ２７００１（ＩＳＯ／ＩＥ

Ｃ２７００１）の認定を受けている者であること。 

⑸ 令和２年度以降に国（独立行政法人を含む。）、地方公共団体、または後期高齢者医療広域連

合において同種同規模の業務の契約を締結し、履行した実績があること。 

３ 入札説明書の交付 
本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書等を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 
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さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市保健福祉局福祉部年金医療課 

担当 高齢者医療係 電話 ０４８（８２９）１２７８ 

⑵ 交付期間 
告示の日から令和５年２月２日（木）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さい

たま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後４時まで） 
⑶ 交付費用 

無償 
４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において

確認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 
⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 
イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 
３⑵に同じ 

⑶ 受付場所 
３⑴に同じ 

⑷ 提出方法 
持参又は郵送 

 ⑸ 郵送による場合の提出書類の受領期限及び送付先 
ア 受領期限 

令和５年２月２日（木）書留郵便（簡易書留郵便を含む。）により提出すること。 

  イ 送付先 

３⑴に同じ 
５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 
⑴ 交付場所 

３⑴に同じ 
⑵ 交付日時 

令和５年２月６日（月）午前９時から午後４時まで 
⑶ その他 

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に８４円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。 
６ 入札手続等 

⑴ 入札方法 
総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分

の１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額

を切り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税
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に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００

に相当する金額を入札書に記載すること。 

 ⑵ 郵送による場合の提出書類の受領期限及び送付先 

  ア 受領期限  

    令和５年２月１０日（金）書留郵便（簡易書留郵便を含む。）により提出すること。 

  イ 送付先 

    ４⑸イに同じ 

⑶ 入札の日時及び場所 
ア 日時 

令和５年２月１３日（月）午前１０時３０分 
イ 場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ 地下第１会議室  

⑷ 入札保証金 
見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３

年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。 
⑸ 開札の日時及び場所 

ア 日時 
令和５年２月１３日（月）入札終了後、直ちに行う。 

イ 場所 
６⑶イに同じ 

 ⑹ 最低制限価格 
   設定する。なお、最低制限価格を下回る入札をした者は、再度入札に参加できない。 

⑺ 落札者の決定方法 
さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の

範囲内で、同条第４項及び第５項に基づいて作成された最低制限価格以上の価格をもって入札

を行った者のうち、最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

⑻ 入札の無効 
さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

⑼ 入札事務を担当する課 
さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市保健福祉局福祉部福祉総務課 

電話 ０４８（８２９）１２５３ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９６１ 

⑽ 業務を担当する課 
さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市保健福祉局福祉部年金医療課 

電話 ０４８（８２９）１２７８ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９４７ 

７ 契約手続等 
⑴ 契約保証金 

契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。 
⑵ 契約書作成の要否 
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要 
⑶ 議決の要否 

否 
８ その他 

⑴ 契約条項等は、さいたま市保健福祉局福祉部年金医療課及びホームページにおいて閲覧できる。 

http://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 
⑵ 詳細は、入札説明書による。 

  

http://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html
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さいたま市告示第１６２号 
建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５号の規定による道路の位置を指定し

たので、建築基準法施行規則(昭和２５年建設省令第４０号)第１０条により、次のとおり告示する。 
令和５年１月２６日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
１ 位置指定道路の概要 

⑴ 道路の位置 さいたま市南区白幡三丁目７２２番１ 
⑵ 指定の年月日 令和５年１月２６日 
⑶ 指定の番号 第南２２－０２９号 
⑷ 道路の幅員 ４．００ｍ 

 ⑸ 道路の延長 １８．１７ｍ 
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さいたま市告示第１６４号 

都市公園法（昭和３１年法律第７９号）第５条の５第２項の規定により、公募設置等計画の認定に

ついて、次のとおり告示する。 

令和４年１月２７日 
さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 対象公園の名称 
  与野公園 
２  認定をした日 
  令和５年１月２６日 
３ 認定の有効期間 

令和６年４月１日から２０年間 
４ 公募対象公園施設の場所 

 

公募対象公園施設範囲 
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さいたま市告示第１６５号 

さいたま市新型コロナウイルス感染症電話相談業務人材派遣について、次のとおり一般競争入札を

行うので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６

の規定に基づき公告する。 
令和５年１月２７日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 
さいたま市新型コロナウイルス感染症電話相談業務人材派遣 

⑵ 履行場所 
さいたま市保健所 外 

⑶ 業務概要 
仕様書のとおり 

⑷ 履行期間 
令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 
本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本入札の告示日において、令和３・４年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）（

以下「名簿」という。）に業務「その他」の受注希望業種「人材派遣」で登載され、引き続き同

業務で令和５・６年度さいたま市競争入札参加資格審査の申請をしている者であること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 本入札の告示日において、労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関す

る法律（昭和６０年法律第８８号）第５条に規定する労働者派遣事業許可を受けている者である

こと。 

⑸ 令和元年度以降に、国（独立行政法人を含む。）又は地方公共団体において、当該業務と同

種・同規模の派遣又は委託業務の契約を２回以上締結し、誠実に履行した実績を有する者である

こと。 

３ 入札説明書等の交付 
本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書とともに仕様書等を交付する。 

⑴ 交付場所 
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さいたま市中央区鈴谷７－５－１２ さいたま市保健所疾病予防対策課感染症対策係 

電話 ０４８（７６７）８３５３ 
⑵ 交付期間 

告示の日から令和５年２月６日（月）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さい

たま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日（以下「休日」という。）を除く午前９時００

分から午後４時００分まで） 
⑶ 交付費用 

無償 
４ 一般競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において

確認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 
⑴ 提出書類 

ア 一般競争入札参加申込兼資格確認申請書 
イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 
告示の日から令和５年２月６日（月）まで（休日を除く午前９時００分から午後４時００分ま

で）。なお、郵送の場合は、同日必着とし、郵送後に電話連絡をすること。 
⑶ 受付場所 

３⑴に同じ 
⑷ 提出方法 

持参又は書留郵便（簡易書留を含む。）による郵送により提出すること。 
５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 
⑴ 交付場所 

３⑴に同じ 
⑵ 交付日時 

令和５年２月９日（木）午前９時００分から午後４時００分まで 
⑶ その他 

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に８４円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。 
６ 入札手続等 

⑴ 入札方法 
総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の

１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切

り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る

課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当す

る金額を入札書に記載すること。 
⑵ 入札の日時及び場所 
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ア 日時 
令和５年２月１６日（木）午前９時２０分 

イ 場所 
   さいたま市中央区鈴谷７－５－１２ さいたま市保健所２階図書・資料室 
⑶ 入札保証金 

見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３

年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。 
⑷ 開札の日時及び場所 

ア 日時 
令和５年２月１６日（木）入札終了後、直ちに行う。 

イ 場所 
６⑵イに同じ 

⑸ 落札者の決定方法 
さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で、最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 
⑹ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条の規定に該当する入札は、これを無効とする。 

⑺ 入札事務を担当する課 
さいたま市中央区鈴谷７－５－１２ さいたま市保健福祉局保健所保健総務課 
電話 ０４８（８４０）２２０５ 

⑻ 業務を担当する課 
さいたま市中央区鈴谷７－５－１２ さいたま市保健福祉局保健所疾病予防対策課 
電話 ０４８（７６７）８３５３ 

７ 契約手続等 
⑴ 契約保証金 

契約金額（支払限度額）の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則

第３０条の規定に該当する場合は、免除とする。 
⑵ 契約書作成の要否 

要 
⑶ 議決の要否 

      否 
８ その他 

⑴ 提出された確認申請書類は、返却しない。 
⑵ 入札参加者は、入札後、本告示、仕様書等についての不明を理由として、異議申し立てするこ

とはできない。 
⑶ この契約において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 

⑷ 契約条項等は、さいたま市保健福祉局保健所疾病予防対策課及びホームページにおいて閲覧で

きる。 
http://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 

http://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html
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⑸ 詳細は、入札説明書等による。 
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さいたま市告示第１６６号 

さいたま市新型コロナウイルス感染症関連業務人材派遣について、次のとおり一般競争入札を行う

ので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規

定に基づき公告する。 

令和５年１月２７日 
さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 競争入札に付する事項 
⑴ 件名 

さいたま市新型コロナウイルス感染症関連業務人材派遣 
⑵ 履行場所 

さいたま市保健所 外 
⑶ 業務概要 

仕様書のとおり 
⑷ 履行期間 

令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで 
２ 競争入札参加資格に関する事項 

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 
⑴ 本入札の告示日において、令和３・４年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）（

以下「名簿」という。）に業務「人材派遣」の受注希望業務 「その他」で掲載され、かつ、引

き続き同業務で令和５・６年度競争入札参加資格の申請をしている者であること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 
ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 
⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要 

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から 

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け 

ている期間がない者であること。 

⑷ 本入札の告示日において、労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関す

る法律（昭和６０年法律第８８号）第５条に規定する労働者派遣事業許可を受けている者である

こと。 
⑸ 令和元年度以降に「さいたま市新型コロナウイルス感染症関連業務人材派遣」と同規模の契約

実績が２回以上あることを証明した者であること。 
３ 入札説明書の交付 

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書を交付するものとする。 
⑴ 交付場所 

さいたま市中央区鈴谷７－５－１２ さいたま市保健所疾病予防対策課感染症対策係  
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電話 ０４８（７６７）８３５３ 

⑵ 交付期間 
告示の日から令和５年２月６日（月）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さい

たま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日（以下「休日」という。）を除く午前９時００

分から午後４時００分まで） 

⑶ 交付費用 

   無償 

４ 一般競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 
本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札日において確

認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 
⑴ 提出書類 

ア 一般競争入札参加申込兼資格確認申請書 
イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 
告示の日から令和５年２月６日（月）まで（休日を除く午前９時００分から午後４時００分ま

で）。なお、郵送の場合は、同日必着とし、郵送後に電話連絡をすること。 

⑶ 受付場所 
３⑴に同じ 

⑷ 提出方法 
持参又は書留郵便（簡易書留を含む。）による郵送により提出すること。 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 
確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 
３⑴に同じ 

⑵ 交付日時 
令和５年２月９日（木）午前９時００分から午後４時００分まで 

⑶ その他 
郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に８４円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。 
６ 入札手続等 

⑴ 入札方法 
総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の

１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切

り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る

課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当す

る金額を入札書に記載すること。 
⑵ 入札の日時及び場所 

ア 日時 
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令和５年２月１６日（木）午前９時４０分 
イ 場所 

さいたま市中央区鈴谷７－５－１２ さいたま市保健所２階図書・資料室 
⑶ 入札保証金 

見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３

年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。 
⑷ 開札の日時及び場所 

ア 日時 
令和５年２月１６日（木）入札終了後、直ちに行う。 

イ 場所 
６⑵イに同じ 

⑸ 落札者の決定方法 
さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で、最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 
⑹ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

⑺ 入札事務を担当する課 
さいたま市中央区鈴谷７－５－１２ さいたま市保健福祉局保健所保健総務課 
電話 ０４８（８４０）２２０５ 

⑻ 業務を担当する課 
さいたま市中央区鈴谷７－５－１２ さいたま市保健福祉局保健所疾病予防対策課 
電話 ０４８（７６７）８３５３ 

７ 契約手続等 
⑴ 契約保証金 

契約金額（支払限度額）の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則

第３０条の規定に該当する場合は、免除とする。 
⑵ 契約書作成の要否 

要 
⑶ 議決の要否 

否 
８ その他 

⑴ 提出された確認申請書類は、返却しない。 
⑵ 入札参加者は、入札後、本告示、仕様書等についての不明を理由として、異議申し立てするこ

とはできない。 
⑶ この契約において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 

⑷ 契約条項等は、さいたま市保健福祉局保健所疾病予防対策課及びホームページにおいて閲覧で

きる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 

⑸ 詳細は、入札説明書による。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html
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さいたま市告示第１６７号 

さいたま市新型コロナウイルスに係る検体等搬送業務について、次のとおり一般競争入札を行うの

で、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定

に基づき公告する。 
令和５年１月２７日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 
さいたま市新型コロナウイルスに係る検体等搬送業務 

⑵ 履行場所 
さいたま市内 

⑶ 業務概要 
仕様書のとおり 

⑷ 履行期間 
令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 
本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本入札の告示日において、令和３・４年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）（

以下「名簿」という。）に業務「その他の運送・運行」の受注希望業種「運送・運行」で登載さ

れ、引き続き同業務で令和５・６年度さいたま市競争入札参加資格審査の申請をしている者であ

ること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 本入札の告示日において、民間事業者による信書の送達に関する法律（平成１４年法律第９９

号）第２９条に規定する特定信書便事業許可を受けている者であること。 

３ 入札説明書等の交付 
本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書とともに仕様書等を交付する。 

⑴ 交付場所 
さいたま市中央区鈴谷７－５－１２ さいたま市保健所疾病予防対策課感染症対策係 

電話 ０４８（７６７）８３５３ 
⑵ 交付期間 
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告示の日から令和５年２月６日（月）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さい

たま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日（以下「休日」という。）を除く午前９時００

分から午後４時００分まで） 
⑶ 交付費用 

無償 
４ 一般競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において

確認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 
⑴ 提出書類 

ア 一般競争入札参加申込兼資格確認申請書 
イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 
告示の日から令和５年２月６日（月）まで（休日を除く午前９時００分から午後４時００分ま

で）。なお、郵送の場合は、同日必着とし、郵送後に電話連絡をすること。 
⑶ 受付場所 

３⑴に同じ 
⑷ 提出方法 

持参又は書留郵便（簡易書留を含む。）による郵送により提出すること。 
５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 
⑴ 交付場所 

３⑴に同じ 
⑵ 交付日時 

令和５年２月９日（木）午前９時００分から午後４時００分まで 
⑶ その他 

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に８４円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。 
６ 入札手続等 

⑴ 入札方法 
単価で行う。入札金額は、１台あたりの金額を入札書に記載すること。なお、落札決定に当た

っては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の１０に相当する額を加算した金額（当

該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする。）をもって落札

価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者である

かを問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。 
⑵ 入札の日時及び場所 

ア 日時 
令和５年２月１６日（木）午前１０時２０分 

イ 場所 



さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

   さいたま市中央区鈴谷７－５－１２ さいたま市保健所２階図書・資料室 
⑶ 入札保証金 

見積もった金額（単価）に予定数量を乗じた額の１００分の５以上を納付すること。ただし、

さいたま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免

除とする。 
⑷ 開札の日時及び場所 

ア 日時 
令和５年２月１６日（木）入札終了後、直ちに行う。 

イ 場所 
６⑵イに同じ 

⑸ 最低制限価格 
設定する。なお、初度入札において最低制限価格を下回る入札を行った者は、再度入札に参加

することはできない。 
⑹ 落札者の決定方法 

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で、同条第４項及び第５項に基づいて作成した最低制限価格以上の価格をもって入札を行っ

た者のうち、最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 
⑺ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条の規定に該当する入札は、これを無効とする。 

⑻ 入札事務を担当する課 
さいたま市中央区鈴谷７－５－１２ さいたま市保健福祉局保健所保健総務課 
電話 ０４８（８４０）２２０５ 

⑼ 業務を担当する課 
さいたま市中央区鈴谷７－５－１２ さいたま市保健福祉局保健所疾病予防対策課 
電話 ０４８（７６７）８３５３ 

７ 契約手続等 
⑴ 契約保証金 

契約金額（支払限度額）の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則

第３０条の規定に該当する場合は、免除とする。 
⑵ 契約書作成の要否 

要 
⑶ 議決の要否 

      否 
８ その他 

⑴ 提出された確認申請書類は、返却しない。 
⑵ 入札参加者は、入札後、本告示、仕様書等についての不明を理由として、異議申し立てするこ

とはできない。 
⑶ この契約において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 

⑷ 契約条項等は、さいたま市保健福祉局保健所疾病予防対策課及びホームページにおいて閲覧で



さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

きる。 
http://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 

⑸ 詳細は、入札説明書等による。 
  

http://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html


さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

さいたま市告示第１６８号 

さいたま市新型コロナウイルス感染症夜間電話対応業務について、次のとおり一般競争入札を行う

ので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規

定に基づき公告する。 
令和５年１月２７日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 
さいたま市新型コロナウイルス感染症夜間電話対応業務 

⑵ 履行場所 
委託者と受託者で協議の上、受託者が用意した場所 

⑶ 業務概要 
仕様書のとおり 

⑷ 履行期間 
令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 
本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本入札の告示日において、令和３・４年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）（

以下「名簿」という。）に業務「その他」の受注希望業種「人材派遣」で登載され、引き続き同

業務で令和５・６年度さいたま市競争入札参加資格審査の申請をしている者であること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 令和元年度以降に、国（独立行政法人を含む。）又は地方公共団体において、当該業務と同

種・同規模の派遣又は委託業務の契約を２回以上締結し、誠実に履行した実績を有する者である

こと。 

３ 入札説明書等の交付 
本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書とともに仕様書等を交付する。 

⑴ 交付場所 
さいたま市中央区鈴谷７－５－１２ さいたま市保健所疾病予防対策課感染症対策係 

電話 ０４８（７６７）８３５３ 
⑵ 交付期間 



さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

告示の日から令和５年２月６日（月）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さい

たま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日（以下「休日」という。）を除く午前９時００

分から午後４時００分まで） 
⑶ 交付費用 

無償 
４ 一般競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において

確認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 
⑴ 提出書類 

ア 一般競争入札参加申込兼資格確認申請書 
イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 
告示の日から令和５年２月６日（月）まで（休日を除く午前９時００分から午後４時００分ま

で）。なお、郵送の場合は、同日必着とし、郵送後に電話連絡をすること。 
⑶ 受付場所 

３⑴に同じ 
⑷ 提出方法 

持参又は書留郵便（簡易書留を含む。）による郵送により提出すること。 
５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 
⑴ 交付場所 

３⑴に同じ 
⑵ 交付日時 

令和５年２月９日（木）午前９時００分から午後４時００分まで 
⑶ その他 

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に８４円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。 
６ 入札手続等 

⑴ 入札方法 
総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の

１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切

り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る

課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当す

る金額を入札書に記載すること。 
⑵ 入札の日時及び場所 

ア 日時 
令和５年２月１６日（木）午前１０時００分 

イ 場所 



さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

   さいたま市中央区鈴谷７－５－１２ さいたま市保健所２階図書・資料室 
⑶ 入札保証金 

見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３

年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。 
⑷ 開札の日時及び場所 

ア 日時 
令和５年２月１６日（木）入札終了後、直ちに行う。 

イ 場所 
６⑵イに同じ 

⑸ 最低制限価格 
設定する。なお、初度入札において最低制限価格を下回る入札を行った者は、再度入札に参加

することはできない。 
⑹ 落札者の決定方法 

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で、同条第４項及び第５項に基づいて作成した最低制限価格以上の価格をもって入札を行っ

た者のうち、最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 
⑺ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条の規定に該当する入札は、これを無効とする。 

⑻ 入札事務を担当する課 
さいたま市中央区鈴谷７－５－１２ さいたま市保健福祉局保健所保健総務課 
電話 ０４８（８４０）２２０５ 

⑼ 業務を担当する課 
さいたま市中央区鈴谷７－５－１２ さいたま市保健福祉局保健所疾病予防対策課 
電話 ０４８（７６７）８３５３ 

７ 契約手続等 
⑴ 契約保証金 

契約金額（支払限度額）の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則

第３０条の規定に該当する場合は、免除とする。 
⑵ 契約書作成の要否 

要 
⑶ 議決の要否 

      否 
８ その他 

⑴ 提出された確認申請書類は、返却しない。 
⑵ 入札参加者は、入札後、本告示、仕様書等についての不明を理由として、異議申し立てするこ

とはできない。 
⑶ この契約において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 

⑷ 契約条項等は、さいたま市保健福祉局保健所疾病予防対策課及びホームページにおいて閲覧で

きる。 



さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

http://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 
⑸ 詳細は、入札説明書等による。 

  

http://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html


さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

さいたま市告示第１６９号 

さいたま市新型コロナウイルス感染症に係るパルスオキシメーター発送等業務について、次のとお

り一般競争入札を行うので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。

）第１６７条の６の規定に基づき公告する。 
令和５年１月２７日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 
さいたま市新型コロナウイルス感染症に係るパルスオキシメーター発送等業務 

⑵ 履行場所 
委託者と受託者で協議の上、受託者が用意した場所 

⑶ 業務概要 
仕様書のとおり 

⑷ 履行期間 
令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 
本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本入札の告示日において、令和３・４年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）に

業務「イベント・催事」の受注希望業務 「イベント/企画･運営」もしくは「その他のイベン

ト･催事」で掲載され、かつ、引き続き同業務で令和５・６年度競争入札参加資格の申請をして

いる者であること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

３ 入札説明書等の交付 
本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書とともに仕様書等を交付する。 

⑴ 交付場所 
さいたま市中央区鈴谷７－５－１２ さいたま市保健所疾病予防対策課感染症対策係 

電話 ０４８（７６７）８３５３ 
⑵ 交付期間 

告示の日から令和５年２月６日（月）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さい

たま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日（以下「休日」という。）を除く午前９時００



さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

分から午後４時００分まで） 
⑶ 交付費用 

無償 
４ 一般競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において

確認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 
⑴ 提出書類 

ア 一般競争入札参加申込兼資格確認申請書 
イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 
告示の日から令和５年２月６日（月）まで（休日を除く午前９時００分から午後４時００分ま

で）。なお、郵送の場合は、同日必着とし、郵送後に電話連絡をすること。 
⑶ 受付場所 

３⑴に同じ 
⑷ 提出方法 

持参又は書留郵便（簡易書留を含む。）による郵送により提出すること。 
５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 
⑴ 交付場所 

３⑴に同じ 
⑵ 交付日時 

令和５年２月９日（木）午前９時００分から午後４時００分まで 
⑶ その他 

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に８４円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。 
６ 入札手続等 

⑴ 入札方法 
総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の

１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切

り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る

課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当す

る金額を入札書に記載すること。 
⑵ 入札の日時及び場所 

ア 日時 
令和５年２月１６日（木）午前１０時４０分 

イ 場所 
   さいたま市中央区鈴谷７－５－１２ さいたま市保健所２階図書・資料室 
⑶ 入札保証金 
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見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３

年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。 
⑷ 開札の日時及び場所 

ア 日時 
令和５年２月１６日（木）入札終了後、直ちに行う。 

イ 場所 
６⑵イに同じ 

⑸ 最低制限価格 
設定する。なお、初度入札において最低制限価格を下回る入札を行った者は、再度入札に参加

することはできない。 
⑹ 落札者の決定方法 

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で、同条第４項及び第５項に基づいて作成した最低制限価格以上の価格をもって入札を行っ

た者のうち、最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 
⑺ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条の規定に該当する入札は、これを無効とする。 

⑻ 入札事務を担当する課 
さいたま市中央区鈴谷７－５－１２ さいたま市保健福祉局保健所保健総務課 
電話 ０４８（８４０）２２０５ 

⑼ 業務を担当する課 
さいたま市中央区鈴谷７－５－１２ さいたま市保健福祉局保健所疾病予防対策課 
電話 ０４８（７６７）８３５３ 

７ 契約手続等 
⑴ 契約保証金 

契約金額（支払限度額）の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則

第３０条の規定に該当する場合は、免除とする。 
⑵ 契約書作成の要否 

要 
⑶ 議決の要否 

      否 
８ その他 

⑴ 提出された確認申請書類は、返却しない。 
⑵ 入札参加者は、入札後、本告示、仕様書等についての不明を理由として、異議申し立てするこ

とはできない。 
⑶ この契約において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 

⑷ 契約条項等は、さいたま市保健福祉局保健所疾病予防対策課及びホームページにおいて閲覧で

きる。 
http://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 

⑸ 詳細は、入札説明書等による。 

http://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html
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さいたま市告示第１７０号 
公募型プロポーザル方式の手続きの開始  
第３期さいたま市国民健康保険保健事業実施計画（データヘルス計画）及び第４期さいたま市国民

健康保険特定健康診査等実施計画策定支援業務について、次のとおり、当該業務に関する企画提案書

の提出を招請します。 
令和５年１月２７日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
１ 企画提案書の招請に付する事項 

⑴ 件名 
第３期さいたま市国民健康保険保健事業実施計画（データヘルス計画）及び第４期さいたま市

国民健康保険特定健康診査等実施計画策定支援業務 
⑵ 履行場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４外 

⑶ 業務概要 

本市では、生活習慣病予防のため特定健康診査等の受診率向上を目的とした「第３期さいたま

市国民健康保険特定健康診査等実施計画」及びＰＤＣＡサイクルに沿った保健事業実施のための

「第２期さいたま市国民健康保険保健事業実施計画（データヘルス計画）」を平成３０年度から

６か年計画として策定している。計画の最終年度である令和５年度に、計画全体の目標や事業の

評価・見直しを行い、次期計画を策定するもの。 

⑷ 履行期間 

契約締結日から令和６年３月１５日まで 

⑸ 予算の上限額 

本プロポーザルの予算上限額は１２，３００，０００円（消費税及び地方消費税を含む。）と

する。 

２ 企画提案書の提出者の資格に関する事項 

企画提案書の提出を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本招請日において、令和３・４年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）に業務「

計画策定」で登載され、かつ、引き続き同業務で令和５・６年度さいたま市競争入札参加資格審

査の申請をしている者であること。 
⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 
イ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第２項の規定により、さいた

ま市の一般競争入札に参加させないこととされた者 
ウ 中小企業等協同組合法（昭和２４年法律第１８１号）に基づく事業協同組合及び企業組合並

びに中小企業団体の組織に関する法律（昭和３２年法律第１８５号）に基づく協業組合にあっ

ては、その組合員が、共同企業体の構成員、単体企業の別を問わず、本招請に参加していない

こと。 
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⑶ 本招請日から最優秀提案者特定の日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参

加停止要綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置（以下、「入札参加停止」

という。）又はさいたま市の締結する契約からの暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さい

たま市制定）による入札参加除外の措置（以下、「入札参加除外」という。）を受けている期間

がない者であること。 

⑷ 政令指定都市において、市町村国保における保健事業実施計画（データヘルス計画）又は特定

健康診査等実施計画の業務実績がある者であること。 

３ 企画提案に係る実施要領等の交付 
⑴ 交付方法 

さいたま市ホームページからダウンロード 
https://www.city.saitama.jp/005/001/017/012/p094707.html 

⑵ 交付期間 
本招請日から令和５年２月１０日（金）午後４時まで 

４ 参加意思の表明手続き  
企画提案書の提出を希望する者は、次のとおり参加意思の表明手続きを行うこと。 

⑴ 提出書類 
ア 参加意思表明書 １部 
イ 実施要領に定める書類 

⑵ 提出期間 
本招請日から令和５年２月１０日（金）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年

さいたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日（以下「休日」という。）を除く午前９

時から午後４時まで） 
⑶ 提出場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市保健福祉局福祉部国民健康保険課 

担当 保健事業係 電話 ０４８（８２９）１２７７ 
⑷ 提出方法 

持参 
５ 質問の受付及び回答 

企画提案書を提出しようとする者は、企画提案に関する事項について、次のとおり質問するこ

とができる。 
⑴ 受付期間 

本招請日から令和５年２月１０日（金）午後４時まで 
⑵ 受付方法 

ア 電子メールで受け付ける。詳細は実施要領による。 
メールアドレス kokumin-kenkou@city.saitama.lg.jp 

イ 電子メール送信後、速やかに電話にて到達確認を行うこと。 
ウ 提出先・到達確認に関する問い合わせ先 

４⑶に同じ 
⑶ 質問に対する回答予定日 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/012/p094707.html
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令和５年２月１６日（木）までに行う。 
⑷ 回答方法 

さいたま市ホームページ上に、質問及び回答を公表する。 
https://www.city.saitama.jp/005/001/017/012/p094707.html 

６ 企画提案書等の提出 
⑴ 提出書類  

ア 企画提案書 １０部 

イ 見積書 １部 

⑵ 提出期間 
令和５年２月１６日（木）から令和５年２月２７日（月）まで（休日を除く午前９時から午後

４時まで） 
⑶ 提出場所 

４⑶に同じ 
⑷ 提出方法 

持参 
⑸ 無効となる企画提案書 

次の企画提案書は、無効とする。  

ア ２に定める資格条件を満たさなくなった者が提出した企画提案書 

イ 虚偽の記載をした企画提案書 

ウ 審査の公平性を害する行為を行った者が提出した企画提案書 

エ １⑸に示す額を上回る額を見積書に記載した者が提出した企画提案書 

オ プレゼンテーションに参加しなかった者が提出した企画提案書 

７ 業者決定の方法  

業者の決定に当たっては、第３期さいたま市国民健康保険保健事業実施計画（データヘルス

計画）及び第４期さいたま市国民健康保険特定健康診査等実施計画策定支援業務事業者選定委

員会において書類審査を行い決定する。なお、審査方法等詳細については、実施要領を参照す

ること。 
８ その他  

⑴ 最優秀提案者特定の日の翌日から契約締結日までの間に、入札参加停止又は入札参加除外を受

けている期間がある者は、最優秀提案者の特定を取り消されることがある。 

⑵ 本調達において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨とすること。 

⑶ この企画提案書の提出等に係る一切の経費は、提案者の負担とする。 

⑷ 提出された企画提案書等は、返却しない。 

⑸ 企画提案の審査結果は、企画提案の具体的内容を除き、公表する。 

⑹ 詳細は、実施要領による。 

９ 連絡先  

さいたま市浦和区常盤６－４－４  

さいたま市保健福祉局福祉部国民健康保険課保健事業係 

電話  ０４８（８２９）１２７７ 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/012/p094707.html
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ＦＡＸ ０４８（８２９）１９３８ 
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さいたま市告示第１７１号 
公募型プロポーザル方式の手続きの開始  
令和５年度さいたま市国民健康保険特定健康診査等受診率向上対策業務について、次のとおり、当

該業務に関する企画提案書の提出を招請します。 
令和５年１月２７日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
１ 企画提案書の招請に付する事項 

⑴ 件名 
令和５年度さいたま市国民健康保険特定健康診査等受診率向上対策業務 

⑵ 履行場所 
さいたま市浦和区常盤６－４－４外 

⑶ 業務概要 

民間事業者が持つ受診勧奨の手法や分析技術により、さいたま市国民健康保険における特定健

康診査及び国保健康診査の受診率を向上させる。 

⑷ 履行期間 

契約締結日から令和６年３月１５日まで 

⑸ 予算の上限額 

本プロポーザルの予算上限額は２７，９６６，４００円（消費税及び地方消費税を含む。）と

する。 

２ 企画提案書の提出者の資格に関する事項 

企画提案書の提出を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本招請日において、令和３・４年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）に登載さ

れ、かつ、引き続き同業務で令和５・６年度さいたま市競争入札参加資格審査の申請をしている

者であること。 
⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 
イ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第２項の規定により、さいた

ま市の一般競争入札に参加させないこととされた者 
ウ 中小企業等協同組合法（昭和２４年法律第１８１号）に基づく事業協同組合及び企業組合並

びに中小企業団体の組織に関する法律（昭和３２年法律第１８５号）に基づく協業組合にあっ

ては、その組合員が、共同企業体の構成員、単体企業の別を問わず、本招請に参加していない

こと。 
⑶ 本招請日から最優秀提案者特定の日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参

加停止要綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置（以下、「入札参加停止」

という。）又はさいたま市の締結する契約からの暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さい

たま市制定）による入札参加除外の措置（以下、「入札参加除外」という。）を受けている期間

がない者であること。 
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⑷ 人口３０万人以上の地方公共団体において、特定健康診査の受診勧奨の業務実績及び受診率向

上実績がある者であること。 

３ 企画提案に係る実施要領等の交付 
⑴ 交付方法 

さいたま市ホームページからダウンロード 
https://www.city.saitama.jp/005/001/017/012/p094706.html 

⑵ 交付期間 
本招請日から令和５年２月１０日（金）午後４時まで 

４ 参加意思の表明手続き  
企画提案書の提出を希望する者は、次のとおり参加意思の表明手続きを行うこと。 

⑴ 提出書類 
ア 参加意思表明書 １部 
イ 実施要領に定める書類 

⑵ 提出期間 
本招請日から令和５年２月１０日（金）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年

さいたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日（以下「休日」という。）を除く午前９

時から午後４時まで） 
⑶ 提出場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市保健福祉局福祉部国民健康保険課 

担当 保健事業係 電話 ０４８（８２９）１２７７ 
⑷ 提出方法 

持参 
５ 質問の受付及び回答 

企画提案書を提出しようとする者は、企画提案に関する事項について、次のとおり質問するこ

とができる。 
⑴ 受付期間 

本招請日から令和５年２月１０日（金）午後４時まで 
⑵ 受付方法 

ア 電子メールで受け付ける。詳細は実施要領による。 
メールアドレス kokumin-kenkou@city.saitama.lg.jp 

イ 電子メール送信後、速やかに電話にて到達確認を行うこと。 
ウ 提出先・到達確認に関する問い合わせ先 

４⑶に同じ 
⑶ 質問に対する回答予定日 

令和５年２月１６日（木）までに行う。 
⑷ 回答方法 

さいたま市ホームページ上に、質問及び回答を公表する。 
https://www.city.saitama.jp/005/001/017/012/p094706.html 

６ 企画提案書等の提出 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/012/p094706.html
https://www.city.saitama.jp/005/001/017/012/p094706.html
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⑴ 提出書類  

ア 企画提案書 １０部 

イ 見積書 １部 

⑵ 提出期間 
令和５年２月１６日（木）から令和５年２月２７日（月）まで（休日を除く午前９時から午後

４時まで） 
⑶ 提出場所 

４⑶に同じ 
⑷ 提出方法 

持参 
⑸ 無効となる企画提案書 

次の企画提案書は、無効とする。  

ア ２に定める資格条件を満たさなくなった者が提出した企画提案書 

イ 虚偽の記載をした企画提案書 

ウ 審査の公平性を害する行為を行った者が提出した企画提案書 

エ １⑸に示す額を上回る額を見積書に記載した者が提出した企画提案書 

オ プレゼンテーションに参加しなかった者が提出した企画提案書 

７ 業者決定の方法  

業者の決定に当たっては、令和５年度さいたま市国民健康保険特定健康診査等受診率向上対

策業務事業者選定委員会において書類審査を行い決定する。なお、審査方法等詳細については、

実施要領を参照すること。 
８ その他  

⑴ 最優秀提案者特定の日の翌日から契約締結日までの間に、入札参加停止又は入札参加除外を受

けている期間がある者は、最優秀提案者の特定を取り消されることがある。 

⑵ 本調達において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨とすること。 

⑶ この企画提案書の提出等に係る一切の経費は、提案者の負担とする。 

⑷ 提出された企画提案書等は、返却しない。 

⑸ 企画提案の審査結果は、企画提案の具体的内容を除き、公表する。 

⑹ 詳細は、実施要領による。 

９ 連絡先  

さいたま市浦和区常盤６－４－４  

さいたま市保健福祉局福祉部国民健康保険課保健事業係 

電話  ０４８（８２９）１２７７ 

ＦＡＸ ０４８（８２９）１９３８ 

  



さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

さいたま市告示第１７２号 

さいたま市２４時間子どもＳＯＳ窓口業務（平日夜間及び休日）について、次のとおり一般競争入

札を行うので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条

の６の規定に基づき公告する。 

令和５年１月２７日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 

   さいたま市２４時間子どもＳＯＳ窓口業務（平日夜間及び休日） 

⑵ 履行場所 

   委託者と受託者が協議のうえ決定する。 

 ⑶ 業務概要 

   入札説明書のとおり 

 ⑷ 履行期間 

   令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 

  本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本入札の告示日において、令和３・４年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）（

以下「名簿」という。）に業務「建物管理等」の受注希望業務「受付案内」又は業務「その他」

の受注希望業務「その他」で登載され、かつ、引き続き同業務で令和５・６年度競争入札参加資

格審査の申請をしていること。 

 ⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者  

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 入札日において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立てが

なされている者でないこと。ただし、更生手続開始の決定がなされている者はこの限りでない。 

⑸ 入札日において、民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続開始の申立てが

なされている者でないこと。ただし、再生手続開始の決定がなされている者はこの限りでない。 

⑹ 令和２年４月１日から令和４年３月３１日までの間、国又は地方公共団体と、子どもの教育に

関する電話相談にかかる業務及び当該業務規模をほぼ同じくする契約を２回以上締結し、誠実に

履行した実績を有する者であること。 

 ⑺ 一般財団法人日本情報経済社会推進協会からのプライバシーマーク付与認定及び情報セキュリ



さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

ティマネジメントシステム認定基準ＪＩＳＱ２７００１（ＩＳＯ／ＩＥＣ２７００１）の認定を

受けている者であること。 

３ 入札説明書の交付 

  本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

ア さいたま市浦和区上木崎４－４－１０ さいたま市教育委員会事務局学校教育部総合教育相

談室 

担当 管理運営係 電話 ０４８（７１１）５４７９ 

イ さいたま市ホームページからダウンロード 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/006/003/p077943.html 

⑵ 交付期間 

告示の日から令和５年２月７日（火）まで（３⑴アにおいては、さいたま市の休日を定める条

例（平成１３年さいたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後４

時まで） 

 ⑶ 交付費用 

   無償 

４ 一般競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において

確認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 

⑴ 提出書類 

  ア 一般競争入札参加申込兼資格確認申請書 

  イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 

   ３⑵に同じ 

⑶ 受付場所 

   ３⑴アに同じ 

 ⑷ 提出方法 

   持参又は郵送 

⑸ 郵送による場合の提出書類の受領期限及び送付先 

ア 受領期限 

令和５年２月７日（火）書留郵便（簡易書留郵便を含む。）により提出すること。 

イ 送付先 

〒３３０－００７１ さいたま市浦和区上木崎４－４－１０ さいたま市教育委員会事務局

学校教育部総合教育相談室 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

  確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

   ３⑴アに同じ 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/006/003/p077943.html
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⑵ 交付日時 

令和５年２月１３日（月）午前９時から午後４時まで。なお、交付日時までに競争入札参加資

格確認結果通知書の交付を受けなかった者については、入札を辞退したものとみなす。 

⑶ その他 

   郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に８４円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。 

６ 入札手続等 

⑴ 入札方法 

   総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の

１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切

り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る

課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当す

る金額を入札書に記載すること。 

 ⑵ 入札の日時及び場所 

  ア 日時 

    令和５年２月２４日（金）午前１１時１５分 

  イ 場所 

    さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市役所第二別館１階第１会議室 

 ⑶ 入札保証金 

見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３

年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。 

 ⑷ 開札の日時及び場所 

  ア 日時 

    令和５年２月２４日（金）入札終了後、直ちに行う。 

  イ 場所 

    ６⑵イに同じ 

 ⑸ 最低制限価格 

   設定する。なお、初度入札において最低制限価格を下回る入札をした者は、再度入札に参加す

ることができない。 

⑹ 落札者の決定方法 

   さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で、同条第４項及び第５項に基づいて作成された最低制限価格以上の価格をもって入札を行

った者のうち、最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

 ⑺ 入札の無効 

   さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。  

 ⑻ 入札事務を担当する課 

   さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市教育委員会事務局学校教育部学事課 

   電話 ０４８（８２９）１６４６ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９９０ 

 ⑼ 業務を担当する課 



さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

   さいたま市浦和区上木崎４－４－１０ さいたま市教育委員会事務局学校教育部総合教育相談

室  

電話 ０４８（７１１）５４７９ ＦＡＸ ０４８（７１１）５６７２ 

７ 契約手続等 

 ⑴ 契約保証金 

   契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。 

 ⑵ 契約書作成の要否 

   要 

⑶ 議決の要否 

   否 

８ その他 

⑴ 提出された一般競争入札参加申込兼資格確認申請書等は、返却しない。 

⑵ 入札参加者は、入札後、本告示、仕様書等についての不明を理由として異議を申し立てること

はできない。 

⑶ この契約において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 

⑷ 契約条項等は、さいたま市教育委員会事務局学校教育部総合教育相談室及びホームページにお

いて閲覧できる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 

⑸ 詳細は、入札説明書による。 

  

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html
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さいたま市告示第１７３号 

さいたま市ＳＮＳを活用した相談窓口業務について、次のとおり一般競争入札を行うので、地方自

治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基づき公

告する。 

令和５年１月２７日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 

   さいたま市ＳＮＳを活用した相談窓口業務 

⑵ 履行場所 

   委託者と受託者が協議のうえ決定する。 

 ⑶ 業務概要 

   入札説明書のとおり 

 ⑷ 履行期間 

   令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 

  本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本入札の告示日において、令和３・４年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）（

以下「名簿」という。）に業務「建物管理等」の受注希望業務「受付案内」又は業務「その他」

の受注希望業務「その他」で登載され、かつ、引き続き同業務で令和５・６年度競争入札参加資

格審査の申請をしていること。 

 ⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者  

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 入札日において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立てが

なされている者でないこと。ただし、更生手続開始の決定がなされている者はこの限りでない。 

⑸ 入札日において、民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続開始の申立てが

なされている者でないこと。ただし、再生手続開始の決定がなされている者はこの限りでない。 

⑹ 令和２年４月１日から令和４年３月３１日までの間、国又は地方公共団体と、子どもの悩みに

関するＳＮＳを活用した相談にかかる業務及び当該業務規模をほぼ同じくする契約を２回以上締

結し、誠実に履行した実績を有する者であること。 

 ⑺ 一般財団法人日本情報経済社会推進協会からのプライバシーマーク付与認定及び情報セキュリ



さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

ティマネジメントシステム認定基準ＪＩＳＱ２７００１（ＩＳＯ／ＩＥＣ２７００１）の認定を

受けている者であること。 

３ 入札説明書の交付 

  本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

ア さいたま市浦和区上木崎４－４－１０ さいたま市教育委員会事務局学校教育部総合教育相

談室 

担当 管理運営係 電話 ０４８（７１１）５４７９ 

イ さいたま市ホームページからダウンロード 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/006/003/p077934.html 

⑵ 交付期間 

告示の日から令和５年２月７日（火）まで（３⑴アにおいては、さいたま市の休日を定める条

例（平成１３年さいたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後４

時まで） 

 ⑶ 交付費用 

   無償 

４ 一般競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において

確認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 

⑴ 提出書類 

  ア 一般競争入札参加申込兼資格確認申請書 

  イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 

   ３⑵に同じ 

⑶ 受付場所 

   ３⑴アに同じ 

 ⑷ 提出方法 

   持参又は郵送 

⑸ 郵送による場合の提出書類の受領期限及び送付先 

ア 受領期限 

令和５年２月７日（火）書留郵便（簡易書留郵便を含む。）により提出すること。 

イ 送付先 

〒３３０－００７１ さいたま市浦和区上木崎４－４－１０ さいたま市教育委員会事務局

学校教育部総合教育相談室 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

  確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

   ３⑴アに同じ 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/006/003/p077934.html
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⑵ 交付日時 

令和５年２月１３日（月）午前９時から午後４時まで。なお、交付日時までに競争入札参加資

格確認結果通知書の交付を受けなかった者については、入札を辞退したものとみなす。 

⑶ その他 

   郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に８４円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。 

６ 入札手続等 

⑴ 入札方法 

   総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の

１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切

り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る

課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当す

る金額を入札書に記載すること。 

 ⑵ 入札の日時及び場所 

  ア 日時 

    令和５年２月２４日（金）午前１１時３０分 

  イ 場所 

    さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市役所第二別館１階第１会議室 

 ⑶ 入札保証金 

見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３

年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。 

 ⑷ 開札の日時及び場所 

  ア 日時 

    令和５年２月２４日（金）入札終了後、直ちに行う。 

  イ 場所 

    ６⑵イに同じ 

 ⑸ 最低制限価格 

   設定する。なお、初度入札において最低制限価格を下回る入札をした者は、再度入札に参加す

ることができない。 

⑹ 落札者の決定方法 

   さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で、同条第４項及び第５項に基づいて作成された最低制限価格以上の価格をもって入札を行

った者のうち、最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

 ⑺ 入札の無効 

   さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。  

 ⑻ 入札事務を担当する課 

   さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市教育委員会事務局学校教育部学事課 

   電話 ０４８（８２９）１６４６ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９９０ 

 ⑼ 業務を担当する課 
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   さいたま市浦和区上木崎４－４－１０ さいたま市教育委員会事務局学校教育部総合教育相談

室  

電話 ０４８（７１１）５４７９ ＦＡＸ ０４８（７１１）５６７２ 

７ 契約手続等 

 ⑴ 契約保証金 

   契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。 

 ⑵ 契約書作成の要否 

   要 

⑶ 議決の要否 

   否 

８ その他 

⑴ 提出された一般競争入札参加申込兼資格確認申請書等は、返却しない。 

⑵ 入札参加者は、入札後、本告示、仕様書等についての不明を理由として異議を申し立てること

はできない。 

⑶ この契約において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 

⑷ 契約条項等は、さいたま市教育委員会事務局学校教育部総合教育相談室及びホームページにお

いて閲覧できる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 

⑸ 詳細は、入札説明書による。 

  

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html
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さいたま市告示第１７４号 

令和５年度さいたま市ＦＭ ＮＡＣＫ５ラジオＣＭ制作・放送（代理）業務について、次のとおり

一般競争入札を行うので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）

第１６７条の６の規定に基づき公告する。 
令和５年１月２７日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 
令和５年度さいたま市ＦＭ ＮＡＣＫ５ラジオＣＭ制作・放送（代理）業務 

⑵ 履行場所 
さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市役所外 

⑶ 業務概要 
仕様書のとおり 

⑷ 履行期間 
令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 
本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本入札の告示日において、令和３・４年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）（

以下「名簿」という。）に業務「製作等」で登載され、かつ、引き続き同業務で令和５・６年度

さいたま市競争入札参加資格審査の申請をしている者であること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 
ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 
イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 
⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 平成３０年４月１日以降、国又は地方公共団体と種類及び規模をほぼ同じくする業務の契約実

績を２件以上有し、かつ、これらを全て誠実に履行した者であること。 
３ 入札説明書等の交付 

⑴ 本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書及び仕様書を交付するものとする。 
 交付場所 
さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市都市戦略本部都市経営戦略部シティセールス

担当 

担当 桑原、谷 電話 ０４８（８２９）１０３４ 

⑵ 交付期間 
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告示の日から令和５年２月１４日（火）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さ

いたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後４時まで） 
⑶ 交付費用 

無償 
４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において

確認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 
⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 
イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 
３⑵に同じ 

⑶ 受付場所 
３⑴に同じ 

⑷ 提出方法 
持参又は郵送 

⑸ 郵送による場合の提出書類の受領期限及び送付先 
ア 受領期限 

令和５年２月１４日（火）書留郵便（簡易書留郵便を含む。）により提出すること。 
イ 送付先 

〒３３０－９５８８ さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市都市戦略本部都市経営

戦略部シティセールス担当 
５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 
⑴ 交付場所 

３⑴に同じ 
 ⑵ 交付日時 

令和５年２月２０日（月）午前９時から午後４時まで 
⑶ その他 

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に９４円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。 
６ 入札手続等 

⑴ 入札方法 
総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の

１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切

り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る

課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当す

る金額を入札書に記載すること。 
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⑵ 入札の日時及び場所 
ア 日時 

令和５年３月１０日（金）午後３時１５分 
イ 場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－２１ ときわ会館５階小ホール 
⑶ 入札保証金 

見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３

年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。 
⑷ 開札の日時及び場所 

ア 日時 
令和５年３月１０日（金）入札終了後、直ちに行う。 

イ 場所 
６⑵イに同じ 

⑸ 落札者の決定方法 
さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 
なお、落札とすべき同額の入札をした者が２者以上いるときは、直ちに、当該入札参加者にく

じを引かせ、落札者を決定する。この場合、当該入札参加者は、くじを辞退することはできない。 
⑹ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

⑺ 入札事務を担当する課 
さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市都市戦略本部都市経営戦略部分権・広域行政担

当 
電話 ０４８（８２９）１０６４ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９９７ 

⑻ 業務を担当する課 
さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市都市戦略本部都市経営戦略部シティセールス担

当 
電話 ０４８（８２９）１０３４ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９９７ 

７ 契約手続等 
⑴ 契約保証金 

契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。 
⑵ 契約書作成の要否 

要 
⑶ 議決の要否 

否 
８ その他 

⑴ この契約において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 
 ⑵ 入札参加者は、入札後、本告示、仕様書、現場等についての不明を理由として、異議を申し立
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てることはできない。 
⑶ 契約条項等は、さいたま市都市戦略本部都市経営戦略部及びホームページにおいて閲覧できる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 

⑷ 詳細は、入札説明書による。 

  

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html
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さいたま市告示第１７５号 
さいたま市自転車等放置防止条例（平成１３年さいたま市条例第２０５号）第１０条第１項により

自転車を撤去し、同条第４項の規定により保管したので、第１２条第１項の規定により、次のとおり

告示する。 
令和５年１月２７日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
１ 保管理由 

 さいたま市自転車等放置防止条例 
２ 保管開始年月日 

 令和５年１月２０日 
３ 保管場所及び放置箇所 

⑴ 新開自転車保管所 
  南浦和駅、東浦和駅、西浦和駅、武蔵浦和駅及び北戸田駅周辺の自転車等放置禁止区域 
⑵ 吉野原自転車保管所 
  大宮駅、土呂駅、東大宮駅、北大宮駅、大宮公園駅、大和田駅、七里駅、日進駅、西大宮駅、 

指扇駅、宮原駅、鉄道博物館駅、加茂宮駅、東宮原駅、今羽駅、吉野原駅及びさいたま新都心 
駅（東口）周辺の自転車等放置禁止区域及び原動機付自転車 

⑶ 大戸自転車保管所 
  浦和駅、北浦和駅、中浦和駅、与野駅、北与野駅、与野本町駅、南与野駅及びさいたま新都 
 心駅（西口）周辺の自転車等放置禁止区域 
⑷ 岩槻自転車保管所 
  岩槻駅、東岩槻駅及び浦和美園駅周辺の自転車等放置禁止区域 

４ 保管自転車 
   別紙のとおり 
５ 保管台数 
    計５８台 
６ 連絡先 

⑴ 担当 さいたま市都市局都市計画部自転車まちづくり推進課車両対策事務所 
⑵ 電話 ０４８（６５２）８８１２ 
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さいたま市告示第１７６号 
さいたま市救急資器材管理供給業務について、次のとおり一般競争入札を行うので、地方自治法施 

行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基づき公告する。 
令和５年１月２７日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名  
さいたま市救急資器材管理供給業務 

⑵ 履行場所 
 さいたま市浦和区常盤６－１－２８外 

⑶ 業務概要 
 仕様書のとおり 

⑷ 履行期間 
 令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 
  本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本入札の告示日において、令和３・４年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）（

以下「名簿」という。）に業務「保守点検」の受注希望業務「医療機器保守点検」又は業務「そ

の他」の受注希望業務「その他」で登載され、かつ、引き続き同業務で令和５・６年度さいたま

市競争入札参加資格者審査の申請をしている者であること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 
ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 
イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 
⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

３ 入札説明書の交付 
本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 
さいたま市浦和区常盤６－１－２８ さいたま市消防局警防部救急課 

   担当 菅野、伊藤 電話 ０４８（８３３）７９８１ 
⑵ 交付期間 

告示の日から令和５年２月１４日（火）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さ

いたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日（以下「休日」という。）を除く午前９時か

ら午後５時まで） 
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 ⑶ 交付費用 
無償 

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 
本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において

確認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 
⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 
イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 
   告示の日から令和５年２月１７日（金）まで（休日を除く午前９時から午後５時まで） 

⑶ 受付場所 
３⑴に同じ 

⑷ 提出方法 
持参 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 
確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 
３⑴に同じ 

⑵ 交付日時 
令和５年２月２２日（水）午前９時から午後５時まで 

⑶ その他 
郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に９４円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。 
６ 入札手続等 

⑴ 入札方法 
総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の

１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切

り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る

課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当す

る金額を入札書に記載すること。 
⑵ 郵送による場合の入札書の受領期限及び送付先 

ア 受領期限 
令和５年２月２８日（火）書留郵便（簡易書留郵便を含む。）により提出すること。 

イ 送付先 
〒３３０－００６１  さいたま市浦和区常盤６－１－２８ さいたま市消防局警防部救急課 

⑶ 入札の日時及び場所 
ア 日時 

令和５年３月２日（木）午前１０時００分 
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イ 場所 
さいたま市浦和区常盤６－１－２８ さいたま市消防局４階第１調整室 

⑷  入札保証金 
見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３

年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。 
⑸ 開札の日時及び場所 

ア 日時 
令和５年３月２日（木）入札終了後、直ちに行う。 

イ 場所 
６⑶イに同じ 

⑹ 落札者の決定方法 
さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 
⑺ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 
⑻ 入札事務を担当する課 

さいたま市浦和区常盤６－１－２８ さいたま市消防局警防部救急課 
電話 ０４８（８３３）７９８１ ＦＡＸ ０４８（８３３）７２０１ 

７ 契約手続等 
⑴ 契約保証金 

契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。 
⑵ 契約書作成の要否 

要 
⑶ 議決の要否 

否 
８ その他 

⑴ 入札参加者は、入札後、本告示、仕様書、現場等についての不明を理由として、異議を申し立

てることはできない。 
⑵ 契約条項等は、さいたま市消防局警防部救急課及びホームページにおいて閲覧できる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 
 ⑶ 詳細は、入札説明書による。 
 

  

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html
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さいたま市告示第１７７号 
さいたま市子どもケアホームプログラム運営業務について、次のとおり一般競争入札を行うので、

地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に

基づき公告する。 
令和５年１月２７日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 
さいたま市子どもケアホームプログラム運営業務 

⑵ 履行場所 
さいたま市浦和区上木崎４－４－１０外 

⑶ 業務概要 
仕様書のとおり 

⑷ 履行期間 
令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 
本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本入札の告示日において、令和３・４年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）（

以下「名簿」という。）に業務「その他」の受注希望業務「人材派遣」又は「その他」で登載さ

れ、かつ、引き続き同業務で令和５・６年度さいたま市競争入札参加資格審査の申請をしている

者であること。 
⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 
イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 
⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 過去２年の間に、地方公共団体において、生活困窮者自立相談支援事業等実施要綱（平成２７

年厚生労働省社会・援護局長通知社援発０７２７第２号別紙）に基づく生活困窮世帯の子どもに

対する学習支援事業の実績を有し、かつ、誠実に履行している者であること。 

３ 入札説明書の交付 
本入札に参加を希望する者で、２の要件を満たしている者に対し、入札説明書を交付するものと

する。 
⑴ 交付場所 

さいたま市浦和区上木崎４－４－１０ さいたま市子ども未来局子ども家庭総合センター子ど
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も家庭支援課 
担当 子どもケアホーム係 電話 ０４８（７１１）３８９６ 

⑵ 交付期間 
告示の日から令和５年２月１４日（火）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さ

いたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後４時まで） 
⑶ 交付費用 

無償 
４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において

確認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 
⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 
イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 
３⑵に同じ 

⑶ 受付場所 
３⑴に同じ 

⑷ 提出方法 
持参 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 
確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 
３⑴に同じ 

⑵ 交付日時 
令和５年２月２０日（月）午前９時から午後４時まで 

⑶ その他 
郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に８４円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。 
６ 入札手続等 

⑴ 入札方法 
総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の

１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切

り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る

課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当す

る金額を入札書に記載すること。 
⑵ 入札の日時及び場所 

ア 日時 
令和５年２月２７日（月）午前１０時００分 
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イ 場所 
さいたま市浦和区上木崎４－４－１０ さいたま市子ども家庭総合センター４階多目的室 

⑶ 入札保証金 
見積もった金額（支払限度額）の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約

規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。 
⑷ 開札の日時及び場所 

ア 日時 
令和５年２月２７日（月）入札終了後、直ちに行う。 

イ 場所 
６⑵イに同じ 

 ⑸ 最低制限価格 
   設定する。なお、最低制限価格を下回る入札を行った者は、再度入札に参加できない。 

⑹ 落札者の決定方法 
さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で、同条第４項及び第５項に基づいて作成された最低制限価格以上の価格をもって入札を行

った者のうち、最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 
⑺ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

⑻ 入札事務を担当する課 
さいたま市浦和区上木崎４－４－１０ さいたま市子ども未来局子ども家庭総合センター総務

課 

電話 ０４８（７１１）１９８６ ＦＡＸ ０４８（７１１）８９０４ 
 ⑼ 業務を担当する課 

さいたま市浦和区上木崎４－４－１０ さいたま市子ども未来局子ども家庭総合センター子ど

も家庭支援課 

電話 ０４８（７１１）３８９６ ＦＡＸ ０４８（７１１）３９９４ 
７ 契約手続等 

⑴ 契約保証金 
契約金額（支払限度額）の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則

第３０条の規定に該当する場合は、免除とする。 
⑵ 契約書作成の要否 

要 
⑶ 議決の要否 

否 
８ その他 

⑴ 提出された競争入札参加申込兼資格確認申請書等は、返却しない。 
⑵ 契約条項等は、さいたま市子ども未来局子ども家庭総合センター子ども家庭支援課及びホーム

ページにおいて閲覧できる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html


さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

⑶ 詳細は、入札説明書による。 
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さいたま市告示第１７８号 
 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、次の開発行為に関する工

事が完了したので公告する。 
令和５年１月２７日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
１ 開発区域に含まれる地域の名称 

さいたま市浦和区大東二丁目７５８番１２、７５８番１３、７５８番１４、７５８番１５、７５

８番１６、７５８番１７、７５８番１８、７５８番１９、７５８番２０、７５８番２１、７５９

番１、７５９番７、７５９番１１、７５９番１２、７５９番１３ 
２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名 

さいたま市浦和区常盤十丁目１５番１６号 
ポラスマイホームプラザ株式会社 代表取締役 中内 啓夫 

３ 許可番号 
 令和４年１１月２８日 
 第 変‐Ｓ２０２２０５４ 号 

４ 検査済証番号 
 令和５年１月２６日 
 第 完‐Ｓ２０２２０５４ 号 
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さいたま市告示第１７９号 
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、次の開発行為に関する工

事が完了したので公告する。 
令和５年１月２７日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
１ 開発区域に含まれる地域の名称 

さいたま市西区大字指扇領辻字南１３１番５ 
２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名  

（省略） 
３ 許可番号 

令和３年１１月１９日  
第開‐Ｎ２０２１１１７号 

４ 検査済証番号 
令和５年１月２６日 
第完‐Ｎ２０２１１１７号 
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さいたま市告示第１８０号 

さいたま市青少年宇宙科学館設備管理業務について、次のとおり一般競争入札を行うので、地方自

治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基づき公

告する。 
令和５年１月２７日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 
さいたま市青少年宇宙科学館設備管理業務 

⑵ 履行場所 
さいたま市浦和区駒場２－３－４５外 

⑶ 業務概要 

仕様書のとおり 
⑷ 履行期間 

令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで 
２ 競争入札参加資格に関する事項 
  本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本入札の告示日において、令和３・４年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）（

以下「名簿」という。）に業務「建物管理等」の等級区分がＡ級で登載され、さいたま市内に本

店を有し、かつ、引き続き同業務で令和５・６年度さいたま市競争入札参加資格審査の申請をし

ている者であること。 
⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 
イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者  
⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 
⑷ 過去５年間に、国（独立行政法人を含む。）又は地方公共団体と延床面積６，０００㎡以上の

施設における同業務の契約を１回以上締結し、かつ、履行した実績を有する者であること。 
⑸ 電気事業法（昭和３９年法律第１７０号）第４４条に規定する第三種電気主任技術者免状の交

付を受けている者を１名以上配置できる者であること。 
⑹ 本業務を実施する営業所等において、建築物における衛生的環境の確保に関する法律（昭和４

５年法律第２０号）第１２条の２第１項第８号の建築物環境衛生総合管理業の登録を受けている

者であること。 
３ 入札説明書の交付 
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本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書を交付するものとする。 
⑴ 交付場所 

ア さいたま市浦和区駒場２－３－４５ さいたま市教育委員会青少年宇宙科学館 

担当 管理係 電話 ０４８（８８１）１５１５ 

イ さいたま市ホームページからダウンロード 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/006/003/p069244.html 
⑵ 交付期間 

告示の日から令和５年２月９日（木）まで（３⑴アにおいては、さいたま市の休日を定める条

例（平成１３年さいたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日（以下休日という。）を除

く午前９時から午後４時まで） 

⑶ 交付費用 
無償 

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 
本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において

確認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 
⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 
イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 
３⑵に同じ 

⑶ 受付場所 
３⑴アに同じ 

⑷ 提出方法 
持参 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 
確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 
３⑴アに同じ 

⑵ 交付日時 
令和５年２月１５日（水）午前９時から午後４時まで 

⑶ その他 
郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に９４円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。 
６ 入札手続等 

⑴ 入札方法 
総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の

１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切

り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/006/003/p069244.html
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課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当す

る金額を入札書に記載すること。 
⑵ 入札の日時及び場所 

ア 日時 
令和５年２月２８日（火）午前９時３０分 

イ 場所 
さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市役所第二別館１階第２会議室 

⑶ 入札保証金 
見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３

年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。 
⑷ 開札の日時及び場所 

ア 日時 
令和５年２月２８日（火）入札終了後、直ちに行う。 

イ 場所 
６⑵イに同じ 

⑸ 最低制限価格 
  設定する。なお、最低制限価格を下回る入札をした者は、再度入札に参加できない。 
⑹ 落札者の決定方法 

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低制限価格以上の最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 
⑺ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

⑻ 入札事務を担当する課 
さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市教育委員会事務局生涯学習部生涯学習振興課 
電話 ０４８（８２９）１７０５ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９８９ 

⑼ 業務を担当する課 
さいたま市浦和区駒場２－３－４５ さいたま市教育委員会青少年宇宙科学館 
電話 ０４８（８８１）１５１５ ＦＡＸ ０４８（８８２）９７０２ 

７ 契約手続等 
⑴ 契約保証金 

契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。 
⑵ 契約書作成の要否 

要 
⑶ 議決の要否 

否 
８ その他 

⑴ 提出された競争入札参加申込兼資格確認申請書等は、返却しない。 
⑵ 入札参加者は、入札後、本告示、仕様書、現場等についての不明を理由として、異議を申し立
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てることはできない。 
⑶ この契約において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 
⑷ 契約条項等は、さいたま市教育委員会青少年宇宙科学館及びホームページにおいて閲覧できる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 
⑸ 詳細は、入札説明書による。 

  

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html
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さいたま市告示第１８１号 

さいたま市青少年宇宙科学館券売機システム賃貸借について、次のとおり一般競争入札を行うので、

地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基

づき公告する。 
令和５年１月２７日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 
さいたま市青少年宇宙科学館券売機システム賃貸借 

⑵ 借入場所 
さいたま市浦和区駒場２－３－４５ さいたま市青少年宇宙科学館 

⑶ 数量・特質等 
  仕様書のとおり 
⑷ 借入期間 

令和５年４月１日から令和１０年３月３１日まで 
２ 競争入札参加資格に関する事項 

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 
⑴ 本入札の告示日において、令和３・４年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（物品納入等）

（以下「名簿」という。）に種目「レンタル・リース」内の営業種目「ＯＡ機器リース等」で登

載され、かつ、引き続き同営業種目で令和５・６年度さいたま市競争入札参加資格審査の申請を

している者であること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 
ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 
イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 
⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷  賃貸借された納入機器等を設置及び設定し、常時正常な状態又は充分に機能が働く状態に維持

し、万一問題が生じた場合には即時に対応ができる者であること。 
３ 入札説明書の交付 

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書を交付するものとする。 
⑴ 交付場所 

さいたま市浦和区駒場２－３－４５ 

さいたま市教育委員会青少年宇宙科学館 

担当 管理係 電話 ０４８（８８１）１５１５ 
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⑵ 交付期間 
告示の日から令和５年２月９日（木）まで（さいたま市青少年宇宙科学館条例（平成１３年

さいたま市条例第１２５号）第４条第１項に規定する休館日を除く午前９時から午後４時まで

） 

⑶ 交付費用 
無償 

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 
本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」

という。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日にお

いて確認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 
⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 
イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 
３⑵に同じ 

⑶ 受付場所 
３⑴に同じ 

⑷ 提出方法 
持参 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 
確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 
３⑴に同じ 

⑵ 交付日時 
令和５年２月２０日（月）午前９時から午後４時まで 

⑶ その他 
郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に９４円切手を貼付し、申し出

た場合のみ受け付けるものとする。 
６ 入札手続等 

⑴ 入札方法 
単価（月額）で行う。入札金額は、賃借料（設定費用等、当該業務に係る経費の全てを含む。

）１月当たりの額を記入すること。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に

当該金額の１００分の１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があると

きは、その端数金額を切り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消

費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額

の１１０分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。 
⑵ 入札の日時及び場所 

ア 日時 
令和５年２月２８日（火）午前１０時００分 
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イ 場所 
さいたま市浦和区駒場２－３－４５ さいたま市青少年宇宙科学館３階多目的教室１ 

⑶ 入札保証金 
見積もった金額（月額）に月数を乗じた額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さ

いたま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免

除とする。 
⑷ 開札の日時及び場所 

ア 日時 
令和５年２月２８日（火）入札終了後、直ちに行う。 

イ 場所 
６⑵イに同じ 

⑸ 落札者の決定方法 
さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の

範囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 
⑹ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

⑺ 入札事務を担当する課 
さいたま市浦和区駒場２－３－４５ 
さいたま市教育委員会青少年宇宙科学館 
電話 ０４８（８８１）１５１５ ＦＡＸ ０４８（８８２）９７０２ 

７ 契約手続等 
⑴ 契約保証金 

契約金額（月額）に月数を乗じた額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま

市契約規則第３０条の規定に該当する場合は、免除とする。 
⑵ 契約書作成の要否 

要 
⑶ 議決の要否 

否 
８ その他 

⑴ 提出された競争入札参加申込兼資格確認申請書等は、返却しない。 
⑵ 入札参加者は、入札後、本告示、仕様書、現場等についての不明を理由として、異議を申し立

てることはできない。 
⑶ この契約において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 
⑷ 契約条項等は、さいたま市教育委員会青少年宇宙科学館及びホームページにおいて閲覧できる。 

http://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 
⑸ 詳細は、入札説明書による。 

  

http://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html
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さいたま市告示第１８２号 

さいたま市立病院中央材料室運営・清潔区域管理業務について、次のとおり一般競争入札を行うの

で、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定

に基づき公告する。 

令和５年１月２７日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 

さいたま市立病院中央材料室運営・清潔区域管理業務 

⑵ 履行場所 

さいたま市緑区大字三室２４６０ さいたま市立病院 

⑶ 業務概要 

仕様書のとおり 

⑷ 履行期間 

令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本入札の告示日において、令和３・４年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）（

以下「名簿」という。）に業務「その他」で登載され、かつ、引き続き同業務で令和５・６年度

さいたま市競争入札参加資格審査の申請をしている者であること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 
⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 令和２年４月１日以降、病床数５００床以上の病院における院外滅菌消毒業務を年間契約で２

件以上締結し、確実に履行した実績（元請に限る。）を有している者であること。 

⑸ 一般財団法人医療関連サービス振興会の医療関連サービスマーク制度において、院内滅菌消毒

業務、院外滅菌消毒業務及び院内清掃業務の認定を受けている者であること。 

３ 入札説明書等の交付 

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書及び仕様書を１部交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

さいたま市緑区大字三室２４６０ さいたま市保健福祉局市立病院病院経営部病院施設管理課 

担当 庄田 電話 ０４８（８７３）４２４８ 
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⑵ 交付期間 

告示の日から令和５年２月１０日（金）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さ

いたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後４時まで） 

⑶ 交付費用 

無償 

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において

確認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 

⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 

イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 

３⑵に同じ 

⑶ 受付場所 

３⑴に同じ 

⑷ 提出方法 

持参 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

３⑴に同じ 

⑵ 交付日時 

令和５年２月２１日（火）午前９時から午後４時まで 

⑶ その他 

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に９４円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。 

６ 入札参加資格の有無の再確認 

入札参加資格がない旨の通知を受けた者は、令和５年２月２８日（火）までにさいたま市保健福

祉局市立病院病院経営部病院施設管理課に入札参加資格の有無の再確認を求めることができる。 

７ 入札手続等 

⑴ 入札方法 

総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の

１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切

り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る

課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当す

る金額を入札書に記載すること。 

⑵ 入札の日時及び場所 

ア 日時 
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令和５年３月６日（月）午前１１時３０分 

イ 場所 

さいたま市緑区大字三室２４６０ さいたま市立病院３階アッセンブリーホール 

⑶ 入札参加資格の確認 

ア 入札時には、入札参加資格がある旨の通知を持参すること。 

イ 入札参加資格がある旨の通知を受けた者であっても、入札時点において参加資格がない者は、

入札に参加できない。 

⑷ 提出書類 

代理人により入札する場合は、委任状を提出すること。 

⑸ 入札回数等 

ア 再度入札は、１回までとする。 

イ 初度入札に参加しない者は、再度入札に参加することができない。 

⑹ 入札の辞退 

入札参加資格がある旨の通知を受け取った後であっても、入札を辞退することができる。その

際は、入札辞退届を提出すること。 

⑺ 独占禁止法関係法令の遵守 

入札に当たっては、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第５４

号）等に違反する行為を行ってはならない。 

⑻ その他 

ア 本入札の日時に遅刻した者は、入札に参加できない。 

イ 一度提出した入札書は、書き換え、引き換え又は撤回をすることができない。 

８ 入札保証金 

見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３年

さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。 

９ 開札の日時及び場所 

⑴ 日時 

令和５年３月６日（月）入札終了後、直ちに行う。 

⑵ 場所 

７⑵イに同じ 

１０ 最低制限価格 

設定する。なお、初度入札において最低制限価格未満の入札をした者は、再度入札に参加でき

ない。 

１１ 落札者の決定方法 

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低制限価格以上の最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

なお、落札とすべき同額の入札をした者が複数あるときは、直ちに、当該入札参加者にくじを

引かせ、落札者を決定する。この場合、当該入札参加者は、くじを辞退することはできない。 

１２ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 
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１３ 入札事務を担当する課 

さいたま市緑区大字三室２４６０ さいたま市保健福祉局市立病院病院経営部病院施設管理課 

電話 ０４８（８７３）４２４８ ＦＡＸ ０４８（８７３）５４５１ 

１４ 契約手続等 

⑴ 契約保証金 

契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。 

⑵ 契約書作成の要否 

要 

⑶ 支払条件 

履行期間において、暦月を単位として、検査に合格後、適法な請求に応じて支払うものとする。

なお、詳細については落札者決定後、協議して決定する。 

１５ 特記事項 

本契約は、令和５年度歳入歳出予算が令和５年３月３１日までにさいたま市議会で可決された

場合において令和５年４月１日に確定させる。 

１６ その他 

⑴ 提出された競争入札参加申込兼資格確認申請書等は、返却しない。 

⑵ 入札参加者は、入札後、本告示、仕様書、現場等についての不明を理由として、異議を申し立

てることはできない。 

⑶ 契約条項等は、さいたま市保健福祉局市立病院病院経営部病院施設管理課及びホームページに

おいて閲覧できる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 

⑷ 詳細は、入札説明書による。 

  

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html
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さいたま市告示第１８３号 

さいたま市立病院警備・駐車場等管理業務について、次のとおり一般競争入札を行うので、地方自

治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基づき公

告する。 

令和５年１月２７日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 

さいたま市立病院警備・駐車場等管理業務 

⑵ 履行場所 

ア さいたま市緑区大字三室２４６０ さいたま市立病院 

イ さいたま市緑区大字三室２４２３－１１ さいたま市立病院看護師寮 
⑶ 業務概要 

仕様書のとおり 

⑷ 履行期間 

令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本入札の告示日において、令和３・４年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）（

以下「名簿」という。）に業務「建物管理等」の受注希望業務「駐車場管理」及び業務「警備」

の等級区分がＡ級で受注希望業務「警備（機械警備業務を除く）」で登載され、かつ、引き続き

同業務で令和５・６年度さいたま市競争入札参加資格審査の申請をしている者であること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 
⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 令和２年４月１日以降、病床数５００床以上の病院における施設警備業務を年間契約で２件以

上締結し、確実に履行した実績（元請に限る。）を有している者であること。 

⑸ 本入札の告示日において、警備業法（昭和４７年法律第１１７号）第４条の規定に基づく埼玉

県公安委員会の認定を受けている者であること。 

⑹ 警備業法第２２条の規定に基づく警備員指導教育責任者資格者証の交付を受けている者を１名

以上配置できる者であること。 

⑺ 本入札の告示日において、本市内に本店を有している者であること。 
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３ 入札説明書等の交付 

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書及び仕様書を１部交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

さいたま市緑区大字三室２４６０ さいたま市保健福祉局市立病院病院経営部病院施設管理課 

担当 持田 電話 ０４８（８７３）４２４８ 

⑵ 交付期間 

告示の日から令和５年２月１０日（金）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さ

いたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後４時まで） 

⑶ 交付費用 

無償 

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において

確認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 

⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 

イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 

３⑵に同じ 

⑶ 受付場所 

３⑴に同じ 

⑷ 提出方法 

持参 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

３⑴に同じ 

⑵ 交付日時 

令和５年２月２１日（火）午前９時から午後４時まで 

⑶ その他 

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に９４円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。 

６ 入札参加資格の有無の再確認 

入札参加資格がない旨の通知を受けた者は、令和５年２月２８日（火）までにさいたま市保健福

祉局市立病院病院経営部病院施設管理課に入札参加資格の有無の再確認を求めることができる。 

７ 入札手続等 

⑴ 入札方法 

総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の

１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切
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り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る

課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当す

る金額を入札書に記載すること。 

⑵ 入札の日時及び場所 

ア 日時 

令和５年３月６日（月）午後１時４５分 

イ 場所 

さいたま市緑区大字三室２４６０ さいたま市立病院３階アッセンブリーホール 

⑶ 入札参加資格の確認 

ア 入札時には、入札参加資格がある旨の通知を持参すること。 

イ 入札参加資格がある旨の通知を受けた者であっても、入札時点において参加資格がない者は、

入札に参加できない。 

⑷ 提出書類 

代理人により入札する場合は、委任状を提出すること。 

⑸ 入札回数等 

ア 再度入札は、１回までとする。 

イ 初度入札に参加しない者は、再度入札に参加することができない。 

⑹ 入札の辞退 

入札参加資格がある旨の通知を受け取った後であっても、入札を辞退することができる。その

際は、入札辞退届を提出すること。 

⑺ 独占禁止法関係法令の遵守 

入札に当たっては、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第５４

号）等に違反する行為を行ってはならない。 

⑻ その他 

ア 本入札の日時に遅刻した者は、入札に参加できない。 

イ 一度提出した入札書は、書き換え、引き換え又は撤回をすることができない。 

８ 入札保証金 

見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３年

さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。 

９ 開札の日時及び場所 

⑴ 日時 

令和５年３月６日（月）入札終了後、直ちに行う。 

⑵ 場所 

７⑵イに同じ 

１０ 最低制限価格 

設定する。なお、初度入札において最低制限価格未満の入札をした者は、再度入札に参加でき

ない。 

１１ 落札者の決定方法 

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範
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囲内で最低制限価格以上の最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

なお、落札とすべき同額の入札をした者が複数あるときは、直ちに、当該入札参加者にくじを

引かせ、落札者を決定する。この場合、当該入札参加者は、くじを辞退することはできない。 

１２ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

１３ 入札事務を担当する課 

さいたま市緑区大字三室２４６０ さいたま市保健福祉局市立病院病院経営部病院施設管理課 

電話 ０４８（８７３）４２４８ ＦＡＸ ０４８（８７３）５４５１ 

１４ 契約手続等 

⑴ 契約保証金 

契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。 

⑵ 契約書作成の要否 

要 

⑶ 支払条件 

履行期間において、暦月を単位として、検査に合格後、適法な請求に応じて支払うものとする。

なお、詳細については落札者決定後、協議して決定する。 

１５ 特記事項 

本契約は、令和５年度歳入歳出予算が令和５年３月３１日までにさいたま市議会で可決された

場合において令和５年４月１日に確定させる。 

１６ その他 

⑴ 提出された競争入札参加申込兼資格確認申請書等は、返却しない。 

⑵ 入札参加者は、入札後、本告示、仕様書、現場等についての不明を理由として、異議を申し立

てることはできない。 

⑶ 契約条項等は、さいたま市保健福祉局市立病院病院経営部病院施設管理課及びホームページに

おいて閲覧できる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 

⑷ 詳細は、入札説明書による。 

  

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html
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さいたま市告示第１８４号 

さいたま市立病院電話交換業務について、次のとおり一般競争入札を行うので、地方自治法施行令

（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基づき公告する。 

令和５年１月２７日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 

さいたま市立病院電話交換業務 

⑵ 履行場所 

さいたま市緑区大字三室２４６０ さいたま市立病院 
⑶ 業務概要 

仕様書のとおり 

⑷ 履行期間 

令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本入札の告示日において、令和３・４年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）（

以下「名簿」という。）に業務「建物管理等」の等級区分がＡ級で受注希望業務「電話交換」で

登載され、かつ、引き続き同業務で令和５・６年度さいたま市競争入札参加資格審査の申請をし

ている者であること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 
⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 令和２年４月１日以降、病床数５００床以上の病院における電話交換業務を年間契約で２件以

上締結し、確実に履行した実績（元請に限る。）を有している者であること。 

⑸ 本入札の告示日において、本市内に本店を有している者であること 

３ 入札説明書等の交付 

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書及び仕様書を１部交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

さいたま市緑区大字三室２４６０ さいたま市保健福祉局市立病院病院経営部病院施設管理課 

担当 持田 電話 ０４８（８７３）４２４８ 

⑵ 交付期間 
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告示の日から令和５年２月１０日（金）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さ

いたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後４時まで） 

⑶ 交付費用 

無償 

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において

確認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 

⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 

イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 

３⑵に同じ 

⑶ 受付場所 

３⑴に同じ 

⑷ 提出方法 

持参 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

３⑴に同じ 

⑵ 交付日時 

令和５年２月２１日（火）午前９時から午後４時まで 

⑶ その他 

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に９４円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。 

６ 入札参加資格の有無の再確認 

入札参加資格がない旨の通知を受けた者は、令和５年２月２８日（火）までにさいたま市保健福

祉局市立病院病院経営部病院施設管理課に入札参加資格の有無の再確認を求めることができる。 

７ 入札手続等 

⑴ 入札方法 

総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の

１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切

り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る

課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当す

る金額を入札書に記載すること。 

⑵ 入札の日時及び場所 

ア 日時 

令和５年３月６日（月）午後２時００分 
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イ 場所 

さいたま市緑区大字三室２４６０ さいたま市立病院３階アッセンブリーホール 

⑶ 入札参加資格の確認 

ア 入札時には、入札参加資格がある旨の通知を持参すること。 

イ 入札参加資格がある旨の通知を受けた者であっても、入札時点において参加資格がない者は、

入札に参加できない。 

⑷ 提出書類 

代理人により入札する場合は、委任状を提出すること。 

⑸ 入札回数等 

ア 再度入札は、１回までとする。 

イ 初度入札に参加しない者は、再度入札に参加することができない。 

⑹ 入札の辞退 

入札参加資格がある旨の通知を受け取った後であっても、入札を辞退することができる。その

際は、入札辞退届を提出すること。 

⑺ 独占禁止法関係法令の遵守 

入札に当たっては、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第５４

号）等に違反する行為を行ってはならない。 

⑻ その他 

ア 本入札の日時に遅刻した者は、入札に参加できない。 

イ 一度提出した入札書は、書き換え、引き換え又は撤回をすることができない。 

８ 入札保証金 

見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３年

さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。 

９ 開札の日時及び場所 

⑴ 日時 

令和５年３月６日（月）入札終了後、直ちに行う。 

⑵ 場所 

７⑵イに同じ 

１０ 最低制限価格 

設定する。なお、初度入札において最低制限価格未満の入札をした者は、再度入札に参加でき

ない。 

１１ 落札者の決定方法 

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低制限価格以上の最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

なお、落札とすべき同額の入札をした者が複数あるときは、直ちに、当該入札参加者にくじを

引かせ、落札者を決定する。この場合、当該入札参加者は、くじを辞退することはできない。 

１２ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

１３ 入札事務を担当する課 



さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

さいたま市緑区大字三室２４６０ さいたま市保健福祉局市立病院病院経営部病院施設管理課 

電話 ０４８（８７３）４２４８ ＦＡＸ ０４８（８７３）５４５１ 

１４ 契約手続等 

⑴ 契約保証金 

契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。 

⑵ 契約書作成の要否 

要 

⑶ 支払条件 

履行期間において、暦月を単位として、検査に合格後、適法な請求に応じて支払うものとする。

なお、詳細については落札者決定後、協議して決定する。 

１５ 特記事項 

本契約は、令和５年度歳入歳出予算が令和５年３月３１日までにさいたま市議会で可決された

場合において令和５年４月１日に確定させる。 

１６ その他 

⑴ 提出された競争入札参加申込兼資格確認申請書等は、返却しない。 

⑵ 入札参加者は、入札後、本告示、仕様書、現場等についての不明を理由として、異議を申し立

てることはできない。 

⑶ 契約条項等は、さいたま市保健福祉局市立病院病院経営部病院施設管理課及びホームページに

おいて閲覧できる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 

⑷ 詳細は、入札説明書による。 
  

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html


さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

さいたま市告示第１８５号 

さいたま市立病院基準寝具賃貸借について、次のとおり一般競争入札を行うので、地方自治法施行

令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基づき公告する。 

令和５年１月２７日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 

さいたま市立病院基準寝具賃貸借 

⑵ 借入場所 

さいたま市緑区大字三室２４６０ さいたま市立病院 

⑶ 数量・特質等 

仕様書のとおり 

⑷ 借入期間 

令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本入札の告示日において、令和３・４年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（物品納入等）

（以下「名簿」という。）に種目「レンタル・リース」内の営業種目「寝具レンタル等」で登載

され、かつ、引き続き同営業種目で令和５・６年度さいたま市競争入札参加資格審査の申請をし

ている者であること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 一般財団法人医療関連サービス振興会の医療関連サービスマーク制度において寝具類洗濯業務

の認定を受けている者であること。 
⑸ 病院での業務実績を有する者であること。 

３ 入札説明書等の交付 

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書及び仕様書を１部交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

さいたま市緑区大字三室２４６０ さいたま市保健福祉局市立病院病院経営部病院施設管理課 

担当 持田 電話 ０４８（８７３）４２４８ 

⑵ 交付期間 



さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

告示の日から令和５年２月１０日（金）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さ

いたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後４時まで） 

⑶ 交付費用 

無償 

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において

確認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 

⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 

イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 

３⑵に同じ 

⑶ 受付場所 

３⑴に同じ 

⑷ 提出方法 

持参 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

３⑴に同じ 

⑵ 交付日時 

令和５年２月２１日（火）午前９時から午後４時まで 

⑶ その他 

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に９４円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。 

６ 入札参加資格の有無の再確認 

入札参加資格がない旨の通知を受けた者は、令和５年２月２８日（火）までにさいたま市保健福

祉局市立病院病院経営部病院施設管理課に入札参加資格の有無の再確認を求めることができる。 

７ 入札手続等 

⑴ 入札方法 

単価（日額）で行う。入札金額は、賃借料１日当たりの額を記入すること。なお、落札決定に

当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の１０に相当する額を加算した金額

（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする。）をもって

落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者で

あるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。 

⑵ 入札の日時及び場所 

ア 日時 

令和５年３月６日（月）午後２時３０分 



さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

イ 場所 

さいたま市緑区大字三室２４６０ さいたま市立病院３階会議室１・２ 

⑶ 入札参加資格の確認 

ア 入札時には、入札参加資格がある旨の通知を持参すること。 

イ 入札参加資格がある旨の通知を受けた者であっても、入札時点において参加資格がない者は、

入札に参加できない。 

⑷ 提出書類 

代理人により入札する場合は、委任状を提出すること。 

⑸ 入札回数等 

ア 再度入札は、１回までとする。 

イ 初度入札に参加しない者は、再度入札に参加することができない。 

⑹ 入札の辞退 

入札参加資格がある旨の通知を受け取った後であっても、入札を辞退することができる。その

際は、入札辞退届を提出すること。 

⑺ 独占禁止法関係法令の遵守 

入札に当たっては、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第５４

号）等に違反する行為を行ってはならない。 

⑻ その他 

ア 本入札の日時に遅刻した者は、入札に参加できない。 

イ 一度提出した入札書は、書き換え、引き換え又は撤回をすることができない。 

８ 入札保証金 

見積もった金額（日額）に日数を乗じた額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいた

ま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。 

９ 開札の日時及び場所 

⑴ 日時 

令和５年３月６日（月）入札終了後、直ちに行う。 

⑵ 場所 

７⑵イに同じ 

１０ 落札者の決定方法 

   さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

なお、落札とすべき同額の入札をした者が複数あるときは、直ちに、当該入札参加者にくじを

引かせ、落札者を決定する。この場合、当該入札参加者は、くじを辞退することはできない。 

１１ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

１２ 入札事務を担当する課 

さいたま市緑区大字三室２４６０ さいたま市保健福祉局市立病院病院経営部病院施設管理課 

電話 ０４８（８７３）４２４８ ＦＡＸ ０４８（８７３）５４５１ 

１３ 契約手続等 



さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

⑴ 契約保証金 

契約金額（日額）に日数を乗じた額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま

市契約規則第３０条の規定に該当する場合は、免除とする。 

⑵ 契約書作成の要否 

要 

⑶ 支払条件 

履行期間において、暦月を単位として、検査に合格後、適法な請求に応じて支払うものとす

る。なお、詳細については落札者決定後、協議して決定する。 

１４ 特記事項 

本契約は、令和５年度歳入歳出予算が令和５年３月３１日までにさいたま市議会で可決された

場合において令和５年４月１日に確定させる。 

１５ その他 

⑴ 提出された競争入札参加申込兼資格確認申請書等は、返却しない。 

⑵ 入札参加者は、入札後、本告示、仕様書、現場等についての不明を理由として、異議を申し立

てることはできない。 

⑶ 契約条項等は、さいたま市保健福祉局市立病院病院経営部病院施設管理課及びホームページに

おいて閲覧できる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 

⑷ 詳細は、入札説明書による。 

  

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html


さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

さいたま市告示第１８６号 

さいたま市立病院カーテン賃貸借について、次のとおり一般競争入札を行うので、地方自治法施行

令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基づき公告する。 

令和５年１月２７日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 

さいたま市立病院カーテン賃貸借 

⑵ 借入場所 

さいたま市緑区大字三室２４６０ さいたま市立病院 

⑶ 数量・特質等 

仕様書のとおり 

⑷ 借入期間 

令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本入札の告示日において、令和３・４年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（物品納入等）

（以下「名簿」という。）に種目「レンタル・リース」内の営業種目「寝具レンタル等」で登載

され、かつ、引き続き同営業種目で令和５・６年度さいたま市競争入札参加資格審査の申請をし

ている者であること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 一般財団法人医療関連サービス振興会の医療関連サービスマーク制度において寝具類洗濯業務

の認定を受けている者であること。 
⑸ 病院での業務実績を有する者であること。 

３ 入札説明書等の交付 

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書及び仕様書を１部交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

さいたま市緑区大字三室２４６０ さいたま市保健福祉局市立病院病院経営部病院施設管理課 

担当 持田 電話 ０４８（８７３）４２４８ 

⑵ 交付期間 



さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

告示の日から令和５年２月１０日（金）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さ

いたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後４時まで） 

⑶ 交付費用 

無償 

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において

確認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 

⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 

イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 

３⑵に同じ 

⑶ 受付場所 

３⑴に同じ 

⑷ 提出方法 

持参 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

３⑴に同じ 

⑵ 交付日時 

令和５年２月２１日（火）午前９時から午後４時まで 

⑶ その他 

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に９４円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。 

６ 入札参加資格の有無の再確認 

入札参加資格がない旨の通知を受けた者は、令和５年２月２８日（火）までにさいたま市保健福

祉局市立病院病院経営部病院施設管理課に入札参加資格の有無の再確認を求めることができる。 

７ 入札手続等 

⑴ 入札方法 

単価（日額）で行う。入札金額は、賃借料１日当たりの額を記入すること。なお、落札決定に

当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の１０に相当する額を加算した金額

（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする。）をもって

落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者で

あるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。 

⑵ 入札の日時及び場所 

ア 日時 

令和５年３月６日（月）午後２時４０分 
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イ 場所 

さいたま市緑区大字三室２４６０ さいたま市立病院３階会議室１・２ 

⑶ 入札参加資格の確認 

ア 入札時には、入札参加資格がある旨の通知を持参すること。 

イ 入札参加資格がある旨の通知を受けた者であっても、入札時点において参加資格がない者は、

入札に参加できない。 

⑷ 提出書類 

代理人により入札する場合は、委任状を提出すること。 

⑸ 入札回数等 

ア 再度入札は、１回までとする。 

イ 初度入札に参加しない者は、再度入札に参加することができない。 

⑹ 入札の辞退 

入札参加資格がある旨の通知を受け取った後であっても、入札を辞退することができる。その

際は、入札辞退届を提出すること。 

⑺ 独占禁止法関係法令の遵守 

入札に当たっては、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第５４

号）等に違反する行為を行ってはならない。 

⑻ その他 

ア 本入札の日時に遅刻した者は、入札に参加できない。 

イ 一度提出した入札書は、書き換え、引き換え又は撤回をすることができない。 

８ 入札保証金 

見積もった金額（日額）に日数を乗じた額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいた

ま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。 

９ 開札の日時及び場所 

⑴ 日時 

令和５年３月６日（月）入札終了後、直ちに行う。 

⑵ 場所 

７⑵イに同じ 

１０ 落札者の決定方法 

   さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

なお、落札とすべき同額の入札をした者が複数あるときは、直ちに、当該入札参加者にくじを

引かせ、落札者を決定する。この場合、当該入札参加者は、くじを辞退することはできない。 

１１ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

１２ 入札事務を担当する課 

さいたま市緑区大字三室２４６０ さいたま市保健福祉局市立病院病院経営部病院施設管理課 

電話 ０４８（８７３）４２４８ ＦＡＸ ０４８（８７３）５４５１ 

１３ 契約手続等 
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⑴ 契約保証金 

契約金額（日額）に日数を乗じた額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま

市契約規則第３０条の規定に該当する場合は、免除とする。 

⑵ 契約書作成の要否 

要 

⑶ 支払条件 

履行期間において、暦月を単位として、検査に合格後、適法な請求に応じて支払うものとす

る。なお、詳細については落札者決定後、協議して決定する。 

１４ 特記事項 

本契約は、令和５年度歳入歳出予算が令和５年３月３１日までにさいたま市議会で可決された

場合において令和５年４月１日に確定させる。 

１５ その他 

⑴ 提出された競争入札参加申込兼資格確認申請書等は、返却しない。 

⑵ 入札参加者は、入札後、本告示、仕様書、現場等についての不明を理由として、異議を申し立

てることはできない。 

⑶ 契約条項等は、さいたま市保健福祉局市立病院病院経営部病院施設管理課及びホームページに

おいて閲覧できる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 

⑷ 詳細は、入札説明書による。 

  

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html
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さいたま市告示第１８７号 

さいたま市立病院洗濯業務について、次のとおり一般競争入札を行うので、地方自治法施行令（昭

和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基づき公告する。 

令和５年１月２７日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 

さいたま市立病院洗濯業務 

⑵ 履行場所 

さいたま市緑区大字三室２４６０ さいたま市立病院 

⑶ 業務概要 

仕様書のとおり 

⑷ 履行期間 

令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 
本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本入札の告示日において、令和３・４年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）（

以下「名簿」という。）に業務「その他」で登載され、かつ、引き続き同業務で令和５・６年度

さいたま市競争入札参加資格審査の申請をしている者であること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 
ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 
イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 
⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 一般財団法人医療関連サービス振興会の医療関連サービスマーク制度において寝具類洗濯業務

の認定を受けている者であること。 
⑸ 病院での業務実績を有する者であること。 

３ 入札説明書等の交付 

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書及び仕様書を１部交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

さいたま市緑区大字三室２４６０ さいたま市保健福祉局市立病院病院経営部病院施設管理課 

担当 持田 電話 ０４８（８７３）４２４８ 

⑵ 交付期間 

告示の日から令和５年２月１０日（金）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さ
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いたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後４時まで） 

⑶ 交付費用 

無償 

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において

確認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 

⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 

イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 

３⑵に同じ 

⑶ 受付場所 

３⑴に同じ 

⑷ 提出方法 

持参 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

３⑴に同じ 

⑵ 交付日時 

令和５年２月２１日（火）午前９時から午後４時まで 

⑶ その他 

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に９４円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。 

６ 入札参加資格の有無の再確認 

入札参加資格がない旨の通知を受けた者は、令和５年２月２８日（火）までにさいたま市保健福

祉局市立病院病院経営部病院施設管理課に入札参加資格の有無の再確認を求めることができる。 

７ 入札手続等 

⑴ 入札方法 

総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の

１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切

り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る

課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当す

る金額を入札書に記載すること。 

⑵ 入札の日時及び場所 

ア 日時 

令和５年３月６日（月）午後２時５０分 

イ 場所 
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さいたま市緑区大字三室２４６０ さいたま市立病院３階会議室１・２ 

⑶ 入札参加資格の確認 

  ア 入札時には、入札参加資格がある旨の通知を持参すること。 

  イ 入札参加資格がある旨の通知を受けた者であっても、入札時点において参加資格がない者は、

入札に参加できない。 

 ⑷ 提出書類 

  代理人により入札する場合は、委任状を提出すること。 

⑸ 入札回数等 

ア 再度入札は、１回までとする。 

イ 初度入札に参加しない者は、再度入札に参加することができない。 

 ⑹ 入札の辞退 

   入札参加資格がある旨の通知を受け取った後であっても、入札を辞退することができる。その

際は、入札辞退届を提出すること。 

 ⑺ 独占禁止法関係法令の遵守 

   入札に当たっては、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第５４

号）等に違反する行為を行ってはならない。 

 ⑻ その他 

  ア 本入札の日時に遅刻した者は、入札に参加できない。 

  イ 一度提出した入札書は、書き換え、引き換え又は撤回をすることができない。 

８ 入札保証金 

見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３年

さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。 

９ 開札の日時及び場所 

⑴ 日時 

令和５年３月６日（月）入札終了後、直ちに行う。 

⑵ 場所 

７⑵イに同じ 

１０ 最低制限価格 

設定する。なお、初度入札において最低制限価格未満の入札をした者は、再度入札に参加でき

ない。 

１１ 落札者の決定方法 

   さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低制限価格以上の最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

なお、落札とすべき同額の入札をした者が複数あるときは、直ちに、当該入札参加者にくじを

引かせ、落札者を決定する。この場合、当該入札参加者は、くじを辞退することはできない。 

１２ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

１３ 入札事務を担当する課 

さいたま市緑区大字三室２４６０ さいたま市保健福祉局市立病院病院経営部病院施設管理課 
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電話 ０４８（８７３）４２４８ ＦＡＸ ０４８（８７３）５４５１ 

１４ 契約手続等 

⑴ 契約保証金 

契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。 

⑵ 契約書作成の要否 

要 

⑶ 支払条件 

履行期間において、暦月を単位として、検査に合格後、適法な請求に応じて支払うものとする。

なお、詳細については落札者決定後、協議して決定する。 

１５ 特記事項 

本契約は、令和５年度歳入歳出予算が令和５年３月３１日までにさいたま市議会で可決された

場合において令和５年４月１日に確定させる。 

１６ その他 

⑴ 提出された競争入札参加申込兼資格確認申請書等は、返却しない。 

⑵ 入札参加者は、入札後、本告示、仕様書、現場等についての不明を理由として、異議を申し立

てることはできない。 

⑶ 契約条項等は、さいたま市保健福祉局市立病院病院経営部病院施設管理課及びホームページに

おいて閲覧できる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 

⑷ 詳細は、入札説明書による。 

  

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html
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さいたま市告示第１８８号 

さいたま市立病院当直用寝具賃貸借について、次のとおり一般競争入札を行うので、地方自治法施

行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基づき公告する。 

令和５年１月２７日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 

さいたま市立病院当直用寝具賃貸借 

⑵ 借入場所 

ア さいたま市緑区大字三室２４６０ さいたま市立病院 

イ さいたま市緑区大字三室２４２３－１１ さいたま市立病院看護師寮 
⑶ 数量・特質等 

仕様書のとおり 

⑷ 借入期間 

令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本入札の告示日において、令和３・４年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（物品納入等）

（以下「名簿」という。）に種目「レンタル・リース」内の営業種目「寝具レンタル等」で登載

され、かつ、引き続き同営業種目で令和５・６年度さいたま市競争入札参加資格審査の申請をし

ている者であること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 一般財団法人医療関連サービス振興会の医療関連サービスマーク制度において寝具類洗濯業務

の認定を受けている者であること。 
⑸ 病院での業務実績を有する者であること。 

３ 入札説明書等の交付 

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書及び仕様書を１部交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

さいたま市緑区大字三室２４６０ さいたま市保健福祉局市立病院病院経営部病院施設管理課 

担当 持田 電話 ０４８（８７３）４２４８ 
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⑵ 交付期間 

告示の日から令和５年２月１０日（金）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さ

いたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後４時まで） 

⑶ 交付費用 

無償 

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において

確認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 

⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 

イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 

３⑵に同じ 

⑶ 受付場所 

３⑴に同じ 

⑷ 提出方法 

持参 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

３⑴に同じ 

⑵ 交付日時 

令和５年２月２１日（火）午前９時から午後４時まで 

⑶ その他 

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に９４円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。 

６ 入札参加資格の有無の再確認 

入札参加資格がない旨の通知を受けた者は、令和５年２月２８日（火）までにさいたま市保健福

祉局市立病院病院経営部病院施設管理課に入札参加資格の有無の再確認を求めることができる。 

７ 入札手続等 

⑴ 入札方法 

単価（日額）で行う。入札金額は、賃借料１日１組当たりの額を記入すること。なお、落札決

定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の１０に相当する額を加算した

金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする。）をも

って落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業

者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当する金額を入札書に記載するこ

と。 

⑵ 入札の日時及び場所 
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ア 日時 

令和５年３月６日（月）午後３時００分 

イ 場所 

さいたま市緑区大字三室２４６０ さいたま市立病院３階会議室１・２ 

⑶ 入札参加資格の確認 

ア 入札時には、入札参加資格がある旨の通知を持参すること。 

イ 入札参加資格がある旨の通知を受けた者であっても、入札時点において参加資格がない者は、

入札に参加できない。 

⑷ 提出書類 

代理人により入札する場合は、委任状を提出すること。 

⑸ 入札回数等 

ア 再度入札は、１回までとする。 

イ 初度入札に参加しない者は、再度入札に参加することができない。 

⑹ 入札の辞退 

入札参加資格がある旨の通知を受け取った後であっても、入札を辞退することができる。その

際は、入札辞退届を提出すること。 

⑺ 独占禁止法関係法令の遵守 

入札に当たっては、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第５４

号）等に違反する行為を行ってはならない。 

 ⑻ その他 

ア 本入札の日時に遅刻した者は、入札に参加できない。 

イ 一度提出した入札書は、書き換え、引き換え又は撤回をすることができない。 

８ 入札保証金 

見積もった金額（日額）に日数を乗じた額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいた

ま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。 

９ 開札の日時及び場所 

⑴ 日時 

令和５年３月６日（月）入札終了後、直ちに行う。 

⑵ 場所 

７⑵イに同じ 

１０ 落札者の決定方法 

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

なお、落札とすべき同額の入札をした者が複数あるときは、直ちに、当該入札参加者にくじを

引かせ、落札者を決定する。この場合、当該入札参加者は、くじを辞退することはできない。 

１１ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

１２ 入札事務を担当する課 

さいたま市緑区大字三室２４６０ さいたま市保健福祉局市立病院病院経営部病院施設管理課 
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電話 ０４８（８７３）４２４８ ＦＡＸ ０４８（８７３）５４５１ 

１３ 契約手続等 

⑴ 契約保証金 

契約金額（日額）に日数を乗じた額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま

市契約規則第３０条の規定に該当する場合は、免除とする。 

⑵ 契約書作成の要否 

要 

⑶ 支払条件 

履行期間において、暦月を単位として、検査に合格後、適法な請求に応じて支払うものとする。

なお、詳細については落札者決定後、協議して決定する。 

１４ 特記事項 

本契約は、令和５年度歳入歳出予算が令和５年３月３１日までにさいたま市議会で可決された

場合において令和５年４月１日に確定させる。 

１５ その他 

⑴ 提出された競争入札参加申込兼資格確認申請書等は、返却しない。 

⑵ 入札参加者は、入札後、本告示、仕様書、現場等についての不明を理由として、異議を申し立

てることはできない。 

⑶ 契約条項等は、さいたま市保健福祉局市立病院病院経営部病院施設管理課及びホームページに

おいて閲覧できる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 

⑷ 詳細は、入札説明書による。 

  

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html
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さいたま市告示第１８９号 

さいたま市立病院設備管理業務について、次のとおり一般競争入札を行うので、地方自治法施行令

（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基づき公告する。 

令和５年１月２７日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 

さいたま市立病院設備管理業務 

⑵ 履行場所 

ア さいたま市緑区大字三室２４６０ さいたま市立病院 

イ さいたま市緑区大字三室２４２３－１１ さいたま市立病院看護師寮 

⑶ 業務概要 

仕様書のとおり 

⑷ 履行期間 

令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本入札の告示日において、令和３・４年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）（

以下「名簿」という。）に業務「建物管理等」の等級区分がＡ級で受注希望業務「建物総合管理

」並びに業務「保守点検」の受注希望業務「電気設備保守点検」、「ボイラー保守点検」、「空

調設備保守点検」及び「給排水設備保守点検」で登載され、かつ、引き続き同業務で令和５・６

年度さいたま市競争入札参加資格審査の申請をしている者であること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 令和２年４月１日以降、病床数５００床以上の病院における２４時間常駐する設備管理業務を

年間契約で２件以上締結し、確実に履行した実績（元請に限る。）を有している者であること。 
⑸ 次の資格者を配置できる者であること。 
 ア 電気事業法（昭和３９年法律第１７０号）に規定する電気主任技術者（第３種以上） 
 イ 労働安全衛生法（昭和４７年法律第５７号）に規定するボイラー技士（１級以上） 

ウ 特定工場における公害防止組織の整備に関する法律（昭和４６年法律第１０７号）に規定す

る公害防止主任者（大気関係２名・水質関係２名） 
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 エ 消防法（昭和２３年法律第１８６号）に規定する危険物取扱者（第４類、乙種以上） 
オ 高圧ガス保安法（昭和２６年法律第２０４号）に規定する特定高圧ガス取扱主任者及び製造

保安責任者等の高圧ガス関係の資格者 
カ 建築物における衛生的環境の確保に関する法律（昭和４５年法律第２０号）に規定する建築

物環境衛生管理技術者 
キ エネルギーの使用の合理化等に関する法律（昭和５４年法律第４９号）に規定するエネルギ

ー管理者又はエネルギー管理員 
⑹ 本入札の告示日において、本市内に本店、支店又は営業所のいずれかを有している者であるこ

と。 
３ 入札説明書等の交付 

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書及び仕様書を１部交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

さいたま市緑区大字三室２４６０ さいたま市保健福祉局市立病院病院経営部病院施設管理課 

担当 庄田 電話 ０４８（８７３）４２４８ 

⑵ 交付期間 

告示の日から令和５年２月１０日（金）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さ

いたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後４時まで） 

⑶ 交付費用 

   無償 

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において

確認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 

⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 

イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 

３⑵に同じ 

⑶ 受付場所 

３⑴に同じ 

⑷ 提出方法 

持参 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

３⑴に同じ 

⑵ 交付日時 

令和５年２月２１日（火）午前９時から午後４時まで 

⑶ その他 



さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に９４円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。 

６ 入札参加資格の有無の再確認 

入札参加資格がない旨の通知を受けた者は、令和５年２月２８日（火）までにさいたま市保健福

祉局市立病院病院経営部病院施設管理課に入札参加資格の有無の再確認を求めることができる。 

７ 入札手続等 

⑴ 入札方法 

総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の

１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切

り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る

課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当す

る金額を入札書に記載すること。 

⑵ 入札の日時及び場所 

ア 日時 

令和５年３月６日（月）午後３時１０分 

イ 場所 

さいたま市緑区大字三室２４６０ さいたま市立病院３階会議室１・２ 

⑶ 入札参加資格の確認 

  ア 入札時には、入札参加資格がある旨の通知を持参すること。 

  イ 入札参加資格がある旨の通知を受けた者であっても、入札時点において参加資格がない者は、

入札に参加できない。 

 ⑷ 提出書類 

  代理人により入札する場合は、委任状を提出すること。 

⑸ 入札回数等 

ア 再度入札は、１回までとする。 

イ 初度入札に参加しない者は、再度入札に参加することができない。 

 ⑹ 入札の辞退 

   入札参加資格がある旨の通知を受け取った後であっても、入札を辞退することができる。その

際は、入札辞退届を提出すること。 

 ⑺ 独占禁止法関係法令の遵守 

   入札に当たっては、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第５４

号）等に違反する行為を行ってはならない。 

 ⑻ その他 

  ア 本入札の日時に遅刻した者は、入札に参加できない。 

  イ 一度提出した入札書は、書き換え、引き換え又は撤回をすることができない。   

８ 入札保証金 

見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３年

さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。 

９ 開札の日時及び場所 
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⑴ 日時 

令和５年３月６日（月）入札終了後、直ちに行う。 

⑵ 場所 

７⑵イに同じ 

１０ 最低制限価格 

設定する。なお、初度入札において最低制限価格未満の入札をした者は、再度入札に参加でき

ない。 

１１ 落札者の決定方法 

   さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低制限価格以上の最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

なお、落札とすべき同額の入札をした者が複数あるときは、直ちに、当該入札参加者にくじを

引かせ、落札者を決定する。この場合、当該入札参加者は、くじを辞退することはできない。 

１２ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

１３ 入札事務を担当する課 

さいたま市緑区大字三室２４６０ さいたま市保健福祉局市立病院病院経営部病院施設管理課 

電話 ０４８（８７３）４２４８ ＦＡＸ ０４８（８７３）５４５１ 

１４ 契約手続等 

⑴ 契約保証金 

契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。 

⑵ 契約書作成の要否 

要 

⑶ 支払条件 

履行期間において、暦月を単位として、検査に合格後、適法な請求に応じて支払うものとする。

なお、詳細については落札者決定後、協議して決定する。 

１５ 特記事項 

本契約は、令和５年度歳入歳出予算が令和５年３月３１日までにさいたま市議会で可決された

場合において令和５年４月１日に確定させる。 

１６ その他 

⑴ 提出された競争入札参加申込兼資格確認申請書等は、返却しない。 

⑵ 入札参加者は、入札後、本告示、仕様書、現場等についての不明を理由として、異議を申し立

てることはできない。 

⑶ 契約条項等は、さいたま市保健福祉局市立病院病院経営部病院施設管理課及びホームページに

おいて閲覧できる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 

⑷ 詳細は、入札説明書による。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html
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さいたま市告示第１９０号 

さいたま市立病院臨床検査業務（内分泌学的検査他）について、次のとおり一般競争入札を行うの

で、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定

に基づき公告する。 

令和５年１月２７日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 

さいたま市立病院臨床検査業務（内分泌学的検査他） 

⑵ 履行場所 

さいたま市緑区大字三室２４６０ さいたま市立病院 

⑶ 業務概要 

仕様書のとおり 

⑷ 履行期間 

令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本入札の告示日において、令和３・４年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）（

以下「名簿」という。）に業務「検査・測定・調査」の受注希望業務「衛生検査」で登載され、

かつ、引き続き同業務で令和５・６年度さいたま市競争入札参加資格審査の申請をしている者で

あること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 国、地方公共団体又はそれらに準ずる機関において病院事業に係る検査業務不履行等により、

指名停止措置を過去３年以内に受けていない者であること。 
⑸ 令和２年４月１日以降、病床数５００床以上の病院における臨床検査業務を年間契約で１件以

上締結し、確実に履行した実績（元請に限る。）を有している者であること。 
⑹ 次のいずれも取得し、かつ、それを証明できる書類（写し可。）を提出できる者であること。 

ア 一般財団法人日本情報経済社会推進協会からのプライバシーマーク（ＪＩＳＱ１５００１）

付与認定又は情報セキュリティマネジメントシステム認定基準ＪＩＳＱ２７００１（ＩＳＯ／

ＩＥＣ２７００１）の認定 



さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

イ アメリカ臨床病理医協会（ＣＡＰ）の認定 

ウ 公益財団法人日本適合性認定協会のＩＳＯ１５１８９の認定 

エ 一般財団法人医療サービス振興会の医療関連サービスマーク制度による衛生検査所業務に関

する認定 

３ 入札説明書等の交付 

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書及び仕様書を１部交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

さいたま市緑区大字三室２４６０ さいたま市保健福祉局市立病院病院経営部病院施設管理課 

担当 庄田 電話 ０４８（８７３）４２４８ 

⑵ 交付期間 

告示の日から令和５年２月１０日（金）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さ

いたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後４時まで） 

⑶ 交付費用 

   無償 

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において

確認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 

⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 

イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 

３⑵に同じ 

⑶ 受付場所 

３⑴に同じ 

⑷ 提出方法 

持参 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

３⑴に同じ 

⑵ 交付日時 

令和５年２月２１日（火）午前９時から午後４時まで 

⑶ その他 

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に９４円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。 

６ 入札参加資格の有無の再確認 

入札参加資格がない旨の通知を受けた者は、令和５年２月２８日（火）までにさいたま市保健福

祉局市立病院病院経営部病院施設管理課に入札参加資格の有無の再確認を求めることができる。 



さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

７ 入札手続等 

⑴ 入札方法 

総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の

１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切

り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る

課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当す

る金額を入札書に記載すること。 

⑵ 入札の日時及び場所 

ア 日時 

令和５年３月６日（月）午後３時２５分 

イ 場所 

さいたま市緑区大字三室２４６０ さいたま市立病院３階会議室１・２ 

⑶ 入札参加資格の確認 

  ア 入札時には、入札参加資格がある旨の通知を持参すること。 

  イ 入札参加資格がある旨の通知を受けた者であっても、入札時点において参加資格がない者は、

入札に参加できない。 

 ⑷ 提出書類 

  代理人により入札する場合は、委任状を提出すること。 

⑸ 入札回数等 

ア 再度入札は、１回までとする。 

イ 初度入札に参加しない者は、再度入札に参加することができない。 

 ⑹ 入札の辞退 

   入札参加資格がある旨の通知を受け取った後であっても、入札を辞退することができる。その

際は、入札辞退届を提出すること。 

 ⑺ 独占禁止法関係法令の遵守 

   入札に当たっては、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第５４

号）等に違反する行為を行ってはならない。 

 ⑻ その他 

  ア 本入札の日時に遅刻した者は、入札に参加できない。 

  イ 一度提出した入札書は、書き換え、引き換え又は撤回をすることができない。 

８ 入札保証金 

見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３年

さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。 

９ 開札の日時及び場所 

⑴ 日時 

令和５年３月６日（月）入札終了後、直ちに行う。 

⑵ 場所 

７⑵イに同じ 

１０ 落札者の決定方法 



さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

   さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

なお、落札とすべき同額の入札をした者が複数あるときは、直ちに、当該入札参加者にくじを

引かせ、落札者を決定する。この場合、当該入札参加者は、くじを辞退することはできない。 

１１ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

１２ 入札事務を担当する課 

さいたま市緑区大字三室２４６０ さいたま市保健福祉局市立病院病院経営部病院施設管理課 

電話 ０４８（８７３）４２４８ ＦＡＸ ０４８（８７３）５４５１ 

１３ 契約手続等 

⑴ 契約保証金 

契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。 

⑵ 契約書作成の要否 

要 

⑶ 支払条件 

履行期間において、暦月を単位として、検査に合格後、適法な請求に応じて支払うものとする。

なお、詳細については落札者決定後、協議して決定する。 

１４ 特記事項 

本契約は、令和５年度歳入歳出予算が令和５年３月３１日までにさいたま市議会で可決された

場合において令和５年４月１日に確定させる。 

１５ その他 

⑴ 提出された競争入札参加申込兼資格確認申請書等は、返却しない。 

⑵ 入札参加者は、入札後、本告示、仕様書、現場等についての不明を理由として、異議を申し立

てることはできない。 

⑶ 契約条項等は、さいたま市保健福祉局市立病院病院経営部病院施設管理課及びホームページに

おいて閲覧できる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 

⑷ 詳細は、入札説明書による。 
  

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html


さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

さいたま市告示第１９１号 

さいたま市立病院臨床検査業務（腫瘍関連検査他）について、次のとおり一般競争入札を行うので、

地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基

づき公告する。 

令和５年１月２７日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 

さいたま市立病院臨床検査業務（腫瘍関連検査他） 

⑵ 履行場所 

さいたま市緑区大字三室２４６０ さいたま市立病院 

⑶ 業務概要 

仕様書のとおり 

⑷ 履行期間 

令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本入札の告示日において、令和３・４年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）（

以下「名簿」という。）に業務「検査・測定・調査」の受注希望業務「衛生検査」で登載され、

かつ、引き続き同業務で令和５・６年度さいたま市競争入札参加資格審査の申請をしている者で

あること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 国、地方公共団体又はそれらに準ずる機関において病院事業に係る検査業務不履行等により、

指名停止措置を過去３年以内に受けていない者であること。 
⑸ 令和２年４月１日以降、病床数５００床以上の病院における臨床検査業務を年間契約で１件以

上締結し、確実に履行した実績（元請に限る。）を有している者であること。 
⑹ 次のいずれも取得し、かつ、それを証明できる書類（写し可。）を提出できる者であること。 

ア 一般財団法人日本情報経済社会推進協会からのプライバシーマーク（ＪＩＳＱ１５００１）

付与認定又は情報セキュリティマネジメントシステム認定基準ＪＩＳＱ２７００１（ＩＳＯ／

ＩＥＣ２７００１）の認定 



さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

イ アメリカ臨床病理医協会（ＣＡＰ）の認定 

ウ 公益財団法人日本適合性認定協会のＩＳＯ１５１８９の認定 

エ 一般財団法人医療サービス振興会の医療関連サービスマーク制度による衛生検査所業務に関

する認定 

３ 入札説明書等の交付 

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書及び仕様書を１部交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

さいたま市緑区大字三室２４６０ さいたま市保健福祉局市立病院病院経営部病院施設管理課 

担当 庄田 電話 ０４８（８７３）４２４８ 

⑵ 交付期間 

告示の日から令和５年２月１０日（金）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さ

いたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後４時まで） 

⑶ 交付費用 

   無償 

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において

確認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 

⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 

イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 

３⑵に同じ 

⑶ 受付場所 

３⑴に同じ 

⑷ 提出方法 

持参 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

３⑴に同じ 

⑵ 交付日時 

令和５年２月２１日（火）午前９時から午後４時まで 

⑶ その他 

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に９４円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。 

６ 入札参加資格の有無の再確認 

入札参加資格がない旨の通知を受けた者は、令和５年２月２８日（火）までにさいたま市保健福

祉局市立病院病院経営部病院施設管理課に入札参加資格の有無の再確認を求めることができる。 



さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

７ 入札手続等 

⑴ 入札方法 

総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の

１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切

り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る

課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当す

る金額を入札書に記載すること。 

⑵ 入札の日時及び場所 

ア 日時 

令和５年３月６日（月）午後３時３５分 

イ 場所 

さいたま市緑区大字三室２４６０ さいたま市立病院３階会議室１・２ 

⑶ 入札参加資格の確認 

  ア 入札時には、入札参加資格がある旨の通知を持参すること。 

  イ 入札参加資格がある旨の通知を受けた者であっても、入札時点において参加資格がない者は、

入札に参加できない。 

 ⑷ 提出書類 

  代理人により入札する場合は、委任状を提出すること。 

⑸ 入札回数等 

ア 再度入札は、１回までとする。 

イ 初度入札に参加しない者は、再度入札に参加することができない。 

 ⑹ 入札の辞退 

   入札参加資格がある旨の通知を受け取った後であっても、入札を辞退することができる。その

際は、入札辞退届を提出すること。 

 ⑺ 独占禁止法関係法令の遵守 

   入札に当たっては、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第５４

号）等に違反する行為を行ってはならない。 

 ⑻ その他 

  ア 本入札の日時に遅刻した者は、入札に参加できない。 

  イ 一度提出した入札書は、書き換え、引き換え又は撤回をすることができない。 

８ 入札保証金 

見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３年

さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。 

９ 開札の日時及び場所 

⑴ 日時 

令和５年３月６日（月）入札終了後、直ちに行う。 

⑵ 場所 

７⑵イに同じ 

１０ 落札者の決定方法 



さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

   さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

なお、落札とすべき同額の入札をした者が複数あるときは、直ちに、当該入札参加者にくじを

引かせ、落札者を決定する。この場合、当該入札参加者は、くじを辞退することはできない。 

１１ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

１２ 入札事務を担当する課 

さいたま市緑区大字三室２４６０ さいたま市保健福祉局市立病院病院経営部病院施設管理課 

電話 ０４８（８７３）４２４８ ＦＡＸ ０４８（８７３）５４５１ 

１３ 契約手続等 

⑴ 契約保証金 

契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。 

⑵ 契約書作成の要否 

要 

⑶ 支払条件 

履行期間において、暦月を単位として、検査に合格後、適法な請求に応じて支払うものとす

る。なお、詳細については落札者決定後、協議して決定する。 

１４ 特記事項 

本契約は、令和５年度歳入歳出予算が令和５年３月３１日までにさいたま市議会で可決された

場合において令和５年４月１日に確定させる。 

１５ その他 

⑴ 提出された競争入札参加申込兼資格確認申請書等は、返却しない。 

⑵ 入札参加者は、入札後、本告示、仕様書、現場等についての不明を理由として、異議を申し立

てることはできない。 

⑶ 契約条項等は、さいたま市保健福祉局市立病院病院経営部病院施設管理課及びホームページに

おいて閲覧できる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 

⑷ 詳細は、入札説明書による。 

  

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html


さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

さいたま市告示第１９２号 

さいたま市立病院給食業務について、次のとおり一般競争入札を行うので、地方自治法施行令（昭

和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基づき公告する。 

令和５年１月２７日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 

さいたま市立病院給食業務 

⑵ 履行場所 

さいたま市緑区大字三室２４６０ さいたま市立病院 

⑶ 業務概要 

仕様書のとおり 

⑷ 履行期間 

令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本入札の告示日において、令和３・４年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）（

以下「名簿」という。）に業務「給食」で登載され、かつ、引き続き同業務で令和５・６年度さ

いたま市競争入札参加資格審査の申請をしている者であること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 令和２年４月１日以降、病床数５００床以上の病院において、継続１年以上の給食業務を２件

以上受託している実績を有する者であること。 
⑸ 一般財団法人医療関連サービス振興会の医療関連サービスマーク制度において患者等給食業務

の認定を受けている者であること。 
⑹ 業務の遂行が困難になった場合の代行保証が確認できる者であること。 

３ 入札説明書等の交付 

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書及び仕様書を１部交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

さいたま市緑区大字三室２４６０ さいたま市保健福祉局市立病院病院経営部病院施設管理課 

担当 庄田 電話 ０４８（８７３）４２４８ 
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⑵ 交付期間 

告示の日から令和５年２月１０日（金）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さ

いたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後４時まで） 

⑶ 交付費用 

   無償 

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において

確認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 

⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 

イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 

３⑵に同じ 

⑶ 受付場所 

３⑴に同じ 

⑷ 提出方法 

持参 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

３⑴に同じ 

⑵ 交付日時 

令和５年２月２１日（火）午前９時から午後４時まで 

⑶ その他 

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に９４円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。 

６ 入札参加資格の有無の再確認 

入札参加資格がない旨の通知を受けた者は、令和５年２月２８日（火）までにさいたま市保健福

祉局市立病院病院経営部病院施設管理課に入札参加資格の有無の再確認を求めることができる。 

７ 入札手続等 

⑴ 入札方法 

総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の

１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切

り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る

課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当す

る金額を入札書に記載すること。 

⑵ 入札の日時及び場所 

ア 日時 
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令和５年３月７日（火）午後２時０５分 

イ 場所 

さいたま市緑区大字三室２４６０ さいたま市立病院別館２階会議室１ 

⑶ 入札参加資格の確認 

  ア 入札時には、入札参加資格がある旨の通知を持参すること。 

  イ 入札参加資格がある旨の通知を受けた者であっても、入札時点において参加資格がない者は、

入札に参加できない。 

 ⑷ 提出書類 

  代理人により入札する場合は、委任状を提出すること。 

⑸ 入札回数等 

ア 再度入札は、１回までとする。 

イ 初度入札に参加しない者は、再度入札に参加することができない。 

 ⑹ 入札の辞退 

   入札参加資格がある旨の通知を受け取った後であっても、入札を辞退することができる。その

際は、入札辞退届を提出すること。 

 ⑺ 独占禁止法関係法令の遵守 

   入札に当たっては、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第５４

号）等に違反する行為を行ってはならない。 

 ⑻ その他 

  ア 本入札の日時に遅刻した者は、入札に参加できない。 

  イ 一度提出した入札書は、書き換え、引き換え又は撤回をすることができない。 

８ 入札保証金 

見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３年

さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。 

９ 開札の日時及び場所 

⑴ 日時 

令和５年３月７日（火）入札終了後、直ちに行う。 

⑵ 場所 

７⑵イに同じ 

１０ 最低制限価格 

設定する。なお、初度入札において最低制限価格未満の入札をした者は、再度入札に参加でき

ない。 

１１ 落札者の決定方法 

   さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低制限価格以上の最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

なお、落札とすべき同額の入札をした者が複数あるときは、直ちに、当該入札参加者にくじを

引かせ、落札者を決定する。この場合、当該入札参加者は、くじを辞退することはできない。 

１２ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 
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１３ 入札事務を担当する課 

さいたま市緑区大字三室２４６０ さいたま市保健福祉局市立病院病院経営部病院施設管理課 

電話 ０４８（８７３）４２４８ ＦＡＸ ０４８（８７３）５４５１ 

１４ 契約手続等 

⑴ 契約保証金 

契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。 

⑵ 契約書作成の要否 

要 

⑶ 支払条件 

履行期間において、暦月を単位として、検査に合格後、適法な請求に応じて支払うものとす

る。なお、詳細については落札者決定後、協議して決定する。 

１５ 特記事項 

本契約は、令和５年度歳入歳出予算が令和５年３月３１日までにさいたま市議会で可決された

場合において令和５年４月１日に確定させる。 

１６ その他 

⑴ 提出された競争入札参加申込兼資格確認申請書等は、返却しない。 

⑵ 入札参加者は、入札後、本告示、仕様書、現場等についての不明を理由として、異議を申し立

てることはできない。 

⑶ 契約条項等は、さいたま市保健福祉局市立病院病院経営部病院施設管理課及びホームページに

おいて閲覧できる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 

⑷ 詳細は、入札説明書による。 
  

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html
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さいたま市告示第１９３号 

令和５年度さいたま市長記者会見インターネット配信業務について、次のとおり一般競争入札を行

うので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の

規定に基づき公告する。 
令和５年１月２７日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 
令和５年度さいたま市長記者会見インターネット配信業務 

⑵ 履行場所 
さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市役所 

⑶ 業務概要 
仕様書のとおり 

⑷ 履行期間 
令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項  
本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

 ⑴ 本入札の告示日において、令和３・４年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）（

以下「名簿」という。）に業務「製作等」で登載され、かつ、引き続き同業務で令和５・６年度

さいたま市競争入札参加資格審査の申請をしている者であること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 
ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 
イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 
⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 平成２９年４月１日以降、本業務と同種の業務実績を有し、契約書の写し又は業務完了検査証

の写しを提示できる者であること。 
３ 入札説明書等の交付 

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書及び仕様書を交付するものとする。 
⑴ 交付場所 

ア さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市市長公室秘書広報部広報課 

担当 米川、髙野 電話 ０４８（８２９）１０１７ 

  イ さいたま市ホームページからダウンロード 

    https://www.city.saitama.jp/005/001/017/006/003/p094792.html 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/006/003/p094792.html
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⑵ 交付期間 
告示の日から令和５年２月１０日（金）まで（３⑴アにおいては、さいたま市の休日を定める

条例（平成１３年さいたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前８時３０分か

ら午後５時１５分まで） 

⑶ 交付費用 
無償 

４ 一般競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 
本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において

確認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 
⑴ 提出書類 

ア 一般競争入札参加申込兼資格確認申請書 
イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 
３⑵に同じ 

⑶ 受付場所 
３⑴アに同じ 

⑷ 提出方法 
持参 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 
確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 
３⑴アに同じ 

⑵ 交付日時 
令和５年２月１５日（水）午前８時３０分から午後５時１５分まで 

⑶ その他 
郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に９４円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。 
６ 競争入札参加資格の喪失 
  本入札の参加資格を有する者が、次のいずれかに該当するときは、本入札に参加することができ

ない。 
⑴ 本告示に定める資格要件を満たさなくなったとき。 

⑵ 一般競争入札参加申込兼資格確認申請書及び提出書類について、虚偽の記載をしたとき。 
７ 入札手続等 

⑴ 入札方法 
単価で行う。入札金額は、１回当たりの金額を入札書に記載すること。なお、落札決定に当た

っては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の１０に相当する額を加算した金額（当

該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする。）をもって落札

価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者である
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かを問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。 
⑵ 入札の日時及び場所 

ア 日時 
令和５年２月２１日（火）午前１０時００分 

イ 場所 
さいたま市浦和区常盤６－４－２１ ときわ会館５階小ホール 

⑶ 入札保証金 
見積もった金額（単価）に予定実施回数を乗じた額の１００分の５以上を納付すること。ただ

し、さいたま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、

免除とする。 
⑷ 開札の日時及び場所 

ア 日時 
令和５年２月２１日（火）入札終了後、直ちに行う。 

イ 場所 
７⑵イに同じ 

⑸ 落札者の決定方法 
さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 
なお、落札とすべき同額の入札をした者が２者以上いるときは、直ちに、当該入札参加者にく

じを引かせ、落札者を決定する。この場合、当該入札参加者は、くじを辞退することはできない。 
⑹ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

⑺ 入札事務を担当する課 
さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市市長公室秘書広報部秘書課 
電話 ０４８（８２９）１０１４ ＦＡＸ ０４８（８２９）１０１８ 

⑻ 業務を担当する課 
さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市市長公室秘書広報部広報課 
電話 ０４８（８２９）１０１７ ＦＡＸ ０４８（８２９）１０１８ 

８ 契約手続等 
⑴ 契約保証金 

契約金額（単価）に予定実施回数を乗じた額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、

さいたま市契約規則第３０条の規定に該当する場合は、免除とする。 
⑵ 契約書作成の要否 

要 
⑶ 議決の要否 

否 
９ その他 
 ⑴ この契約において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 

 ⑵ 提出された一般競争入札参加申込兼資格確認申請書等は、返却しない。 



さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

 ⑶ 入札参加者は、入札後、本告示、仕様書、現場等についての不明を理由として、異議を申し立 

てることはできない。 
⑷ 契約条項等は、さいたま市市長公室秘書広報部広報課及びホームページにおいて閲覧できる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 

⑸ 詳細は、入札説明書による。 
  

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html


さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

さいたま市告示第１９４号 

令和５年度さいたま市「市報さいたま」拠点施設等配達業務について、次のとおり一般競争入札を

行うので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６

の規定に基づき公告する。 
令和５年１月２７日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 
令和５年度さいたま市「市報さいたま」拠点施設等配達業務 

⑵ 履行場所 
さいたま市全域 

⑶ 業務概要 
仕様書のとおり 

⑷ 履行期間 
令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 
本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本入札の告示日において、令和３・４年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）（

以下「名簿」という。）に業務「運送・運行」の受注希望業務「市報等配送・配布」で登載され、

本市内に本社、支社又は営業所等を有し、かつ、引き続き同業務で令和５・６年度さいたま市競

争入札参加資格審査の申請をしている者であること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 
ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 
イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 
⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 本入札の告示日を起算日として過去５年の間、国（独立行政法人を含む。）又は地方公共団体

と種類及び規模をほぼ同じくする業務の契約実績を１件以上有し、かつ、これら全てを誠実に履

行している者であること。 
３ 入札説明書等の交付 

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書及び仕様書を交付するものとする。 
⑴ 交付場所 

ア さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市市長公室秘書広報部広報課 

担当 中田、西田 電話 ０４８（８２９）１０３９ 



さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

イ さいたま市ホームページからダウンロード 
https://www.city.saitama.jp/005/001/017/006/003/p057739.html 

⑵ 交付期間 
告示の日から令和５年２月１０日（金）まで（３⑴アにおいては、さいたま市の休日を定める

条例（平成１３年さいたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前８時３０分か

ら午後５時１５分まで） 
⑶ 交付費用 

無償 
４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において

確認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 
⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 
イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 
３⑵に同じ 

⑶ 受付場所 
３⑴アに同じ 

⑷ 提出方法 
 持参又は郵送 

⑸ 郵送による場合の提出書類の受領期限及び送付先 
ア 受領期限 

令和５年２月１０日（金）書留郵便（簡易書留郵便を含む。）により提出すること。 
イ 送付先 

〒３３０－９５８８ さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市市長公室秘書広報部

広報課 
５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 
⑴ 交付場所 

３⑴アに同じ 
⑵ 交付日時 

令和５年２月１５日（水）午前８時３０分から午後５時１５分まで 
⑶ その他 

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に９４円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。 
６ 競争入札参加資格の喪失 
  本入札の参加資格を有する者が、次のいずれかに該当するときは、本入札に参加することができ

ない。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/006/003/p057739.html


さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

⑴ 本告示に定める資格要件を満たさなくなったとき。 

⑵ 競争入札参加申込兼資格確認申請書及び提出書類について、虚偽の記載をしたとき。 
７ 入札手続等 

⑴ 入札方法 
総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の

１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切

り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る

課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当す

る金額を入札書に記載すること。 
⑵ 入札の日時及び場所 

ア 日時 
令和５年２月２１日（火）午前１０時１５分 

イ 場所 
さいたま市浦和区常盤６－４－２１ ときわ会館５階小ホール 

⑶ 入札保証金 
見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３

年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。 
⑷ 入札に関する注意事項 

ア 入札参加資格の確認 
（ア） 入札参加資格がある旨の競争入札参加資格確認結果通知書を持参すること。 
（イ） 入札参加資格がある旨の通知を受けた者であっても、入札時点において参加資格がない者

は、入札に参加できない。 
イ 提出書類 

代理人により入札する場合は、委任状を提出すること。 
ウ 入札回数等 

（ア） 再度入札は、１回までとする。 
（イ） 初度入札に参加しない者は、再度入札に参加することができない。 

エ 入札の辞退 
入札参加資格がある旨の通知を受け取った後であっても、入札を辞退することができる。 

オ 独占禁止法関係法令の遵守 
入札に当たっては、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第５

４号）等に違反する行為を行ってはならない。 
カ その他 

（ア） 本入札の日時に遅刻した者は、入札に参加できない。 
（イ） 一度提出した入札書の書き換え、引き換え又は撤回することはできない。 

⑸ 開札の日時及び場所 
ア 日時 

令和５年２月２１日（火）入札終了後、直ちに行う。 
イ 場所 



さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

７⑵イに同じ 
⑹ 落札者の決定方法 

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 
なお、落札とすべき同額の入札をした者が２者以上いるときは、直ちに、当該入札参加者にく

じを引かせ、落札者を決定する。この場合、当該入札参加者は、くじを辞退することはできない。 
⑺ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

⑻ 入札事務を担当する課 
さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市市長公室秘書広報部秘書課 
電話 ０４８（８２９）１０１４ ＦＡＸ ０４８（８２９）１０１８ 

⑼ 業務を担当する課 
さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市市長公室秘書広報部広報課 
電話 ０４８（８２９）１０３９ ＦＡＸ ０４８（８２９）１０１８ 

８ 契約手続等 
⑴ 契約保証金 

契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。 
⑵ 契約書作成の要否 

要 
⑶ 議決の要否 

否 
９ その他 
 ⑴ この契約において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 

 ⑵ 提出された競争入札参加申込兼資格確認申請書等は、返却しない。 

 ⑶ 入札参加者は、入札後、本告示、仕様書、現場等についての不明を理由として、異議を申し立

てることはできない。 
⑷ 契約条項等は、さいたま市市長公室広報課及びホームページにおいて閲覧できる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 
⑸ 詳細は、入札説明書による。 

  

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html


さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

さいたま市告示第１９５号 

令和５年度さいたま市「市報さいたま」宅配業務について、次のとおり一般競争入札を行うので、

地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基

づき公告する。 
令和５年１月２７日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 
令和５年度さいたま市「市報さいたま」宅配業務 

⑵ 履行場所 
さいたま市全域 

⑶ 業務概要 
仕様書のとおり 

⑷ 履行期間 
令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 
本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本入札の告示日において、令和３・４年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）（

以下「名簿」という。）に業務「運送・運行」の受注希望業務「市報等配送・配布」で登載され、

本市内に本社、支社又は営業所等を有し、かつ、引き続き同業務で令和５・６年度さいたま市競

争入札参加資格審査の申請をしている者であること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 
ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 
イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 
⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 平成２０年４月１日以降に、毎月１回以上発行する印刷物を連続して６か月以上、特定の行政

区域全域に、配布員による全戸配布（１回当たり、３０万世帯以上）の実績（元請に限る。）を

有する者であること。 
３ 入札説明書の交付 

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書を交付するものとする。 
⑴ 交付場所 

ア さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市市長公室秘書広報部広報課 

担当 中田、西田 電話 ０４８（８２９）１０３９ 



さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

イ さいたま市ホームページからダウンロード 
https://www.city.saitama.jp/005/001/017/006/003/p040077.html 

⑵ 交付期間 
告示の日から令和５年２月１０日（金）まで（３⑴アにおいては、さいたま市の休日を定める

条例（平成１３年さいたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前８時３０分か

ら午後５時１５分まで） 
⑶ 交付費用 

無償 
４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において

確認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 
⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 
イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 
３⑵に同じ 

⑶ 受付場所 
３⑴アに同じ 

⑷ 提出方法 
持参又は郵送 

⑸ 郵送による場合の提出書類の受領期限及び送付先 
ア 受領期限 

令和５年２月１０日（金）書留郵便（簡易書留郵便を含む。）により提出すること。 
イ 送付先 

〒３３０－９５８８ さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市市長公室秘書広報部

広報課 
５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 
⑴ 交付場所 

３⑴アに同じ 
⑵ 交付日時 

令和５年２月１５日（水）午前８時３０分から午後５時１５分まで 
⑶ その他 

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に９４円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。 
６ 仕様書の貸出 

仕様書の貸出を希望する者は、業務委託仕様書貸出申請書を３⑴イのホームページからダウンロ

ードし、必要事項を記載の上、貸出場所に提出すること。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/006/003/p040077.html
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⑴ 貸出場所 
３⑴アに同じ 

⑵ 受付期間 
３⑵に同じ 

７ 競争入札参加資格の喪失 
  本入札の参加資格を有する者が、次のいずれかに該当するときは、本入札に参加することができ

ない。 
⑴ 本告示に定める資格要件を満たさなくなったとき。 

⑵ 競争入札参加申込兼資格確認申請書及び提出書類について、虚偽の記載をしたとき。 
８ 入札手続等 

⑴ 入札方法 
単価で行う。入札金額は、１部当たりの額を入札書に記載すること。なお、落札決定に当たっ

ては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の１０に相当する額を加算した金額（当該

金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする。）をもって落札価

格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるか

を問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。 
⑵ 入札の日時及び場所 

ア 日時 
令和５年２月２１日（火）午前１０時３０分 

イ 場所 
さいたま市浦和区常盤６－４－２１ ときわ会館５階小ホール 

⑶ 入札保証金 
見積もった金額（単価）に年間予定配布部数を乗じた額の１００分の５以上を納付すること。

ただし、さいたま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場

合は、免除とする。 
⑷ 入札に関する注意事項 

ア 入札参加資格の確認 
（ア） 入札参加資格がある旨の競争入札参加資格確認結果通知書を持参すること。 
（イ） 入札参加資格がある旨の通知を受けた者であっても、入札時点において参加資格がない者

は、入札に参加できない。 
イ 提出書類 

代理人により入札する場合は、委任状を提出すること。 
ウ 入札回数等 

（ア） 再度入札は、１回までとする。 
（イ） 初度入札に参加しない者は、再度入札に参加することができない。 

エ 入札の辞退 
入札参加資格がある旨の通知を受け取った後であっても、入札を辞退することができる。 

オ 独占禁止法関係法令の遵守 
入札に当たっては、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第５
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４号）等に違反する行為を行ってはならない。 
カ その他 

（ア） 本入札の日時に遅刻した者は、入札に参加できない。 
（イ） 一度提出した入札書の書き換え、引き換え又は撤回することはできない。 

⑸ 開札の日時及び場所 
ア 日時 

令和５年２月２１日（火）入札終了後、直ちに行う。 
イ 場所 

８⑵イに同じ 
⑹ 落札者の決定方法 

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 
なお、落札とすべき同額の入札をした者が２者以上いるときは、直ちに、当該入札参加者にく

じを引かせ、落札者を決定する。この場合、当該入札参加者は、くじを辞退することはできない。 
⑺ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

⑻ 入札事務を担当する課 
さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市市長公室秘書広報部秘書課 
電話 ０４８（８２９）１０１４ ＦＡＸ ０４８（８２９）１０１８ 

⑼ 業務を担当する課 
さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市市長公室秘書広報部広報課 
電話 ０４８（８２９）１０３９ ＦＡＸ ０４８（８２９）１０１８ 

９ 契約手続等 
⑴ 契約保証金 

契約金額（単価）に年間予定配布部数を乗じた額の１００分の１０以上を納付すること。ただ

し、さいたま市契約規則第３０条の規定に該当する場合は、免除とする。 
⑵ 契約書作成の要否 

要 
⑶ 議決の要否 

否 
１０ その他 
 ⑴ この契約において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 

⑵ 提出された競争入札参加申込兼資格確認申請書等は、返却しない。 

 ⑶ 入札参加者は、入札後、本告示、仕様書、現場等についての不明を理由として、異議を申し立

てることはできない。 
⑷ 契約条項等は、さいたま市市長公室秘書広報部広報課及びホームページにおいて閲覧できる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 
⑸ 詳細は、入札説明書による。 

  

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html
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さいたま市告示第１９６号 

令和５年度さいたま市思い出の里市営霊園事務所所管・自動販売機設置事業者公募について、次の

とおり一般競争入札を行うので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」とい

う。）第１６７条の６の規定に基づき公告する。 
令和５年１月２７日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名及び数量 
令和５年度さいたま市思い出の里市営霊園事務所所管・自動販売機設置事業者公募  
自動販売機２台 

⑵ 設置場所 
公募要領及び仕様書のとおり 

⑶ 公募概要 
公募要領及び仕様書のとおり 

⑷ 貸付期間 
公募要領のとおり 

２ 競争入札参加資格に関する事項 
本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本入札の告示日において、令和４年度さいたま市自動販売機設置業者登録名簿（以下「名簿」

という。）に登載されている者であること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 
ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 
イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 
⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

３ 公募要領及び仕様書類の交付 
本入札に参加を希望する者で、２の要件を満たす者に対し、公募要領及び仕様書類を交付する。 

⑴ 交付場所 
 ア 〒３３７－００１４ さいたま市見沼区大字大谷６００ さいたま市保健福祉局保健部思い

出の里市営霊園事務所 
担当 堀越 電話 ０４８（６８６）３４９９ 

 イ さいたま市ホームページからダウンロード 
   https://www.city.saitama.jp/soshiki/0012500/0012510/0012570/index.html 

⑵ 交付期間 

https://www.city.saitama.jp/soshiki/0012500/0012510/0012570/index.html
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告示の日から令和５年２月１４日（火）まで（３⑴アにおいては、さいたま市の休日を定める

条例（平成１３年さいたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後

４時まで） 
⑶ 交付費用 

無償 
⑷ その他 

郵送希望者については、２１０円切手を貼付した角形２号返信用封筒を３⑴アの場所に送付

すること。 
４ 一般競争入札参加申込書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込の申請を行わなければならない。名簿に登載されて

いる者であっても、入札期日において入札参加申込にかかる結果通知を受けていない者は、入札に

参加する資格を有しない。 
⑴ 提出書類 

ア 一般競争入札参加申込書 
イ 公募要領に定める書類 

⑵ 受付期間 
３⑵に同じ 

⑶ 受付場所 
３⑴アに同じ 

⑷ 提出方法 
  持参又は郵送 
⑸ 郵送による場合の提出書類の受領期限及び送付先 
 ア 受領期限 
   令和５年２月１４日（火）期限内必着。書留郵便（簡易書留郵便を含む。）により提出する 
  こと。 
 イ 送付先 
   ３⑴アに同じ 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 
  入札参加申込に係る審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 
 ⑴ 交付方法 
   全て郵送とする。 
 ⑵ 交付日 
   令和５年２月２１日（火）に発送する。 
６ 競争入札参加資格の喪失 

本入札の参加資格を有する者が、次のいずれかに該当するときは、本入札に参加することができ

ない。 
 ⑴ 本告示に定める資格要件を満たさなくなったとき。 
 ⑵ 入札参加申込書類について、虚偽の記載をしたとき。 
７ 入札手続等 
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⑴ 入札方法 
総価で行う。詳細は、公募要領による。 

⑵ 郵送による場合の入札書の受領期限及び送付先 
ア 受領期限 

令和５年３月７日（火）期限内必着。書留郵便（簡易書留郵便を含む）により提出すること。 
イ 送付先 

３⑴アに同じ 
⑶ 入札の日時及び場所 

ア 日時 
令和５年３月８日（水）午後２時００分 

イ 場所 
さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市役所西会議棟１階第７会議室 

⑷ 入札保証金 
入札保証金は免除とする。 

⑸ 開札の日時及び場所 
ア 日時 

令和５年３月８日（水）入札終了後、直ちに行う。 
イ 場所 

７⑶イに同じ 
⑹ 落札者の決定方法 

さいたま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第１１条第１項及び第２項の規定

に基づいて作成した予定貸付価格（月額）以上で最高の価格をもって有効な入札を行った者を落

札者とする。 
⑺ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

⑻ 入札事務を担当する課 
さいたま市見沼区大字大谷６００ さいたま市保健福祉局保健部思い出の里市営霊園事務所 
電話 ０４８（６８６）３４９９ ＦＡＸ ０４８（６８８）４０５５ 

８ 契約手続等 
⑴ 契約保証金 

落札価格の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。 
⑵ 契約書作成の要否 

要 
⑶ 議決の要否 

否 
９ その他 

⑴ 契約条項等は、さいたま市保健福祉局保健部思い出の里市営霊園事務所及びホームページにお

いて閲覧できる。 
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https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 

 ⑵ 詳細は、公募要領による。 
  

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html
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さいたま市告示第１９７号 

さいたま市保健所ファックス付電子複写機賃貸借について、次のとおり一般競争入札を行うので、

地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基

づき公告する。 

令和５年１月２７日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 

さいたま市保健所ファックス付電子複写機賃貸借 

⑵ 借入場所 

さいたま市中央区鈴谷７－５－１２ さいたま市保健所内執務室 
⑶ 数量・特質等 

仕様書のとおり 

⑷ 借入期間 

令和５年４月１日から令和１０年３月３１日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本入札の告示日において、令和３・４年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（物品納入等）

（以下「名簿」という。）に種目「レンタル・リース」内の営業種目「ＯＡ機器リース等」で登

載され、かつ、引き続き同営業種目で令和５・６年度さいたま市競争入札参加資格審査の申請を

している者であること。 
⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を

受けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第

７７号）第３２条第１項各号に掲げる者 

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

３ 入札説明書等の交付 

本入札に参加を希望する者で、２の要件を満たしている者に対し、入札説明書等を交付するもの

とする。 

⑴ 交付場所 

さいたま市中央区鈴谷７－５－１２ さいたま市保健福祉局保健所保健総務課 

担当 管理係 電話 ０４８（８４０）２２０５ 

⑵ 交付期間 

告示の日から令和５年２月１４日(火)まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さい
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たま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後４時まで） 

⑶ 交付費用 

無償 

⑷ 交付方法 

ＣＤ－ＲＯＭ 

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書等の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において

確認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 

⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 

イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 

３⑵に同じ 

⑶ 受付場所 

３⑴に同じ 

⑷ 提出方法 

持参 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

３⑴に同じ 

⑵ 交付日時 

令和５年２月１７日（金）午前９時から午後４時まで 

⑶ その他 

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に９４円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。 

６ 入札手続等 

⑴ 入札方法 

単価（使用料及び月額賃借料）で行う。入札金額は、モノクロコピー１枚当たりの使用料の額

及び１月当たりの月額賃借料を記入すること。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載され

た金額に当該金額の１００分の１０に相当する額を加算した金額をもって落札価格とするので、

入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積

もった金額の１１０分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。 

⑵ 入札の日時及び場所 

ア 日時 

令和５年２月２８日（火）午前９時００分 

イ 場所 

さいたま市中央区鈴谷７－５－１２ さいたま市保健所２階図書資料室 
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⑶ 入札保証金 

見積もった金額（使用料及び月額賃借料）に使用予定枚数及び月数をそれぞれ乗じた額の合計

の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３年さいたま市規則

第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。 

⑷ 開札の日時及び場所 

ア 日時 

令和５年２月２８日（火）入札終了後、直ちに行う。 

イ 場所 

６⑵イに同じ 

⑸ 落札者の決定方法 

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

⑹ 入札の無効 
さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

⑺ 入札事務を担当する課 
さいたま市中央区鈴谷７－５－１２ さいたま市保健福祉局保健所保健総務課 
電話 ０４８（８４０）２２０５ ＦＡＸ ０４８（８４０）２２２８ 

７ 契約手続等 

⑴ 契約保証金 

契約金額（使用料及び月額賃借料）に使用予定枚数及び月数をそれぞれ乗じた額の合計の１０

０分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定に該当する場合は、

免除とする。 

⑵ 契約書作成の要否 

要 

⑶ 議決の要否 
否 

８ その他 

⑴ この契約において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 

⑵ 契約条項等は､さいたま市保健福祉局保健所保健総務課及びホームページにおいて閲覧できる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 

⑶ 提出された競争入札参加申込兼資格確認申請書等は返却しない。 

⑷ 詳細は、入札説明書による。 

  

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html


さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

さいたま市告示第１９８号 

さいたま市保健所電子複写機賃貸借について、次のとおり一般競争入札を行うので、地方自治法施

行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基づき公告する。 

令和５年１月２７日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 

さいたま市保健所電子複写機賃貸借 

⑵ 借入場所 

さいたま市中央区鈴谷７－５－１２ さいたま市保健所内執務室 
⑶ 数量・特質等 

仕様書のとおり 

⑷ 借入期間 

令和５年４月１日から令和１０年３月３１日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本入札の告示日において、令和３・４年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（物品納入等）

（以下「名簿」という。）に種目「レンタル・リース」内の営業種目「ＯＡ機器リース等」で登

載され、かつ、引き続き同営業種目で令和５・６年度さいたま市競争入札参加資格審査の申請を

している者であること。 
⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を

受けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第

７７号）第３２条第１項各号に掲げる者 

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

３ 入札説明書等の交付 

本入札に参加を希望する者で、２の要件を満たしている者に対し、入札説明書等を交付するもの

とする。 

⑴ 交付場所 

さいたま市中央区鈴谷７－５－１２ さいたま市保健福祉局保健所保健総務課 

担当 管理係 電話 ０４８（８４０）２２０５ 

⑵ 交付期間 

告示の日から令和５年２月１４日(火)まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さい

たま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後４時まで） 



さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

⑶ 交付費用 

無償 

⑷ 交付方法 

ＣＤ－ＲＯＭ 

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書等の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において

確認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 

⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 

イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 

３⑵に同じ 

⑶ 受付場所 

３⑴に同じ 

⑷ 提出方法 

持参 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

３⑴に同じ 

⑵ 交付日時 

令和５年２月１７日（金）午前９時から午後４時まで 

⑶ その他 

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に９４円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。 

６ 入札手続等 

⑴ 入札方法 

単価（使用料及び月額賃借料）で行う。入札金額は、モノクロ、カラーそれぞれの１枚当たり

の使用料の額及び１月当たりの月額賃借料を記入すること。なお、落札決定に当たっては、入札

書に記載された金額に当該金額の１００分の１０に相当する額を加算した金額をもって落札価格

とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを

問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。 

⑵ 入札の日時及び場所 

ア 日時 

令和５年２月２８日（火）午前９時１５分 

イ 場所 

さいたま市中央区鈴谷７－５－１２ さいたま市保健所２階図書資料室 

⑶ 入札保証金 



さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

見積もった金額（使用料及び月額賃借料）に使用予定枚数及び月数をそれぞれ乗じた額の合計

の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３年さいたま市規則

第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。 

⑷ 開札の日時及び場所 

ア 日時 

令和５年２月２８日（火）入札終了後、直ちに行う。 

イ 場所 

６⑵イに同じ 

⑸ 落札者の決定方法 

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

⑹ 入札の無効 
さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

⑺ 入札事務を担当する課 
さいたま市中央区鈴谷７－５－１２ さいたま市保健福祉局保健所保健総務課 
電話 ０４８（８４０）２２０５ ＦＡＸ ０４８（８４０）２２２８ 

７ 契約手続等 

⑴ 契約保証金 

契約金額（使用料及び月額賃借料）に使用予定枚数及び月数をそれぞれ乗じた額の合計の１０

０分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定に該当する場合は、

免除とする。 

⑵ 契約書作成の要否 

要 

⑶ 議決の要否 
否 

８ その他 

 ⑴ この契約において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 

⑵ 契約条項等は､さいたま市保健福祉局保健所保健総務課及びホームページにおいて閲覧できる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 

⑶ 提出された競争入札参加申込兼資格確認申請書等は返却しない。 

⑷ 詳細は、入札説明書による。 

  

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html


さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

さいたま市告示第１９９号 
建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５号の規定による道路の位置を指定し

たので、建築基準法施行規則(昭和２５年建設省令第４０号)第１０条により、次のとおり告示する。 
令和５年１月２７日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
１ 位置指定道路の概要 

⑴ 道路の位置 さいたま市中央区本町東六丁目１０３８番１ 
⑵ 指定の年月日 令和５年１月２７日 
⑶ 指定の番号 第南２２－０３０号 
⑷ 道路の幅員 ４．００ｍ 

 ⑸ 道路の延長 ２４．６０ｍ 
  



さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

さいたま市告示第２００号 
さいたま市胸部Ｘ線撮影機器及び画像読取機器等一式賃貸借について、次のとおり一般競争入札を

行うので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６

の規定に基づき公告する。 
令和５年１月２７日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 
さいたま市胸部Ｘ線撮影装置及び画像読取装置等一式賃貸借 

⑵ 借入場所 
埼玉県さいたま市中央区鈴谷７－５－１２ さいたま市保健所２階撮影室 

⑶ 数量・特質等 
ア 数量 １台 
イ 特質等 仕様書による。 

⑷ 借入期間 
令和５年６月１日から令和１１年５月３１日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本入札の告示日において、令和３・４年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（物品納入等）

の登載者であり、かつ、引き続き同業務で令和５・６年度競争入札参加資格の申請をしている者

であること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 本入札の告示日において、医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法

律（昭和３５年法律第１４５号）第３９条に基づく高度管理医療機器等の貸与業の許可を受けて

いる者であること。 

⑸ 本入札の告示日において、過去５年以内に国（独立行政法人を含む）若しくは地方公共団体と

賃貸借契約実績がある者又は過去５年以内に国（独立行政法人を含む）若しくは地方公共団体と

メーカーにて売買契約実績のある機器を賃貸借している者であること。また、契約書等の写し又

は業務が完了していることが分かる書類の写しを提示できる者であること。 

３ 入札説明書の交付等 



さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書を交付するとともに、仕様書を貸与する。 
⑴ 交付場所 

さいたま市中央区鈴谷７－５－１２ さいたま市保健福祉局保健所疾病予防対策課 
担当 感染症対策係 電話 ０４８（７６７）８３５４ 

⑵ 交付期間 
告示の日から令和５年２月６日（月）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さい

たま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後４時まで） 
⑶ 交付費用 

無償 
４ 一般競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において

確認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 
⑴ 提出書類 

ア 一般競争入札参加申込兼資格確認申請書 
イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 
告示の日から令和５年２月６日（月）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さいた

ま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後４時まで） 
なお、郵送の場合は、同日必着とし、郵送後に電話連絡をすること。 

⑶ 受付場所 
３⑴に同じ 

⑷ 提出方法 
持参又は書留郵便（簡易書留を含む。）による郵送により提出すること。 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 
確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

⑴ 交付方法 
全て郵送とする。 

⑵ 交付日時 
令和５年２月９日（木）までに交付するものとする。 

６ 入札手続等 
⑴ 入札方法 

単価（月額）で行う。入札金額は、利用料１月当たりの額を記入すること。なお、落札決定に

当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の１０に相当する額を加算した金額

（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする。）をもって

落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者で

あるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。 
⑵ 入札の日時及び場所 

ア 日時 



さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

令和５年２月１６日（木）午前９時００分 
イ 場所 

さいたま市中央区鈴谷７－５－１２ さいたま市保健所２階図書・資料室 
⑶ 入札保証金 

見積もった金額（月額）に月数を乗じた額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さい

たま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除と

する。 
⑷ 開札の日時及び場所 

ア 日時 
令和５年２月１６日（木）入札終了後、直ちに行う。 

イ 場所 
６⑵イに同じ 

⑸ 落札者の決定方法 
さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 
⑹ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条の規定に該当する入札は無効とする。 
⑺ 入札事務を担当する課 

さいたま市中央区鈴谷７－５－１２ さいたま市保健福祉局保健所保健総務課 
電話 ０４８（８４０）２２０５ 

⑻ 業務を担当する課 
さいたま市中央区鈴谷７－５－１２ さいたま市保健福祉局保健所疾病予防対策課 
電話 ０４８（７６７）８３５４ 

７ 契約手続等 
⑴ 契約保証金 

契約金額（月額）に月数を乗じた額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま

市契約規則第３０条の規定に該当する場合は、免除とする。 
⑵ 契約書作成の要否 

要 
⑶ 議決の要否 

否 
８ その他 

⑴ 提出された一般競争入札参加申込兼資格確認申請書等は返却しない。 
⑵ 入札後、入札参加者は、本告示及び仕様書等について不明を理由として異議を申し立てること

はできない。 
⑶ この契約において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 

⑷ 契約条項等は、さいたま市保健福祉局保健所疾病予防対策課及びホームページにおいて閲覧で

きる。 
http://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 

http://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html
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⑸ 詳細は、入札説明書による。 
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さいたま市告示第２０１号 

さいたま市桜環境センターアルミプレス売却外５件について、次のとおり一般競争入札を行うので、

地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基

づき公告する。 

令和５年１月２７日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 競争入札に付する事項 
⑴ 件名 

ア さいたま市桜環境センターアルミプレス売却 
イ さいたま市東部環境センターアルミプレス売却 
ウ さいたま市内民間中間処理施設アルミプレス売却 
エ さいたま市桜環境センタースチールプレス売却 
オ さいたま市東部環境センタースチールプレス売却 
カ さいたま市内民間中間処理施設スチールプレス売却 

⑵ 履行場所 
ア １⑴ア及びエの売却 さいたま市桜区新開４－２－１ さいたま市桜環境センター 
イ １⑴イ及びオの売却 さいたま市見沼区大字膝子６２６－１ さいたま市東部環境センター 
ウ １⑴ウ及びカの売却 さいたま市浦和区大原５－１２－１ 有限会社太盛リサイクルセンタ

ー 
⑶ 業務概要 

仕様書のとおり 
⑷ 履行期間 

 令和５年４月１日から令和５年９月３０日まで 
２ 競争入札参加資格に関する事項 

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 
⑴ 本入札の告示日において、令和３・４年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（物品納入等）

（以下「名簿」という。）に種目「物品の修理及び不用品の買受」内の営業種目「不用品買受」

で登載され、かつ、引き続き同営業種目で令和５・６年度さいたま市競争入札参加資格審査の申

請をしている者であること 
⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 

イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 
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⑷ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条の規定による更生手続開始の申立てがなさ

れている者でないこと。ただし、更生手続開始の決定及び更生計画の認可がなされている者は、

この限りでない。 

⑸ 民事再生法（平成１１年法律第２２５号）第２１条の規定による再生手続開始の申立てがなさ

れている者でないこと。ただし、再生手続開始の決定及び再生計画の認可がなされている者は、

この限りでない。 

⑹ アルミプレス又はスチールプレスの売却について、さいたま市又は過去３年間（令和２年１月

２７日から令和５年１月２６日まで）に他市町村で実績を有する者であること。 

なお、実績とは、アルミプレス又はスチールプレスの売却に際し、さいたま市又は他市町村に

おいて入札又は見積合わせに参加したことをいう。 

３ 入札説明書等の交付 

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書及び仕様書を交付するものとする。 

⑴ 交付方法 

さいたま市ホームページからダウンロード 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/001/p040418.html 

⑵ 交付期間 

告示の日から令和５年２月２０日（月）まで 

⑶ 交付費用 

無償 

４ 一般競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、競争入札に付する件名ごとに入札参加申込及び入札参加資格の確

認審査（以下「確認審査」という。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者で

あっても、入札期日において確認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 

⑴ 提出書類 

ア 一般競争入札参加申込兼資格確認申請書 

イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 

令和５年２月 1 日（水）から令和５年２月２０日（月）まで（持参の場合は、さいたま市の休

日を定める条例（平成１３年さいたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９

時から午後４時までとし、郵送の場合は、受付期間内必着とする。） 

⑶ 受付場所 

ア 〒３３０－９５８８ さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市環境局資源循環推進部

廃棄物対策課 

担当 高畑 電話 ０４８（８２９）１３３６ 

イ 〒３３０－９５８８ さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市環境局施設部環境施設

管理課 

担当 小川 電話 ０４８（８２９）１３４３ 

⑷ 提出方法 

持参又は郵送（書留郵便（簡易書留郵便を含む。）により提出すること。） 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/001/p040418.html
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５ 一般競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札に付する件名ごとに一般競争入札参加資格確認結果通知書を交付する

ものとする。 

⑴ 交付方法 

全て郵送とする。 

⑵ 交付日 

令和５年３月６日（月）までに交付するものとする。 

６ 入札手続等 

⑴ 入札方法 

競争入札に付する件名ごとに単価で行う。入札金額は、売却物品１ｋｇ当たりの金額を入札書

に記載することとし、当該金額は、１円未満について、小数点以下第２位までとする。なお、落

札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の１０に相当する額を加算

した金額（当該金額に小数点以下第２位未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるも

のとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者

であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当する金額を入

札書に記載すること。 
⑵ 入札の日時及び場所 

ア 日時 

(ア) １⑴アの売却 令和５年３月７日（火）午前１０時００分 
(イ) １⑴イの売却 令和５年３月７日（火）午前１０時２０分 
(ウ) １⑴ウの売却 令和５年３月７日（火）午前１０時４０分 

(エ) １⑴エの売却 令和５年３月７日（火）午前１１時００分 
(オ) １⑴オの売却 令和５年３月７日（火）午前１１時２０分 
(カ) １⑴カの売却 令和５年３月７日（火）午前１１時４０分 

イ 場所 

さいたま市浦和区常盤６―４－２１ ときわ会館５階小ホール 
⑶ 入札保証金 

競争入札に付する件名ごとの見積もった金額に仕様書で定める予定数量を乗じた額の１００分

の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）

第９条の規定に該当する場合は、免除とする。 

⑷ 開札の日時及び場所 

ア 日時 

令和５年３月７日（火）入札終了後、直ちに行う。 

イ 場所 

６⑵イに同じ 

⑸ 落札者の決定方法 

さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格を超え最高

の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

なお、初度入札において落札者がいないときは、初度入札の開札結果発表後、当該入札場所に
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おいて直ちに再度入札を行う。 

⑹ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

⑺ 複数落札の禁止 

この告示に係る入札のうち、１⑴ア、イ及びウのアルミプレス売却は、一抜け方式とする。落

札者（契約者となる者）となった者は、その後行われる他のアルミプレス売却の入札への参加を

辞退するものとし、辞退届を提出すること。１⑴エ、オ及びカのスチールプレス売却においても

同様とする。 

⑻ 入札事務を担当する課 

ア １⑴ア、ウ、エ及びカの売却 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市環境局資源循環推進部廃棄物対策課 

電話 ０４８（８２９）１３３６ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９９１ 

イ １⑴イ及びオの売却 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市環境局施設部環境施設管理課 

電話 ０４８（８２９）１３４３ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９９１ 

⑼ 業務を担当する課 

ア １⑴ア及びエの売却 

  ６⑻イに同じ 

イ １⑴イ及びオの売却 

さいたま市見沼区大字膝子６２６－１ さいたま市環境局施設部東部環境センター 

電話 ０４８（６８４）３８０２ ＦＡＸ ０４８（６８６）０４６６ 

ウ １⑴ウ及びカの売却 

６⑻アに同じ 

７ 契約手続等 

⑴ 契約保証金 

落札者となった件名ごとの契約金額に仕様書で定める予定数量を乗じた額の１００分の１０以

上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定に該当する場合は、免除とする。 

⑵ 契約書作成の要否 

要 

⑶ 議決の要否 

否 

８ その他 

⑴ 本契約において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 

⑵ 契約条項等は、さいたま市環境局資源循環推進部廃棄物対策課及びホームページにおいて閲覧

できる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 

⑶ 詳細は、入札説明書による。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html
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さいたま市告示第２０２号 
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、次の開発行為に関する工

事が完了したので公告する。 
令和５年１月３０日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
１ 開発区域に含まれる地域の名称 

さいたま市西区大字植田谷本字金谷３１２番５ 
２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名 

（省略） 
３ 許可番号 
 令和４年 ５月 ９日 
 第開－Ｎ２０２２００５号  
４ 検査済証番号 
令和５年 １月２７日 
第完－Ｎ２０２２００５号  
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さいたま市告示第２０３号 
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、次の開発行為に関する工

事が完了したので公告する。 
令和５年１月３０日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
１ 開発区域に含まれる地域の名称 

さいたま市西区大字二ツ宮字武久田４５１番５、４５１番６ 
２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名 

さいたま市大宮区天沼町一丁目７５番地 
東海商事 株式会社 代表取締役 小林 正志 

３ 許可番号 
 令和４年１２月２２日 
 第開－Ｎ２０２２１３６号  
４ 検査済証番号 

令 和 ５ 年 １ 月 ２ ７ 日 
第完－Ｎ２０２２１３６号  
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さいたま市告示第２０４号 

さいたま市の発注する「スマイルロード整備工事（北Ｒ５市道１０５２８号線）（ゼロ債）」ほか

４件の一般競争入札について、次のとおり公告する。 
令和５年１月３０日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 入札参加資格 

⑴ 入札に参加しようとする者は、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下「資格者名

簿」という。）に登載され、かつ、資格者名簿に登載されている事項が工事ごとに別に定める

参加資格の要件を満たす者であること。 

イ 参加申請日において、埼玉県電子入札共同システム（以下「システム」という。）で利用可

能な電子証明書を取得し、システムの利用者登録が完了していること。なお、入札に参加しよ

うとする工事ごとに参加申請が必要なため、工事ごとに別に定める参加申請受付期間に、競争

参加資格確認申請書をシステムにおいて提出すること。 

ウ 本公告日から開札日において、さいたま市建設工事等請負業者入札参加停止要綱（平成１３

年さいたま市制定）に基づく入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約からの暴力団

排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）に基づく入札参加除外の措置を受けてい

ないこと。 

エ 開札日において、会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立て

をしていない者若しくは更生手続開始の決定がされた者又は民事再生法（平成１１年法律第２

２５号）に基づき再生手続開始の申立てをしていない者若しくは再生手続開始の決定がされた

者であること。ただし、会社更生法の規定による更生手続開始の決定をされた者又は民事再生

法の規定による再生手続開始の決定をされた者については、開札日において、別に定める競争

入札参加資格の再審査を受け、当該再審査の結果、資格者名簿に登載されている者に限る。 

オ 工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種に係る技術者の資格を有する者を、建設 

業法（昭和２４年法律第１００号）第２６条の規定に基づき当該工事に配置できること。なお、

専任を要する主任技術者、専任の監理技術者、特例監理技術者及び監理技術者補佐については、

参加申請日以前に恒常的に３箇月以上の雇用関係にある者であること。 

カ 参加形態を単体企業又は特定共同企業体の混合とする入札の場合において、単体企業として

参加しようとする者は、同一工事に参加する特定共同企業体の構成員でないこと。 

キ 本公告日において、健康保険法（大正１１年法律第７０号）に基づく健康保険、厚生年金保

険法（昭和２９年法律第１１５号）に基づく厚生年金及び雇用保険法（昭和４９年法律第１１

６号）に基づく雇用保険（以下「社会保険等」という。）に、事業主として加入しているもの

であること。ただし、当該保険の全部又は一部について法令で適用が除外されている者はこの

限りでない。 

ク 本公告日から入札書提出期間の末日までの期間において、同一入札に参加しようとする者の

間に資本関係又は人的関係がないこと。 

ケ 本公告日から落札者決定までの期間において、国、都道府県及び埼玉県内市町村から工事成

績不良の事由による入札参加停止の措置を２回以上受けていない者であること。 
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コ 本公告日において、工事ごとに別に定める名簿登載業種等に記載の業種について、有効な建

設業法第２７条の２３に規定する経営事項審査を受けていること。 

サ アからコまでに掲げるもののほか、本公告日において、工事ごとに別に定める参加資格をす

べて満たす者であること。 

⑵ 入札に参加しようとする者が特定共同企業体である場合には、⑴で定める事項を満たす者をそ

の構成員とし、かつ、次に掲げる事項をすべて満たしていなければならない。 

ア 自主的に結成された特定共同企業体であること。 

イ その構成員が同一工事における他の特定共同企業体の構成員でないこと。 

ウ その構成員が同一工事に単体企業として参加していないこと。 

エ 事業協同組合とその組合員が同一の特定共同企業体の構成員でないこと。 

オ 代表構成員の出資比率がその者以外の構成員の出資比率を上回っていること。 

カ ２者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ３０％以上であること。 

キ ３者による特定共同企業体である場合、構成員の出資比率はそれぞれ２０％以上であること。 

ク 構成員は、それぞれ⑴オに定める技術者を当該工事に専任で配置できること。なお、監理技

術者の資格を要する工事においては、監理技術者は代表構成員が配置すること。 

２ 入札参加資格の確認 

⑴ 開札後、工事ごとに別に定める予定価格の１１０分の１００の価格（以下「入札書比較価格」

という。）の制限の範囲内で最低の価格をもって入札を行った者（最低制限価格（さいたま市建

設工事等最低制限価格取扱要綱（平成１９年さいたま市制定。以下「最低制限価格取扱要綱」と

いう。）第４条に規定する最低制限価格をいう。以下同じ。）を定めている場合は、入札書比較

価格の制限の範囲内で最低制限価格の１１０分の１００の価格（以下「最低制限比較価格」とい

う。）以上の価格をもって入札を行った者のうち最低の価格をもって入札を行った者）を落札候

補者として通知し、落札を保留する。 

⑵ ⑴において、落札候補者となるべき者が２人以上あるときは、電子くじにより落札候補者を決

定する。 

⑶ 落札候補者は、落札候補者決定の通知をした日の翌日（その日がさいたま市の休日を定める条

例（平成１３年さいたま市条例第２号）第１条に掲げる休日（以下「休日」という。）に当たる

場合は、その翌日）の午後３時までに次に掲げる資格確認書類を財政局契約管理部契約課（以下

「契約課」という。）に提出しなければならない。 

ア 一般競争入札参加資格等確認資料 

イ 工事に配置予定の技術者が、資格を有することを証する書類（技術検定等合格証明書等又は

監理技術者資格者証の表面、裏面及び監理技術者講習修了証）の写し又は実務経験を証明する

書類 

ウ 工事に配置予定の技術者の雇用関係を証する書類の写し（専任を要する主任技術者、専任の

監理技術者、特例監理技術者及び監理技術者補佐については、参加申請日以前に恒常的に３箇

月以上の雇用関係を証明できること。なお、イに掲げる監理技術者資格証の写しをもって確認

できる場合は、これを省略できる。） 

エ 工事ごとに別に定める参加資格に施工実績を求めている場合は、施工実績として規定する工

事の契約書の写し及び工事概要の記載された仕様書の写し又は財団法人日本建設情報総合セン
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ターが提供する「工事実績情報システム（ＣＯＲＩＮＳ）」の竣工時工事カルテ受領書（工事

概要の記載されているもの）の写し（共同企業体（乙型）としての実績の場合は、自社の施工

実績が分かる資料の写しも添付すること。） 

オ 本公告日において有効かつ最新の「経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書」（以下

「経審結果」という。）の写し 

カ 社会保険等に全て加入している場合は、社会保険等の加入に関する誓約書又は社会保険等の

全部若しくは一部について法令で適用が除外されている場合には、社会保険等の適用除外に関

する誓約書（経審結果に記載の社会保険等の加入状況について、本公告日時点で変更が生じて

いる場合は、社会保険等の加入状況を確認できる書類を併せて添付すること。） 

キ 資本関係又は人的関係確認書 

ク 入札参加停止措置に関する誓約書 

ケ アからクまでに掲げるもののほか、工事ごとに別に定める書類 

⑷ 落札候補者が特定共同企業体である場合には、⑶に掲げる資格確認書類と併せて次に掲げる書

類を契約課に提出しなければならない。なお、イ及びウについては、袋とじにして各構成員の割

印を押すものとする。 

ア 共同企業体入札参加資格審査申請書（さいたま市建設工事等共同企業体取扱要綱（平成１３

年さいたま市制定。以下「共同企業体取扱要綱」という。）様式第１号） 

イ 共同企業体協定書（共同企業体取扱要綱様式第２号。共同企業体協定書第８条に基づく協定

書（共同企業体取扱要綱様式第３号）を含む。） 

ウ 委任状（共同企業体取扱要綱様式第４号） 

３ 落札者の決定 

⑴ 落札者の決定は、落札候補者決定の通知をした日の翌日から起算して３日以内（休日を除く。

）に、２⑶及び⑷において提出された書類に基づく入札参加資格の確認を経て行う。落札候補者

が入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合は、その者がした入札を無効とし、入札書

比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもって

入札を行った者（最低制限価格を定めている場合は、入札書比較価格の制限の範囲内で最低制限

比較価格以上の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち最低の価格をもって入札を行っ

た者）を新たに落札候補者とする。 

⑵ ⑴において落札候補者の入札を無効とした場合、新たに落札候補者となるべき者が２人以上あ

るときは、電子くじによりこれを決定する。 

⑶ 市長は、⑴の場合において、入札が無効となった者に対しその理由を付してこれを通知する。 

⑷ 開札後、落札者を決定するまでの間に、当該入札に係る落札候補者がさいたま市建設工事等請 

負業者入札参加停止要綱に基づく入札参加停止の措置を受けた場合、さいたま市の締結する契約 

からの暴力団排除措置に関する要綱に基づく入札参加除外の措置を受けた場合又は会社更生法に 

基づき更生手続開始の申立て若しくは民事再生法に基づき再生手続開始の申立てを行った場合は、

その者を落札者とせず、入札書比較価格の制限の範囲内の価格をもって入札を行ったその者以外 

の者のうち最低の価格をもって入札を行った者（最低制限価格を定めている場合は、入札書比較 

価格の制限の範囲内で最低制限比較価格以上の価格をもって入札を行ったその者以外の者のうち 

最低の価格をもって入札を行った者）を新たに落札候補者とする。 
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４ 調査基準価格を定めている場合の低入札価格調査 

⑴ 調査基準価格（さいたま市建設工事等低入札価格取扱要綱（平成１３年さいたま市制定。以下

「低入札価格取扱要綱」という。）第３条に規定する調査基準価格をいう。以下同じ。）を定め

ている場合において、開札の結果、入札書比較価格の制限の範囲内で入札を行った者の入札価格

が調査基準価格の１１０分の１００の価格を下回る価格であった場合は、落札を保留し、当該入

札を行った者（以下「低価格入札者」という。）について、低入札価格調査を行う。 

⑵ 失格基準（低入札価格取扱要綱第５条に規定する失格基準をいう。以下同じ。）を定めている 

場合において、低価格入札者について提出された入札金額見積内訳書の直接工事費、共通仮設費、

現場管理費及び一般管理費の総額である入札金額が、失格基準を下回った場合は、この者がした 

入札を失格とする。 

⑶ 低価格入札者（失格基準による低入札価格調査を行った場合は、これにより失格とならなかっ

た低価格入札者）は、落札保留の通知をした日の翌日（その日が休日に当たる場合は、その翌日

）の午後３時までに２⑶及び⑷に掲げる資格確認書類と併せて次に掲げる書類を契約課に提出し

なければならない。 

ア 低入札価格調査に係る書類の提出について（低入札価格取扱要綱様式第１号） 

イ 当該価格で入札した理由（低入札価格取扱要綱様式第２号） 

ウ 直接工事費に係る内訳書（低入札価格取扱要綱様式第３号） 

エ 共通仮設費に係る内訳書（低入札価格取扱要綱様式第４号） 

オ 下請予定業者等一覧表（低入札価格取扱要綱様式第５号） 

カ 配置予定技術者名簿（低入札価格取扱要綱様式第６号） 

キ 手持ち工事の状況（対象工事現場付近）（低入札価格取扱要綱様式第７号） 

ク 手持ち工事の状況（対象工事関連）（低入札価格取扱要綱様式第８号） 

ケ 契約対象工事箇所と入札者の事務所、倉庫等との関係（低入札価格取扱要綱様式第９号） 

コ 手持ち資材の状況（低入札価格取扱要綱様式第１０号） 

サ 資材購入予定先一覧（低入札価格取扱要綱様式第１１号） 

シ 手持ち機械の状況（低入札価格取扱要綱様式第１２号） 

ス 機械リース元一覧（低入札価格取扱要綱様式第１３号） 

セ 過去に施工した同種の公共工事名及び発注者（低入札価格取扱要綱様式第１４号） 

ソ 誓約書（低入札価格取扱要綱様式第１５号） 

タ 社会保険等への加入状況届（低入札価格取扱要綱様式第１６号） 

⑷ 失格基準を定めている場合における再度入札の低価格入札者は、落札保留の通知をした日の翌

日（その日が休日に当たる場合は、その翌日）の午後３時までに再度入札に係る入札金額見積内

訳書を契約課に提出しなければならない。この場合において、失格とならなかった低価格入札者

の前項に掲げる書類の提出は、再度入札に係る入札金額見積内訳書を提出した日の翌日（その日

が休日に当たる場合は、その翌日）の午後３時までとする。 

⑸ 落札者の決定は、落札保留の通知をした日の翌日から起算して２１日以内に、⑶において提出

された書類に基づく低入札価格調査及び入札参加資格の確認を経て行う。低入札価格調査におい

て、当該契約の内容に適合した履行がされないおそれがあると認められた場合は、その者がした

入札を失格とする。また、入札参加資格を満たす者でないことを確認した場合は、その者がした
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入札を無効とする。 

５ 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布 

⑴ 設計図書等の閲覧、貸出し又は配布（以下「設計図書等の閲覧等」という。）の方法は工事ご

とに別に定める。 

⑵ 設計図書等の閲覧等を工事担当課にて行う場合には、設計図書等の閲覧等を希望する者は、設

計図書等貸出申請書を工事担当課に提示すること。なお、入札に参加しようとする者が特定共同

企業体である場合には、代表構成員となり得る者に設計図書等の閲覧等を行う。 

⑶ 設計図書等の閲覧等を電子配布とする場合には、入札情報公開システムに掲載する「発注図書

公開 URL ファイル.pdf」より発注図書閲覧・ダウンロード URL を参照すること。 

⑷ 設計図書等に関する質問及び回答は、システムにおいて行う。ただし、回答の内容によっては

書面により行う場合がある。質問の受付期間及び回答日は工事ごとに別に定める。 

⑸ やむを得ない理由により、システムにおいて設計図書等に関する質問を行うことができない場

合は、書面による質疑応答書の提出を行うことができる。この場合、回答は契約課窓口において

書面により行い、併せて質問及び回答を入札情報公開システムに掲示する。  

６ 余裕期間を定めている場合の工事 

⑴ 余裕期間は、契約確定の日の翌日から工事の開始日の前日までとする。   

⑵ 任意着手方式の場合は、入札参加資格の確認時に２⑶に掲げる資格確認書類と併せて、工事開

始日通知書を提出すること。   

⑶ 余裕期間内は、測量、資材の搬入及び仮設物の設置等の準備工事を含め、工事に着手してはな

らない。 

⑷ 余裕期間内は、主任技術者、監理技術者又は監理技術者補佐を配置することを要しない。   

⑸ 入札参加資格の確認時において、他の工事の技術者として従事している者であっても、当該工

事が工事開始日までに完成することが明らかな工事の場合に限り、他の工事に従事していない者

として取扱うものとする。   

⑹ 前金払の請求については、工事開始日以降に請求できる。   

７ 入札保証金及び契約保証金 

⑴ 入札保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。入札保証金を免除する場合は、さいた

ま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条第１項の規定による。 

⑵ 契約保証金の取扱いについては工事ごとに別に定める。契約保証金を求める場合の取扱いにつ

いては、さいたま市契約規則第２９条の規定による。 

８ 契約金の支払方法 

⑴ 前金払及び部分払の有無については工事ごとに別に定める。 

⑵ 前金払をする場合の前払金の額は、契約金額の１０分の４以内（継続費等の２年以上にわたる

契約にあっては、その年度の支払限度額の１０分の４以内）とする。この場合において１万円未

満の端数は切り捨てるものとする。 

債務負担に該当する契約に係る前払金の請求については、工事ごとに別に定める。 

⑶ 部分払をする場合には、３箇月ごとに出来形部分の１０分の９に相当する額を限度として行う

こととする。 

⑷ 契約金額が５００万円以上で、かつ、工期が２月を超える工事は、中間前金払をすることがで
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きる。この場合において、部分払の適用のある工事については、中間前金払と部分払は選択制と

し、契約締結時に選択するものとする。ただし、継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、

中間前金払を選択した場合であっても、当該年度末の部分払を行うことができる。 

⑸ 中間前金払をする場合の中間前払金の額は、当該工事の材料費等に相当する額として契約金額

の１０分の２以内（継続費等の２年以上にわたる契約にあっては、その年度の支払限度額の１０

分の２以内）とする。この場合において１万円未満の端数は切り捨てるものとする。 

９ 入札の無効 

さいたま市建設工事等に係る競争入札参加者心得（平成１８年さいたま市制定）第１６条第１項

各号のいずれかに該当する入札は無効とする。 

１０ その他 

⑴ 本公告の写しは、市のホームページに掲載し、契約課にて閲覧に供する。 

⑵ 本公告に係る入札に用いる書類は、市のホームページからダウンロードして使用すること。 

⑶ 入札に参加しようとする者は、システムに掲載する注意事項を熟知した上で参加すること。 

⑷ 開札は市民に公開する。傍聴の申込者が多数の場合は、会場の規模に応じ申込順により人数制

限を行う。 

⑸ 入札の参加者は開札に立会うことができる。立会いを希望する参加者は、開札日時までに届出

書（さいたま市電子入札運用基準（平成１８年さいたま市制定）様式第３号）を契約課に提出す

ること。また、代理人が立会う場合は併せて委任状（さいたま市電子入札運用基準様式第４号）

を提出すること。 

⑹ 再度入札は１回までとし、原則として初度入札の当日又は翌日（その日が休日に当たる場合は、

その翌日）に行うものとする。ただし、予定価格を事前公表している場合は、再度入札は行わな

い。再度入札を行う場合において、初度入札に参加しない者、初度入札において無効の入札を行 

った者及び失格となった者は、再度入札に参加することができない。 

⑺ 本市発注の建設工事を初めて請負うことになる落札候補者等（以下｢調査対象者｣という。）は、

必要に応じて行う事業所の所在地等の調査に協力すること。ただし、調査対象者が特定共同企業 

体である場合を除く。 

⑻ 落札者は、一般競争入札参加資格等確認資料に記載した配置予定技術者を当該工事に配置する

こと。 

⑼ 本公告に定めのない事項は、さいたま市建設工事等に係る競争入札参加者心得、さいたま市建 

設工事等事後審査型一般競争入札取扱要綱（平成１９年さいたま市制定）、低入札価格取扱要綱、

最低制限価格取扱要綱、さいたま市電子入札運用基準、さいたま市競争入札参加資格業者実態調 

査実施要領（平成２４年さいたま市制定）、さいたま市余裕期間設定工事試行要領（令和２年さ 

いたま市制定）及び特例監理技術者等の配置に係る取扱要領（令和３年さいたま市制定）の定め 

るところによる。 

契約整理番号 ０４－４３６５－１４４ 

入札方法 一般競争入札（電子） 

参加形態 単体企業 

工事名 スマイルロード整備工事（北Ｒ５市道１０５２８号線）（ゼロ債） 

工事場所 さいたま市北区本郷町地内外 

履行期間及び工事開始期

限日 

工事開始日から１２０日間 

工事開始期限日は、令和５年４月３日（月） 



さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

契約整理番号 ０４－４３６５－１４５ 

入札方法 一般競争入札（電子） 

参加形態 単体企業 

概要 概算数量発注方式による発注 延長 537m 幅員 4.5～5.6m 舗装工 路面切削工

（平均切削厚 5 ㎝）11 ㎡ 切削オーバーレイ（平均切削厚 12 ㎝、再生粗粒度

As-20、t＝7 ㎝）2240 ㎡ 表層（再生密粒度 As-20、t＝5 ㎝）2250 ㎡ 不陸整

正【夜間】（RM-40、平均 t＝4 ㎝）586 ㎡ 表層【夜間】（再生密粒度 As-20、t

＝5 ㎝）586 ㎡ 基層【夜間】（再生粗粒度 As-20、t＝7 ㎝）586 ㎡ 付帯工一

式 

予定価格（税込） 事後公表 

最低制限価格 設定する 

参加申請受付期間 令和５年２月７日（火）午前９時から 

令和５年２月９日（木）午後５時まで 

入札書提出期間 令和５年２月１０日（金）午前９時から 

令和５年２月１３日（月）午後５時まで 

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和５年２月１４日（火）午後２時１０分 

参
加
資
格 

名簿登載業種等 舗装工事業 Ａ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 

施工実績等 本市発注の舗装工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 

電子配布 

令和５年１月３０日（月）から 

質問受付期間 令和５年１月３０日（月）午前９時から 

令和５年２月 ６日（月）午後５時まで 

質問回答期日 令和５年２月９日（木） 

保証金及び支払方法 入 札 保

証金 

免除 契 約 保

証金 

要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市余裕期間設定試行工事（任意着手方式）」の対象案件

である。 

・本工事は、「さいたま市週休２日試行工事（受注者希望型）」の対象案件であ

る。 

・本工事は、現場代理人の常駐義務の緩和のうち、兼務を認める対象工事に該当

する。 

・本工事は債務負担行為該当案件のため、前払金等の請求は令和５年４月３日以

降でないとできない。 

・本工事は、「建設工事の遠隔臨場に関する試行対象工事（発注者指定型）」の

対象案件である。 

工事担当課 さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１ 

さいたま市建設局北部建設事務所道路維持課 

電話 ０４８－６４６－３２２３ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市財政局契約管理部契約課 

電話 ０４８－８２９－１１８０ 



さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

工事名 道路修繕工事（北Ｒ５市道４４１１号線外）（ゼロ債） 

工事場所 さいたま市岩槻区大字黒谷地内外 

履行期間及び工事開始期

限日 

工事開始日から１２０日間 

工事開始期限日は、令和５年４月３日（月） 

概要 概算数量発注方式による発注 延長 367m 幅員 5.9～8.7m 舗装工 路面切削（

平均切削深さ 5 ㎝）63 ㎡ 切削オーバーレイ（平均切削深さ 5 ㎝、再生粗粒度

As-20、t＝7 ㎝）2400 ㎡ 表層（改質Ⅱ型密粒度 As-20、t＝5 ㎝）2460 ㎡ 付

帯工一式 

予定価格（税込） 事後公表 

最低制限価格 設定する 

参加申請受付期間 令和５年２月７日（火）午前９時から 

令和５年２月９日（木）午後５時まで 

入札書提出期間 令和５年２月１０日（金）午前９時から 

令和５年２月１３日（月）午後５時まで 

開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和５年２月１４日（火）午後２時２０分 

参
加
資
格 

名簿登載業種等 舗装工事業 Ａ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 

施工実績等 本市発注の舗装工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 

電子配布 

令和５年１月３０日（月）から 

質問受付期間 令和５年１月３０日（月）午前９時から 

令和５年２月 ６日（月）午後５時まで 

質問回答期日 令和５年２月９日（木） 

保証金及び支払方法 入 札 保

証金 

免除 契 約 保

証金 

要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市余裕期間設定試行工事（任意着手方式）」の対象案件

である。 

・本工事は、現場代理人の常駐義務の緩和のうち、兼務を認める対象工事に該当

する。 

・本工事は債務負担行為該当案件のため、前払金等の請求は令和５年４月３日以

降でないとできない。 

・本工事は、「建設工事の遠隔臨場に関する試行対象工事（発注者指定型）」の

対象案件である。 

工事担当課 さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１ 

さいたま市建設局北部建設事務所道路維持課 

電話 ０４８－６４６－３２２３ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市財政局契約管理部契約課 

電話 ０４８－８２９－１１８０ 

契約整理番号 ０４－４４８４－２５ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
工事名 鴨川第３８処理分区外下水道工事（南再－Ｒ５－３００１）（ゼロ債） 
工事場所 さいたま市中央区下落合５丁目地内外 



さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

履行期間及び工事開始期

限日 
工事開始日から１９２日間 
工事開始期限日は、令和５年４月７日（金） 

概要 改築工 管きょ更生工（φ250～600）548.6m 耐震継手設置工（φ250～600）32

箇所 付帯工一式 

予定価格（税込） 事後公表 
最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和５年２月１４日（火）午前９時から 

令和５年２月１６日（木）午後５時まで 
入札書提出期間 令和５年２月１７日（金）午前９時から 

令和５年２月２０日（月）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和５年２月２１日（火）午後１時４０分 
参
加
資
格 

名簿登載業種等 土木工事業 Ｓ級又はＡ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 
施工実績等 次の⑴又は⑵の要件を満たし、かつ、⑶の要件を満たしていること。 

⑴ 本公告日において、平成２４年度以降、下水管（函）渠更生工事を元請とし

て完成させた実績があること（共同企業体の構成員としての実績の場合は、出

資比率が２０％以上のものに限る。）。 

⑵ 本公告日において、公益財団法人日本下水道新技術機構の技術審査証明を受

けた形成工法、反転工法、鞘管工法又は製管工法の協会等に加入しているこ

と。 

⑶ 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において通知した「工事

完成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回

っていないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準

とする。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

施工実績等に規定する⑵の場合については、協会等に加入していることを証明す

る書類の写し、及び建設技術審査証明書の写し 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和５年１月３０日（月）から 

質問受付期間 令和５年１月３０日（月）午前９時から 
令和５年２月１３日（月）午後５時まで 

質問回答期日 令和５年２月１６日（木） 
保証金及び支払方法 入札保証

金 
免除 契約保証

金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市余裕期間設定試行工事（任意着手方式）」の対象案件

である。 
・本工事は、「さいたま市週休２日試行工事（受注者希望型）」の対象案件であ

る。 
・本工事は債務負担行為該当案件のため、前払金等の請求は令和５年４月３日以

降でないとできない。 

・本工事は、「建設キャリアアップシステム活用モデル工事」である。 

工事担当課 さいたま市中央区下落合５丁目７番１０号 

さいたま市建設局南部建設事務所下水道再整備課 

電話 ０４８－８４０－６２５５ 
契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 

さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 

契約整理番号 ０４－４４８４－２６ 
入札方法 一般競争入札（電子） 



さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

参加形態 単体企業 
工事名 鴨川第２７処理分区外下水道工事（南再－Ｒ５－３００２）（ゼロ債） 
工事場所 さいたま市中央区本町東７丁目地内外 
履行期間及び工事開始期

限日 
工事開始日から２２６日間 
工事開始期限日は、令和５年４月７日（金） 

概要 改築工 管きょ更生工（φ450～500）107.0m 管きょ布設替え工（φ200～500）

177.9m 取付管布設替え工一式 耐震継手設置工（φ450～500）6 箇所 付帯工

一式 

予定価格（税込） 事後公表 
最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和５年２月１４日（火）午前９時から 

令和５年２月１６日（木）午後５時まで 
入札書提出期間 令和５年２月１７日（金）午前９時から 

令和５年２月２０日（月）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和５年２月２１日（火）午後１時５０分 
参
加
資
格 

名簿登載業種等 土木工事業 Ｓ級又はＡ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市内に、本店を有していること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 
施工実績等 次の⑴又は⑵の要件を満たし、かつ、⑶の要件を満たしていること。 

⑴ 本公告日において、平成２４年度以降、下水管（函）渠更生工事を元請とし

て完成させた実績があること（共同企業体の構成員としての実績の場合は、出

資比率が２０％以上のものに限る。）。 

⑵ 本公告日において、公益財団法人日本下水道新技術機構の技術審査証明を受

けた形成工法、反転工法、鞘管工法又は製管工法の協会等に加入しているこ

と。 

⑶ 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において通知した「工事

完成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回

っていないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準

とする。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

施工実績等に規定する⑵の場合については、協会等に加入していることを証明す

る書類の写し、及び建設技術審査証明書の写し 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和５年１月３０日（月）から 

質問受付期間 令和５年１月３０日（月）午前９時から 
令和５年２月１３日（月）午後５時まで 

質問回答期日 令和５年２月１６日（木） 
保証金及び支払方法 入札保証

金 
免除 契約保証

金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市余裕期間設定試行工事（任意着手方式）」の対象案件

である。 
・本工事は、「さいたま市週休２日試行工事（受注者希望型）」の対象案件であ

る。 
・本工事は債務負担行為該当案件のため、前払金等の請求は令和５年４月３日以

降でないとできない。 

・本工事は、「建設キャリアアップシステム活用モデル工事」である。 

工事担当課 さいたま市中央区下落合５丁目７番１０号 

さいたま市建設局南部建設事務所下水道再整備課 

電話 ０４８－８４０－６２５５ 
契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 
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さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 

契約整理番号 ０４－４３８７－５６ 
入札方法 一般競争入札（電子） 
参加形態 単体企業 
工事名 芝川第９－１処理分区下水道工事（北建－Ｒ５－１０１３）（ゼロ債） 
工事場所 さいたま市見沼区大和田町１丁目地内 
履行期間及び工事開始期

限日 
工事開始日から１７９日間 
工事開始期限日は、令和５年４月３日（月） 

概要 延長 429.3m 管きょ工 開削（φ200mm、硬質塩ビ管）429.3m マンホール工 

組立１号マンホール 13 箇所 取付管工 取付管 32 箇所 付帯工一式 

予定価格（税込） 事後公表 
最低制限価格 設定する 
参加申請受付期間 令和５年２月１４日（火）午前９時から 

令和５年２月１６日（木）午後５時まで 
入札書提出期間 令和５年２月１７日（金）午前９時から 

令和５年２月２０日（月）午後５時まで 
開札の場所及び日時 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 入札室 

令和５年２月２１日（火）午後２時００分 
参
加
資
格 

名簿登載業種等 土木工事業 Ａ級 

本公告日において、令和３・４年度のさいたま市競争入札参加資格者名簿（以下

「資格者名簿」という。）に、上記に示す業種及び等級で登載された者であるこ

と。 

所在地区分 さいたま市西区、北区、大宮区、見沼区、岩槻区、桜区又は南区に、本店を有し

ていること。 

本公告日において、資格者名簿に登載された申請事業所の所在地が上記に示す要

件を満たすこと。 
施工実績等 本市発注の土木工事について、本公告日以前３箇月において、通知した「工事完

成検査結果及び工事成績評定結果通知書」の「評定点合計」が６５点を下回って

いないこと。なお、期間の算定に当たっては、当該通知書の通知日を基準とす

る。 

２に掲げるもの以

外に提出を要する

書類 

－ 

設
計
図
書
等 

閲覧等の方法及び

開始期日 
電子配布 
令和５年１月３０日（月）から 

質問受付期間 令和５年１月３０日（月）午前９時から 
令和５年２月１３日（月）午後５時まで 

質問回答期日 令和５年２月１６日（木） 
保証金及び支払方法 入 札 保

証金 
免除 契 約 保

証金 
要 前金払 有 部分払 有 

その他 ・本工事は、「さいたま市余裕期間設定試行工事（任意着手方式）」の対象案件

である。 
・本工事は、「さいたま市週休２日試行工事（受注者希望型）」の対象案件であ

る。 
・本工事は債務負担行為該当案件のため、前払金等の請求は令和５年４月３日以

降でないとできない。 

・本工事は、「建設キャリアアップシステム活用モデル工事」である。 
・本工事は、「建設工事の遠隔臨場に関する試行対象工事（発注者指定型）」の

対象案件である。 

工事担当課 さいたま市大宮区吉敷町１丁目１２４番地１ 

さいたま市建設局北部建設事務所下水道建設課 
電話 ０４８－６４６－３２６２ 

契約担当課 さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 
さいたま市財政局契約管理部契約課 
電話 ０４８－８２９－１１８０ 



さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

さいたま市告示第２０５号 

建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５号の規定による道路の位置を指定し

たので、建築基準法施行規則(昭和２５年建設省令第４０号)第１０条により、次のとおり告示する。 
令和５年１月３０日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
１ 位置指定道路の概要 

⑴ 道路の位置 さいたま市浦和区上木崎六丁目５４１番２５１、５４１番３８１、 
５４１番３８３、５４１番３８４ 

⑵ 指定の年月日 令和５年１月３０日 
⑶ 指定の番号 第南２２－０３１号 
⑷ 道路の幅員 ４．００ｍ 

 ⑸ 道路の延長 ３３．７０ｍ 
  



 

さいたま市告示第２０６号 

 さいたま市市税に係る情報通信技術を活用した行政の推進に関す

る要綱の一部を改正する告示を次のように定める。 

  

  令和５年１月３０日 

 

              さいたま市長 清 水 勇 人 

 



 

 

   さいたま市市税に係る情報通信技術を活用した行政の推進に関する要綱の一部

を改正する告示 

 さいたま市市税に係る情報通信技術を活用した行政の推進に関する要綱（平成１７

年さいたま市告示第１１１８号）の一部を次のように改正する。 

 次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

 ⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

 ⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

 ⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 
改正後 改正前 

（定義） （定義） 

第２条 ［略］ 第２条 ［略］ 

 ２ この告示において、次の各号に掲げる用語の意

義は、当該各号に定めるところによる。 

 ⑴ 機構 地方税共同機構をいう。 

 ⑵ 運営団体 機構を構成する都道府県及び市町 

村をいう。 

 ⑶ 地方税ポータルシステム 電子情報処理組織 

のうち、地方税における申請等の手続を行うシ 

ステムで運営団体が共同で運用・管理するもの 

をいう。 

 ⑷ 電子申請サービス 電子情報処理組織のうち、

埼玉県市町村電子申請サービスの共同利用に係 

る事業における埼玉県市町村電子申請サービス 

をいう。 

  

（申請等の指定） （申請等の指定） 

第３条 情報通信技術を活用した行政の推進等に関

する法律（平成１４年法律第１５１号。以下「法

」という。）第６条第１項又は条例第３条第１項

の規定により、電子情報処理組織を使用する方法

により行うことができる地方税に関する法令又は

条例等に規定する申請等は、埼玉県市町村電子申

請サービスの共同利用に係る事業における埼玉県

市町村電子申請サービス（第４条、第６条及び第

７条において「電子申請サービス」という。）を

使用する方法により行う別表第１左欄に掲げる申

請等とする。 

第３条 情報通信技術を活用した行政の推進等に関

する法律（平成１４年法律第１５１号。以下「法

」という。）第６条第１項又は条例第３条第１項

の規定により、電子情報処理組織を使用する方法

により行うことができる地方税に関する法令又は

条例等に規定する申請等は、別表第１左欄に掲げ

る電子情報処理組織の区分に応じ、同表中欄に掲

げる申請等とする。 

  

  （処分通知等の指定） 

 第４条 法第７条第１項又は条例第４条第１項の規



 

 

定により、電子情報処理組織を使用する方法によ

り行うことができる地方税に関する法令又は条例

等に規定する処分通知等は、地方税ポータルシス

テムを使用する方法により行う別表第２に掲げる

処分通知等とする。 

  

（届出の指定） （届出の指定） 

第４条 前条に規定するもののほか、市税の賦課徴

収に関して市長が必要と認める届出で、電子申請

サービスを使用する方法により行うことができる

ものは、別表第２に掲げる届出とする。 

第５条 前２条に規定するもののほか、市税の賦課

徴収に関して市長が必要と認める届出で、地方税

ポータルシステムを使用する方法により行うこと

ができるものは、別表第３に掲げる届出とする。 

  

 （電子計算機の指定）  （電子計算機の指定） 

第５条 第３条の申請等及び前条の届出は、埼玉県

が使用し、及び管理する電子計算機を用いるもの

とする。 

第６条 第３条の申請等、第４条の処分通知等及び

前条の届出は、機構が使用し、及び管理する電子

計算機を用いるものとする。 

  

 （事前届出等） 

 第７条 第３条の申請等及び第５条の届出（以下「

市税に係る申請等」という。）を地方税ポータル 

システムを使用する方法により行おうとする者は、

あらかじめ、市長等の使用に係る電子計算機と電 

気通信回線を通じて通信できる機能を備えた電子 

計算機から、次に掲げる事項を入力して、市長に 

届け出なければならない。ただし、市長が当該届 

出を必要としないと認めるときは、この限りでな 

い。 

 ⑴ 氏名及び住所（法人にあっては、その名称及 

び代表者の氏名並びに主たる事務所又は事業所 

の所在地） 

 ⑵ 地方税ポータルシステムを使用する方法によ 

り行う市税に係る申請等の範囲 

 ⑶ 前２号に掲げるもののほか、地方税ポータル 

システムを使用する方法による市税に係る申請 

等に必要と認められる事項 

 ２ 前項の規定による届出を行おうとする者は、当

該届出に係る事項について電子署名を行い、当該

電子署名に係る電子証明書（市長等の使用に係る

電子計算機に備えられたファイルに記録すること

ができる電子証明書に限る。以下同じ。）を当該

届出事項と併せて、市長に送信しなければならな

い。ただし、届出を行おうとする者が、税理士法

（昭和２６年法律第２３７号）第２条第１項第２

号に規定する税務書類の作成を委嘱し、当該委嘱

を受けた者が地方税ポータルシステムを使用する 

方法により市税に係る申請等を行う場合において、

委嘱を受けた者に係る電子署名及び電子証明書を 

送信して届出を行うときは、この限りでない。 

 ３ 市長は、第１項の規定による届出を受理したと



 

 

きは、当該届出を行った者に対し、識別符号（地

方税ポータルシステムを使用する方法により市税

に係る申請等を行う者（以下「利用者」という。

）を特定するために、利用者ごとに付与する符号

をいう。以下同じ。）及び暗証符号（利用者を特

定する際の地方税ポータルシステムの安全性の確

保を目的として用いる符号であって、利用者ごと

に付与するものをいう。以下同じ。）を通知する

ものとする。ただし、当該届出を行った者が、既

に本市以外の運営団体から識別符号及び暗証符号

を付与されているときは、この限りでない。 

 ４ 第１項の規定による届出を行った者は、その届

け出た事項に変更が生じたときは、速やかにその 

旨を、その者の使用に係る電子計算機から入力し、

市長に届け出なければならない。第２項の規定に 

より送信した電子証明書に記録された事項に変更 

が生じ、又は当該電子証明書の有効期間が満了し 

たときも、同様とする。 

 ５ 第１項の規定による届出を行った者は、地方税

ポータルシステムの使用を停止したときは、速や

かにその旨を市長に届け出なければならない。 

  

 （電子申請サービスによる市税に係る申請等） （地方税ポータルシステムによる市税に係る申請 

等） 

第６条 第８条 利用者は、機構が利用者に対して提供する

利用者用ソフトウェア又はこれと同様の機能を有

するものを用いて、市長等の使用に係る電子計算

機と電気通信回線を通じて通信できる機能を備え

た電子計算機から、当該市税に係る申請等に係る

事項並びに前条第３項の識別符号及び暗証符号を

入力して、当該市税に係る申請等の情報に電子署

名を行い、当該電子署名に係る電子証明書と併せ

てこれらを送信しなければならない。ただし、次

の各号に掲げる場合には、当該各号に定める行為

をすることを要しない。 

 ⑴ 第７条第１項ただし書により、同項に規定す 

る届出を必要としないと認められた場合 識別 

符号及び暗証番号を入力すること。 

 ⑵ 市税に係る申請等を行おうとする者が、税理 

士法第２条第１項第２号に規定する税務書類の 

作成を委嘱し、当該委嘱を受けた者が地方税ポ 

ータルシステムを使用する方法により当該市税 

に係る申請等を行う場合 当該申請等の情報に 

当該者に係る電子署名を行うこと及び当該電子 

署名に係る電子証明書を送信すること。 

電子申請サービスを使用する方法により市税に 

係る申請等を行う場合において、市長は、当該市 

税に係る申請等について規定した地方税に関する 

法令又は条例等の規定により添付すべきこととさ 

れている書面等（以下「添付書面等」という。） 

２ 地方税ポータルシステムを使用する方法により

市税に係る申請等を行う場合において、市長は、

当該市税に係る申請等について規定した地方税に

関する法令又は条例等の規定により添付すべきこ

ととされている書面等（以下「添付書面等」とい



 

 

（当該添付書面等が登記事項証明書であるときを 

除く。）に記載されている事項又は記載すべき事 

項を併せて入力して送信させることをもって、当 

該添付書面等の提出に代えさせることができる。 

う。）（当該添付書面等が登記事項証明書である

ときを除く。）に記載されている事項又は記載す

べき事項を併せて入力して送信させることをもっ

て、当該添付書面等の提出に代えさせることがで

きる。 

２ 電子申請サービスを使用する方法により市税に

係る申請等を行う場合において、添付書面等が登

記事項証明書であるときは、市長は、これに代わ

るべき電気通信回線による登記情報の提供に関す

る法律（平成１１年法律第２２６号）第２条第１

項に規定する登記情報の送信を同法第３条第１項

の規定による指定を受けた者から受けるのに必要

な情報であって、当該者から送信を受けたものを

送信させることをもって、当該添付書面等の提出

に代えさせることができる。 

３ 地方税ポータルシステムを使用する方法により

市税に係る申請等を行う場合において、添付書面

等が登記事項証明書であるときは、市長は、これ

に代わるべき電気通信回線による登記情報の提供

に関する法律（平成１１年法律第２２６号）第２

条第１項に規定する登記情報の送信を同法第３条

第１項の規定による指定を受けた者から受けるの

に必要な情報であって、当該者から送信を受けた

ものを送信させることをもって、当該添付書面等

の提出に代えさせることができる。 

３ 規則第５条第２項第４号の市長が定める電子証

明書は、埼玉県により電子申請サービスを使用す

る方法により申請等を行う場合に利用することが

認められた電子証明書とする。 

４ 規則第５条第２項第４号の市長が定める電子証

明書は、機構により地方税ポータルシステムを使

用する方法により市税に係る申請等を行う場合に

利用することが認められた電子証明書とする。 

  

  （書面の特例等） 

 第９条 税理士法の規定により税務代理をする税理

士が、電子情報処理組織を使用する方法により行

う当該代理をする市税に係る申請等の情報に電子

署名を行い、当該電子署名に係る電子証明書を当

該市税に係る申請等と併せて送信したときは、こ

れを同法第３０条の規定により提出しなければな

らないとされる書面の提出があったものとみなす

ことができる。 

 ２ 税理士法第３３条第１項及び第２項並びに第３

３条の２第３項の規定による市税に係る申請等に

おいて記載すべき事項とされる署名は、電子情報

処理組織を使用する方法により行う市税に係る申

請等の情報に電子署名を行い、当該電子署名に係

る電子証明書を当該市税に係る申請等と併せて送

信することをもって、当該署名に代えることがで

きる。 

  

 （地方税ポータルシステムによる処分通知等） 

 第１０条 地方税ポータルシステムを使用する方法

により処分通知等を行う場合は、当該処分通知等

の対象者の使用に係る電子計算機と電気通信回線

を通じて通信できる機能を備えた市長等の使用に

係る電子計算機から、当該処分通知等につき規定

した法令又は条例等の規定において書面等に記載

すべきこととされている事項を入力して、当該処

分通知等の情報に電子署名を行い、当該電子署名

に係る電子証明書と併せてこれらを送信すること

により、当該処分通知等を行うものとする。 



 

 

  

 （埼玉県の定める事項の遵守） （機構の定める事項の遵守） 

第７条 電子申請サービスを使用する方法により市

税に係る手続等を行うときは、その使用に関し埼

玉県が定める事項を遵守しなければならない。 

第１１条 地方税ポータルシステムを使用する方法

により市税に係る手続等を行うときは、その使用

に関し機構が定める事項を遵守しなければならな

い。 

  

 （電子申請サービスに関する手続の準用） 

 第１２条 第６条、第８条第２項及び第３項並びに

前条の規定は、電子申請サービスの使用について

準用する。この場合において、第６条中「、第４

条の処分通知等及び前条の届出は、機構」とある

のは「は、埼玉県」と、第８条第２項及び第３項

並びに前条中「地方税ポータルシステム」とある

のは「電子申請サービス」と、同条中「機構」と

あるのは「埼玉県」と読み替えるものとする。 

  

第８条 ［略］ 第１３条 ［略］ 

  

別表第１を次のように改める。 

 

  



 

 

別表第１（第３条関係） 

申請等 根拠条文等 
税証明等交付請求書の提出 地方税法（昭和２５年法律第２２６号

）第２０条の１０及び第３８２条の３
並びにさいたま市市税条例施行規則（
平成１３年さいたま市規則第６４号。
以下「市税条例施行規則」という。）
第９条及び第１３条の３ 

市民税・県民税申告書の提出 地方税法第４５条の２及び第３１７条
の２並びにさいたま市市税条例（平成
１３年さいたま市条例第６７号。以下
「市税条例」という。）第２８条及び
第２９条 

軽自動車税（種別割）申告（報告）書
兼標識交付申請書の提出 

地方税法第４６３条の１９第１項及び
市税条例第９４条 

事業報告書の提出 市税条例第２４条の２及び市税条例施
行規則第１２条第６項 

指定申出書の提出 市税条例第２４条の２及び市税条例施
行規則第１２条の２第１項 

指定法人等の指定等に係る異動届出書
の提出 

市税条例第２４条の２及び市税条例施
行規則第１２条の３第１項 

原動機付自転車・小型特殊自動車試乗
用標識交付申請書の提出 

市税条例第９９条 

固定資産税新築施設建築物（市街地再
開発事業）に係る減額申告書の提出 

地方税法附則第１５条の８第１項及び
市税条例附則第１９条第３項 

固定資産税新築防災施設建築物（防災
街区整備事業）に係る減額申告書の提
出 

地方税法附則第１５条の８第３項及び
市税条例附則第１９条第５項 

固定資産税高規格堤防の整備に伴う建
替家屋に係る減額申告書の提出 

地方税法附則第１５条の８第４項及び
市税条例附則第１９条第６項 

固定資産税改修実演芸術公演施設に係
る減額申告書の提出 

地方税法附則第１５条の１１第１項及
び市税条例附則第１９条第１３項 

東日本大震災に係る固定資産税・都市
計画税被災住宅用地に係る申告書の提
出 

地方税法附則第５６条第１項及び市税
条例附則第５６条第１項 

東日本大震災に係る固定資産税区分所
有家屋の敷地に係る特定被災共用土地
の按分申出書の提出 

地方税法附則第５６条第４項及び第９
項並びに市税条例附則第５６条第３項
及び第４項 

東日本大震災に係る固定資産税・都市
計画税被災代替住宅用地に係る申告書
の提出 

地方税法附則第５６条第１０項及び地
方税法施行令（昭和２５年政令第２４
５号）附則第３３条第２９項 

東日本大震災による代替家屋取得に係
る固定資産税・都市計画税の特例適用
申告書の提出 

地方税法附則第５６条第１１項及び地
方税法施行令附則第３３条第２９項 

原子力災害に係る固定資産税・都市計
画税代替住宅用地に係る申告書の提出 

地方税法附則第５６条第１３項及び地
方税法施行令附則第３３条第２９項 

原子力災害による代替家屋取得に係る
固定資産税・都市計画税の特例適用申
告書の提出 

地方税法附則第５６条第１４項及び地
方税法施行令附則第３３条第２９項 



 

 

  

特別土地保有税減免申請書の提出 地方税法第６０５条の２及び市税条例
第１２０条第２項 

延滞金減免申請書の提出 地方税法第３２６条第４項、第３６９
条第２項、第４６３条の２４第２項、 
第４８２条第３項、第６０８条第２項、
第７０１条の１１第２項及び第７０１
条の６０第２項並びに市税条例施行規
則第１１条第２項 

納税貯蓄組合解散届の提出 納税貯蓄組合法（昭和２６年法律第１
４５号）第１３条 



 

 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

 ⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

 ⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

 ⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

 別表第２（第４条関係） 

 処分通知等 根拠条文等 

給与所得等に係る市

民税・県民税特別徴

収税額の決定・変更

通知書（特別徴収義

務者用）の送付 

地方税法第３２１条

の４第１項、第７項

及び第８項 

 

  

別表第２（第４条関係） 別表第３（第５条関係） 

届出 

送付先変更申出書の提出 

軽自動車税（種別割）減免申請事項異動報告

書の提出 

商品であって使用しない軽自動車等について

（届出）の提出 

軽自動車税（種別割）保留（解除）申立書の

提出 

現況調査票の提出 

個人営業届の提出 

退職所得に係る住民税の特別徴収還付請求書

の提出 

共有資産に係る固定資産税・都市計画税の代

表者変更届の提出 

家屋補充課税台帳（未登記家屋）申出書の提

出 

補充課税台帳登載家屋並びに現況家屋の滅失

届の提出 
 

届出 

市民税・県民税特別徴収への切替届出書の提出 

特別徴収義務者所在地・名称変更届出書の提出 
 

  

   附 則 

 この告示は、令和５年２月１日から施行する。 



さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

さいたま市告示第２０７号 

さいたま市にぎわい交流館いわつきにおける自動販売機設置事業者の公募について、別添公募要領

のとおり一般競争入札を行うので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の６の

規定に基づき公告する。 

令和５年１月３０日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
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令和５年度さいたま市経済政策課所管・自動販売機設置事業者公募要領 
 
 さいたま市経済局商工観光部経済政策課（以下「経済政策課」という。）が実施する自

動販売機設置事業者（以下「設置者」という。）の公募に参加される方は、この公募要領を

よく読み、次の各事項を理解し、必ず現地を確認し、現状等を承知されたうえで入札に参

加してください。  
なお、この要領は経済政策課所管の施設内に設置することを条件に定めるものです。 

 
◆１ 募集事項◆ 
  公募物件及び諸条件については、別添の「物件調書」のとおりとします。なお、現地

説明会は実施しません。 
 
◆２ 申込みの資格◆ 
  令和４年１０月１日時点において、さいたま市自動販売機設置業者登録名簿に登載さ

れている業者とします。 
 

◆３ 自動販売機の設置条件等◆ 
 （１）貸付期間   

令和５年４月１日から令和１０年３月３１日まで（期間５年間、更新なし） 

 （２）貸付料 

設置者が提示した入札価格（月額、消費税等抜き）に消費税額を加算し、貸付期

間の月数で乗じた金額を貸付料とします。 

 （３）光熱水費及びその他必要経費 

   ・自動販売機の設置及び撤去に要する費用は、設置者の負担となります。 

   ・種類に応じて発生する光熱水費については設置者の負担となり、各設

置者が自動販売機毎に使用量を計測するメーター（子メーター）を取

り付け、それにより算出された料金を施設等管理者が定める期日までに

施設等管理者が発行する納入通知書により納入することとなります。 

・自動販売機の設置場所に応じて、火災等による損害のために付している建物総合

保険料を負担することとなります。 

 （４）貸付面積 

別添「物件調書」のとおりとし、使用済容器回収ボックス、電源接続部分及び放

熱スペースも貸付面積に含みます。 

（５）節電、環境対策 

省電力やノンフロン対応、ヒートポンプ機の使用など環境負荷を低減した機器 

にすることとします。 

（６）災害時の無償提供 

    災害時において、さいたま市災害対策本部若しくは施設等管理者からの指示があ

資料４ 
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り、かつ設置した自動販売機が飲料を販売している場合、商品を無償提供すること

ができる体制を整えてください。遠隔操作等ができない機種であれば、手動等で提

供できるような手法を施設等管理者と協議のうえ設置してください。 

 

 

◆４ 使用上の制限◆ 
  貸付期間中は、次の事項を遵守してください。 

 （１）設置者は、機器の機種変更（販売品種の変更又は機器の修繕を除く。）をしようと

する場合は、事前に変更する理由を書面によって経済政策課に申請し、その承認を

受けること。 

（２）設置者は、貸付場所の原状を変更しないこと。ただし、経済政策課が認める場合

はこの限りではありません。 

（３）自動販売機を設置する権利を第三者に譲渡又は転貸しないこと。 

（４）設置者は経済政策課が指定する期日までに、毎月の売上実績を報告すること。 

（５）その他、共通仕様書、個別物件調書の事項を遵守すること。 

 

◆５ 維持管理責任◆ 
  貸付期間中の維持管理については、次の事項を遵守してください。 

 （１）設置者は、設置した自動販売機の維持管理を自ら行うこと。 

 （２）自動販売機の設置の際は、転倒防止対策及びその他安全対策を行うこと。 

（３）商品補充、金銭及び品質管理など自動販売機の維持管理については、設置者の負

担と責任で行うこと。なお、盗難、汚損、毀損等が発生した場合は、速やかに復旧

すること。その際、さいたま市の責めに帰することが明らかな場合以外は、さいた

ま市はその責めを負いません。 

 （４）使用済容器回収ボックスは、販売する商品の容器の種類に応じたものを設置し、

設置者の責任で適切に回収すること。 

 （５）自動販売機の故障、問合せ及び苦情等については、設置者の責任において対応す

ること。 

 

◆６ 原状の回復◆ 
  貸付期間が満了又は契約が解除された場合には、速やかに原状回復をしてください。

また、設置者はさいたま市に対して原状回復に要した費用等を請求することはできませ

ん。 
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◆７ 質問の受付・回答◆ 
質問受付期間 令和５年１月１６日（月）～令和５年１月２５日（水）午後５時ま

で 

質問受付方法  所定の質問書を次のいずれかの方法にて提出してください。 

・ＦＡＸ番号 ： ０４８－８２９－１９４４ 

・ｅメールアドレス ： keizai-seisaku@city.saitama.lg
ｴﾙｼﾞｰ

.jp 

※上記以外の方法（電話、口頭等）では受付しません。 

 

質問回答方法 回答は、令和５年１月３１日（火）から、さいたま市ホームページ

において公表します。（質問者名は表示しません。） 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/001/p093819.html 

 

 

◆８ 入札参加申込等◆ 
入札参加 

申込（受付）期間 

令和５年１月３１日（火）～２月１３日（月） 

（土曜、日曜、祝日を除く） 

午前８時３０分から正午まで及び午後１時００分から午後５時

１５分まで 

申込場所 〒３３０－９５８８  

さいたま市浦和区常盤６－４－４  
担当 さいたま市経済局商工観光部経済政策課 
電話 ０４８－８２９－１３６３ 

 

申込方法 上記の期間、申込場所へ持参してください。 

 

必要書類等 ①一般競争入札参加申込書（別添様式１を使用してください。） 

②設置する予定の自動販売機のカタログ又は販売品目一覧表（任意

様式） 

③返信用封筒（一般競争入札参加証等の返送用）※８４円切手を貼

付し、返送先住所・宛名等を記入してください。 

※申込期間終了後の必要書類の提出、返却、変更は認めません。 

 

◆９ 入札参加の返信◆ 
  提出された必要書類等について確認を行い、不備等がなかった場合に申込者宛てに 

「一般競争入札参加証」を送付します。 
 

 

mailto:keizai-seisaku@city.saitama.lg
https://www.city.saitama.jp/005/001/017/001/p093819.html
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◆10 入札日時等◆ 
入札会場 さいたま市役所 地下１階 第１会議室 

（さいたま市浦和区常盤６－４－４） 

入札日時 令和５年２月２１日（火） 午後４時３０分 

必要書類 ①一般競争入札参加証 

②入札書（必要項目に記載を済ませておいてください。） 

③委任状（代理人が入札する場合。） 

④入札辞退届（※必要に応じて） 

※ ②～④は、さいたま市ホームページからダウンロードできます。 

  https://www.city.saitama.jp/005/001/017/001/p093819.html 

注意事項 ・入札当日は、上記の必要書類を持参してください。郵送等の受付け

はしません。 

・入札者以外は、会場への入場はできません。 

・入札に関して、不正行為又は入札執行者の指示に従わない方は、そ

の場で失格若しくは入札無効とします。 

 

 

◆11 入札金額等◆ 
  入札金額は貸付料の月額（消費税等抜き）を記載してください。予定貸付価格（月額）

以上で最も高い金額を入札した方が落札者となります。 
 （１）入札書に記載する際又は入札の際には、次の事項に留意してください。 
  ・数字の記載は、黒インクのボールペン又は万年筆を用いて、アラビア数字（算用数

字）を使用して、金額の頭に￥マークを記入すること。 
  ・誤字脱字の加除訂正をする場合は、その箇所に押印（訂正印）をしてください。な

お、入札書の金額は訂正できません。 
  ・入札後に入札書の書換え、引換え又は撤回をすることはできません。 
 （２）（１）に違反する入札及び次のいずれかに該当する入札は無効とします。 
  ・入札参加資格の無い方の入札 
  ・記載事項が判読不明なものの入札 
  ・入札事項の一部又は全部が記載されていない入札 
  ・記名、押印がない入札 
  ・その他指定した以外の方法により入札した場合 
   

◆12 入札保証金◆ 
  今回の一般競争入札においては、入札保証金は免除とします。 

   

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/001/p093819.html
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◆13 落札者の決定◆ 
 （１）予定貸付価格（月額）以上で最も高い金額（月額）を入札した方が落札者となり

ます。 
 （２）落札者となるべき同価格の入札をした者が複数いた場合は、直ちに「くじ」によ

って落札者を決定します。 
 （３）予定貸付価格以上の入札がない場合は再度入札をしますが、１回限りとします。 
（４）再入札においても落札者が決定できない場合は、他の方法により設置者を決定し

ますが、その方法についてはその時点で公表します。 
（５）正当な理由なくして、経済政策課が指定する期日までに自動販売機の設置等の手

続きに応じなかった場合又は著しく社会的信用を損なう行為等により、設置事業者

として相応しくないと施設等管理者が判断したときは、設置者の決定を取り消す場

合があります。  
 
◆14 設置事業者の公表等◆ 
  契約を締結した設置者は、さいたま市ホームページで名称を公表されます。 
 
◆15 契約の締結◆ 
 （１）落札者には、契約に関する書類をお渡ししますので、経済政策課の指示に従って

ください。 
 （２）契約締結期限は、令和５年２月２７日（月）までとなります。 
 （３）貸付箇所が建物内のため、収入印紙は必要ありません。 

（４）契約者は、一般競争入札参加申込者名義で締結します。 
 
◆16 契約保証金◆ 
  一般競争入札で落札した設置者は、契約保証金として貸付料の１００分の１０以上の

額をさいたま市に納付していただきます。ただし、契約される方が過去２年の間に国又

は地方公共団体と種類及び規模をほぼ同じくする契約を２回以上にわたって締結し、こ

れらをすべて誠実に履行し、かつ契約を履行しないこととなるおそれがないと認めると

きは、次の書類を提出することで免除します。 

 （１）契約保証金免除申請書 

（２）過去２年の間に国又は地方公共団体と交わした種類及び規模をほぼ同じくする契

約書の写し 

 

◆17 契約保証金の還付◆ 
 契約保証金は、貸付契約を誠実に履行した契約期間終了後に還付いたします。契約履

行及び完了検査後に還付請求をしてください。なお、契約保証金には利息を付しません。 
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◆18 貸付料の納付◆ 
  貸付料の納付は、経済政策課が発行する納入通知書で指定金融機関にて指定期日まで

に納付するものとします。※納入通知書は、原則、年度ごとに作成します。 
 



さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

さいたま市告示第２０８号 

さいたま市支所・市民の窓口公金警備輸送等業務について、次のとおり一般競争入札を行うので、

地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基

づき公告する。 
令和５年１月３０日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 
さいたま市支所・市民の窓口公金警備輸送等業務 

⑵ 履行場所 
さいたま市西区大字西遊馬２３６番地２ 外 

⑶ 業務概要 

仕様書のとおり 
⑷ 履行期間 

令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで 
２ 競争入札参加資格に関する事項 

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 
⑴ 本入札の告示日において、令和３・４年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）（

以下「名簿」という。）に営業種目「運送・運行」または「警備」で登載されており、かつ、引

き続き同業務で令和５・６年度競争入札参加資格の申請をしていること。 

 ⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 
ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 
イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 
⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 直近２年間で、さいたま市指定金融機関である埼玉りそな銀行へ直接現金を納入する業務を受

託し、かつ適切に業務を完了した実績を有する者であること。 

３ 入札説明書の交付 
本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書を交付するものとする。交付の方法は手交又は郵

送とする。郵送を希望する場合は受付先に連絡すること。手交を希望する場合は受付先にて直接手

交する。 
⑴ 受付先 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市役所８階 さいたま市市民局区政推進部 
電話 ０４８（８２９）１８３３ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９９２ 



さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

⑵ 交付期間 
告示の日から令和５年２月１３日（月）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年

さいたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から正午まで及び午後１

時から午後４時まで） 

⑶ 交付費用 
無償 

⑷ 交付方法 
ＣＤ－ＲＯＭ 

 ⑸ その他 
   郵送又は電子メールによる交付を希望する者は、⑵の期間内に、⑴の電話番号に連絡すること。 

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 
本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において

確認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 
⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 
イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 
３⑵に同じ 
※郵送の場合は令和５年２月１３日（月）必着 

⑶ 受付場所 
３⑴に同じ 

⑷ 提出方法 
郵送又は持参 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 
確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 
全て郵送とする。 

⑵ 交付期間 
令和５年２月１６日（木）までに交付するものとする。 

６ 入札手続等 
⑴ 入札方法 

単価（月額）で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１

００分の１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数

金額を切り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費

税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００

に相当する金額を入札書に記載すること。 
⑵ 入札の日時及び場所 

ア 日時 
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令和５年２月２０日（月）午前１０時００分 
イ 場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市役所 地下１階 第１会議室 
⑶ 入札保証金 

見積もった金額（月額）に月数を乗じた額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さい

たま市契約規則（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除と

する。 
⑷ 開札の日時及び場所 

ア 日時 
令和５年２月２０日（月）入札終了後、直ちに行う。 

イ 場所 
６⑵イに同じ 

⑸ 落札者の決定方法 
さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で、同条第４項及び第５項に基づいて作成した最低制限価格以上の価格をもって入札を行っ

た者のうち、最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 
⑹ 入札事務を担当する課 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市市民局区政推進部 
電話 ０４８（８２９）１８３３ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９９２ 

７ 契約手続等 
⑴ 契約保証金 

契約金額（月額）に月数を乗じた額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま

市契約規則第３０条の規定に該当する場合は、免除とする。 
⑵ 契約書作成の要否 

要 
⑶ 議決の要否 

否 
８ その他 

⑴ 契約条項等は、さいたま市市民局区政推進部及びホームページにおいて閲覧できる。 
https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 

⑵ 詳細は、入札説明書による。 

  

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html
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さいたま市告示第２０９号 

さいたま市マイナンバーカード交付予約コールセンター等運営業務について、次のとおり一般競争

入札を行うので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７

条の６の規定に基づき公告する。 

令和５年１月３０日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 

さいたま市マイナンバーカード交付予約コールセンター等運営業務 

⑵ 履行場所 

コールセンター設置場所（日本国内） 

⑶ 業務概要 

仕様書のとおり 

⑷ 履行期間 

令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 
本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本入札の告示日において、令和３・４年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）（

以下「名簿」という。）に業務「電話交換」「受付案内」で登載されており、かつ、引き続き同

業務で令和５・６年度競争入札参加資格の申請をしていること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 
ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 
イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 
⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 
⑷ 一般財団法人日本情報経済社会推進協会からのプライバシーマーク（JISQ15001）の認証を取

得していること。 
⑸ ISMS 適合性評価の認定取得をしていること。 
⑹ 国または地方自治体において、過去３年以内に同類、同規模の業務委託契約を締結した実績が

あること。 
３ 入札説明書の交付 

本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書を交付するものとする。 
⑴ 交付場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市市民局区政推進部 
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担当 山本、萩原 電話 ０４８（８２９）１８３３ 

⑵ 交付期間 
告示の日から令和５年２月１３日（月）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さ

いたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から午後４時まで） 
⑶ 交付費用 

無償 
⑷ 交付方法 

ＣＤ－ＲＯＭ 
 ⑸ その他 
   郵送又は電子メールによる交付を希望する者は、⑵の期間内に、⑴の電話番号に連絡すること。 
４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において

確認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 
⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 
イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 
３⑵に同じ 

⑶ 受付場所 
３⑴に同じ 

⑷ 提出方法 
郵送又は持参 

 ⑸ 郵送による場合の提出書類の受領期限及び送付先 
ア 受領期限 

令和５年２月１３日（月）必着 
  イ 送付先 
    〒３３０－９５８８ さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市市民局区政推進部 
５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 
⑴ 交付方法 

全て郵送とする。 
⑵ 交付日 

令和５年２月１６日（木）までに交付するものとする。 
６ 入札手続等 

⑴ 入札方法 
総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の

１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切

り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る
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課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００に相当す

る金額を入札書に記載すること。 
⑵ 入札の日時及び場所 

ア 日時 
令和５年２月２０日（月）午前１０時３０分 

イ 場所 
さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市役所 地下１階 第１会議室 

⑶ 入札保証金 
見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３

年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。 
⑷ 開札の日時及び場所 

ア 日時 
令和５年２月２０日（月）入札終了後、直ちに行う。 

イ 場所 
６⑵イに同じ 

⑸ 最低制限価格 
設定しない。 

⑹ 落札者の決定方法 
さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 
⑺ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

⑻ 入札事務を担当する課 
さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市市民局区政推進部 

電話 ０４８（８２９）１８３３ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９９２ 

７ 契約手続等 
⑴ 契約保証金 

契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。 
⑵ 契約書作成の要否 

要 
⑶ 議決の要否 

否 
８ その他 

⑴ 契約条項等は、さいたま市市民局区政推進部及びホームページにおいて閲覧できる。 
https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 

 ⑵ 詳細は、入札説明書による。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html


 

さいたま市告示第２１０号 

 さいたま市地域総合整備資金貸付要綱の一部を改正する告示を次

のように定める。 

  

  令和５年１月３０日 

 

              さいたま市長 清 水 勇 人 

 



 

 

さいたま市地域総合整備資金貸付要綱の一部を改正する告示 

 さいたま市地域総合整備資金貸付要綱（平成１８年さいたま市告示第３０６号）の

一部を次のように改正する。 

次の表中下線又は太線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、

改正後の欄にあっては「改正後部分」という。）については、次のとおりとする。 

⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当

該改正後部分に改める。 

⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

（定義） （定義） 

第２条 この告示において、次の各号に掲げる用語

の意義は、当該各号に定めるところによる。 

第２条 この告示において、次の各号に掲げる用語

の意義は、当該各号に定めるところによる。 

 ⑴～⑷ ［略］  ⑴～⑷ ［略］ 

 ⑸ 支援対象事業活動 地球温暖化対策の推進に

関する法律（平成１０年法律第１１７号）第３

６条の２５第１項の規定により株式会社脱炭素

化支援機構の支援の対象となった事業者が、同

項の規定により対象事業活動支援を受けて行う

同法第３６条の２に規定する対象事業活動をい

う。 

 

  

 （貸付対象事業）  （貸付対象事業） 

第４条 地域総合整備資金の貸付けの対象となる事

業（以下「貸付対象事業」という。）は、地域振

興民間能力活用事業計画に位置付けられた民間事

業者等による事業であって、次の各号のいずれに

も該当するものとする。 

第４条 地域総合整備資金の貸付けの対象となる事

業（以下「貸付対象事業」という。）は、地域振

興民間能力活用事業計画に位置付けられた民間事

業者等による事業であって、次の各号のいずれに

も該当するものとする。 

 ⑴ ［略］  ⑴ ［略］ 

 ⑵ 貸付対象事業の営業開始に伴い、事業地域内

において５人以上（支援対象事業活動及び電気

事業者による再生可能エネルギー電気の調達に

関する特別措置法（平成２３年法律第１０８号

）第２条第５項に規定する認定事業者が同項に 

  規定する認定発電設備を整備する事業であって、

  市長が地域振興の観点から特に支援が必要と認

めるものにあっては、１人以上）の新たな雇用

の確保が見込まれるもの 

 ⑵ 貸付対象事業の営業開始に伴い、事業地域内

において１０人以上（電気事業者による再生可

能エネルギー電気の調達に関する特別措置法（

平成２３年法律第１０８号）第２条第５項に規

定する認定事業者が同項に規定する認定発電設

備を整備する事業であって市長が地域振興の観 

  点から特に支援が必要と認めるものにあっては、

  １人以上）の新たな雇用の確保が見込まれるも

の 

 ⑶・⑷ ［略］  ⑶・⑷ ［略］ 

２ ［略］ ２ ［略］ 

  

 （貸付額）  （貸付額） 



 

 

第６条 ［略］ 第６条 ［略］ 

２・３ ［略］ ２・３ ［略］ 

４ 支援対象事業活動に係る第２項の適用について

は、同項第１号中「４２億円」とあるのは「６７

．５億円」と、「６３億円」とあるのは「１０１

．２億円」と、同項第２号中「１００分の３５」

とあるのは「１００分の４５」とする。 

 

５ ［略］ ４ ［略］ 

  

 （償還期間等）  （償還期間等） 

第９条 貸付金の償還期間は、２０年（５年以内の

据置期間を含む。）以内とする。 

第９条 貸付金の償還期間は、１５年（５年以内の

据置期間を含む。）以内とする。 

   

附 則 

 （施行期日） 

１ この告示は、公布の日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この告示による改正後のさいたま市地域総合整備資金貸付要綱の規定は、この告

示の施行の日以後の申請に係る資金の貸付けについて適用し、同日前の申請に係る

資金の貸付けについては、なお従前の例による。 
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さいたま市告示第２１１号 
 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、次の開発行為に関する工

事が完了したので公告する。 
令和５年１月３１日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
１ 開発区域に含まれる地域の名称 

さいたま市緑区大字中尾字駒前６３７番１、６３７番４、６３７番５、６３７番６、６３７番７、

６３７番８、６３７番９、６３７番１０、６３７番１１ 
２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名 

さいたま市南区沼影一丁目１３番１号 
ポラスタウン開発株式会社 代表取締役 中内 晃次郎 

３ 許可番号 
 令和５年１月１７日 
 第 変２Ｓ２０２２０６８ 号 

４ 検査済証番号 
 令和５年１月３０日 
 第 完‐Ｓ２０２２０６８ 号 
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さいたま市告示第２１２号 
救急廃棄物収集運搬処理業務ついて、次のとおり一般競争入札を行うので、地方自治法施行令（昭

和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基づき公告する。 

令和５年１月３１日 
さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 競争入札に付する事項 
 ⑴ 件名 救急廃棄物収集運搬処理業務 

 ⑵ 履行場所 さいたま市西区西大宮３丁目４８番地 外 

 ⑶ 業務概要 仕様書のとおり 

 ⑷ 履行期間 令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 
  本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本入札の告示日において、令和３・４年度さいたま市競争入札参加資格名簿者(業務委託)以下

「名簿」という。）に業務「産業廃棄物収集運搬」及び「産業廃棄物処分」の受注希望業務が登   

載され、特別管理産業廃棄物収集運搬・処分の許可証を有しているものであること。 

また、引き続き同業務で令和５・６年度さいたま市競争入札参加資格者審査の申請をしている

者であること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 
ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 
イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 
⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

３ 入札説明書の交付 
本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 
さいたま市浦和区常盤６丁目１番２８号 さいたま市消防局警防部救急課 

   担当 菅野・原田 電話 ０４８（８３３）７９８１ 
 ⑵ 交付期間 

告示の日から令和５年２月１７日（金）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年さ

いたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日（以下「休日」という。）を除く午前９時か

ら午後５時まで） 

 ⑶ 交付費用 
無償 

４ 一般競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 
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本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において

確認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 
⑴ 提出書類 

ア 一般競争入札参加申込兼資格確認申請書 
イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 
   令和５年２月１７日（金）まで（休日を除く午前９時から午後５時まで） 

⑶ 受付場所 
３⑴に同じ 

⑷ 提出方法 
持参 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 
確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 
３⑴に同じ 

⑵ 交付日時 
令和５年２月２４日（金）午前９時から午後５時まで 

⑶ その他 
郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に９４円切手を貼付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。 
６ 入札手続等 

⑴ 入札方法 
入札の際は見積書を同封し提出すること。なお、落札決定に当たっては、見積書に記載された

金額に当該金額の１００分の１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があ

るときは、その端数金額を切り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、

消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額

の１１０分の１００に相当する金額を見積書に記載すること。 
⑵ 入札の日時及び場所 

ア 日時 
令和５年３月２日（木）午後２時００分 

イ 場所 
さいたま市浦和区常盤６丁目１番２８号 さいたま市消防局４階第１調整室 

⑶ 入札保証金 
見積もった金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３

年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。 
⑷ 開札の日時及び場所 

ア 日時 
令和５年３月２日（木）入札終了後、直ちに行う。 
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イ 場所 
６⑵イに同じ 

⑸ 落札者の決定方法 
さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 
⑹ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は無効とする。 

⑺ 入札事務を担当する課 
さいたま市浦和区常盤６丁目１番２８号 さいたま市消防局警防部救急課 
電話 ０４８（８３３）７９８１ ＦＡＸ ０４８（８３３）７２０１ 

７ 契約手続等 
⑴ 契約保証金 

契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。 
⑵ 契約書作成の要否 

要 
⑶ 議決の要否 

否 
８ その他 

⑴ 参加者は、入札後、本告示、仕様書、現場等についての不明を理由として、異議を申し立てる

ことはできない。 
⑵ 契約条項等は、さいたま市警防部救急課及びホームページにおいて閲覧できる。 

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 
  

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html
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さいたま市告示第２１３号 
 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第３項の規定により、次の開発行為に関する工

事が完了したので公告する。 
令和５年１月３１日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
１ 開発区域に含まれる地域の名称 

さいたま市浦和区針ヶ谷二丁目１４６番１、１４６番２、１４６番５、１４６番７、１４９番３ 
２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名 

東京都新宿区西新宿二丁目４番１号 
住友不動産株式会社 住宅分譲事業本部 企画管理部長 畑野 義人 

３ 許可番号 
 令和４年１１月２５日 
 第 変２Ｓ２０２００８１ 号 

４ 検査済証番号 
 令和５年１月３０日 
 第 完‐Ｓ２０２００８１ 号 
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さいたま市告示第２１４号 

さいたま市マイナンバーカード特設交付センター設置運営業務について、次のとおり一般競争入札

を行うので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の

６の規定に基づき公告する。 
令和５年１月３１日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 
さいたま市マイナンバーカード特設交付センター設置運営業務 

⑵ 履行場所 
さいたま市中央区新都心１０番地 けやきひろば１階 ０２０区画 外 

⑶ 業務概要 
仕様書のとおり 

⑷ 履行期間 
令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで 

２ 競争入札参加資格に関する事項 
本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

⑴ 本入札の告示日において、令和３・４年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）（

以下「名簿」という。）に業務「その他」の受注希望業務「人材派遣」で登載されている者であ

り、かつ引き続き同業務で令和５年度・６年度競争入札参加資格の申請をしていること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 
ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産手続開始の決定を受

けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７

７号）第３２条第１項各号に掲げる者 
イ 施行令第１６７条の４第２項の規定により、さいたま市の一般競争入札に参加させないこと

とされた者 
⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 一般財団法人日本情報経済社会推進協会からのプライバシーマーク（JISQ15001）付与認定を

受けている者であること。 

⑸ ISMS 適合性評価の認定取得をしている者であること。 

⑹ 労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律（昭和６０年法律第 

８８号）第５条に規定する労働者派遣事業の許可を受けている者であること。 

⑺ 政令指定都市において、本業務と同様の業務を受託し、かつ、適切に業務を完了（完了見込み 

を含む。）した実績を有する者であること。 

３ 入札説明書の交付 
本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書等を交付するものとする。交付の方法は手交又は
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郵送とする。郵送を希望する場合は⑵の期間内に⑴の電話番号に連絡すること。手交を希望する場

合は交付場所にて直接手交する。 

⑴ 交付場所 
さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市役所８階 さいたま市市民局区政推進部 
電話 ０４８（８２９）１８３３ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９９２ 

⑵ 交付期間 
告示の日から令和５年２月１４日（火）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３年

さいたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から正午まで及び午後１

時から午後４時まで） 
⑶ 交付費用及び交付方法 

入札説明書等はＣＤ－ＲＯＭにて無償で交付する。 
４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」

という。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日にお

いて確認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 
⑴ 提出書類 

ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 
イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 
３⑵に同じ 
※郵送の場合は令和５年２月１４日（火）必着 

⑶ 受付場所 
３⑴に同じ 

⑷ 提出方法 
郵送又は持参 

⑸ 郵送による場合の提出書類の受領期限及び送付先 
ア 受領期限 
 令和５年２月１４日（火）必着 
イ 送付先 
 〒３３０－９５８８ さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市市民局区政推進部 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 
確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

⑴ 交付方法 
全て郵送とする。 

⑵ 交付日 
令和５年２月１７日（金）までに交付するものとする。 

６ 入札手続等 
⑴ 入札方法 

総価で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分
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の１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額

を切り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税

に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分の１００

に相当する金額を入札書に記載すること。 
⑵ 入札の日時及び場所 

ア 日時 
令和５年２月２２日（水）午後１時３０分 

イ 場所 
さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市役所 西会議棟 第６会議室 

⑶ 入札保証金 
入札金額の１００分の５以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則（平成１３年さ

いたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。 
⑷ 開札の日時及び場所 

ア 日時 
令和５年２月２２日（水）入札終了後、直ちに行う。 

イ 場所 
６⑵イに同じ 

⑸ 最低制限価格 
設定しない。 

⑹ 落札者の決定方法 
さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の

範囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 
⑺ 入札の無効 

さいたま市契約規則第１３条に該当する入札は、これを無効とする。 

⑻ 入札事務を担当する課 
さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市市民局区政推進部 
電話 ０４８（８２９）１８３３ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９９２ 

⑼ 業務を担当する課 
さいたま市浦和区常盤６丁目４番４号 さいたま市市民局区政推進部 
電話 ０４８（８２９）１８３３ ＦＡＸ ０４８（８２９）１９９２ 

７ 契約手続等 
⑴ 契約保証金 

契約金額の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０条の規定

に該当する場合は、免除とする。 
⑵ 契約書作成の要否 

要 
⑶ 議決の要否 

否 
８ その他 
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⑴  提出された競争入札参加申込兼資格確認申請書等は返却しない。 
⑵  契約条項等は、さいたま市市民局区政推進部及びホームページにおいて閲覧できる。 

   https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html 
⑶ 入札後、入札参加者は、本告示、仕様書等についての不明を理由として異議を申し立てること

はできない。 
 ⑷ 詳細は、入札説明書による。 

  

https://www.city.saitama.jp/005/001/017/009/index.html


さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

さいたま市告示第２１５号 

 さいたま市立美園北小学校医療的ケア実施業務について、次のとおり一般競争入札を行うので、地

方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基づ

き公告する。 

令和５年１月３１日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 

   さいたま市立美園北小学校医療的ケア実施業務 

⑵ 履行場所 

   さいたま市内外 

⑶ 履行期間 

   令和５年４月１日 から 令和６年３月３１日 まで 

⑷ 契約形態 

   時間あたりの単価契約とする。 

２ 競争入札参加資格に関する事項 

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

 ⑴ 本入札の告示日において、令和３・４年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）に

営業種目「その他の福祉サービス」「訪問介護」で登載され、かつ、引き続き同営業種目で令和

５・６年度さいたま市競争入札参加資格審査の申請をしている者であること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、及び破産手続開始の決定

を受けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律

第７７号）第３２条第１項各号に掲げる者 

  イ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第２項の規定により、さいた

ま市の一般競争入札に参加させないこととされた者 

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 都道府県知事等の指定を受けた指定訪問看護事業者又は指定介護予防訪問看護事業者であるこ

と。 

３ 入札説明書の交付 

  本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

   さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市教育委員会事務局学校教育部特別支援教育室 

担当 伊関・篠﨑 電話 ０４８（８２９）１６６７ 

⑵ 交付期間 

   本入札の告示日から令和５年２月７日（火）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３



さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

年さいたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から正午まで及び午後１

時から午後４時まで） 

⑶ 交付費用 

   無償 

 ⑷ 交付方法 

   入札説明書等は、ＣＤ－ＲＯＭにて交付する。 

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

  本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において

確認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 

⑴ 提出書類 

  ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 

  イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 

   ３⑵に同じ 

⑶ 受付場所 

   ３⑴に同じ 

⑷ 提出方法 

   持参 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

  確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

３⑴に同じ 

⑵ 交付日時 

令和５年２月１０日（金）午前９時から正午まで及び午後１時から午後４時まで 

⑶ その他 

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に８４円切手を添付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。 

６ 入札手続等 

⑴ 入札方法 

単価（時間）で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１

００分の１０に相当する額を加算した金額をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び

地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分

の１００に相当する金額を入札書に記載すること。 

⑵ 入札の日時及び場所 

  ア 日時 

令和５年２月１７日（金）午後１時１５分 

  イ 場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市役所第二別館１階第１会議室 



さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

⑶ 入札保証金 

見積もった金額（単価）の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則

（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。 

⑷ 開札の日時及び場所 

  ア 日時 

令和５年２月１７日（金）入札終了後、直ちに行う。 

  イ 場所 

    ６⑵イに同じ 

⑸ 落札者の決定方法 

   さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

⑹ 入札の無効 

   さいたま市契約規則第１３条の規定において無効と定める入札は、これを無効とする。 

⑺ 入札事務を担当する課 

   さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市教育委員会事務局学校教育部学事課 

電話 ０４８（８２９）１６４６ 

７ 契約手続等 

⑴ 契約保証金 

   契約金額（単価）の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０

条の規定に該当する場合は、免除とする。 

⑵ 契約書作成の要否 

   要 

⑶ 議決の要否 

   否 

８ 特記事項 
  本入札に係る契約の効果は、令和５年度予算の成立を要件とする。 
９ その他 

⑴ この調達契約において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 

⑵ 詳細は、入札説明書による。 

  



さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

さいたま市告示第２１６号 

 さいたま市立片柳小学校医療的ケア実施業務について、次のとおり一般競争入札を行うので、地方

自治法施行令（昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。）第１６７条の６の規定に基づき

公告する。 

令和５年１月３１日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 競争入札に付する事項 

⑴ 件名 

   さいたま市立片柳小学校医療的ケア実施業務 

⑵ 履行場所 

   さいたま市内外 

⑶ 履行期間 

   令和５年４月１日 から 令和６年３月３１日 まで 

⑷ 契約形態 

   時間あたりの単価契約とする。 

２ 競争入札参加資格に関する事項 

本入札に参加を希望する者は、次の全ての要件を満たしていなければならない。 

 ⑴ 本入札の告示日において、令和３・４年度さいたま市競争入札参加資格者名簿（業務委託）に

営業種目「その他の福祉サービス」「訪問介護」で登載され、かつ、引き続き同営業種目で令和

５・６年度さいたま市競争入札参加資格審査の申請をしている者であること。 

⑵ 次のいずれにも該当しない者であること。 

ア 特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、及び破産手続開始の決定

を受けて復権を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律

第７７号）第３２条第１項各号に掲げる者 

  イ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第２項の規定により、さいた

ま市の一般競争入札に参加させないこととされた者 

⑶ 本入札の告示日から入札日までの間、さいたま市物品納入等及び委託業務業者入札参加停止要

綱（平成１９年さいたま市制定）による入札参加停止の措置又はさいたま市の締結する契約から

の暴力団排除措置に関する要綱（平成１３年さいたま市制定）による入札参加除外の措置を受け

ている期間がない者であること。 

⑷ 都道府県知事等の指定を受けた指定訪問看護事業者又は指定介護予防訪問看護事業者であるこ

と。 

３ 入札説明書の交付 

  本入札に参加を希望する者に対し、入札説明書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

   さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市教育委員会事務局学校教育部特別支援教育室 

担当 伊関・篠﨑 電話 ０４８（８２９）１６６７ 

⑵ 交付期間 

   本入札の告示日から令和５年２月７日（火）まで（さいたま市の休日を定める条例（平成１３



さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

年さいたま市条例第２号）第１条第１項に規定する休日を除く午前９時から正午まで及び午後１

時から午後４時まで） 

⑶ 交付費用 

   無償 

 ⑷ 交付方法 

   入札説明書等は、ＣＤ－ＲＯＭにて交付する。 

４ 競争入札参加申込兼資格確認申請書の提出 

  本入札に参加を希望する者は、入札参加申込及び入札参加資格の確認審査（以下「確認審査」と

いう。）の申請を行わなければならない。名簿に登載されている者であっても、入札期日において

確認審査を受けていない者は、入札に参加する資格を有しない。 

⑴ 提出書類 

  ア 競争入札参加申込兼資格確認申請書 

  イ 入札説明書に定める書類 

⑵ 受付期間 

   ３⑵に同じ 

⑶ 受付場所 

   ３⑴に同じ 

⑷ 提出方法 

   持参 

５ 競争入札参加資格確認結果通知書の交付 

  確認審査終了後、競争入札参加資格確認結果通知書を交付するものとする。 

⑴ 交付場所 

３⑴に同じ 

⑵ 交付日時 

令和５年２月１０日（金）午前９時から正午まで及び午後１時から午後４時まで 

⑶ その他 

郵送希望者については、４の書類提出時において返信用封筒に８４円切手を添付し、申し出た

場合のみ受け付けるものとする。 

６ 入札手続等 

⑴ 入札方法 

単価（時間）で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１

００分の１０に相当する額を加算した金額をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び

地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１１０分

の１００に相当する金額を入札書に記載すること。 

⑵ 入札の日時及び場所 

  ア 日時 

令和５年２月１７日（金）午後１時３０分 

  イ 場所 

さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市役所第二別館１階第１会議室 



さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

⑶ 入札保証金 

見積もった金額（単価）の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則

（平成１３年さいたま市規則第６６号）第９条の規定に該当する場合は、免除とする。 

⑷ 開札の日時及び場所 

  ア 日時 

令和５年２月１７日（金）入札終了後、直ちに行う。 

  イ 場所 

    ６⑵イに同じ 

⑸ 落札者の決定方法 

   さいたま市契約規則第１１条第１項及び第２項の規定に基づいて作成した予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

⑹ 入札の無効 

   さいたま市契約規則第１３条の規定において無効と定める入札は、これを無効とする。 

⑺ 入札事務を担当する課 

   さいたま市浦和区常盤６－４－４ さいたま市教育委員会事務局学校教育部学事課 

電話 ０４８（８２９）１６４６ 

７ 契約手続等 

⑴ 契約保証金 

   契約金額（単価）の１００分の１０以上を納付すること。ただし、さいたま市契約規則第３０

条の規定に該当する場合は、免除とする。 

⑵ 契約書作成の要否 

   要 

⑶ 議決の要否 

   否 

８ 特記事項 
  本入札に係る契約の効果は、令和５年度予算の成立を要件とする。 
９ その他 

⑴ この調達契約において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 

⑵ 詳細は、入札説明書による。 

  



さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

さいたま市告示第２１７号 
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに

永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第３０号。以

下「支援法」という。）第１４条第４項の規定に基づき、医療機関を指定したので、生活保護法第５

５条の３及び支援法第１４条第４項の規定により、次のとおり告示する。 
令和５年１月３１日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
別紙のとおり 
  





さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

さいたま市告示第２１８号 
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに

永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第３０号。以

下「支援法」という。）第１４条第４項の規定による指定医療機関から変更の届出があったので、生

活保護法第５５条の３及び支援法第１４条第４項の規定により、次のとおり告示する。 
令和５年１月３１日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
別紙のとおり 
  





さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

さいたま市告示第２１９号 
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第４９条及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに

永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第３０号。以

下「支援法」という。）第１４条第４項の規定による指定医療機関から廃止の届出があったので、生

活保護法第５５条の３及び支援法第１４条第４項の規定により、次のとおり告示する。 
令和５年１月３１日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
別紙のとおり 
  





さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

さいたま市告示第２２０号 
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項及び中国残留邦人等の円滑な帰国の

促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第

３０号。以下「支援法」という。）第１４条第４項の規定による指定介護機関から変更の届出があっ

たので、生活保護法第５５条の３及び支援法第１４条第４項の規定により、次のとおり告示する。 

令和５年１月３１日 
さいたま市長 清 水 勇 人 

別紙のとおり 
  





さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

さいたま市告示第２２１号 
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５４条の２第１項及び中国残留邦人等の円滑な帰国の

促進並びに永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第

３０号。以下「支援法」という。）第１４条第４項の規定による指定介護機関から廃止の届出があっ

たので、生活保護法第５５条の３及び支援法第１４条第４項の規定により、次のとおり告示する。 

令和５年１月３１日 
さいたま市長 清 水 勇 人 

別紙のとおり 
  





さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

さいたま市告示第２２２号 
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５５条及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに

永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第３０号。以

下「支援法」という。）第１４条第４項の規定に基づき、施術者を指定したので、生活保護法第５５

条の３及び支援法第１４条第４項の規定により、次のとおり告示する。 
令和５年１月３１日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
別紙のとおり 
  





さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

さいたま市告示第２２３号 
生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第５５条及び中国残留邦人等の円滑な帰国の促進並びに

永住帰国した中国残留邦人等及び特定配偶者の自立の支援に関する法律（平成６年法律第３０号。以

下「支援法」という。）第１４条第４項の規定による指定施術者から変更の届出があったので生活保

護法第５５条の３及び支援法第１４条第４項の規定により、次のとおり告示する。 
令和５年１月３１日 

さいたま市長 清 水 勇 人 
別紙のとおり 
  



（省略） （省略）



さいたま市告示一覧（令和５年１月１６日から同月３１日まで） 
 

さいたま市告示第２２４号 

都市再開発法（昭和４４年法律第３８号）第３８条第２項において準用する同法第１９条第１項の

規定により、さいたま都市計画大宮駅東口大門町２丁目中地区第一種市街地再開発事業の事業計画の

変更について認可したので、次のとおり公告する。 

令和５年１月３１日 

さいたま市長 清 水 勇 人 

１ 組合の名称 

 大宮駅東口大門町２丁目中地区市街地再開発組合 

２ 事業施行期間 

 事業認可公告の日から令和５年３月まで 

３ 施行地区 

さいたま市大宮区大門町二丁目３２番１、３２番２、３２番３、３２番４、３３番２、３３番３、

３４番２、３４番３、３６番、３７番１、３７番２、３７番３、３７番４、３７番５、３７番６、

３８番、３９番１、４０番、４１番、４２番１、４２番２、４３番１、４３番２、４３番３、 

４３番４、４３番５、４３番６、４３番７、４３番８、４３番９、４３番１０、４３番１１、 

４３番１２、４３番１３、４３番１４、４３番１５、４４番１、４４番２、４５番１、４５番２、 

４６番１、４７番３、４７番４、４８番１、４８番２、４８番３、４８番４、４８番５、４８番６、 

４９番１、４９番２、４９番３、４９番４、４９番５、４９番６、５０番、５１番、５２番、 

５３番、５４番１、５４番２、５４番３、５４番４、５４番５、５４番６、５５番１、５５番２、

５５番３、５５番４、５５番５、５５番６、５５番７、５５番８、５５番９、５６番１、５６番２、

５６番３、５７番１、５７番２、５７番３、５７番４、５７番５、５７番６、５７番７、５７番８、

５８番、５９番、６０番、６１番、６２番、６３番、６４番、６５番、６６番１、６６番２、 

６７番１、６７番２、６８番、６９番、７０番、７１番、７２番、７３番、７４番、７５番、 

７６番、７７番１、７７番２、７７番３、７７番４、７７番５、７８番の一部 

さいたま市大宮区大門町三丁目４１番の一部、９２番の一部 

４ 事務所の所在地 

さいたま市大宮区大門町二丁目２６番地 

５ 設立認可の年月日 

 平成２７年３月２３日 

６ 事業計画の変更の認可の年月日 

 令和５年１月３１日 

 


